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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月12日 (金曜日) 

 　開　会　　午前10時０分

 　散　会　　午後３時31分

 　場　所　　第７委員会室

本日の委員会に付した事件 

   １　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県一般会計決算

       第４回議会 の認定について（企画部、出納

      認定第１号 事務局、監査委員事務局、人事

委員会事務局及び議会事務局所

管分）

 　２　決算調査報告書記載内容等について　　　　

出席委員 

 　委 員 長　又　吉　清　義

 　副委員長　島　尻　忠　明

 　委　　員　仲　村　家　治　　花　城　大　輔

 　　　　　　仲　田　弘　毅　　山　里　将　雄

 　　　　　　当　山　勝　利　　國　仲　昌　二

 　　　　　　西　銘　純　恵    渡久地　　　修

 　　　　　　當　間　盛　夫　　上　原　快　佐

欠席委員 

　委　　員　平　良　昭　一 

説明した者の職・氏名 

 　企 画 部 長　　金　城　　　敦

　　企 画 調 整 統 括 監　　武　田　　　真 

　　企 画 振 興 統 括 監　　谷　合　　　誠 

　　企 画 調 整 課　　
平　良　秀　春

 

　　Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 推 進 室 長　　　　　　　　　 

　　企 画 調 整 課 副 参 事　　宮　城　直  人 

　　企 画 調 整 課 主 幹　　玉　城　正　博 

　　交 通 政 策 課 長　　大　嶺　　　寛 

　　交 通 政 策 課　　
比　嘉　　　学

 

　　公 共 交 通 推 進 室 長　　　　　　　　　 

　　県土・跡地利用対策課　　
池　村　博　康

 

　　跡 地 利 用 推 進 監　　　　　　　　　 

　　科 学 技 術 振 興 課 長　　大　城　友　恵 

　　参事兼デジタル社会推進課長　　石　川　欣　吾 

　　情 報 基 盤 整 備 課 長　　與　儀　　　尚 

　　地 域 ・ 離 島 課 長　　高　嶺　力　志 

　　市 町 村 課 長　　真栄田　義　泰 

　　市 町 村 課 副 参 事　　佐久本　　　愉 

 　会 計 管 理 者　　名渡山　晶　子

 　監 査 委 員 事 務 局 長　　大　城　　　博

 　人 事 委 員 会 事 務 局 長　　茂　太　　　強

 　議 会 事 務 局 長　　山　城　貴　子
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○又吉清義委員長　ただいまから総務企画委員会を

 開会いたします。

  本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

 局長の出席を求めております。

  「本委員会の所管事務に係る決算事項の調査につ

いて」に係る令和５年第４回議会認定第１号の決算

 の調査を議題といたします。

  まず初めに、企画部長から企画部関係予算の概要

 の説明を求めます。

　金城敦企画部長。 

○金城敦企画部長　皆様おはようございます。 

  それでは、ただいま通知しました、企画部の令和

４年度歳入歳出決算説明資料について御説明いたし

 ます。

   資料の１ページを御表示ください。

  企画部は一般会計のみとなっており、所管の歳入

決算総額は、予算現額（Ａ欄）317億4870万5600円に

対し、調定額（Ｂ欄）252億3626万7644円、収入済額

（Ｃ欄）252億3558万7444円、不納欠損額（Ｄ欄）０円、

 収入未済額（Ｅ欄）68万200円となっております。

   款ごとに御説明申し上げます。

  （款）使用料及び手数料は、予算現額563万9000円、

調定額237万708円で同額収入済みであります。これ

は主に、行政財産使用許可に係る使用料収入であり

 ます。

  （款）国庫支出金は、予算現額291億9120万3200円、

調定額231億9045万3234円で同額収入済みでありま

す。これは主に、（項）国庫補助金の沖縄振興特別推

進交付金や、（項）委託金の参議院議員通常選挙費で

総務企画委員会記録（第２号） 



－282－

 あります。

  （款）財産収入は、予算現額２億4576万5000円、

調定額２億4655万1659円で同額収入済みであります。

財産収入の主なものは、（項）財産運用収入（目）財

産貸付収入における沖縄県特定駐留軍用地等内土地

 貸付料であります。

   資料２ページを御覧ください。

  （款）繰入金は、予算現額８億8519万1000円、調

定額８億6096万7401円で同額収入済みであります。

これは主に、沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事

 業基金からの繰入れであります。

　（款）諸収入は、予算現額７億240万7400円、調定

額６億5382万4642円で、収入済額６億5314万4442円

で、収入未済額68万200円となっております。諸収入

の主なものは、（項）貸付金元利収入の地域総合整備

資金貸付金元利収入であります。収入未済は、（項）

雑入（目）雑入の沖縄県地上デジタル放送受信者支

 援事業の交付決定取消しに係る返還金であります。

  （款）県債は、予算現額７億1850万円、調定額２億

8210万円で同額収入済みであります。これは主に、

 テレビ放送運営事業費に係る起債であります。

   ３ページを御覧ください。

  令和４年度一般会計歳出決算について御説明申し

 上げます。

  企画部の予算は（款）総務費に計上されておりま

 す。

  歳出決算総額は、予算現額（Ａ欄）399億5267万

2600円に対し、支出済額（Ｂ欄）325億2388万3094円、

翌年度繰越額（Ｃ欄）57億299万3460円、不用額（Ｄ

欄）17億2579万6046円となっております。予算現額

に対する支出済額の割合である執行率は81.4％、繰

 越額の割合である繰越率は14.3％であります。

  翌年度繰越額（Ｃ欄）について御説明申し上げま

 す。

  （項）企画費の繰越額22億2860万8460円のうち（目）

企画総務費１億2320万円は、通信施設改修事業にお

いては、現地調査の結果、当初想定より工事箇所が

増加したことにより、年度内の完了が困難となった

 ことによる繰越しであります。

  （目）計画調査費21億540万8460円は、沖縄県交通

事業者安全・安心確保支援事業、テレビ放送運営事

業費、八重山地区ラジオ中継局強靱化支援事業、離

島地区情報通信基盤高度化事業においては、対象事

業者が多いため、検査、補助額の確定等の作業に時

間を要することや、世界的な半導体不足等により、

物流遅延により製品調達に日数を要することが判明

したことなどにより、年度内に完了することが困難

 であったことに伴う繰越しであります。

  （項）市町村振興費の繰越しは、（目）沖縄振興特

別推進交付金34億7438万5000円となっており、主な

要因としては、実施設計の見直しに伴う事業期間見

 直し等によるものであります。

  不用額（Ｄ欄）の主なものについて御説明申し上

 げます。

  （項）総務管理費の不用額1150万3565円は、主に

駐留軍用地跡地利転用促進事業において、追加搭載

する図面等データが当初想定していたより少なく、

また、データ変換等に係る時間数の削減も図られた

ことに伴う委託料の執行残、特定駐留軍用地等内土

地取得事業における公有財産購入費の執行残による

 ものであります。

  （項）企画費の不用額２億4198万8261円のうち（目）

企画総務費に係る主なものは、職員費における、人

事異動に伴う人件費の執行残によるものであります。 

  （目）計画調査費に係る主なものは、石油製品輸

送等補助事業費における、石油製品の輸送実績が当

初見込みを下回ったことによる補助金の執行残、沖

縄イノベーション・エコシステム共同研究推進事業

における委託料の執行残、沖縄離島体験・デジタル

交流促進事業における、新型コロナウイルスの影響

により派遣の辞退を申し出た学校があったことによ

 る委託料の執行残などによるものであります。

  （項）市町村振興費の不用額13億4659万6202円は、

主に（目）沖縄振興特別推進交付金において、市町

村事業における入札残及び事業計画の変更等による

 交付金の執行残であります。

  （項）選挙費の不用額7912万9666円は、主に県知

事選挙及び県議会議員補欠選挙費の投開票所等の経

費である市町村交付金の実績額が当初予定を下回っ

 たことによる執行残であります。

  （項）統計調査費の不用額4657万8352円は、主に

職員費における人事異動に伴う人件費の執行残であ

 ります。

  以上で、企画部所管の令和４年度一般会計歳入歳

 出決算の概要説明を終わります。

   御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　企画部長の説明は終わりました。 

  次に、会計管理者から出納事務局関係決算事項の

 概要の説明を求めます。

　名渡山晶子会計管理者。 

○名渡山晶子会計管理者　おはようございます。 

  出納事務局所管の令和４年度一般会計歳入歳出決
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算の概要につきまして、説明資料に基づき御説明を

 させていただきます。

  ただいま表示しました令和４年度歳入歳出決算説

 明資料を御覧ください。

   それでは資料の１ページを御覧ください。

  初めに、歳入決算状況について御説明いたします。 

  予算現額の計（Ａ）欄は33万円で、（款）使用料及

び手数料、（款）財産収入、（款）諸収入の合計となっ

 ております。

  調定額（Ｂ）欄は19億1950万2544円で、収入済額

 （Ｃ）欄も同額となっております。

  （款）使用料及び手数料の（項）証紙収入につい

ては、各部局で予算を計上していることから、予算

 現額の計（Ａ）欄は０円となっております。

  証紙収入の調定額及び収入済額については、出納

 事務局売りさばき分を計上しております。

  次に、資料の２ページの歳出決算状況について御

 説明いたします。

  予算現額の計（Ａ）欄は６億4823万3000円で、内

訳は（款）総務費（項）総務管理費となっておりま

 す。

  支出済額（Ｂ）欄は５億8612万1252円で、予算現

額に対する支出済額の割合である執行率は90.4％と

 なっております。

  不用額は6211万1748円で、その主なものは、人件

 費の執行残となっております。

  以上で出納事務局の令和４年度歳入歳出決算の概

 要説明を終わります。

   御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　会計管理者の説明は終わりまし

 た。

  次に、監査委員事務局長から監査委員事務局関係

 決算事項の概要の説明を求めます。

　大城博監査委員事務局長。 

○大城博監査委員事務局長　委員の皆様おはようご

 ざいます。

  それでは、監査委員事務局所管の令和４年度歳入

歳出決算の概要につきまして、令和４年度歳入歳出

 決算説明資料に基づき御説明いたします。

  初めに、歳入決算の状況について御説明いたしま

 す。

  ただいまタブレットに表示しました令和４年度一

 般会計歳入決算状況を御覧ください。

  監査委員事務局の歳入総額は、予算現額の（Ａ）

欄１万3000円に対し、調定額（Ｂ）欄と収入済額（Ｃ）

欄は同額で１万7588円となっております。その内訳

は、（款）諸収入（項）雑入の会計年度任用職員等に

 係る雇用保険料本人負担分の受入れであります。

  次に、歳出決算の状況について御説明いたします。 

  ただいまタブレットに表示しました令和４年度一

 般会計歳出決算状況を御覧ください。

  監査委員事務局の歳出総額は、予算現額（Ａ）欄

の１億9027万円に対し、支出済額（Ｂ）欄は１億8427万

427円で、予算現額に対する支出済額の割合である執

行率は96.8％となっております。不用額は599万

9573円で、その主なものは、旅費及び委託料等の執

 行残となっております。

  以上で監査委員事務局所管の令和４年度歳入歳出

 決算の概要説明を終わります。

   御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　監査委員事務局長の説明は終わ

 りました。

  次に、人事委員会事務局長から人事委員会事務局

 関係決算事項の概要の説明を求めます。

  茂太強人事委員会事務局長。 

○茂太強人事委員会事務局長　おはようございます。 

  人事委員会事務局所管の令和４年度歳入歳出決算

 の概要につきまして御説明いたします。

  それでは歳入決算状況について御説明いたします。 

  ただいまタブレットに表示しました令和４年度一

 般会計歳入決算状況を御覧ください。

  人事委員会事務局の歳入総額は、（款）諸収入、収

入済額（Ｃ）欄が184万6952円となっております。そ

の主な内容は、公平審査・苦情相談業務の受託経費、

警察官採用共同試験の実施に係る経費であります。

調定額に対する収入済額の割合は100％となっており

 ます。

  続きまして歳出決算状況について御説明いたしま

 す。

  ただいま表示しました令和４年度一般会計歳出決

 算状況を御覧ください。

  （款）総務費（項）人事委員会費の歳出総額は、

予算現額（Ａ）欄１億8127万6000円に対し、支出済

額（Ｂ）欄１億6914万4361円、執行率は93.3％となっ

 ております。

  また、不用額は1213万1639円であり、その主な内

 容は、人件費及び旅費の執行残であります。

  以上で人事委員会事務局所管の歳入歳出決算の概

 要説明を終わります。

   御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　人事委員会事務局長の説明は終

 わりました。
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  次に、議会事務局長から議会事務局関係決算事項

 の概要の説明を求めます。

  山城貴子議会事務局長。 

○山城貴子議会事務局長　おはようございます。 

   よろしくお願いいたします。

  それでは、議会事務局所管の令和４年度一般会計

歳入歳出決算の概要につきまして御説明いたします。 

   初めに、歳入決算について御説明いたします。

  ただいまお手元のタブレットに表示しました令和

 ４年度一般会計歳入決算状況を御覧ください。

  議会事務局の歳入総額は、（Ｂ）欄の調定額255万

8600円に対し、（Ｃ）欄の収入済額が255万8600円で、

 収入比率は100％となっております。

  収入済額のうち、（款）使用料及び手数料41万2494円

は、議会棟１階ラウンジ等の建物使用料であります。 

  （款）諸収入の214万6106円は、１階ラウンジ等の

 電気代等の雑入であります。

   次に、歳出決算について御説明申し上げます。

  ただいま表示しました令和４年度一般会計歳出決

 算状況を御覧ください。

  議会事務局の歳出総額は、（Ａ）欄の予算現額14億

3477万6000円に対し、（Ｂ）欄の支出済額が13億7843万

3392円、不用額が5634万2608円で、執行率は96.1％

 となっております。

  不用額の主な内容を（目）別に御説明しますと、

（目）議会費の不用額2701万6836円は、旅費等の執

 行残となっております。

  次に、（目）事務局費の不用額2932万5772円は、職

 員費、役務費等の執行残となっております。

  以上が議会事務局所管の歳入歳出決算の概要であ

 ります。

   御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　議会事務局長の説明は終わりま

 した。

  これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたしますので、十分御留意願います。 

  なお、総括質疑の提起の方法及びその取扱い等に

ついては、昨日と同様に行うこととし、本日の質疑

 終了後に協議いたします。

  質疑・答弁に当たっては、その都度、挙手により

委員長の許可を得てから行い、重複することがない

 よう簡潔にお願いいたします。

  また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で該当ページを

表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたします。 

  それでは、これより直ちに企画部、出納事務局、

監査委員事務局、人事委員会事務局及び議会事務局

 関係決算事項に対する質疑を行います。

 　山里将雄委員。　

○山里将雄委員　お願いします。 

  企画部のほうの主要事業の成果報告書から少しお

 聞きします。

  まずはバス路線の補助事業についてお聞きします

けれども29ページです。今、皆さんはこの主要施策

の報告書を見ますと37系統の路線バスに補助をした

と。その確保維持を図ったというふうにあるんです

けれども、令和３年度と比較してこの対象路線はど

 う変わっているのか、増減しているのか。

  また、もし分かれば、まだ令和５年度中ではある

んですけれども、令和５年度の比較も分かれば教え

 てください。

○大嶺寛交通政策課長　補助対象路線については、

令和３年度は37系統で、令和４年度も同じ37系統、

 令和５年度は39系統となっております。

○山里将雄委員　そんなに減ってはいないという感

じなんですけれども、運転士不足等々で路線が整理

 されると新聞にも載っていたんですけれども。

  最近、この2024年問題というのが、またこれも今

ちょっと問題になっているんですけれども、まずこ

の2024年問題というのはどういうことなのか教えて

 ください。

○大嶺寛交通政策課長　2024年問題につきましては、

国において働き方改革の一環として、新たに１日の

拘束時間やこの時間外労働時間の上限規制を設ける

こととして、労働基準法を改正しておりまして、

 2019年４月から施行されております。

  その際に、工作物の建設の事業と自動車運転の業

務、医療に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお

ける砂糖を製造する事業、この４種については５年

の適用猶予がなされておりましたが、2024年４月よ

りこれらの業務についても、この改正労働基準法が

 適用されるということになっております。

○山里将雄委員　これについて2024年度からという

ことなんですけれども、既にもう影響が出ていると

 聞いているんですけれど、その辺はどうですか。

○大嶺寛交通政策課長　バス事業者においては、今

年４月からこのような上限規制が適用されますので、

これに備えて路線ダイヤの改正を現在行っていると

 ころでございます。

○山里将雄委員　今、運転士不足が問題になってい
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る中で、さらに運転士が不足するということであれ

ば、いわゆる北部等々の住民の足がなかなか確保で

きないところにとって、非常にゆゆしき問題になっ

てくるんですよね。これ、今県としてどんな対応を

 考えていらっしゃいますか。

○大嶺寛交通政策課長　県としては、やはりおっしゃ

るように、コロナ前からもう高齢化が進んでいて、

運転士不足はいろいろ懸念されておりましたが、コ

ロナによる離職もいろいろございましたので、運転

士不足を解消する方向に向けて、バス事業者の二種

免許取得の支援であったりとか、求人広報活動、そ

ういったものの支援、そういったところを今は強化

 しているところでございます。

○山里将雄委員　皆さん今回の補正とかでも、この

バスの運転士の確保についていろいろと補助事業の

提案もあったんですけれども、このバス路線の確保

については、本当にこれもう、いわゆる田舎のほう

にとっては深刻な問題なので、もう抜本的な何かや

らないとこのままではどうしようもないような気が

しているんですよ。その辺をしっかりと取り組んで

もらいたいなというふうに思っていますので、よろ

 しくお願いします。何かその辺はありますか。

○大嶺寛交通政策課長　この辺につきましては、こ

の交通政策に係る法定協議会とかそういったものも

いろいろ立ち上げてございまして、このブロックご

とに地域の方たち、地元の市町村も含めて地域の方

たちと現在意見交換をしているところでございまし

て、国、県、市町村や交通事業者、道路管理者、そ

ういうふうな方たちと意見交換して、ぜひこの辺の

この路線を適切に維持確保していくことに努めてい

 くというところでございます。

○山里将雄委員　取り残しのないように、知事が常

に言っている。しっかりと取り組んでもらいたいと

 思いますので、よろしくお願いします。

　次、39ページのマイナンバーカード普及促進事業

についてなんですけれども、今回令和４年度の決算

ですので、この報告では大規模商業施設や企業等で

の出張、申請の受付とか、それから広報活動をたく

さんやったとか、そういう報告になっているんです

けれども、御承知のとおり令和５年度において、こ

のマイナンバーカードに係る様々な不祥事といいま

 すか、発覚しました。

  皆さん、この事業は令和５年、今現在も令和４年

と同じように普及促進というスタンスは変わってい

 ないわけですか。

○真栄田義泰市町村課長　お答えします。 

  マイナンバー関連のトラブルについては、市町村

や県庁内の関係部局と連携して伝達、情報共有を図っ

て対応してきたところであります。昨年12月に開催

された政府のマイナンバー情報総点検本部会議にお

いても99.9％の完了が報告されたというところであ

 ります。

  今後は関係省庁から示される再発防止策を踏まえ

ながら、より適正な情報の管理や制度の運営に努め

ていきたいと思っていまして、そもそもマイナンバー

カードというのは、確実・安全に本人確認・本人認

証ができるデジタル社会の基盤として必要なツール

となっておりますので、オンラインで行政手続がで

きることのメリットも多々あると認識しており、あ

と今後は運転免許証との一体化も見込まれるなど、

県民の利便性の向上に資するものと考えております。 

  県としては、より多くの県民の皆様にマイナンバー

カードをメリットとしていただけるよう、引き続き

市町村と連携して取り組んでいきたいと考えており

 ます。

   以上です。

○山里将雄委員　引き続き取り組んでいくというこ

となんだけれども、こういった問題があって、この

マイナンバーカードの申請を控えたり、それから返

納ということも大分起きまして、全国でも沖縄でも

そうですけれども。これ今の普及状況というのは数

 字的に分かりますか。

○真栄田義泰市町村課長　お答えします。 

  令和５年12月末現在の数字がありまして、沖縄県

におけるマイナンバーカードの保有枚数率は約61％。

 ちなみに全国が今73％です。

○山里将雄委員　若干沖縄は少ないような状況があ

るようですけれども、これ９月には新聞にも載って

ましたけれども、政府の個人情報審査会がデジタル

 庁と国税庁を行政指導したということなんですね。

  この件について国から何らかの説明といいますか、

 そういうことは県に対してあったのですか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　お答えし

 ます。

  先ほどのデジタル庁から行政指導を受けたとか、

そういうことについては個人情報保護委員会等から

も通知等が県に対して出ておりますので、それを市

町村にもこういうことがありましたよと配られてお

りますので、そういったところを周知しながら、我

々も今度、総点検後の運用に向けて努力していくこ

 とになるかと思っております。

○山里将雄委員　国の省庁が同じ国の機関から行政
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指導を受けると、これは本当にゆゆしき問題だとい

 うふうに思うんですよね。

  それから今年ですよね、12月から現行の保険証を

廃止してマイナンバーカードに一本化するという、

これはもう国は変えない、進めるというふうに言っ

ているんですけれど、こんな問題が起きている中で

はあるんですけれども。もう既にマイナ保険証が使

えるという状況もあるんですけれども、去年11月に

は７か月連続で利用率が低下したと厚生労働省は発

表しているんですよね。こんな問題がやっぱり、マ

イナンバーカードにはまだまだあるというふうに私

は考えているんですけれども、これ県民のいわゆる

不利益にならないように、県としては、国の指導、

指示ですので、やらなきゃいけないとは理解はする

んですけれども、まず県民を中心に、県民第一に考

えていただいて、いま一度この事業について県とし

て考えを整理して取り組んでもらいたいと。これは

 要望として終わりたいと思います。

   以上です。

○又吉清義委員長　当山勝利委員。　 

○当山勝利委員　おはようございます。よろしくお

 願いいたします。

  今発信させていただきましたシームレスな陸上交

通体系構築事業について、まず伺います。成果報告

 書のほうよろしくお願いします。

  まず最初に、コロナ禍により減少した路線バスの

利用者数がいまだに戻っていないとあります。先ほ

どもありましたけれどもバスの減便なども影響して

いるかと思いますが、どのようなことで戻っていな

 いのか伺います。

○大嶺寛交通政策課長　令和４年度の沖縄本島の路

線バス利用者数は約2100万人となっておりまして、

コロナ前の、令和元年度の約2600万人と比較すると

 約82％の水準となっております。

  このバスの減便の影響というところは確認できて

いないところですが、令和５年度の状況についてバ

ス協会に確認したところ、コロナ前と比較すると90％

程度の水準には戻ってきているところですが、10％

はまだ戻っていないと。これについてはテレワーク

とか生活様式の変化、こういったものなどが影響し

 ているのではないかということでございました。

○当山勝利委員　生活様式とおっしゃいますとどう

 いうことでしょうか。具体的に分かりますか。

○大嶺寛交通政策課長　例えば今までバスを利用し

ていた方がコロナのときに車に乗り換えて、そのま

ま車を継続されているというふうな、あるいは別の

自転車であったりとか、そういったものに生活様式

 を変えていったということが想定されるのかなと。

○当山勝利委員　分かりました。理解いたしました。 

  次に自家用車利用から路線バス等への転換の促進

とあります。先ほどは車のほうに移りましたという

話だったんですけれど、それと同時にモノレール利

用者、そちらのほうを増やすという取組はどうなっ

 ていますでしょうか。

○大嶺寛交通政策課長　県におきましても、やはり

渋滞緩和に向けてモノレールと連携した施策に取り

 組んでいるところでございます。

  具体的にはモノレール駅の周辺に県有地がござい

ますので、それを活用したシェアサイクルポート、

レンタル自転車を置くようなところ、これの設置の

支援であったり、てだこ浦西駅と琉球大学を結ぶ新

規バス路線、そういったものの自走化支援を行って

おりまして、また土木建築部のほうでもてだこ浦西

駅や安里駅でのパーク・アンド・ライド駐車場、そ

ういったものの運用も行っているところでございま

 す。

○当山勝利委員　今ありました、てだこ浦西駅を結

節点とする新規バス路線という説明がありましたけ

れども、もうちょっと詳しく教えていただけますか。 

○大嶺寛交通政策課長　令和４年度の取組としまし

て、琉球大学病院が西普天間地区に移転するという

ことになってございますので、てだこ浦西駅と西普

天間地区、こういったところを結ぶ新規バス路線、

 これを５ルート程度検討したところでございます。

  現在、県と宜野湾市、琉球大学、バス事業者とこ

の同ルートの運行の可能性についていろいろ意見交

 換しているところでございます。

○当山勝利委員　分かりました。 

  ５ルートということで引き続き検討されていると

思うんですけれども、大体その検討はいつ頃に終わっ

 て、その判断をするのはいつの時期でしょうか。

○大嶺寛交通政策課長　今年中にいろいろ検討して、

採算性も含めていろいろ考えた上で、次年度以降に

こういったものの実証事業ができないかというとこ

 ろを検討していきたいというところでございます。

○当山勝利委員　分かりました。 

  利便性を高めていただくということが大切と思い

ますので、しっかり検討していただきたいと思いま

す。それでさらに利便性を高めるという意味では、

モノレール延長部分の駅、具体的に言うと経塚駅で

あったり前田駅の利用者数は浦西駅よりは少ないと

いうのが分かっています。やはりそこも公共交通網
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の結節ということが必要だと思いますが、その取組

 についてちょっと伺います。

○大嶺寛交通政策課長　今おっしゃった経塚駅とか、

浦添前田駅については交通広場が整備されてござい

ますので、今後はこの広場を活用した結節機能とい

うものの強化が重要になってくると考えております。 

  これらの駅においては既にシェアサイクルポート

の設置はされているんですけれども、さらなる周辺

需要を取り込むことも重要であると考えておりまし

て、今後はこの辺どのような取組が必要か、浦添市

と土木建築部のほうと意見交換して、効果的なもの

がないかというのは検討していきたいというふうな

 ところです。

○当山勝利委員　結節機能を高めることが何より重

要だと思いますし、公共交通機関をそこに結節する

ということも大切と思いますが、具体的に言うとバ

 スとか、そういうのは含まれますでしょうか。

○大嶺寛交通政策課長　はい、コミュニティーバス

も含めまして、路線バス、そういったものも含めま

 して検討していきたいと。

○当山勝利委員　ありがとうございます。 

  続きまして離島ＩＣＴ利活用人材等高度化事業に

ついて伺います。令和４年度の登録者数と令和元年

から３年までの登録者数について伺います。また令

和４年度の登録者数について、どのように考えてい

 らっしゃいますか、伺います。

○高嶺力志地域・離島課長　まず令和元年から３年

までの登録者数については累計621人となっていま

す。それで令和４年度において新規登録者数は48名

となっています。令和４年度は新規の登録者も引き

続き確保しつつ、テレワーカーのスキルを高め、高

収入化を目指す取組にも重点を置く事業として展開

をしておりました。令和４年度単体で見た新規登録

者数としては以前ほどの伸びはないんですけれども、

一定数の登録者確保と併せて、令和４年度は既登録

者も含めた希望者に対して高度化に向けた人材育成、

 研修などを実施して人材育成を行っております。

   以上です。

○当山勝利委員　分かりました。 

  じゃ、スキルを高めるための年度だったというこ

とで、そこで伺います。令和３年度と令和４年度の

稼働実績、それから売上高、そして平均売上高につ

 いて伺います。

○高嶺力志地域・離島課長　まず令和３年度ですが、

報酬総額ということで売上げですね、テレワーカー

に発注して支払った報酬の総額、これが2767万

8000円、稼働したテレワーカー１人当たりの平均報

酬月額が１万5532円となっておりました。令和４年

度が報酬の総額が3605万6000円。これがまた稼働し

たテレワーカー１人当たりの平均の報酬月額は２万

2107円ということで増加はしております。前年度と

比べて報酬総額が837万8000円、平均報酬月額が

 6575円増加となっております。

○当山勝利委員　続きまして、離島ＩＣＴ利活用人

材等高度化事業のテレワークに対して今後の展開で

すね、ちょっとその辺をどのように考えていらっしゃ

 るか伺います。

○高嶺力志地域・離島課長　まず先ほど申し上げま

したが報酬のほうは増額をしております。それは離

島テレワーカーの数が増えたことによって、発注企

業から安定的に受注業務量を確保することができて

います。それから直接受注ではなくて再委託が多かっ

たんですけれども、実績を重ねる中で依頼者からの

直接的な受注への移行に努めたことで、仲介手数料

等の中間マージンがなくなりまして受注単価が上

がっております。それから令和４年度からの高度化

に向けた取組によって、動画編集などの報酬の高い

業務が稼働しているというようなことで、報酬が増

 額しているような状況があります。

  さらに令和５年度からなんですけれども、今年の

11月に宮古島市の宮古島ＩＣＴ交流センターの中に

小規模型ＢＰＯセンターといいまして、これは企業

が業務の一部を外部委託するようなアウトソーシン

グ業務、このような業務を受注するようなセキュリ

ティー機能が完備された簡易オフィスを確保しまし

た。それで首都圏の企業などからの単価の高い業務

を受注するなど、高単価業務の受注実績を着実に増

 やしています。

  県としては、これまで取り組んできた希望する方

が気軽に参加できる業務、隙間の時間などを利用し

て行うような業務の体制も、そういった業務に対応

する体制も維持しつつ、さらなる高度化を目指す方

を対象に、高度化の業務に対応できる人材の育成な

どを行って、テレワーカーがそれぞれの希望する働

き方、それからスキルアップを目指せるように取り

 組んでいきたいと考えています。

   以上です。

○当山勝利委員　今までは副業的な感じで、空き時

間で、そのスキルを活用しながらお仕事をいただい

て収入につなげると。副収入という形だったと思う

んですが、今のお話だと専業でやるような方々も増

やしていきたいという方向でシフトしているという
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 感じでしょうか。

○高嶺力志地域・離島課長　先ほど申し上げました

が、隙間時間の活用というようなニーズもあります

のでそこにも対応しますけれども、当然高度な業務

というようなことで、専業というようなことでやっ

ていけるような方たちにも対応できるような方向で

対応していきたいと、事業実施していきたいと思っ

 ています。

○当山勝利委員　国もＩＣＴ関係の人材が不足して

いるということで、リスキリングとかいうのを一生

懸命やられているところもありますので、事業はど

ういうのがあるか分かりませんけれども、そういう

のも活用していただきながら、また高度化に努めて

 いただきたいと思います。

　続きましてデジタルトランスフォーメーションの

推進について。まずＤＸアドバイザーチームについ

 て、また支援内容についても伺います。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　お答えし

 ます。

  県ではデジタル技術に関する専門的な知識、経験

を補い、またＤＸ関連施策の効果的な推進を図るた

めに、外部デジタル人材を活用しまして、コアアド

バイザー１名、それから生活、産業、行政分野のア

ドバイザー３名、計４名からなるＤＸアドバイザー

チームを運営しまして各部局への支援を行っている

 ところです。

  このチームでは各部局の、例えば新規事業の企画

立案のフェーズだったり、それから事業効果の向上

だったり、業務効率化に向けたツールの導入などに

対するアドバイスを行っております。またＤＸの機

運醸成に向けた勉強会の開催、こういった支援も行っ

 ているところでございます。

   以上です。

○当山勝利委員　概要的なお話を聞かせていただき

ましたが、もうちょっと具体的にどういうことをし

 ていますというのはありますか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　例えば事

業効果の向上のところできますと観光客の動態調査、

これ文化観光スポーツ部のものなんですけれども、

より効果的にこのデータを分析したり、事業者への

発信等を行うために、例えば仕様書に記載すべき内

容だとか、事業の進め方をアドバイスしたり、せん

だって行われた美ら島沖縄文化祭の参加団体、イベ

ント来場者を増やすといった目的に対しまして、Ｓ

ＮＳだとか、ウェブサイトによる効果的な周知方法

だとか、そういったところをこのデジタルマーケテ

ィングの視点を取り入れたアドバイスを専門家の方

 にしていただいております。

○当山勝利委員　次、県庁内のＤＸ化の進捗状況と

いうことを伺いたかったのですが、ひょっとして今

の内容に含まれていますか。もしほかにあるんだっ

 たらお願いします。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　県庁内の

話に移りますと、ここもＣＤＯ補佐官だったり、ア

ドバイザーチームの知識、経験を活用しながら行政

自らＤＸを推進していかなければいけませんので、

例えばツールを使って業務の効率化をしたり、テレ

ワーク制度の推進だったり、あとその前提となる業

務用のパソコンのモバイル化だとか、無線ＬＡＮの

ネットワーク整備だとか、電子決裁の導入だとか、

そういったところに取り組んでいるところでござい

ます。あと庁内においては、こういう取組に加えて

職員のデジタルリテラシー向上による全体の底上げ

だったり、ＤＸの推進人材の育成の取組として階層

別研修のデジタル科目の新設だったり、ＤＸ推進の

キーパーソン人材への研修等に取り組んでいるとこ

 ろでございます。

○当山勝利委員　ありがとうございます。 

  着実に進められているということが分かりました。

そこでいつも私が疑問に思うのは、自治体のＤＸと

いうのは何ですかというのがいつも気になるんです

ね。ただＩＣＴ機器を入れてそれを使うことがＤＸ

 化ではないと思うんですね。

　それをいかに効率よく、効果的に使うかというと

こら辺が重要だと思うんですけれど、どのように考

 えていらっしゃいますでしょうか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　委員おっ

しゃるとおり、デジタルは目的ではなくて手段であ

りますので、その目的を達するための取組が必要に

なるものと考えています。自治体で様々な分野、施

策に当たって、このデジタル技術を活用することで、

効率化だったり、サービス向上だとかにつながる可

 能性があるものと考えております。

   以上です。

○当山勝利委員　具体的に何というのはなかなか全

国の例を見てもまだまだないような状況で、電子、

ＩＣＴ機器を利用して、ちょこちょことやっていか

れているようなところがあるんですよね。ＤＸ化と

いっても何かセンサーをつけてパソコンをつなげて、

こういうことができるようになりましたみたいなの

がＤＸですみたいな、要するに、そういう専門の企

業サイドでもそういう提案くらいしかできてなくて、
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私としてはトータルにできる、トータルソリューショ

ンとよく言いますよね、そういうのができるといい

なとは思っていますが、これは置いといて次に移り

 ます。

  生成ＡＩ、今いろいろ代表質問であったり、一般

質問で出ていますけれども、そちらの活用について

 どうなっていますでしょうか。

○與儀尚情報基盤整備課長　県の取組状況でござい

ますが、現状の生成ＡＩには不正確な情報を回答す

るなどの課題がありますが、生成ＡＩの活用を含む

ＤＸの推進は業務効率化につながることから、全国

知事会の生成ＡＩ利活用検討ワーキングチームに参

加し、他県の取組事例などについて情報収集を行っ

 ているところです。

  今後については、情報漏えいなどの対策を講じた

庁内での検証環境整備を進めるとともに、生成ＡＩ

の活用により、どのような県の業務が効率化できる

 のか実証を進めてまいりたいと考えております。

○当山勝利委員　私もちょっとだけですけれども、

それを使ったことあるんですが、正しいところと正

しくないところがあるというのは事実で、なかなか

全てを信じるということはできなくなるので、結局、

生成ＡＩで作ったデータを、今度は何が正しくて何

が間違っているかの検証作業をしなきゃいけないの

で、すぐにぱっと活用できるというものではないの

で、ぜひそこら辺はいろいろ情報を集めていただき

ながら、全国には取り組まれているところもありま

すので、そういうところと連携をしていただきたい

なと思いますが、先ほどの答弁でそういうふうにし

ますということでしたので、ぜひやっていただきた

 いと思いますが、いかがでしょう。

○與儀尚情報基盤整備課長　まさに今委員御指摘の

ように、使って全てがうまくいくというものではな

くて、検証作業で手間がかかったりという課題もあ

りますので、そういった点に留意しながら、そして

情報漏えいもよく危惧されるところですので、そう

いった外部に情報が出ていかないような仕組みづく

りなど、他県の事例を参考にしながら、引き続き取

 り組んでまいりたいと考えております。

○当山勝利委員　よろしくお願いします。 

  この点については最後になりますけれどもノー

コードとあります、このノーコードを利用している

都道府県自治体は全国のうち何自治体ありますで

しょうか。また沖縄県としては導入する予定がある

 のか伺います。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　お答えし

 ます。

  令和４年度に静岡県が実施した調査があるんです

けれども、その後の情報等を加えた独自集計ではご

ざいますが、25の都府県でノーコードまたはローコー

ドのツール、こういったものを部分導入等の取組が

 されているものと認識しております。

  本県においても令和４年度から、東京都だったり、

神戸市であったり、多くの自治体で利用されている

ツール、キントーンというものがございますが、こ

れを試験的に導入しておりまして、新型コロナ陽性

者登録センター、これの登録システムの構築に活用

 した実績などがございます。

  あと今年度はそれに加えてエクセルのファイル間

の転記だとか集約等、これに活用できるＥＡＩとい

うツールの検証も行っておりまして、保健所で実施

している性感染症の検査薬業務など、こういったと

ころで効果の検証を行っているところです。引き続

き業務の効率化、県民に対する新たな行政サービス

の創出、こういったものにつながるようこのツール

の適性だとか、適用の範囲、規模などの検証を行っ

 ていきたいと考えております。

   以上です。

○当山勝利委員　キントーンなんですけれど、いわ

ゆるノーコードのソフトなんですけれども、ある大

学の先生の調査によると、ある企業でノーコードを

利用した場合、文系と理系どちらの利用者が多くて

どちらが成果を上げているかというと文系、事務的

な業務、理系じゃなくて文系的な業務の方々が結構

 利用されている。

  要するに直接的にこのコードをぽんぽんぽんぽん

貼り付けていくだけで済むので難しいプログラミン

グが要らないということで、そういう方々のほうが

実は多く利用していて、多くの成果を上げています

よというのがありますので、そういう意味では県庁

の職員の皆様方にとっては利用しやすいものかなと

思います。今実際にやられているということですの

で、ぜひそこら辺も検証していただきながらやって

いただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

 します。

  続きまして、沖縄イノベーション・エコシステム

共同研究推進事業について伺います。まず企業ニー

ズを踏まえた産学連携共同研究支援の実績について

 伺います。

○大城友恵科学技術振興課長　本事業は継続的なイ

ノベーションが創出されるイノベーション・エコシ

ステムの構築に向けまして、幅広い分野を対象に、
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基礎研究から事業化研究まで段階に応じた支援を

行っております。このうち企業ニーズを踏まえた産

学連携共同研究支援につきましては、令和４年度の

支援実績が20件、それから決算額は9106万2000円と

なっております。実績としましては令和４年度から

の事業ですので、前身事業で支援した58件のうち大

学発ベンチャー創出に至ったものが４件、事業化に

至ったものが13件、国事業への展開など発展的に研

究の継続がなされているものが７件などとなってお

 ります。

○当山勝利委員　トータルすると24件。半分近いも

のが引き続き事業化されたり、継続されたりという

 ことです。ありがとうございます。

  次、事業化に向けた企業の共同研究支援の実績に

 ついて伺います。

○大城友恵科学技術振興課長　企業の共同研究支援

につきましては、産学連携共同研究の成果を活用い

たしまして、企業が主体となって行う実用化研究に

 対し補助を行うものでございます。

  令和４年度の補助件数は１件で決算額は1500万円

となっております。こちらも前身事業の実績で申し

ますと、平成27年度から令和３年度まで実施した前

身事業で支援した８件のうち、４件が事業化に至っ

 ております。

  具体的な例として申しますと、例えばシークヮー

サー種子に含まれる機能性成分を活用した食品原料

ですとか、研究用の脂肪幹細胞培養キットなどが事

 業化されております。

○当山勝利委員　ありがとうございます。 

  成果を出したものを引き続きやっていらっしゃる

ということですので、その１件、具体的にはなかな

か出せないと思いますけれども、引き続きいい成果

 が出るようにお願いしたいと思います。

  続きまして一層の支援が求められている分野の共

 同研究支援について伺います。

○大城友恵科学技術振興課長　一層の支援が求めら

れている分野の共同研究支援につきましては、産業

化に向けて研究機関ですとか、費用を要することか

ら重点的に支援を行っていくということで、先端医

療と感染症分野において、将来的な産業化や社会実

装に結びつけるための研究開発に支援を行っており

 ます。

  令和４年度は、最長３年の予定で先端医療分野で

２件、感染症分野で２件の研究テーマを採択し、外

部有識者などで構成される評価委員会を経まして、

当初の計画に沿って令和５年度も引き続き研究が進

 められております。

○当山勝利委員　この産業化に向けた先端医療とか

感染症、それぞれ２件ずつありますが概要でもいい

 ので説明は可能でしょうか。

○大城友恵科学技術振興課長　具体的に申しますと、

先端医療分野につきましては、現在２万7000程度の

沖縄県民のゲノム情報を収集しておりまして、バイ

オバンクというのを琉大医学部のほうで構築してお

りまして、これにつきましては西普天間跡地で健康

医療拠点、琉大医学部附属病院移転に伴う健康医療

拠点の構想がございますけれども、国のほうでもこ

のゲノム活用に伴う産業利用についての事業を実施

するなど、ちょっと発展的な展開に進展しておりま

 す。

○当山勝利委員　感染症のほうもやられているとい

 うことなんですが、そちらのほうはありますか。

○大城友恵科学技術振興課長　感染症分野において

は、沖縄産蚕を使ったアフリカ豚熱の経口ワクチン

の開発に資する研究ですとか、高い免疫機能を発揮

する新規動物用ワクチンの開発研究に対して支援を

 行っております。

○当山勝利委員　沖縄は日本の中で感染症の研究に

適している地域とも言われていますので、またアフ

リカ豚熱とかのワクチン等ができるとこれはまた世

界的に非常に有用な研究になると思いますし、これ

が産業化となればまた違うと思いますので、しっか

 りと対応していただけたらと思います。

  次移ります。大学等の共同研究支援についても伺

 います。

○大城友恵科学技術振興課長　大学等の共同研究支

援につきましては、優れた知見をもたらし、研究成

果が様々な研究機関の共同研究につながるなど、今

後特に発展する可能性がある大学中心の基礎研究に

 支援を行っております。

  令和４年度は公募により、最長３年の計画で５件

の研究を採択しておりまして、外部有識者等で構成

される評価委員会による評価を経まして、当初の計

画に沿って令和５年度も引き続き研究を支援してお

 ります。

  また令和５年度には追加で新規１件採択をしてお

りまして、一例を申しますと、再生医療技術を応用

して、ヒトの幹細胞の培養液から有効成分を抽出し

まして、それを粉末化する技術が開発されておりま

して、これについては合弁会社を設立して、その成

果を活用して、県内で製造していくというようなと

 ころで今調整を進めているところでございます。
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○当山勝利委員　分かりました。ありがとうござい

 ます。

  ちょっと予算のほうに行きます。令和８年度まで

の事業になっていますけれども、予算規模は令和４年

度と同程度でずっと推移していかれるのか伺います。 

○大城友恵科学技術振興課長　予算額で申しますと、

例えば令和４年度の予算が４億6000万円程度、それ

から令和５年度が４億1000万円程度と4400万程度の

減額にはなっておりますけれども、本事業につきま

しては本当に質のいい研究をコーディネート、伴走

支援をして、それから前身事業で終了した事業につ

きましてもフォローアップをしていく、他の国の事

業への展開ですとか、我々が持っているこの補助メ

ニューへの展開など、横断的に行っていくようなメ

ニューになっておりますので、そういったフォロー

 を含めて進めていきたいと考えております。

　また今年度、昨年度、当山委員から御提案のあり

ました外部有識者会議による施策の評価を行ってお

りまして、それを踏まえて、今後予算が減額になり

ましても、集中的に投下していくべき分野について

検討を進めているところですので、今後も効率的に

 進めてまいりたいと考えております。

○当山勝利委員　一括交付金を使われて予算立てさ

れているところがあります。そういう中にあると、

どうしても状況によっては予算が減額されたりとい

うことがこれまでありましたので、しっかりとそこ

ら辺は対応していただきたいと思いますので、よろ

 しくお願いします。

  続きましてちょっと主要施策にはないので口頭で

聞かせていただきます。ヒト介入試験プラットフォー

ム構築事業があると思います。まず令和４年度の予

 算、決算について伺います。

○大城友恵科学技術振興課長　本事業につきまして

は令和４年度の予算額が3211万2000円、決算額が

 2979万7000円となっております。

○当山勝利委員　ありがとうございます。 

  このヒト介入試験プラットフォームの事業の進捗

 状況について伺います。

○大城友恵科学技術振興課長　本事業におきまして

は、県内企業が健康食品の開発に伴い実施する機能

性評価に必要なヒト介入試験を、県内で恒常的に利

用できる体制を構築することを目的としております。 

  令和４年度はヒト介入試験を実施する体制を名桜

大学と、それから学内に設立されました法人とが連

携をしてプラットフォームを構築しておりまして、

県内企業の健康食品１品を選定して、実証的に約80名

の被験者に対して約８週間の臨床試験を行っている

 ところでございます。

○当山勝利委員　私これはとても期待していて、県

内でこれができるとすごい予算的に安価で、それで

機能性食品のデータを取ることができるという事業

だと思っていますので、ぜひしっかり取り組んでい

ただきたいと思うんですが、今１件あったと、今後

どういう展開でいくのでしょうか。例えば、２件、

３件と増やしていくとか、そういう体制に持ってい

 くとか、ちょっと教えていただけますか。

○大城友恵科学技術振興課長　令和４年度につきま

しては、その体制構築とその実証試験を行いながら、

どういった課題があるのかですとか、その試験費を

どういうふうに負担軽減できるのかというところを

同時並行的に検証していくような事業になっており

 ます。

  令和４年度につきましてはその体制構築と、それ

から試験計画の作成ですとか、実施に係るいろんな

ノウハウ、被験者の募集ですとか、その辺は一定程

 度培っていると。

  ただ、今後その試験費用のさらなる削減ですとか、

人員負担をどのように――ＩＴツールの活用ですと

か、それをどういうふうに軽減していくのかという

ところも具体的に検討事項に含めながら、当面、令

和６年度までの事業になっておりますので、そういっ

たところを含めながら検証してまいりたいと考えて

 おります。

○当山勝利委員　最終的には自走できるまで持って

いくというのが、この事業の最終目的だったと思う

んですね。そこはしっかりと取り組んでいただきた

 いんですけれども、いかがでしょうか。

○大城友恵科学技術振興課長　こちらの事業ではア

ドバイザーを置いておりまして、先行事例の調査研

究ですとか、外部有識者による意見も取り入れなが

ら進めておりますので、自走化に向けていろんな検

証を進めていきながらやってまいりたいと考えてお

 ります。

○当山勝利委員　分かりました。 

  では次移ります。大学発ＳＤＧｓ社会課題解決型

プロジェクト創出事業というのがあります。令和４年

度の予算、決算、それと事業の進捗状況について伺

 います。

○大城友恵科学技術振興課長　本事業につきまして

は、令和４年度の予算額が3594万9000円、決算額が

2629万2000円となっております。実績としましては、

県内大学の研究成果を沖縄の社会課題の解決に活用
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することを目的といたしまして、大学等の研究者の

社会課題への関心を高めるために、先進事例の周知

広報ですとか、社会課題解決に資する可能性の検討、

それから小規模実証実験を行う――我々試験的社会

課題解決型科学技術プロジェクトと言っていますけ

 れども、それを４件実施しております。

○当山勝利委員　とてもユニークな事業だと私は

思っていまして、その社会課題をいろんな多面的な

方向から解決していくところはすごくユニークだと

は思うんですけれども、そこら辺大変だと思うんで

すね、逆に。仕切る側としては。そこら辺の御苦労

もあると思うんですけれども、今出ている課題、も

しくはそれの解決のためにどのような状況なのか、

 分かるようでしたら教えてください。

○大城友恵科学技術振興課長　委員おっしゃるとお

り、本事業は県内大学等の研究成果を活用して、社

会課題の解決に方向を向けていただくという新たな

試みになっておりますことから、社会課題に関心を

持つ大学等の教員の増加がまずは課題と考えており

まして、当面の間はこの研究プロジェクトの成果と

いいますよりも、まずこの教員の社会課題解決に向

ける興味、関心を高めていくというところも同時並

行的に進めていかないと、やはり実質的な、効果的

な展開にはならないだろうと考えておりますので、

令和６年度も引き続きその方向性で展開を進めてい

 きたいと考えております。

○当山勝利委員　多岐にわたる分野で、多岐にわた

るその情報、それを関連づけながら物事を解決して

いくというのはすごく難しいことだとは思うんです

ね。それこそＩＣＴの活用等も考えながらやってい

かないとどうしようもないのかなとは思いますが、

 そこら辺の取組というのはどうなっていますか。

○大城友恵科学技術振興課長　令和５年度に採択さ

れた一つの研究テーマで、子供の貧困に係る寄附品、

寄附された食品等を効率的に分配できるようなＩＴ

ツールの開発といったものも採択されておりまして、

今、実際、研究プロジェクトが進んでおりますけれ

ども、そういったところも含めて委員会による採択

というところになってくるので、確かにちょっと採

択に向けては難しい部分がありますけれども、やは

りニーズとか、マーケットとか、その辺も検討しな

がら、実際に具体的に活用できるような、効果的な

プロジェクトとなるように取り組んでまいりたいと

 思っています。

○当山勝利委員　分かりました。 

  最後になりますけれども、子ども科学技術人材育

成事業について伺います。これはずっと子供たちに

対する興味、関心を高めるための事業としてやられ

ていて、とてもよい事業だと思っています。令和４年

度の予算、決算額について伺います。また事業概要

ですね、どういうことをやって、どのくらいの参加

人数があった等あると思いますので、ちょっと教え

 ていただければと思います。

○大城友恵科学技術振興課長　本事業につきまして

は、令和４年度の予算額が4000万円、決算額が3967万

 9000円となっております。

  事業の概要ですけれども、本事業につきましては

科学技術に対する興味、関心をまず高めるというこ

とを目的としたボトムアップ型の科学講座、それか

ら科学技術に対する意欲ですとか、能力の向上を目

的としたハイレベル型の科学講座を実施するという

ことと、それから大型の科学イベントを開催してお

 ります。

  令和４年度につきましては、ボトムアップ型講座

を14回、ハイレベル型講座を５回、離島、北部地域

などでの出前講座を46回、科学イベントを１回の合

計66回の講座等を実施いたしまして、保護者を含め

 約4200名が参加しております。

○当山勝利委員　多くの方々が参加していただいて

いるということなんですけれども、多分アンケート

で感想とか評価とかも取られていると思うんですが、

 その概要について教えていただければと思います。

○大城友恵科学技術振興課長　お答えいたします。 

  ３か所公募して行っている科学講座では定員を上

回る申込みがあるということで、本事業に対するニー

 ズは非常に高いと考えております。

  またアンケート結果につきましてはボトムアップ

型の参加者の約84％、それからハイレベル型の参加

者の100％の方々が科学技術に対する興味、意欲、ま

たは知識が向上したと回答しておりまして、また保

護者の方々からも非常に内容が具体的でよかったと

いうような評価をいただいております。また感想と

いたしましては、児童生徒からは将来研究者を目指

したいですとか、非常にわくわくして楽しかったと

いうような感想もいただいておりますし、離島地域

のほうではなかなかこういった出前講座がないとい

うことで、継続的な開催に対する要望もございます

ので、こういったアンケート結果の検証も行いなが

ら、今後、効果的な事業展開を進めてまいりたいと

 考えております。

○当山勝利委員　とても評価が高いということで、

いい感想も出ているということで。それと実際に理
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系に進む割合が今増えていると、沖縄県のですね。

これは実際にデータとして出ています。これが全て

寄与しているわけではないんでしょうけれども、少

なくともこういうことも関連しながら、関心を持っ

ていただいているので理系に進んでいる人たちも増

 えている。

　また国としては理系の人材を５割に持っていくん

だと、それ以上だったかな、というようなことも、

何か数字として出すというようなことも出ています

ので、沖縄県としてもしっかりボトムアップをして

いく必要があると思うんですね。今予算を聞くと予

算で4000万、決算が3967万円、ほぼほぼ100％使われ

ている。100％で定員オーバーしているような事業も

あったということであれば、やはりもうちょっとそ

こら辺はしっかりと予算立てを、予算をしっかり確

保するということも必要かと思いますので、ぜひそ

こら辺を努力していただきたいと思いますが、いか

 がでしょうか。

○大城友恵科学技術振興課長　予算につきましては、

なかなかちょっと述べるのが難しいんですが、例え

ば民間企業のＣＳＲ活動でこういった科学体験の活

動ですとか、デモンストレーションなどもやってい

るような会社、企業さんもございますので、そういっ

た企業の方々とも連携したりですとか、いろんな効

果的な展開を含めて検討してまいりたいと考えてお

 ります。

○当山勝利委員　内容にもよるんですけれども、や

はり科学技術であったり、実験ものであったりとい

うのはリアルにそこで目で見ないと、その感動を覚

えないんですよね。どうしてもオンラインであると

かというわけにはいかないと思うんですよ。そうす

ると離島なんかに行こうと思うと、やはりそれなり

の費用がかかると思いますので、先ほども離島で継

続的にやってほしいという意見もあったというので

 あれば、それはそうだろうなと思います。

  ぜひそういうことも含めながら、しっかり頑張っ

 ていただきたいと思いますが、部長いかがですか。

○金城敦企画部長　沖縄県におきましては、科学技

術振興には、将来展開も含めて非常に重要という認

識を持っております。だからこそ、そういう予算に

ついてもできるだけ確保するように努めてまいりた

 いと考えております。

○又吉清義委員長　國仲昌二委員。 

○國仲昌二委員　よろしくお願いします。 

  主要施策の32ページ、石油製品輸送等補助事業費

について伺います。下のほうの課題で、本島・離島

間の価格差要因分析を進め、引き続き価格差の縮小

に向けて取り組んでいくとなっていますけれども、

 この今の取組状況について伺います。

○高嶺力志地域・離島課長　まず令和４年度に、揮

発油税等の軽減措置が令和６年５月に適用期限を迎

えるというようなこともあって、沖縄本島との価格

差の状況、それからその要因の分析、それから軽減

措置や補助事業が廃止になった場合の影響額の推計、

価格差を縮小する方策の検討などを目的として調査

 を実施しています。

　その調査において分かったことですけれども、価

格差の要素としては仕入価格の差とマージン、粗利

の差がありまして、まず仕入価格差の要因としては、

石油製品販売量の離島平均が本島平均の４割程度と

いうようなことで、仕入価格が割高になるというよ

うなことです。それから、久米島、宮古島、石垣島

に油槽所がありますけれども、これはりゅうせき等

の販売店、りゅうせき等が設置している油槽所、そ

ういったことの運営経費が仕入価格に上乗せされる

 ということがあります。

  これは本島では大手石油元売が運営する油槽所と

いうのがありますけれども、そこからタンクローリー

で直接、ガソリンスタンドに輸送するんですけれど

も、離島の場合は本島の油槽所から、その離島にあ

る油槽所を設置して、そこを経由して、またガソリ

ンスタンドに輸送するというようなことがあって、

その油槽所を運営する経費がかかっているというよ

うなところがあって、そこが仕入価格に上乗せされ

ているというような状況があります。あとマージン

の差として、粗利の差の要因としては、離島におい

ては販売量に限界がある一方で、経営を維持するた

めには人件費、設備修繕費等の一定の固定費が必要

であると。その結果１リットル当たりの粗利の割合

を高くせざるを得ないというようなことがあります。

それから、さらにそのほかの要因として、沖縄本島

に比べまして洗車とか、車検などの石油製品販売以

外の収入が少ないというようなことです。それから

セルフサービス、セルフの給油所の設置割合が低い

のでコストが割高になると。それから価格競争が少

ない環境ということで、１つの島に１つのガソリン

スタンドしかないというような島が12島あります。

それから特に小規模な離島のほうで、タンクローリー

の車検とか地下タンク、計量機等、こういう法定検

査を受けるときに、その島で検査を受けられないも

のですから、検査機関があるところまで出張する、

あるいは検査員を出張していただく経費、そういっ



－294－

 たコスト負担があるというようなことがあります。

  そのような状況がありまして、その調査結果を踏

まえた取組としましては、まず県には揮発油税等の

軽減措置があって、それを前提として石油価格調整

税を課税しています。それを財源として石油製品輸

送費の実費相当額を補助しています。その各離島へ

の補助額の平均が１リットル当たり15円というよう

なことで、その分の価格の低減効果があるものと考

えています。そのため離島における石油製品価格の

低減には、輸送費補助を継続することが重要だと考

えていますので、その前提となる揮発油税等軽減措

 置の延長に向けて取り組んできたところです。

  それから本島との価格差の縮小については令和

４年度の調査結果を踏まえて、市町村や石油販売事

業者と意見交換を行って、今後の取組を検討してい

ます。ちなみに意見交換は全市町村合同で行ったの

が１回、それから個別に市町村と７回ほど実施して

いまして、また石油販売事業者とは16回実施をして

います。それからさらに先ほど申し上げた、特に小

規模離島などにある離島特有のコストの負担、それ

について輸送用のタンクローリーの車検、それから

地下タンク、計量機等の法定検査、それから島内で

受けられない小規模の離島の給油所への対応という

 ことについては、今検討を行っているところです。

   以上です。

○國仲昌二委員　今の説明は昨年度分析した報告書、

これマスコミにも出ていたんですけれど、それを説

明したということなんですけれど、私が言いたいの

はこの仕組み的には本島と離島の価格は変わらない

はずなんですけれど、実際にはそれが価格差がある

と。昨年の報告書でもちゃんと今説明があったよう

な分析をしていると。それならばどうやったらその

価格差がなくなるのかというのに対して、どういう

取組を行っているんですかと私は質問したつもりな

んですけれど。その辺の、昨年の報告書でも幾つか

また県のほうで提言したというのも載っていました

よね。ですから、その辺の取組について、今県とし

てはどういうふうに行っているのかというのが聞き

 たい部分です。

○高嶺力志地域・離島課長　令和４年度の調査で価

格差を縮小する方策としての検討、提言がありまし

 た。

  一つには揮発油税の軽減措置の補助事業を継続し

ていくこと。それから先ほども申し上げましたが、

特に小規模離島におけるタンクローリーの車検とか

地下タンク、計量機などの法定検査に係るコスト負

担、これについては今、補助事業のほうでちょっと

対応していないんですけれども、その分のコスト負

担にどう対応するかというようなこと。それからカー

ボンニュートラルに向けたエネルギー転換、これに

ついてＥＶ車の普及の推進とか、そういったことが

提言をされていました。それについて具体的な、そ

れを受けた今年度の取組としては輸送用のタンク

ローリーの車検、それから地下タンク、計量機等の

法定検査が受けられない小規模離島給油所への対応

ということで、それにどのようなコストがかかって

いるかというようなものを、現在調査を行っている

ところです。それから本島との価格の差の縮小につ

いて、今どのような方策が取り得るかというような

ことで、その取組を検討するために、先ほど申し上

げましたが離島市町村、それから石油販売事業者と

 意見交換を重ねているというような状況です。

  それで意見交換の中で取組の方向性として、次の

ようなことを話し合っております。市町村と連携し

た取組として軽減措置、補助事業制度の住民等への

周知徹底、それから本島及び各離島の平均小売価格

の共有、住民への周知、それから価格に対する意識

を高めていただき、住民目線で価格をモニタリング

していただくことを市町村と連携して取り組みたい

というようなことを話し合っています。それから販

売事業者に対しては、店頭の見やすい場所で価格表

示をしていただけないかというようなことで話合い

 をしています。

  その意見交換の結果として、市町村の広報誌によ

る補助事業の周知強化をしていただくというような

ことで市町村から了解を得ています。それから宮古

島市では、市独自に石油販売事業者と意見交換を行っ

て、価格差縮小に向けての検討も行っているところ

 です。

   以上です。

○國仲昌二委員　昨年の県の分析の報告書、私はす

ごくよかったなと思っています。どういうところが

離島のコスト高になっているのか、どういうのが要

因として、本島と離島の格差があるのかというのは

ちゃんと分析されていると思うんですよ。ですから、

それをしっかり、じゃどうするかということで、そ

ういう方向でしっかり取り組んでいただきたいなと

思っています。これ皆さんが説明する制度上、仕組

み的にはこれは本島と離島の格差というのはないは

ずなんですよね。でも去年分析したように様々な、

例えば離島内の流通経費とか、あるいは離島特有の

コストで小売価格に転嫁されているというような、
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そういう分析もされているので、ぜひその方向で取

 り組んでいただきたいと。

  2022年度で１リットル当たり平均20円程度、格差

が生じているというのが出ていたんですけれど、私

の実感としては去年の暮れあたりですか、30円程度

の格差があるという実感があります。宮古島でもそ

うですから、多良間村辺りに行くと、35円、40円と

いうような大変厳しい格差になっていると思うんで

すよ。ですから、その辺いい制度であり、またしっ

かり分析されていると思うので、そこをしっかりと

 取り組んでいただきたいと要望して終わります。

○又吉清義委員長　西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　お願いします。 

  主要施策の24ページ、ＳＤＧｓ推進事業について

 お尋ねします。

  最初におきなわＳＤＧｓアクションプランの策定

・改定を行ったということですけれども、その概要

 をお尋ねします。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　お答えし

 ます。

  おきなわＳＤＧｓアクションプランということの

御質問でございます。こちらはＳＤＧｓ、御存じの

とおり、沖縄県庁以外、企業、市町村、県民の皆様、

いろいろな方々に取り組んでいただくというところ

が重要で、全庁、全県的なＳＤＧｓの推進というと

ころを目指しているところでございます。その観点

で、県民、企業、団体、市町村、そういったところ

とＳＤＧｓをどうやって推進していくか、方向性、

目標等をまとめたものとなっております。改定の経

緯も含めてちょっと御説明させていただきますと、

このアクションプラン、令和４年５月に策定させて

いただきましたが、その後、御承知のとおり、新・

沖縄21世紀ビジョン実施計画が９月に策定されまし

て、実はこちらとの整合性を取るということも含め

て指標等の再整理をさせていただき、令和５年３月

 に改定をしたという経緯がございます。

   以上でございます。

○西銘純恵委員　沖縄県のような取組をしているほ

 かの都道府県はありますか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　沖縄県の

おきなわＳＤＧｓアクションプランでございますけ

れども、他の都道府県の事例で言いますと、例えば

10年計画、中長期計画の中でＳＤＧｓの要素を取り

入れる、そういった取組をされている都道府県は結

 構ございます。

  こちらについては、沖縄県も新・沖縄21世紀ビジョ

ン基本計画のほうにＳＤＧｓの要素等を取り入れた

という経緯で、同じような取組になっておりますけ

れども、こういった様々な企業、団体、市町村と連

携してＳＤＧｓを推進する。こういった観点で、特

出しでアクションプラン、こういったプランニング

をしているという事例はあまり見かけておりません。 

○西銘純恵委員　この県の今のプラン策定について、

特別に高く評価されていると思うんですけれども、

 その説明をお願いできますか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　ありがと

 うございます。

  こちらの取組については、例えば沖縄県のＳＤＧ

ｓの推進につきましては、有識者会議等の意見、提

言等を踏まえながら取り組んでいるところでござい

ます。この有識者の中には、慶應義塾大学の蟹江教

授という国内外で活躍されている有識者にも御参加

いただいております。例えば蟹江教授は今年度９月

に、国連総会のＳＤＧｓサミットというところで、

ＳＤＧｓの進捗状況の中間報告がございました。そ

の中間報告を取りまとめた世界の15人の中の研究者

の１名として、国連の事務局長から選定されたとい

う非常にすばらしい先生かなと思っています。当然、

政府のＳＤＧｓ推進についても中心的な有識者とし

て活躍されておりまして、こういった有識者の様々

な提言を踏まえながら、先進的な取組を盛り込んで

 展開しているところでございます。

  このアクションプランの策定についてもそういっ

た提言の中の取組でございまして、こういったとこ

ろが評価されまして、沖縄県もＳＤＧｓ未来都市、

政府のほうから高く評価されて選定されたものと認

 識しているところでございます。

○西銘純恵委員　先進取組をされているということ

ですけれど、おきなわＳＤＧｓのプラットフォーム

を創設したということについて、その概要をお尋ね

 します。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　おきなわ

ＳＤＧｓプラットフォームについては、先ほど全県

的にＳＤＧｓを展開するという御説明をさせていた

だきましたが、そういった県内外の企業とか団体、

あとは県内の市町村、県民の皆様がそれぞれＳＤＧ

ｓを推進するに当たりまして、各自の取組やニーズ、

そういったものを共有していこうと、そういったこ

とを目的に、それぞれ会員登録いただいて、お互い

の取組、ニーズを共有いただく、またそういった活

動に対して、事務局として様々な支援を展開していっ

て取組を促進する、そういった観点でプラットフォー
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 ムを構築しております。

○西銘純恵委員　会員登録されている団体というの

 はあるのでしょうか。その数をお尋ねします。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　プラット

フォーム会員につきましては、県内外の企業、市町

村、県民、あと県庁の関係部局も登録させていただ

いております。令和４年３月時点で1100会員数となっ

 ております。

　団体登録につきましては、実は令和元年から県内

企業の中でＳＤＧｓを展開している、実施している

企業を登録する登録団体制度、おきなわＳＤＧｓパー

トナーと呼んでおりますけれども、そういった制度

がございます。こちらの企業、団体もプラットフォー

ム会員として登録させていただいているという経緯

がございます。この団体数につきましては令和４年

 ３月時点で850団体となっております。

○西銘純恵委員　この登録関係についても、ほかの

 都道府県で似たような取組はあるのでしょうか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　こういっ

たＳＤＧｓに取り組む企業、団体の登録制度につき

ましては、沖縄県は他県と比較しまして先行して取

 り組んだ経緯がございます。

  令和元年度からスタートしておりますけれど、そ

の後、国のほうでこういった企業、団体の登録制度

というのは、各自治体のほうでも取り組むべきだと

いうことでガイドラインを制定した経緯がございま

 す。

  現在では、こういったガイドラインに沿いまして

全国の市町村、また都道府県で登録制度を展開して

 いる状況になっております。

○西銘純恵委員　あとＥＶカーシェアリング、この

 実証事業についてお尋ねします。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　ＥＶカー

シェアリング実証事業につきましては、ＳＤＧｓ未

来都市に選定された際の事業計画の一環として取り

組んでおります。こちらは県庁の敷地内にＥＶ自動

車を公用利用ということで配置しておりますけれど、

土曜日、日曜日等の休日につきましては、一般の皆

さんにカーシェアリングということで使用していた

だく、そういった需要と運用上の課題抽出という一

 環で実証事業を展開しているとこでございます。

○西銘純恵委員　土日の一般利用というのがよく分

 かりませんが、どういう方法でやっていますか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　自動車の

使用料、リースという形で調達しておりますけれど

も、例えば月曜日から金曜日までの使用料は県側で

負担する、土曜日、日曜日の休日の部分は、例えば

レンタカー業者さんのほうで負担していただいて、

その分でその事業者さんのシステムの中で観光客、

一般住民の方々が予約をして使用すると。そういっ

た役割分担で１台の車を県庁、あとは企業を通じた

一般の方々が活用する、そういった取組の実証事業

 となっております。

○西銘純恵委員　レンタカー業者とおっしゃったの

で、これはＥＶ車を普及するという目的ということ

 で受け止めてよろしいですか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　この取組

につきましては、カーシェアリングというところの

実証、シェアリングエコノミーというビジネスモデ

ルになりますけれども、１つの資産をいろいろな人

たちとシェアリングしていく、それをビジネス化し

ていくというシェアリングビジネスという一環の実

 証事業ということになります。

  一方でおっしゃるとおり、こういった取組をする

に当たりまして、ＳＤＧｓの観点も含めまして地球

環境の地球温暖化対策、そういった観点も含めまし

 てＥＶカーということで実証事業を展開しました。

  展開するに当たりましてＥＶカーを実際に乗って

いただく、県庁もそうですけれど一般の方たちも乗っ

ていただくということで、ＥＶカーの普及啓発とい

うところにも貢献する、そういったところも含めて

 実施したという経緯でございます。

○西銘純恵委員　いろいろ全県的にやっているとい

うことですが、最後に県庁全体としてＳＤＧｓの総

 合的な取組というのはやっているんでしょうか。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　ありがと

 うございます。

  まず沖縄県庁が総合的に展開しているかというこ

とでございますけれども、御承知のとおり、新・沖

縄21世紀ビジョン基本計画、こちらのほうにはＳＤ

Ｇｓの理念、要素を取り込んでおりまして、そういっ

た基本計画を踏まえながら全庁的に、総合的にＳＤ

Ｇｓを推進しているということでございます。そう

いうことでございますが、今回、ＳＤＧｓ推進事業

の答弁をさせていただいておりますけれども、この

事業とは別に、例えば子供の貧困対策、あと教育、

人材育成、環境保全、産業振興、様々な施策が各部

局で展開され全庁的な展開につながっていると考え

 ております。

○西銘純恵委員　次に移ります。 

  28ページのシームレスな陸上交通体系構築事業。

　先ほども質問がありましたけれども、てだこ浦西
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駅を結節点とする新規バス路線の調査検討について、

５ルートということでありましたけれども、具体的

 な案について説明をお願いします。

○大嶺寛交通政策課長　３つのルートを基本としま

して、てだこ浦西駅から琉球大学、それから西普天

間に行くというルートがまず一つございます。もう

一つは既に走っている既存の路線バスですが、那覇

方面からてだこ浦西駅にタッチした形で、現在の琉

球大学病院のほうに行くバスでございます。それを

西普天間地区のほうに延長する案です。もう一つが

てだこ浦西駅から出発しまして沖縄国際大学、琉球

大学に行くバスがございますが、その後、西普天間

に向かうバス、この３つのルートを基本にして、あ

とは少し人が多いところを回るような形でルートを

変更した、この５つのルートで検討しているところ

 でございます。

○西銘純恵委員　琉大病院が移転をするというとこ

ろで、そこの学生、病院の患者さん、全県から患者

さんが特別な検査とか治療を要するときに、やっぱ

り琉大ということは言われているんですよね。学生

 さんなどのニーズ調査というのはやっていますか。

○大嶺寛交通政策課長　学生との調査につきまして

は、今年度いろいろ意見交換させていただいている

ところでございまして、その際に現在の琉球大学病

院のほうから西普天間のほうにつなぐ路線について

は、状況的にそういったのも検討が要るんじゃない

かということがございましたが、逆にその西普天間

のほうから北谷、読谷方面に行くバスが現在ないの

ではないかという意見もございましたので、その方

面の路線バスについてもいろいろ意見交換しながら、

今後バス事業者も交えまして意見交換していきたい

 というところでございます。

○西銘純恵委員　モノレール駅を利用して、結節点

に公共交通でつないで、自動車に乗り換えていくと

いうことはとても大事だと思うんですけれど、浦添

市内のモノレール駅の話が今出たものですから、前

田駅、経塚駅、先ほども客がそんなにいないという

話がありましたけれど、浦添市内全体、コミュニテ

ィーバスの話も浦添市でやっていかれるということ

もありましたけれど、西側といいますか、地域によっ

ては古島駅のほうが近いというところもあるんです

よ。そこも併せて浦添市とは、ぜひ今後の検討もし

 ていただきたいと思うんですがいかがでしょう。

○大嶺寛交通政策課長　浦添市のほうとは定期的に

意見交換させていただいております。この辺は浦添

市もいろいろ検討されていますので、そのコミュニ

ティーバスとかデマンド交通、そういったのも含め

まして、市の取組としては新たに城間のほうからパ

ルコのほうまでつなぐような新規路線も、事業者と

一緒にやりながら自走化ということもできています

ので、そういったことも含めて今後いろいろ意見交

 換していきたいと考えております。

○西銘純恵委員　ありがとうございます。 

  次、39ページのマイナンバーカードの普及につい

てお尋ねします。政府の方針として、マイナンバー

カードがほぼ全国民に行き渡らせることが掲げられ

ているということで、それで県も４年度、５年度、

普及促進をするということでやっていますけれども、

政府の方針、これがいつから出されて、政府自身が

このマイナカードの普及でこれまでどれだけの予算

 が使われてきたのかお尋ねします。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　お答えし

 ます。

  番号法――行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律ですが、法案が

平成25年３月に第183回通常国会に提出されておりま

す。そして同年５月に成立、公布されまして、その

後、平成27年10月に施行、28年１月からマイナンバー

 制度として運用されているところでございます。

   以上です。

○西銘純恵委員　そうしますと、これに関連する予

算というのはどうなっているんでしょうか。県の当

初予算1078万ですか、それで決算で1020万というこ

とになっていますけれど、県が今度つけた財源とい

 うのは国から受けているんですか。

○真栄田義泰市町村課長　議員おっしゃるとおり、

令和４年度当初予算は1078万2000円、決算額が1020万

7000円、そのうち635万6000円分については国庫補助

 金で充当しております。

   以上です。

○西銘純恵委員　これ全国的に都道府県もそうしな

さいということで、結局県も持っているわけですよ

ね、予算そのものを。だからそれについてはいかが

なものかと私は思うんですけれども、マイナカード

というのが平成27年に施行されたと言いますけれど

 も、全国民の何％がカードを持っていますか。

○真栄田義泰市町村課長　マイナンバーカードの取

得率、保有枚数率は令和５年度12月末現在で73％、

これ全国平均です。本県の場合は61％の保有率となっ

 ております。

   以上です。

○西銘純恵委員　人数をお尋ねします。沖縄県だけ
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 でもいいです。

○真栄田義泰市町村課長　ありがとうございます。 

   沖縄県民の約149万人のうち91万人になります。

   以上です。

○西銘純恵委員　平成27年からと言いましたけれど

も、このコロナ禍の中で各市町村、とりわけマイナ

ポイントですか、２万円とか、結構予算をかけて支

給するといいますか、カードを取得したらポイント

をつけるよという、その現金が国民に行くような制

度になっていると思うんですけれど、このマイナポ

イントの発行にかかった県内での総額とか、件数と

 か分かりますか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　９月末ま

でにマイナポイントの申請があった人数は総務省が

10月に公表しております。ポイントには３種類、総

額最大２万円申請が可能でしたが、ポイント付与、

それぞれの申請者についてはカード取得者のキャッ

シュレス決済のポイント付与が約7556万人、それか

ら健康保険証の利用申込みが約6819万人、そして公

 金受取口座登録が約6387万人となっております。

  ポイントに住所情報がないので都道府県ごとの集

計は不可能となっておりまして、あとマイナポイン

 トの総額、これについては公表されておりません。

   以上です。

○西銘純恵委員　総額は公表されていないというこ

とですけれども、大体、市町村で２万円だったかと

思うんですよ。単純に今の３種類の7000万を超える、

6800万を超える、6300万を超えるという全てこれ一

つの申請で２万円だったということでよろしいです

 か。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　申請はそ

れぞれ別ですので、それぞれによって人数が異なる

 ということになっております。

○西銘純恵委員　金額については公表されていない

と言いましたけれども、やっぱり相当な額の税金が

使われているということを受け止めたいと思います。 

  それで健康保険証に使われたというのが6800万人

を超えているということですけれども、トラブル、

健康保険証で医療情報が別のひもづけがあったとか、

 この全体的なトラブル件数、御存じですか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　ちょっと

古い情報で恐縮なのですが、マイナカードと健康保

険証のひもづけ誤り、10月末時点の情報で8544件と

 いう情報がございます。

   以上です。

○西銘純恵委員　県内は分かりますか。 

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　県内につ

いてはちょっと分からない状況です。ごめんなさい、

こちらの情報を企画部ではちょっと所管しておりま

 せんので、正確な数字、今持っておりません。

   以上です。

○西銘純恵委員　このマイナカード、今の時点でも

これまでに個人情報の保護の観点からいろいろ指摘

があったと思うんですが、その指摘というのか、個

人情報との関連でどのような問題、指摘があったか

 お尋ねします。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　昨年来

あったようなものですけれども、例えば富士通Ｊａ

ｐａｎ社でシステムの不具合があって、コンビニ交

付で他人のものが出たという情報があるとか、あと

先ほどのマイナポイントに関連しましてポイントの

登録の運用不備があったり、それから委員がおっしゃ

られたとおり健康保険事業の運営者の中でのトラブ

ル――ひもづけ誤りですね。それから自治体の障害

手帳情報などでの誤りが明らかになったのが今回の

 問題だと認識しております。

   以上です。

○西銘純恵委員　政府はこんなトラブルがありなが

らも健康保険証を廃止するということでやっている

ということは、医療や命に関わる問題があるとずっ

と医療現場からも指摘されていて、私もそのように

危惧しているんですけれど、政府がこの方針として

マイナカードを普及していくという最終目標の説明

 はあるんですか、どこまで行おうとしているのか。

○真栄田義泰市町村課長　マイナポイントカードの

部分の最終目標というのは具体的にはなくて、令和

４年度には政府の方針として、令和４年度末までに

マイナンバーカードがほぼ全国に行き渡ることを目

指すということを掲げられたところです。国と地方

公共団体が一体となって普及を進めてきたところで

 す。

  現在では令和６年12月に現行の健康保険証を廃止、

マイナンバーカードと一体化を示したりなど、今後

の利用範囲の拡大が見込まれているところから、県

としては引き続き市町村と連携して普及に取り組ん

 でいくという考えです。

   以上です。

○西銘純恵委員　全国に行き渡るということは説明

がありましたけれども、これをほかに何とひもづけ

していくのか。運転免許証のことは聞いていらっしゃ

ると思うんですけれども、結局は税務情報とか財産

とかいろんな全てがカード一本に集約をされる、個
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人情報が全て政府の、行政といいますか、そこに握

られるというところが狙いとしてあるんじゃないか

ということが、そもそもその問題化している皆さん

 方からいろいろ出されてはいるんですよ。

  少なくとも運転免許証、これについてはまだいつ

頃という、そういうほかにも何かカードに一本化す

るというようなものが政府から何もないですか、あ

 りませんか。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　今のとこ

ろ、運転免許証以外にこれを一体化するだとか、そ

 ういうような通知等は受けておりません。

   以上です。

○西銘純恵委員　じゃこれまでに何がカードに入れ

られたのかというのを説明いただけますか。国民健

 康保険証は分かります、ほかに。

○石川欣吾参事兼デジタル社会推進課長　そのほか

にはないものと認識しておりますし、もともとカー

ドに機微情報を入れるものではないので、制度の仕

組みとしては、情報は必要なところに分散管理され

ているという、一まとめになっているものではない

 ということは認識しております。

○西銘純恵委員　マイナカードを平成27年から普及

してきて全国民に普及すると。そして健康保険証だ

けとおっしゃったんですけれども、個人情報、カー

ドの番号でやりますから、結局、役所が分かってい

る住所、氏名、みんなありますよね。そして、例え

ば課税状況なんかも既に入っていると思うんですよ。

だからそこら辺についても、ぜひ保険証以外はない

とおっしゃるけれども、ほかに既にそこの中に情報

として入っているものについて、ぜひお尋ねしたい

ので、後日でいいんですけれどもそこをやってほし

 い。

  そしてどこまで目指しているのかというところが

明らかになっていないので、私はそこを危惧するわ

けです。だから県として推進するということについ

て、普及するということについて、今の時点で明ら

かになっていないからとおっしゃったけれども、そ

の先、何を政府が目指しているのかというところも、

ぜひしっかりつかんでほしいということを申し上げ

 て終わりたいと思います。

○又吉清義委員長　休憩いたします。 

 　　　午後０時２分休憩

 　　　午後１時20分再開

○又吉清義委員長　再開いたします。 

   午前に引き続き質疑を行います。

 　渡久地修委員。

○渡久地修委員　企画部の23ページ、大規模駐留軍

用地跡地利用についてお尋ねします。まず、これ私、

大変評価しているんですけれど、この普天間飛行場

跡地利用計画の具体的な利用計画、利用図というの

 かな、これを説明してもらえますか。

○池村博康県土・跡地利用対策課跡地利用推進監　

 お答えします。

  普天間飛行場の跡地利用につきましては、地権者

や市民、学識経験者等で構成される委員会での検討

内容を踏まえ、県と宜野湾市の共同により、普天間

飛行場跡地利用計画の策定に向けた全体計画の中間

 取りまとめ第２回を令和４年７月に策定しました。

  具体的には、大規模公園エリアを含めたネットワー

ク上の緑地空間の配置、主要幹線道路や公共交通軸

を配置するとともに、緑と都市の融合による新たな

価値の創造を先導する沖縄振興コアの形成や振興拠

点ゾーン、都市拠点ゾーン、居住ゾーンなどを機能

 的に配置した計画となっております。

   以上です。

○渡久地修委員　その中で市と県、国の公共施設な

 どの配置計画についてお願いします。

○池村博康県土・跡地利用対策課跡地利用推進監　

公共用地の取得状況につきましては、県のほうは道

路用地を取得しております。宜野湾市のほうですけ

れども、宜野湾市は学校、幼稚園、児童園、市庁舎

等を取得しております。国については公共用地の取

 得はございません。

○渡久地修委員　県が2013年に基金を設置して先行

取得を始めましたけれど、その理由をお聞かせくだ

 さい。

○池村博康県土・跡地利用対策課跡地利用推進監　

跡地利用を推進するためには、返還前の早い段階か

ら公共用地を取得する必要があるということから、

 県も公共用地を取得しております。

○渡久地修委員　それでこの用地の先行取得の実績、

県、市、国、目標とこの実績についてお願いします。 

○池村博康県土・跡地利用対策課跡地利用推進監　

県につきましては道路用地17.15ヘクタールの目標に

対しまして、令和４年度末の実績ですけれども13.9ヘ

クタールを取得しております。取得率としましては

81.3％。それと、宜野湾市におきましては先ほど申

しましたとおり、学校用地等の公共用地を取得して

おりまして、普天間飛行場につきましては19.54ヘク

タールを目標としまして、現在10.9ヘクタール、取

 得率は約56％となっております。

○渡久地修委員　国はどうなっていますか。 
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○池村博康県土・跡地利用対策課跡地利用推進監　

国につきましては先行取得の制度がございませんの

 で、国による先行取得はございません。

○渡久地修委員　県が81.3％、市が約56％、国は制

 度がないから先行取得ゼロということですよね。

　私、2011年12月６日に先行取得してほしいという

ことを提案したんです。このときは仲井眞県政でし

た。そのとき県は取得ゼロだったのよ。これでは口

では返還と言いながら固定化されてしまうと。だか

ら本当にやる気を示すためにも、県の決意を示すた

めにも、そして返還されたら速やかに跡地利用の整

備が進められるように、新都心の教訓も生かして先

行取得する必要があるということで、そのときに提

起したんですよ。そのとき県は財源がないと言って

いたけれど、県債を発行してでもこれはやるべきだ

ということで、当時仲井眞知事も、当時の川上企画

部長もぜひ研究したいということで答弁していまし

 たけれど。

  2013年に基金が設置されたと。私これ大変評価し

ているんですけれど、そういう意味では、もう絶対

固定化は許さないという意味で先行取得、皆さんが

一生懸命やってきたというのはとても評価している

んだけれど、国がゼロというのは国は本当に普天間

返還をやろうとする気があるのかというのが、僕に

 はこの姿が見えない。

  逆に、今思いやり予算で滑走路なんかも補修なん

かやっているわけ、税金で。そういう意味ではこれ

はおかしいと思うんだけれど、やっぱり国も皆さん

方の計画では大規模公園100ヘクタール、国で整備し

てほしいという構想を持っていますよね。そういう

意味では、ぜひ国にも先行取得をやるべきだという

ことをしっかり要請する必要があると思うんだけれ

 ど、部長いかがですか。

○谷合誠企画振興統括監　お答えいたします。 

  今、委員おっしゃるように、県ではこの計画の中

で国の大規模プロジェクトとして、大規模公園を求

めていくという方針をビジョンの中でも掲げさせて

 いただいています。

  この決定に向けては、先ほども申しましたような、

地権者や市民、学識経験者等で構成される委員会で

合意を得ながら決定していく必要がございますので、

これに向けて県の要望が決定されるように努めたい

 と思います。

  また、その段階におきまして、適切な時期に、国

に対してどのように求めていくかを検討したいと考

 えております。

○渡久地修委員　普天間飛行場の早期返還というの

は、これはもうみんなの、県民全体の願いなんです

よ。そういう意味では絶対固定化は許さないと。そ

れを皆さんは一生懸命やって、返されたらもうこう

いう準備を我々はやっていますよということをしっ

かり進めて、国にも大規模用地の取得を、ぜひ先行

でやってくれということを要請することが、市、県、

国一体となって返還を求めているんだというのを示

 すあれがあるんですよ。

  アメリカは普天間基地は使いやすいといって返さ

ない気があるという報道もあるからね。そういう意

味ではこれはとても大事です。それとその先行用地

取得ともう一つしっかりとした構想、計画を立てて

いく。これは一体でなければならない。これももっ

とスピードアップしていただきたいんですけれども、

これずっと前から取り上げてかなり時間がたってま

だまとまっていない、早めにまとめてほしいのです

 がいかがですか。

○谷合誠企画振興統括監　進捗につきましては、令

和４年７月にこの全体計画の中間取りまとめを作成

して、少しずつですが進んでいるところでございま

す。なかなか現状ではこの地権者の合意、あるいは

学識経験者等の委員会で、スピードアップさせる方

法についてもまだまだ議論が必要だと思いますので、

今後、加速させるように県も努力して努めてまいり

 たいと考えます。

○渡久地修委員　いずれにしても大規模用地、国に

も先行取得はしっかり早期に求めていくと。これ部

 長どうですか。

○金城敦企画部長　大規模公園の在り方について、

今、地権者、また宜野湾市といろいろ跡地利用につ

いて検討を重ねています。この方向性がまとまった

段階で国にも求めて、要請等について検討していき

 たいと考えております。

○渡久地修委員　これはもう最初から議論している

けれども、先行用地取得するのは、返されたら直ち

に整備ができるようにということで、先行取得とい

うのがあるわけよ。まとまってからやったらもう遅

い。その辺はしっかりやって、もう一遍お願いしま

 す。

○金城敦企画部長　実際、普天間には国有地が30ヘ

クタールくらいございますので、それも含めてどう

いうふうな活用ができるのかも検討して、要請につ

 なげていきたいと考えております。

   以上でございます。

○渡久地修委員　皆さんの計画は100ヘクタールで相
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 当大規模だから、その辺しっかりやってください。

  次に29ページ、バス路線補助事業。これはまず認

識だけれど、公共交通というのは今、沖縄も全国も

維持するのが非常に厳しい状況にあると僕は思うん

 だけれど、皆さんの認識を教えてください。

○大嶺寛交通政策課長　委員のおっしゃるとおり、

今、路線バスだけではなくて地方の鉄道も含めて、

いろいろ厳しい状況にあるという認識でございます。 

○渡久地修委員　12月の新沖縄振興・公共交通ネッ

トワーク特別委員会で、この問題の議論になったと

きに、私は70歳以上の高齢者のバス賃の無料化、こ

れをこれまでも提案してきたけれど、これは福祉の

面からだけじゃなくて公共交通を維持するという視

点と、それと沖縄の交通渋滞の緩和をするという視

点、こういった視点から総合的に見て、これを実現

 させることが必要じゃないかという提案しました。

  それについて皆さんは、ぜひ検討するというよう

なことを言っていましたけれど、その後の取組、検

 討状況を教えてください。

○大嶺寛交通政策課長　先日の特別委員会の中で、

いろいろ御提案いただいた高齢者のバス運賃の無料

化というところについては、既に沖縄県バス協会と

 意見交換はスタートさせております。

  また、南城市のコミュニティーバスにおいて、65歳

以上の住民を対象に運賃を無償化しているというこ

ともございますので、今後は南城市に出向いていろ

いろ、どのような効果があるのかとか、逆にどのよ

うな課題があるのかというのも含めて意見交換を行

 う予定としております。

○渡久地修委員　実は今朝、テレビのニュースで僕

もびっくりしたんだけれど、ある県の自治体で、公

共交通を守るために、子供たちをあえてバス通学に

する取組が始まったということで、子供たちがバス

だったかな、鉄道だったか、乗っていくのが流れた

 んですよ。

　だから公共交通を守るというのが非常に大きな課

題になってきているわけよ。だから福祉だけの問題

ではもうなくなってきているわけ。公共交通を守る

というのが、それぞれの自治体の大きな課題に今なっ

てきている。だからそういう視点でお年寄りの福祉

も含めて、沖縄の公共交通、バス路線を守る、交通

渋滞を緩和するという視点で福祉の予算も取ってく

る、それから公共交通を維持する予算も全部ひっく

るめて、こういったのをやっていくという総合的な

視点が今求められている、沖縄県にも。全国的にも

そういうことなんだけれど、ぜひこれ進めていただ

 きたいんですけれど、いかがですか。

○大嶺寛交通政策課長　この辺につきましては行政

側、市町村、自治体、企業側も含めまして、公共交

通の利用を促進していくというところもいろいろ意

見交換できますし、この福祉系のものとか、このク

ロスセクターという考えも生かしながら、いろいろ

 検討していきたいと考えております。

○渡久地修委員　くどいようですけれど、今朝の

ニュースでは公共交通を守るためというのが最初に

来たわけよ。だからそこはしっかりやっていただき

 たいと思います。

  次、32ページ、本島並みのガソリン価格にするこ

とについてずっと議論されてきましたけれども、ま

ず22の離島のガソリンの小売価格について、ちょっ

 とそれぞれ示してください。

○高嶺力志地域・離島課長　１リットル当たりのガ

ソリンの価格、これ令和４年度の平均ですけれども、

離島の平均が191.1円で、本島の平均が169.5円、差

 は21.6円となっています。

　まず伊平屋島のレギュラーガソリンの小売価格が

194.2円、伊是名島が184.3円、伊江島が184.2円、粟

国島が180円、渡名喜島が186.5円、座間味島が

180.9円、阿嘉島が180.9円、渡嘉敷島が179.7円、久

米島が193.4円、北大東島が181.4円、南大東島が

180.4円、宮古島が188.1円、多良間島が192.8円、石

垣島が189.4円、竹富島が201.1円、西表島が200.7円、

小浜島が207.9円、黒島が206.4円、波照間島が

205.5円、与那国島が204.0円、鳩間島が208円となっ

 ております。

○渡久地修委員　離島ね、小さいところは非常に大

変なんだけれど、これ今朝も議論になって、これずっ

とこの間、十何年も議論してきていますよね。それ

でもうこれ、僕は思い切った対策を取る必要がある

 んじゃないかなと思います。

  これまでも提起してきたんだけれど、部長もうこ

れを解決するためには、特に小規模離島は各役所、

役場、それから業者、農協、郵便局、ガス会社、電

力とか、公共インフラを担う部分がある意味では一

体となって運営するということまでやらないと、そ

ういったところまで踏み込まないと、特に小規模離

島は解決できないんじゃないかなと思うんですけれ

ど、その辺どんなですか、検討したことはあります

 か。

○高嶺力志地域・離島課長　一般的にガソリンスタ

ンドは自動車の給油のほか、洗車、点検等のいわゆ

るサービスの提供、家庭への石油製品の配達、販売
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など多様なサービスを効率的かつ柔軟に提供してい

るというような事業を行い、民間事業者によって運

 営をされています。

  その上で、ガソリンスタンドは地域の燃料供給拠

点として、重要かつ不可欠な社会インフラであると

いうこと、それで地域におけるガソリンスタンドの

存続や価格の安定は離島の産業や住民生活にとって

 重要なものと考えています。

  県では離島市町村を対象とした意見交換会を開催

しましたが、その中でもガソリンスタンドの存続に

関する計画策定、それから策定した計画に基づく設

備整備に対する補助、これは民間事業者に対する補

助が可能です。それから地下タンクの入替え大型化

等に関する補助、そのような国の石油製品販売事業

者が活用できる制度がありますので、そのような情

 報を提供しました。

  今後も引き続き必要な情報の提供、それから各種

支援制度の運用、それに関する技術的支援を行いま

して、国や市町村と連携して離島地域のガソリンス

タンドの存続に取り組んでいきたいと考えています。 

   以上です。

○渡久地修委員　部長、僕が聞いているのはそうじゃ

ないでしょ。僕が聞いているのはそうじゃないです

 よね。

  もう小規模離島などは大変だから、役所、役場と

か業者も農協も郵便局も、いろんなところがもう一

体となってこれは運営しないといけないところもあ

るんじゃないですか、それを検討してはどうですか

ということを聞いているのよ。部長はそこまで踏み

 込まないといけないんじゃない。

○武田真企画調整統括監　離島地域とか過疎地域に

おいて、住民のいわゆるガソリンスタンドも含めて

インフラだと思います。今、民間事業者がやって、

営利事業として行っているものを少し公的にやるべ

 きじゃないかという御意見だと理解しております。

  一部の、内地も含めてなんですけれど、第三セク

ターであったり、公が整備をして民が管理をするよ

うな取組も行われているようです。そういったとこ

ろも今後、どういった形で公が関われるのかという

ことについては研究してまいりたいと思っています。 

○渡久地修委員　ぜひ研究してほしいんだよ。そう

しないと、もうこれ解決しない。それと郵便局は各

離島も全部あるのよ、多分農協もそれからガス。だ

から役場とそういったところも含めて、業者も一体

となって、どうすれば一番いいのかというのを研究

する段階に来ていると思うので、そこをぜひよろし

 くお願いします。

   以上です。

○又吉清義委員長　當間盛夫委員。 

○當間盛夫委員　まず、この歳出決算の状況の中で

17億の不用額が企画部の分であるんですけれど、そ

の中で特別推進交付金だけで13億とあるんですが、

この13億の不用額の要因というか、理由とか、ちょっ

 とそれをまず聞かせてください。

○武田真企画調整統括監　不用になっている一番の

大きな理由は、市町村に対するソフト交付金の不用

 になっています。

　現年分ではなくて令和３年から令和４年に繰り越

したもの、そちらのほうの施設整備とかが順調に進

まなかったということでの多額の不用につながった

 という経緯になっております。

○當間盛夫委員　繰り越したけれど、それを使い切

れなかったということになるんでしょうけれど、こ

れ那覇でもあったんですけれど、どこの市町村、全

体的なものがあるの。何か具体的にどこがどういう

 ような形になったの。

○佐久本愉市町村課副参事　ただいま御説明いたし

ましたとおり、令和３年度からの繰り越した事業か

 らの不用が特に大きい状況でございました。

  特に大きい市町村名を御説明しますと、うるま市

で１事業、石垣市で１事業、浦添市で１事業、那覇

市で１事業と。これは施設整備関係事業の繰越事業

がございまして、それぞれ不用額が大きかったとい

 うのが一番大きな目立った原因でございました。

   以上です。

○當間盛夫委員　施設整備ということになると、じゃ

 この施設は造られなかったという認識なんですか。

○佐久本愉市町村課副参事　複数年をかけた施設整

備でございまして、その年度に係る整備の進捗分で

 不用が出たということでございます。

○當間盛夫委員　じゃそれは完成を見ているという

 認識でいいのですか。

○佐久本愉市町村課副参事　本年度も事業進行中で

 ございます。

○當間盛夫委員　分かりました。 

　主要施策のものからいろいろとまた説明させても

らうのですが、まず企画部がいろんな事業をされて

 いるんですよね。

  私、以前からそうなんですけれど、皆さんが事業

をする中で、あまりにもちょっと委託が多過ぎると

いう部分で指摘をさせてもらっているんですけれど、

企画部においてのこの委託先、委託事業といったも
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 のはどれくらいあるんですか。

○玉城正博企画調整課主幹　随契ガイドラインに基

づいて公表している企画部の委託料は、令和４年度

で委託契約件数が104件となっております。委託料の

 決算額が合計で約19億4000万となっております。

   以上です。

○當間盛夫委員　ちょっと細かくと言ったらなんだ

けれど、令和５年度のこの積算内訳表の部分で振興

計画費があるんですよ。振興計画費で約１億1000万

あるんだけれど、約7700万くらいはこれ委託なんで

すね。その分でのもので、先ほどＳＤＧｓの話もあっ

たんですけれど、このＳＤＧｓの4000万という部分

 がほぼほぼ委託だわけ。

  先ほど担当の方がすごいいい答弁されていると思

うんだけれど、この委託はどういう形で皆さんされ

て、これがどう県に反映されているのかちょっと教

 えてください。

○平良秀春企画調整課ＳＤＧｓ推進室長　お答えい

 たします。

　令和４年度の決算ベースでの御説明になります。

　事業費の決算額としては総額で3200万、そのうち

委託費が2400万という決算になっております。決算

の内訳として、特に先ほどの御説明の関連だとプラッ

トフォーム関連の委託費になるかと思いますけれど

も、そちらが2500万くらいの決算となっております。 

　基本的に委託事業につきましては、プロポーザル、

公募で事業者を募集して選定の上で契約をしている

と。委託費の実施に当たりましては、この事業に関

して委託事業者との定例の打合せを月１回、事業に

よっては週１回程度、時期時期に応じて情報共有を

やりながら県の担当者、委託事業者と情報共有、考

え方をすり合わせながら推進しているということで

 ございます。

   以上でございます。

○當間盛夫委員　ごめんなさい、表示しているもの

 と全く違う話をされて。

  今、委託に関してちょっと全体的に話をさせても

らっていますので、この振興計画費とは別にまた科

学技術振興費が約７億近くの予算がある中で、この

委託料というのがもうほぼほぼ委託なんですよ。６億

2000万近くいろんな分で、先端技術も含めて一番大

きいのが沖縄イノベーション・エコシステムだとか

で３億9000万だとか、いろんなものがほぼほぼ委託

だわけ。これちょっと説明してしてくれないですか。 

○大城友恵科学技術振興課長　お答えいたします。 

  まず外部委託につきましては２通りのパターンが

あるかと思います。高度または専門的な知識、技能

を必要としまして県で直接実施することが困難な場

合、それから、外部委託することにより事業の効率

化ですとか、コスト縮減が図られるなど合理的理由

 がある場合となっております。

  県の場合は、前期の計画からＯＩＳＴや琉大など

の県内大学などを核とした知的産業クラスターの形

成と、現計画においても県内の大学などを核とした

イノベーション創出拠点、イノベーション・エコシ

ステムの形成ということで、大学等により事業化、

産業利用に資する共同研究をしていただくというこ

 とで、県の委託業務として整理してございます。

   以上です。

○當間盛夫委員　それともう２つ、離島活性化特別

事業費になるんですが、これもほぼほぼ委託なんで

 すけれど、この状況をちょっと説明してください。

○高嶺力志地域・離島課長　離島活性化推進事業費

ですけれども、事業概要としては離島過疎地域の新

たな振興予算の仕組みや施策の検討を行うというよ

うなことのために、令和４年度に新たな離島振興計

画、実施計画の策定、それから離島振興税制の実態

調査、それから本島の生活用品の価格調査というよ

 うな３つの委託調査を実施しております。

  その募集に際しては当然公募をして、その中でプ

ロポーザルで公募をして選定委員会のほうで選定を

 した上で委託事業者を決定をしております。

   以上です。

○當間盛夫委員　当たり前に公募かけて選定すると

いうのは当然なんですけれど、部長、この振興計画

の部分でいろんな事業をやるわけですよね。それで

皆さん、この事業をやる中で公募をかけて委託をや

るんですけれど、県に残るものは何なの。県の職員

に、皆さんの蓄積として何が残るのかというのが大

概言われるんですけれど、ちょっとその辺はどう考

 えるのですか。

○武田真企画調整統括監　先ほど課長のほうからも

答弁がありましたとおり、委託事業というのは一般

論で言うと専門性であるとか、巧緻性に着目して事

業の委託をしているわけなんですが、今委員がおっ

しゃるのは、仕事の丸投げになっているんじゃない

 かという観点という御懸念だと考えております。

  確かに委託事業の中にはＩＴであるとか情報関係、

そういったものについてやっぱり民間のほうが進ん

でいるというところからいうと、やっぱり県がやら

ないといけない業務であったとしても、民間に委託

 せざるを得ないようなものがあります。
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  一方で科学技術みたいなところについては、平成

24年くらいから外部の力も借りながら事業を進めて

いる中で、当初、知的クラスターだったものが今、

イノベーション・エコシステムとかそういった形に

変わっていっています。そういうその知見や見聞が

広がることによって、その政策の方向性が変わって

いったり、例えば過去でいうと環境であるとか、エ

ネルギー分野に対しても公募したものを止めて、今

先端医療とか、感染症とかそういった形で県の職員

が見聞、知見を広げる形でそういう戦略についても

 変わっていっている部分もあります。

  委員の御懸念がなされている丸投げみたいなこと

ではなく、民間から習うべきことは習って、県もノ

ウハウの取得とかその知見、見聞を深めるような形

で委託事業には対応をしていきたいと考えています。 

○當間盛夫委員　この委託事業、今県の皆さんの職

員のやっていることが、ただ委託先をずっと選定し

ている部分で、じゃそのものが何ていうの、リター

ンして返ってきて、県職員がそのことをしっかりと

また踏まえて、この事業を進めていくということが

あればいいんですけれど、本当にじゃ、そういうこ

とになっているのかという懸念をやっぱり抱くわけ

 ですよ。

  国の担当者からしても、沖縄県の分はもう職員み

んなこういう委託に丸投げしているという言われ方

をするわけですよ。全く蓄積がされていない。だか

ら自分たちでその事業計画をつくり切れないんだと

いうことを県だけではなくて、市町村の担当もそう

言われるわけですよ。皆さんがそう思っているわけ。 

  県の皆さんは市町村に対して、その市町村分の一

括交付金をこの市町村の担当たちがつくり切れない

ということを皆さんもよく言われるわけさ。逆に県

は国のほうにそう思われているという懸念はないで

 すか。

○武田真企画調整統括監　委員の懸念は先ほど答弁

したとおり、その事業、仕事を丸投げすることによっ

て、何ら知見が残らないのではないかという御懸念

 だというふうに考えております。

  民間からも習うべきところは習った上で、県とし

て職員一人一人がその仕事に対する知見、見聞を深

めてノウハウの習得までできるような形で取得をし

て、また県民にその成果を還元するという形の流れ

を意識した仕事に臨んでいきたいと思っております。 

○當間盛夫委員　振興費も間違いなく、日本全体の

この予算的なものが今は膨らんでいるんですけれど、

これはどうしてもプライマリーバランス――いろん

な分で圧縮してくるはずでしょうから、しっかりと

県でできることはちゃんと県でやるべきだというこ

 とを指摘をしていきたいと思っています。

  表示しているこの鉄軌道に関してなんですけれど、

これはもう事業期間、平成24年度からという形になっ

ているんですけれど、この間、県が拠出した金額は

 どれだけですか。

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　お答えしま

 す。

  県が鉄軌道導入にかかって、平成24年度からです

が、構想段階における計画づくりですとか、あと費

用便益の分析、フィーダー交通の検討等を含めまし

て、令和４年度までの調査費の総額は決算ベースで

 ４億8500万円となっております。

○當間盛夫委員　ちなみに国はどうですか。 

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　お答えしま

 す。

  内閣府の調査ですが、平成22年度から調査を開始

しまして、令和４年度までの調査費用の総額は決算

 ベースで10億8500万円となっております。

○當間盛夫委員　トータルすると約15億、この調査

という部分で税金を使うわけです。今の段階はどの

 段階なのですか、構想段階なのか。

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　現在は沖縄

鉄軌道の構想の計画を策定して内閣府のほうに提示

しているところで、その次は計画段階というふうに

 早期の移行を目指しているところでございます。

○當間盛夫委員　分かりました。 

  次、同じく交通政策のもので、先ほどシームレス

はありましたので、バス路線の赤字に対しての部分

なんですが、昨日、今日の新聞でもこの路線バスの

運賃の値上げという部分が出てきているんですが、

根本的にこれはどう対処しようとしているのですか。 

○大嶺寛交通政策課長　バス路線については利用者

が減少している中、また運転手も不足しているとい

うところで、厳しい状況にあるところは認識してご

ざいます。このため、県としてはこのバス路線の補

助もしっかりやっていくんですけれども、やっぱり

どうしてもこの利用者を増やしていきたいというと

ころで、バスの利用環境の改善にこれまで取り組ん

 できたところでございます。

  さらに今バスレーンの延長とか利便性も向上させ

ながら、できるだけ車を活用している方たちを公共

交通、バス路線のほうに転換していただくような施

策を展開することで、このバス事業を支えていきた

 いと考えているところです。
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○當間盛夫委員　皆さん、はじき出しているんだっ

たらちょっと教えてほしいんだけれど、例えば那覇

から沖縄市まで行くのに片道どれだけかかりますか。 

○大嶺寛交通政策課長　申し訳ございません、今手

 元にございません。

○當間盛夫委員　今回の値上げで、要するに、間違っ

たら片道で1000円以上になるのかな、となってくる

と往復2000円ですよ。日にね、その分で。やはり2000円

かかるとますますバス離れで、本来皆さん自家用車

をバスにということをやろうとするんだけれど、結

果的に電気自動車に変えたりだとか、今もうそうい

うハイブリッドがあるわけですから、そういったも

 のが安くなるわけですよ。

  それを考えると、僕は皆さん、効果的なものを課

題でこれ上げるんだけれど根本的なものがなくて、

ただ対症療法しかやっていないとしか見えないわけ

 ですよ。その辺はどうですか。

○谷合誠企画振興統括監　委員御指摘の点につきま

しては、やはり根本的な対処も必要だということで

考えております。その中で、今年から沖縄総合事務

局と共同で、沖縄総合事務局が事務局ではあるんで

すけれども、県が委員構成に関与する形でリデザイ

 ンという委員会を立ち上げています。

  このリデザインというのは、国全体で公共交通を

地域の重要な基盤として、どう維持していくかとい

うことを考えることを国も県も、あるいは交通事業

者も、あるいは経済界も一緒になって合意形成をし

ながら、どういうやり方が望ましいかという議論を

 始めているところでございます。

  これでパブリックインボルブメントも進めながら、

果たして今委員がおっしゃるように便利なところで

自家用車を使うのがいいのか、地域の足として、や

はり公共交通を維持するのがいいのかというのは、

最適な解が簡単に見つかるものではございませんの

で、この合意形成に向けて総合事務局も一緒になっ

て、今方向性を決めているところでございますので、

こういったことを基に公共交通の在り方を根本的に

考えていくというフェーズに入ってきていると考え

ていますので、その取組を進めてまいりたいと考え

 ております。

   以上でございます。

○當間盛夫委員　このフェーズはやっぱり沖縄だか

らもっと進めていかないと駄目だと思うんですよ。

　公共交通と言いながら路線バスは民間に任すわけ

ですよ。赤字の路線の赤字補塡しか、欠損金しかや

 らないわけですよ。

  ところが公共事業として路線バスということをや

るのであれば、沖縄だからこそやっていかないとい

けない。国もいろんな整備をしているじゃないです

か、その分では。いろんな形を取っているわけです

から、やっぱりただ鉄軌道のもので上下分離方式と

いうことじゃなくて、この路線バスにおいても公設

をして民営化をしていくという考え方もあると思う

 んですよ。その辺はどう考えられているのですか。

○大嶺寛交通政策課長　委員おっしゃったような手

法もあるかと思いますけれども今現在、県内はバス

事業者において路線バスの経営努力で維持している

というところ、ダイヤの改正も含めてできるだけバ

ス利用者に影響がなく、いろいろ施策を講じながら

 維持していると。

　県としてはそういったところを支えながら一緒に

協力してやっていきたいと考えているところでござ

 います。

○當間盛夫委員　僕はもう少し、やっぱり重点的に

皆さん、このことを考えているのであれば、もう地

方のそういう公共交通が成り立たないというのはど

 この県でもそうなわけですよ。

  ましてや、沖縄は車社会と言われて公共交通が乏

しいという中で、我々は県民所得も低く自動車を維

持管理するだけでも大変な県なのに、この公共交通

という――もう少しやっぱり我々は重点施策として

しっかりと考えていかないといけないと思うんです。 

  僕が何でそう言うかといったら、先ほどモノレー

ルの件もあったんですけれど、去年ＦＩＦＡのバス

ケットがあったときに、この浦西駅から沖縄アリー

ナまでピストンでやったんですよ、便利だなと思っ

たよ、その分では。やっぱりそういったこともしっ

かりと私はこのバス路線をそういう形に、先ほど３路

線だとか、５路線だとかという形があるんだけれど、

やっぱりもっとモノレールのこのフィーダーの分で

の、沖縄市までの高速を使っての在り方だとかとい

うことをしっかりと自治体も一緒になってやらない

と、私はなかなかこの路線バスに対する県民の足と

いうことにはなっていかないだろうなと思っており

ますので、しっかりとこれは県の重点施策として位

 置づけて頑張ってもらいたいと思っております。

   以上です。

○又吉清義委員長　上原快佐委員。 

○上原快佐委員　まず、監査委員事務局からちょっ

と教えていただきたいんですけれども、今表示して

います決算審査の意見書の中で、財務に関する事務

についてごめんなさい、ちょっと赤字で入れてしまっ
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 たんですけれど。

　沖縄県の財務規則等に定められた手続によらない

不適正なものが見られたとあるんですが、これは主

なものは下記の特にというところから書いてあると

思うんですけれども、それ以外でもし何かしら挙げ

られる事例があるのであれば、教えていただきたい

 です。

○又吉清義委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、監査委員事務局長から、上原委

員が質疑した内容については決算審査意見

書の内容に関することであり、決算特別委

員会で代表監査委員が答弁しているとの説

明があった。これを受け、上原委員は質疑

を取り下げた。） 

○又吉清義委員長　再開いたします。 

 　上原快佐委員。

○上原快佐委員　企画部のまず公共交通システムの

部分からですけれども、先ほど當間盛夫委員からも

ありました。この平成24年からこの事業をやられて

いますが、総額で15億と驚きの数字なんですけれど

も、これだけかかっててまだなかなか形として見え

てこないという部分で、これめどとかですね、これ

いつまで調査するのかというのもちょっと気になる

ところなんですけれども、今後のスケジュール感み

たいなものはあるのでしょうか。もし具体的なスケ

ジュール感というものがあれば示していただきたい

 です。

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　先ほどもお

答えしましたとおり、沖縄県の鉄軌道の構想を取り

まとめまして、これに基づいて国のほうに特例制度

ですとか、そういったことを今要請している段階と

 なっております。

  今後できましたら、国が主体的に事業を推進する

ということを国のほうでも調査しておりまして、そ

の調査結果を踏まえて事業化に向けて判断していた

だけますと、その次に計画段階ということになって

 きます。

  この計画段階でさらに具体的な費用便益の分析で

すとか、採算性、そういったことをまた具体的に調

査しまして、実際事業を進めるかどうか、そういっ

た事業化の判断がなされるというところになってお

 ります。

  これまで県の調査費用をかけて行った内容ですけ

れども、平成24年度以降県の構想づくりですとか、

あと当初、構想段階では県の調査で費用便益比が

0.5とか0.6台だったところが、今追加の費用便益を

調査しまして、県の調査では１を超えるというとこ

ろで、内閣府調査で示されています課題については、

県のほうで１を超えるケースを確認していますとい

うことで内閣府のほうに提示をしているところです。 

○上原快佐委員　ある程度は今の答弁で分かるんで

すけれども、ただもう既に調査で10年くらいかかっ

ているわけです。あと何年くらいというような具体

的なこのスケジュールの、例えば追加の調査にあと

何年くらいかけて、どれくらいで最終的な結論が出

るのか、やるのか、やらないのかということも含め

 て時期的なスケジュールを教えてください。

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　この事業化

に向けたスケジュールですとか時期については、国

のほうでそういった時期についても判断していただ

 きたいと考えているところです。

  国のほうでの調査も継続して実施しているところ

でございまして、ただ今時点ではまだ費用便益比等

でまだ国の調査において課題があるということで、

事業化の判断についてはまだ示されていないところ

 であります。

  県のほうでも昨年度からまた追加の便益について

の調査も開始しておりますけれども、そういった新

たな沖縄独自の便益について、少しまた検討しまし

て、費用便益比の改善、向上につなげて、また引き

続き内閣府のほうに提案していくということで今取

 組を進めているところでございます。

○上原快佐委員　理解はできるんですけれども、こ

れ便益を調査しても、今現在の人口動態であったり

事業環境であったり経済環境であったりというのは

刻々と変化するわけですよね。それを何年もかけて

やったとしたら、また調査し直しになりかねないと

思うので、そこら辺についてはそういった状況の変

 化に対して、どういうふうに考えているんですか。

○比嘉学交通政策課公共交通推進室長　県の調査に

ついては毎年ということではなくて、当初、構想段

階の検討において算出した便益、あと平成30年に１を

超えるケースを確認するために行った調査で今行っ

ているというところで、できれば内閣府のほうにも

その辺、ちょっと慎重に検討を進められているとい

うところでございますけれども、少し県のそういっ

た提案もちょっと参考にしていただきながら、柔軟

に判断していただけないかなと考えているところで

 ございます。

○上原快佐委員　なかなかちょっと思ったような答

弁ではないんですけれども県の考え方は分かりまし

た。引き続きなるべく見えるような形で、県民に理
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解しやすいような形で調査なり、結論、結果をちょっ

 と出していただきたいなと。

　既にもうこれ10年で15億ですよね、いつまでやる

のかと僕たちも聞かれても県民に答えられないわけ

ですよ。なので、そこはしっかりと見えるような形

での効果というものをぜひお願いしたいと思います。 

  次ですけれどもイノベーション・エコシステムで

す。午前中からいろいろ質疑がありますけれども、

この中で事業内容は分かるんですけれども、主なこ

の成果というものがあれば教えていただきたいです。 

○大城友恵科学技術振興課長　こちらの事業は令和

４年度からの事業ですので、平成27年度からの前身

事業からの成果で申しますと主に３つに分類される

 かと思っています。

　研究成果を活用した大学から発生したベンチャー

企業の創出、それから実際に商品化、事業化した事

例、それから共同研究を契機に県外の企業が沖縄に

 進出した事例になります。

　大学発ベンチャー企業の創出の事例としましては、

ラクダ科の動物の抗体を使って創薬に必要な抗体を

受託するサービスを実施する企業ですとか、脂肪幹

細胞由来の化粧品を開発する企業の創出につながっ

ています。琉大とか高専発のベンチャーの創出につ

 ながっています。

  事業化の事例としましては、先ほど当山委員から

もございましたけれども、有用な家畜用動物ワクチ

ンの開発ですとか、再生医療に関しましては成果が

出るのが非常に時間がかかるんですけれども、脂肪

幹細胞の培養液を活用して化粧品を開発するという

ような事例ですとか、あと企業誘致に関しましては

12月に入所式がありましたけれども、うるま市洲崎

地区の研究開発ラボに入所した企業ですと、中分子

医薬品を受託製造する企業が共同研究を契機に進出

 してきた事例等がございます。

○上原快佐委員　前の事業も含めて、着実に成果が

出ているということで評価をいたします。この事業

の効果、課題の中で、実用化に向けては研究段階に

応じた支援が引き続き必要だと書かれてありますけ

れども、この研究段階に応じた支援というのは具体

 的にどういった支援になるのでしょうか。

○大城友恵科学技術振興課長　一例を申しますと、

例えば創薬開発には10年くらいかかってしまって基

礎研究から応用研究、実用化研究と非常に長いスパ

 ンがかかります。

  先ほど言ったように、基礎研究を終わって応用研

究に移る段階の支援、企業が立ち上がりますとその

企業に対する補助といったように、支援メニューを

ちょっと細分化しながら事業スキームを組み立てて

 おります。

○上原快佐委員　分かりました。 

  そういった長期のスキームでの取組というのもあ

るかとは思うのですが、そうであればなおさらです

けれども、このような事業規模、今は大体４億2400万

くらいですけれども、本来ならそういったものはもっ

とお金がかかるじゃないですか。県レベルであった

り、国レベルであったりするほどお金がかかってく

るんですけれども、今のこのような予算規模で十分

 だと言えますか。

○大城友恵科学技術振興課長　実は国の動向に関し

ましても、先ほど少しお話ししましたけれども、前

期計画ではクラスターの形成ということで企業を集

 積していこうというような動向でございました。

  現在、昨年度からの後期計画になりますとエコシ

ステムということで、産、学、金融がそれぞれ役割

分担をして、有機的にそのイノベーションとか、産

業を創出していこうという役割的なところも明確に

示されておりますので、そういった考え方を強化で

きるような施策を今有識者会議も踏まえながら検討

 しているところでございます。

○上原快佐委員　ありがとうございます。 

  もちろん県の予算だけじゃなくて、今おっしゃっ

たような金融とか、あと産業界も含めて様々な形で

どういうふうに資金を集めて、新たなイノベーショ

ンを生み出していくのかというのは大事だと思いま

すので、今後も引き続き頑張っていただければと思

 います。よろしくお願いします。

  次に、離島振興関係をやります。まず離島・過疎

コミュニティビジネス支援事業からですけれども、

今年度は事業内容で国頭とか、大宜味とかの支援を

行ったとあるんですけれども具体的な成果というも

のを教えてください。どんなことをやったのかとい

 うことです。

○高嶺力志地域・離島課長　まず事業概要ですけれ

ども、離島や過疎地域における持続的な地域コミュ

ニティーの維持再生のため、地域住民の創意工夫に

よるコミュニティービジネス構築に向けた地域団体

の活動に対しその経費を補助する、それから専門家

 を派遣して助言などの支援を行っています。

  事業の成果としましては、まず令和４年度に３地

区を支援していますけれども、その補助の支援を行っ

た３区について雇用者数が増加しています。主に共

同売店だったり区の活動を支援していますけれども、
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各区とも１人ずつ雇用が発生したというようなこと

です。それから収益の増加ということで、国頭村の

与那区、そこに山菜の卸売り、それから大宜味村の

謝名城区、そこについてはミカンの卸売りなどの展

開を新たに行うことによって、区の収益の増加につ

 ながっております。

   以上です。

○上原快佐委員　効果というのを具体的に説明して

いただいて、雇用効果であったり、経済効果が具体

的にあったということが理解できました。これ令和

元年からやっていますけれども、これは一度支援し

てそのままずっと継続していく事業なのか、それと

も単年度単年度で新たなパートナーを見つけて支援

 をしていくのか、どっちですか。

○高嶺力志地域・離島課長　この事業で令和４年度

から後継事業としてスタートしています。令和４年

度に支援した３区については、引き続き今年度も支

援を行っております。基本的に２年間の支援を行う

 というような事業になっています。

   以上です。

○上原快佐委員　２年間ごとでやっているというこ

とですけれども、ただこれは令和元年からやってい

ますけれど、前の事業に関してもそのまま効果は持

続しているのかどうかということは分かりますか。

 もし手元に資料がなければ大丈夫です。

○高嶺力志地域・離島課長　前身事業、小さな拠点

づくり支援事業というのがありました。これについ

ても地域団体の集落の維持、再生につなげる取組を

行って、これは毎年度、基本的に１年間、おおむね

 ２か所の支援を行っていました。

　あくまでもモデル地区として支援をしていますの

で、そこの支援をして、成果については横展開を図

るために、これは令和３年度ですけれどもシンポジ

ウムを開催して、類似の市町村と広くその成果を紹

介しまして、ノウハウの共有を図ったりというよう

 なことになっています。

  それぞれ具体的に、その後どのようなフォローを

したかというような資料がちょっと今手元にないた

 め、お答えできませんので答弁は以上になります。

○上原快佐委員　分かりました。 

  それでは次、移住定住促進事業ですけれども、具

体的には体験ツアーとかコーディネーター設置とか

移住フェアとかを行っていますけれども、具体的に

移住につながったケースとか、全体の数というのは

 数字としてありますか。

○高嶺力志地域・離島課長　この事業に関わること

によって移住をされてきた方というのが平成27年度

から令和４年度までの８年間の累計で、この事業に

関する移住者というようなことで累計で74人の方が

移住してきているということを確認しています。ち

なみに令和４年度にこの事業を通じて７人が移住し

 たことを把握しています。

   以上です。

○上原快佐委員　もし分かれば、どの島にどれくら

い、また移住したはいいけれども、すぐに離れてし

まう方も多分いらっしゃるかと思うので、定着率な

 どももし分かれば教えてください。

○高嶺力志地域・離島課長　移住者の実績について

ですけれども、市町村のほうではちょっと個人情報

保護の観点から、転入時にいるかどうかという確認

が統計的には取れないというようなことで、以前か

らいろいろと移住数の把握というようなことで努め

てはいるのですが、必ずしも統計的な把握は困難と

 なっています。

  ただし今年度、離島・過疎地域の21市町村に令和

４年度の移住者数について照会を行いました。ただ

把握ができないということで回答ができないところ

が多かったんですが、13市町村からは回答がありま

して、これについてはあくまでも市町村が把握でき

る、把握しているというような方、移住者というよ

 うなことのみで回答ありました。

  それで合計で言いますと、県外から令和４年度１年

間で67人移住者があると。さらに県内からの移住者

というのも64人いると、合計で131人の移住者がいる

 というような回答を受けています。

   以上です。

○上原快佐委員　個人情報等の関係でなかなか詳細

な説明が難しいということですけれども、できれば

せっかくこの事業をやっているので、小規模離島と

か、まさに人口減少で大変なところとかもあります

ので、具体的にどの島にどれくらいその移住者がい

て、どれくらい定着して、どういった課題があるの

かということも含めて、しっかり県として把握をし

 ていただきたいと。

  なぜならこういった実情がちょっと分からないと、

やみくもにただ移住フェアとか移住の促進をやった

としても、実際行ったはいいけれども定着しなかっ

たとか、例えば島によって偏りがあったとか、そう

いった課題とかの整理というのが難しくなってくる

と思いますので、その部分、もし可能であればです

けれども、なるべく情報を取って分析できるような

 体制でお願いしたいと思います。
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  次、離島航路補助事業費ですけれども、まず当初

予算の10億から最終予算額が７億3000万になってい

 る理由を教えてください。

○大嶺寛交通政策課長　この減額になっている理由

でございますが、この新型コロナウイルス感染症の

影響を受けた事業者への支援としまして、国がこの

補正予算を、国庫補助金を増額する措置、それを行っ

たために県の負担分が減額となったという理由でご

 ざいます。

○上原快佐委員　分かりました。 

  ちなみにこの補助事業費というのは、離島の各市

町村とその事業者に対して負担割合とかがあると思

うんですけれど、負担割合はどうなっていますか。

市町村によってちょっと違うとは思うんですけれど

 も。

○大嶺寛交通政策課長　県と市町村の負担割合につ

いては、県が３分の２、市町村が３分の１となって

 おります。

○上原快佐委員　県が３分の２を出しているとはい

え、昨今のこの原油高で３分の１を負担するのでも

小規模な離島にとっては非常に厳しいですよね、財

政的にね。そういった中でこのままこの事業を、そ

のままこのスキームでやっていいのかという課題も

あるとは思うんですけれども、そこら辺についてど

 ういうふうに考えていますか。

○大嶺寛交通政策課長　市町村の負担につきまして

は、８割が特別交付税措置されるということもござ

いまして、また別途、市町村のかさ上げ分につきま

しては、国のほうにも全国知事会を通して要請して

 いるところでございます。

○上原快佐委員　なるべく、特に小規模離島の市町

村の財政的な負担にならないように、ぜひ今後もやっ

 ていただければと思います。

  あと最後、離島ＩＣＴのことですけれども、どの

島に何人くらいこういった人材がいるのかというの

 は把握されていますか。

○高嶺力志地域・離島課長　令和５年も入りますけ

れども、テレワーカーの登録者数はこれまでの累計

で762人、そのうち実際に業務に対応できるような育

成者と言っていますけれど、その方が579人となって

 います。

  島ごとの登録者数で言いますと、例えば伊平屋村

が18人、伊是名村が18人、伊江村が51人、本部町水

納島が１人、津堅島が１人、久高島が３人、粟国村

が３人、渡名喜村だけゼロになっています。座間味

村が２人、渡嘉敷村が22人、久米島町が87人、北大

東村が２人、南大東村が６人、宮古島市が199人、多

良間村が８人、石垣市が270人、それから竹富島が

５人、西表島が32人、小浜島が５人、黒島が２人、

鳩間島が５人、波照間島が５人、与那国町が13人と

 なっています。

   以上です。

○上原快佐委員　今、登録した方の状況を各島ごと

に教えていただきましたけれども、もう一つのこの

高度化人材を51人育成したとありますけれども、こ

 れは各島の状況というのは分かりますか。

○高嶺力志地域・離島課長　すみません、今手元に

その高度化人材についてはちょっと島ごとの内訳が

ありませんので、また後日、提供したいと思います。 

○上原快佐委員　分かりました。 

  そもそもなんですけれど高度化人材とは何ですか。

どんなスキルがあれば高度化人材と呼ばれるので

 しょうか。

○高嶺力志地域・離島課長　令和４年度から行って

いる高度化人材育成の取組ですけれども、例えば高

度化人材としてＥＣサイト支援人材、それから動画

編集人材、広告ライター、クリエーティブディレク

ターといったような、これはこのテレワークをやる

上でちょっとスキルが高いような業務、そこに対応

できるような技術を要する人材というようなことで

 51人を育成しております。

   以上です。

○上原快佐委員　そういった高度化人材を51人も育

成できているということで評価は一定程度しますけ

れども、一方で高収入化が課題となっているみたい

ですけれども、今高収入化されていないということ

ですよね、課題として上げているということは。現

 状はどうなんでしょうか。

○高嶺力志地域・離島課長　テレワーカーが実際に

単価の高い仕事を今後も安定的に提供していく、獲

得をしていただくために、この補助事業者が販路開

拓というようなことで、島外だったり首都圏辺りの

高度な仕事というようなものを受注して、テレワー

カーにしていただくというような取組をしています

ので、そのような取組をさらに強化をしていきたい

 と考えています。

  その一環として、ちょっと午前中に答弁しました

が、宮古島でＢＰＯセンターというようなことを開

設して、そこで単価の高い仕事、セキュリティー対

策がしっかり取れるようなセンターを開設して、そ

このほうで仕事をしていただくと。その中で島外か

ら単価の高い業務を受注をして、そこの中で取り組
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んでいくということで高収入化というところにつな

 げていきたいと考えています。

   以上です。

○上原快佐委員　課題もありますので、ぜひ引き続

 き取り組んでください。ありがとうございます。

○又吉清義委員長　島尻忠明委員。 

○島尻忠明委員　まず、32ページの石油製品。離島

の離島力の向上というところの部分なんですけれど、

先ほど委員からも質疑があったと思うんですけれど、

もうこれ平成24年度からということもあって、皆さ

んの効果、課題の中にもるる説明がありますが、

ちょっと先ほどの答弁に納得いかないものですから、

そろそろこの辺は、これ前にも私質疑もしたことが

あったんですけれど、もう原因というのは分かって

 いることじゃないかと僕は思うんですよ。

  まず皆さんこれまでもいろいろ御苦労なさったと

思いますが、この製品自体はどこからどういうふう

 に沖縄に入ってきていますか。

○高嶺力志地域・離島課長　石油製品が県外の保税

地区から移出されまして、県内の元売りが、県内の

ほうで借り受けているタンク、油槽所に一旦入って

きまして、離島へはそこからまたタンカー、船で離

島の油槽所に一旦、移送されまして、そこからまた

陸や船で、小規模離島については海上輸送しないと

いけませんし、陸上についてはタンクローリーとか、

いろいろコンテナとか、いろんなものでまた輸送す

るというようなことで供給をされているというよう

 な状況です。

○島尻忠明委員　ちなみに、今答弁ありましたけれ

ど、本島にはそういう仮の貯蓄というのが言われた

んですけれど、離島には貯蓄する場所はありますか。

各離島あるのかどうか、そのキャパも答弁いただき

 たいと思います。

○高嶺力志地域・離島課長　石垣島、宮古島、あと

久米島には大規模な油槽所、タンクがありまして、

そこのほうに一旦蓄えられるというようなことに

なっています。多分、ほかの小規模な島には油槽所

のような大規模な施設はないというふうに認識して

 います。

   以上です。

○島尻忠明委員　ですよね、ですからこれはやっぱ

り沖縄本島から離島に行くというのは、多分そこで

事業をなさっている人たちもいろいろ自助努力はし

ていると思うんですけれど、そういうことがあるん

ですよ。一歩動くと輸送料もかかるし、またそこか

ら持っていくのもあるし、一旦保管する場所もない

ところもあるし、離島というのは小さいんですよ。

ですから台風とかいろんなことがあると、もちろん

少し値段が上昇するのはこれ否めないことなんです

よ。これ無理して急いで本島から輸送してもらうわ

けですから、その辺も含めて、企業さんも一緒に頑

張っていると思うんですけれど、そういうことを考

えると価格差となるのはごく当たり前のことなんで

 すよ。

　ですから私は、先ほどみんなの答弁ありましたけ

れど、いろんなことやっている努力は認めますが、

やっぱりその現実を見据えて何らか対策をしないと、

これあと100年やっても一緒ですよ。だって橋がつな

がらないんですから、陸送ができないんですから。

 その辺も含めて考え方ですね、どんなですか。

  どういう方向性で、今までのことを踏まえてこの

現実、これ本当にいつまでも変わらないですよ。そ

の辺を含めて考えると、僕はしっかりと方向性を定

 めたほうがいいと思うんですけれどいかがですか。

○高嶺力志地域・離島課長　御指摘のように、例え

ば先ほどの離島において、油槽所の運営の経費など

はその分のコストがかかって、仕入れ値が高くなる

 とか、そのような状況は認識しています。

  それから、特に小規模離島ですけれど、午前中も

ちょっと答弁させていただきましたが、小規模離島

では輸送用の機材、タンクローリーとか、地下タン

ク計量器、その辺の法定検査についても島内で対応

できずに運んだりで輸送したり、検査員に費用を出

して出張してもらったりというようなことを行って

 います。

  現在そのような離島の輸送費補助で見ていない部

分の経費について、どれくらいの経費がかかってい

るのかというのを把握するために調査をしています。

そのような調査をしながら、また今後の調査の結果

を見て、どのような対応ができるかというのはまた

 検討していきたいと考えています。

○島尻忠明委員　今お話があったとおり、なかなか

県外、県内でも厳しいから、九州まで検査に行って

いるという話も聞きますので、皆さんの努力は重々

承知をしておりますので、皆さんがやっぱり課題と

いうことで、これいろんな分析をしているというこ

となんですけれど、やっぱり格差の縮小のためには

基となる揮発油税、その辺も含めて皆さんもいろん

な協議をしていると思うんです。これもこういうこ

とですよということでやっていると思うんですけれ

ど、その辺を強く訴えていかないと、皆さんが頑張っ

ているの分かるんですけれど、なかなかその格差は
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埋められないと思いますので、その辺も含めて、ど

うしてもやっぱり離島県でありますので、今私が言っ

た話を含めてやっぱりその有資格者がいても離島に

いたら仕事にならないんですよ、その人も。お仕事

としてもできないものですから、どうしてもそれは

特殊的な部分もありますので、その辺も包含をして、

ぜひ訴えていただきたいと思いますがいかがでしょ

 うか。

○宮城直人企画調整課副参事　離島の石油輸送費補

助ですけれど、これは原資が国の揮発油税、そこか

ら1.5円を使ってやっているんですけれど、それで一

生懸命、輸送費に補助をしてどうにか価格差を縮め

ようとしています。だけれど委員がおっしゃるよう

に、いろんな課題がそのまま残っているというとこ

 ろであります。

  この揮発油税ですけれど本来、所管は子ども生活

福祉部なので、我々としては沖縄関係税制の総括の

立場でちょっと答弁をしますけれど、この揮発油税、

一応昨年12月に税制改正であと３年延長となりまし

た。そのときに与党の税制改正大綱の中では、沖縄

振興策との関係などを踏まえて、その在り方につい

 て検討をするという考え方も示されたところです。

  そういったことを踏まえて、この揮発油の価格に

対して、沖縄の島嶼県という不利性が非常に働いて

いるということも十分考えられることもありますの

で、沖縄振興策で考えることもちょっと今後検討し

ていかないといけないのかなと考えているところで

 す。

   以上です。

○島尻忠明委員　それは十分分かっています、1.5円

の件も。ですからそれはこれまでも従来そういうふ

うに訴えてきて、これが延長されたのも経緯も分か

りますが、私が言いたいのは皆さんが一生懸命努力

しているのは分かります。たださっきの答弁では僕

は厳しいと思うものですから、その辺も含めてこう

いった諸般の事情もありますと。離島の不利性解消

のためにもということも加味して私はやっていただ

きたいということなんですよ。今、おさらいの話を

 しているわけじゃないんですよ。

  12月で我々の結果でちょっとよく分かりますので、

それはどうですかと私は問いますので、それに対し

て皆さんも方向性はどうなのかということを答弁い

 ただきたいんですよ。

○宮城直人企画調整課副参事　３年延長が決まりま

したので、次の期限までにそういった在り方をしっ

かり考えていって、現状で足りなければもっと必要

じゃないかというところも含めて考えていきたいと

 思います。

○島尻忠明委員　現状これ実際足りないわけですか

ら、さっきも話をしたんですけれど、ここに持って

きて、ここからまた持っていって、そこからまた各

離島へ行くんですよ。だから保管する場所も、その

離島によって大きさは違うんですけれど、ないとこ

 ろもあるわけですから。

  しかし、それは法律上、船で行って補強するのも

いろんな資格証も要るとかがあるわけですよ。です

からその辺も含めて、ぜひ次回にはやっていかない

と、皆さんの御苦労していること、なかなかこれは

厳しいと思うものですから、そういう話ですので、

ぜひその辺は部長からも答弁をいただいて終わりた

 いと思います。

○金城敦企画部長　この揮発油税と石油製品輸送費

補助は一体となっております。これについて２年く

らい、内閣府を通じて財務省と調整しました。財務

省では離島についての価格が高いということの認識

は非常にございます。でありますので、委員御指摘

の点については沖縄振興策の観点から、何らかの方

策を今後検討して国に要請してまいりたいと考えて

 おります。

   以上でございます。

○島尻忠明委員　ありがとうございます。 

   以上です。

○又吉清義委員長　仲村家治委員。 

○仲村家治委員　同じ今の石油製品の件ですけれど

も、皆さんから頂いた資料によりますと、揮発油税

とこの補助事業が廃止された場合、65億の影響が出

るという資料を頂きました。揮発油税が51億9000万、

石油製品輸送等が13億2000万で間違いないでしょう

 か。

○高嶺力志地域・離島課長　これは令和４年度に軽

減措置、それから補助事業が廃止された場合の影響

 額というようなことで調査をしています。

  その結果、軽減措置の廃止分で51.9億円、それか

ら石油製品輸送補助事業の廃止分で13.2億円、合計

65.1億円となっています。ちなみに揮発油税軽減措

置の51.9億円のうち５億円程度、これは離島分が含

まれていますので、その分を足すと離島分の影響額

 は18億余りとなります。

   以上です。

○仲村家治委員　去年の税制改正は、この関係税制

に関してとても危機的な状況があったのは部長、御

承知のとおりだと思うんですけれども、オールジャ
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パンの離島振興というのがあって、沖縄振興の中に

隠れているんですよ、離島振興の部分が。離島の部

分というのは、オールジャパンの法律でやる部分と

沖縄振興の部分でやるのというので、大変この辺の

 難しさが見え隠れしている事実もあるんですね。

　例えば有人島が多い長崎県も同じようなのがある

んだけれども、長崎県にはこの税制はないんですよ。

だから、もしなくなったときに長崎県みたいな形で

努力しないといけないという部分が出てくる。その

 辺の研究というのはしたことあるのでしょうか。

○高嶺力志地域・離島課長　今沖縄県以外の全国の

離島についても、本土から島までの輸送費について

は、これ別の資源エネルギー庁の補助事業で移送費

 については見られてはおります。

　なくなったときの影響というようなことでしたが、

今離島地域で廃止されると18.5億円の影響があると

いうようなことで、あと、さらに石油製品補助事業

の財源は揮発油税の軽減措置を前提にしていますの

で、もし仮に軽減措置が廃止になった場合には、石

油製品補助事業の財源に影響を与えると考えており

 ます。

   以上です。

○仲村家治委員　取りあえず長崎県の件は聞いたん

だけれど、それ別途あるみたいなのでいいんですけ

れど。この税制改正というのは予算と違って大変難

しいところがあって、俗に言う自民党税調がほぼ決

めている。そして財務省と直接この税調が交渉して

やっていく。ですからとても政治色が強い分野があっ

て、前回の令和４年度の指摘にも原油価格差縮小に

は本事業の継続が必要であるため、その前提となる

揮発油税等の延長に向けて取り組む必要があると指

摘されていますけれども、実際にこの指摘があった

中でどのような行動を起こしてきたか、お答えいた

 だけますでしょうか。

○金城敦企画部長　揮発油税の延長というのは、復

帰特別措置法に基づいて行われております。ほぼ２年

 から３年くらいで延長を積み重ねてきております。

前回が52年、今回は55年ということで、財務省に至っ

ては、これは復帰特別措置の激変緩和措置だという

ことで、廃止をしたいという意向が非常に強かった

 です。

　事務方としてもこれには大変な危機感を持って、

これが廃止された場合は県民の暮らし、またあと企

業の活動、経済に対する影響が非常に大きいという

ことで、県の経済団体のほうに私は足を運んで、経

済団体会議に３回出席して、非常に難しいので連携

して要望、要請をしてほしいというお願いをいたし

ました。それに基づいていろいろな関係要路に連帯

して、また御党のほうにもお願いをして回って、何

 とかこの継続がかなったと思っているところです。

   以上でございます。

○仲村家治委員　11月の本会議でうちの会派長がこ

の件に触れたんですけれども、税調の幹部に知事は

お会いしないで副知事が会っているし、大変な危機

 感を持っているのかなと。

　逆に自民党の先生方にお叱りを受けたという話が

あって、その中でぎりぎりのラインでどうにか土俵

際で耐えて、延長を勝ち取ったというのは事実なん

 ですけれども。

  知事はこの危機感、危機的な状況を認識している

のか疑いたくなる記事が出ていたんですけれども。

年始に向けて28日の報道各社のインタビュー、この

揮発油税の恒久化を目指すという見出しで出ていた

んですけれども、この特別措置法を恒久法に持って

いくってどんなに大変なのか、知事は認識してこれ

を発言しているか、僕は疑いたくなるくらいなんで

 すよ。

  事務方としてもうちょっと段階を踏んでやってい

かないと、この言葉が、逆に税制は終わったばかり

で、汗をかいた人たちが何、と思わないとも限らな

い。ですからとてもデリケートな税制なので、もう

ちょっと知事はそういう気持ちがあるにしても、段

階段階で、タイミングを見て発言していかないと、

今まで汗をかいている人たちに対して何だっていう、

これは感情的になってしまう可能性があるのであえ

て言いますけれども、部長も税制改正で汗をかいた

のを僕は聞いていますので、知事にはもうちょっと、

これをやるにしても慎重に発言してくださいという

アドバイスをすべきだと思うんですけれどどうです

 か。

○宮城直人企画調整課副参事　お答えします。 

  揮発油税の話については、基本的には所管は子ど

も生活福祉部なので、税制を総括する立場で答弁し

ますけれど、これまでも揮発油税、本土復帰の激変

 緩和措置として復帰特措法で実施されてきました。

  一方、昨年12月の与党の税制改正大綱の中の考え

方として、沖縄振興策との関係などを踏まえて、そ

の在り方について検討するということが示されまし

 た。

  そういったことから、知事のほうでも沖縄揮発油

税の価格に対して安定的、継続的には措置を行うた

めに激変緩和措置ではなくて、恒久化ということが
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 必要という発言があったものと考えております。

○仲村家治委員　組織改編でこども未来部は子供、

女性に特化するでしょう。この分野は離れるけれど、

 どこに行くんですか。

○又吉清義委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、執行部から組織改編については

　　　　まだ正式な発表はされていないとの説明が

　　　　あり、仲村委員が質疑を取り下げた。） 

○又吉清義委員長　再開いたします。 

○仲村家治委員　要は立法化するという言葉を使っ

ているので並大抵のことじゃないんですよ。だから

簡単にこういったのを軽々に言うと、また間違った

メッセージになるということは、事務方の皆さんは

しっかりと知事に伝えて――考え方はいいんですよ、

だけど親切丁寧に関係議員とか、自民党とか、そう

いった方にまずはちゃんと――対話を重視している

知事なんだから、一方的にこれを出されて面白く思っ

ていない方はいっぱいいるわけ。少なくとも水面下

でこういう考えを持っていますというくらいは話し

していかないと、知事が言う対話じゃないでしょう、

 これは。

  一方通行になっちゃっている部分があるから、気

をつけたほうがいいですよということであるので、

担当部長じゃないけれど、金城部長にこの辺のコメ

 ントを求めたいんですけれど、どうですか。

○金城敦企画部長　揮発油税については担当ではな

いものですから、担当部と連携して、この辺を知事

 に御説明申し上げたいと思います。

○仲村家治委員　おしゃべりが過ぎるところがある

ので、この辺は注意してもらいたいなと思っていま

 すのでぜひお願いします。

  あと29ページのバス路線なんですけれども。11月

の議会のときに私の質問で、県内のバス、タクシー、

ハイヤーの乗務員の減少状況はどうですかと話を聞

いたら、コロナ前の2019年と2020年度の比較をして、

まずバスは861人いた乗務員が109人、12％減の758人。

タクシー、ハイヤーは7374人いたのが974人減、13.2％

減の6400人に減少しているという答弁をいただいた

んですけれども、これはコロナが一番の大きな問題

だったと思うんですけれども、でもこれは全国的な

問題で、乗務員が戻ってこない、採用をかけても応

募がないという大変大きな問題になっているという

 んですけれども。

  この辺は担当の部署としては、バス会社とどのよ

うに協議というか、相談しているかお聞かせいただ

 けますか。

○大嶺寛交通政策課長　運転手の不足についてはコ

ロナの前から高齢化ということで減少していたと。

コロナでやっぱり離職しているということで、今年

度から本格的にバス事業者、タクシー事業者とはい

ろいろ意見交換をさせていただいているところで、

その中でやはり二種免許の取得、この辺を支援して

いただけないかということがございましたので、今

年度の補正の予算で組ませていただいて、支援させ

 ていただいている状況でございます。

○仲村家治委員　働き方で大変な2024年問題もある

し、この辺の残業もやっちゃ駄目だとかいっていろ

んな制限がある中で、こういう公共交通の大局的な

形で、やっぱり政策的に打ち出していかないといけ

ないと、今までの委員の皆さんが言っていたと思う

ので、例えば新潟市は政令指定都市なんだけれど、

去年、会派で視察したときに向こうは１社しかない

 らしいんですよ。

  そうすると路線バスを統廃合して、郊外から来る

のは、近隣のところにバスターミナルを造ってそこ

に集約する、乗換えで市内に入っていくと。それを

うまくやっている中で交通渋滞も起こらなくなった

と。人員の削減もなかったらしいんです。要はそれ

だけ便があるから。ちょっと民間事業者であるけれ

ども、この辺の路線の統廃合を含めてニーズがある

ところに置き換える。ドル箱だから同じところを走っ

て空気を乗せているような状況ではなくて、確実に

人が乗る時刻を刻んで走らせるとか、いろんなやり

方でできると思うので、これはもう民間４社と、こ

の辺をうまく路線の統廃合も含めてやるべきだと思

うんですけれども、これも調査研究してぜひやって

 いただきたいんですけれど、どうでしょうか。

○大嶺寛交通政策課長　交通事業者の皆様とは定期

的に勉強会を開催していろいろ意見交換させていた

だいておりますので、今委員おっしゃったような内

容も含めて、今後いろいろ意見交換していきたいと

 思います。

○又吉清義委員長　花城大輔委員。 

○花城大輔委員　では最後に28ページのシームレス

な陸上交通体系事業。今日は違う意味でバスが一番

忙しい日になっているような感じがします。これは

公共交通の委員会でもお話ししたことなんですけれ

ども、その後に分かったことがあって、また重要だ

なと改めて思ったので県民の理解を得て、予算措置

も増やして、問題解決に向けていってほしいなとい

 うところから質問したいと思います。

  昨年なんですけれども、岡山県の方が車椅子で沖
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縄観光をして、あるバス停でバスを待っていたら、

大分時間がたってバスが到着をして乗ろうと思った

ら、このバスは車椅子の方の対応にはなっていませ

んということで、これはどういうことだということ

がＸか何かに上がって、その友人の方から私に電話

 がありました。

  私も今の現状を把握してなかったことと、あとは

車椅子の方がノンステップバスに乗車するときに、

非常に乗務員の方が親切丁寧に扱っていたことを思

い出したので、そんなことはないと思うんだけれど

 ねみたいな話をしていました。

　そんなところからちょっと質問させていただきま

すけれども、ノンステップバスのこれまでの導入実

 績について紹介してください。

○大嶺寛交通政策課長　ノンステップバスについて

は、平成24年度からスタートしましてこれまでに

 223台の導入の支援をしております。

○花城大輔委員　223台とありましたけれども、これ

はノンステップバスの普及率、パーセントにすると

 どれくらいになりますでしょうか。

○大嶺寛交通政策課長　沖縄県におけるノンステッ

プバスの導入率は、令和３年度末時点で72％となっ

 ております。

○花城大輔委員　ここだったんですね、私の勘違い

は。ノンステップバスがもう普及して十分に措置さ

れているんだろうというところはあったので、今72％

とありましたけれども、これ他府県と比較すると、

 どのような感じになっていますか。

○大嶺寛交通政策課長　全国平均ですけれども

 65.5％という数値になっております。

○花城大輔委員　ちなみに沖縄県はこの状態をどの

ようなところまで持っていこうと考えていますか。

期限とパーセンテージで答えていただけると分かり

 やすいです。

○大嶺寛交通政策課長　県としましては、シームレ

スな陸上交通体系構築事業を、今年度、新・沖縄21世

紀ビジョンの基本計画と併せまして、令和13年度ま

での計画としておりまして、現時点では74.5％を目

標に導入を進めていきたいという計画でございます。 

○花城大輔委員　これ先ほどのケースのようなこと

が今後も起こり得ると考える中で、現在の72％が、

あと七、八年かけて2.5％しか上がらないというのは、

これどのような感じでそういうことを考えているの

 ですか。

○大嶺寛交通政策課長　この数値につきましては、

事業者と意見交換して、事業者の希望する数も含め

てこのような数字を設定しているというところでご

 ざいます。

○花城大輔委員　やはり先ほど私が紹介したケース

のようなことがＳＮＳとかに載ると、大分イメージ

 が悪くなると思うんですよね。

  実際に私が問合せをもらったときも、沖縄はどう

なっているんだというような言い方でありました。

なので七、八年かけて2.5％上げるという数値、私は

もう一度検討していただきたいなというふうに思っ

ています。これに対しては予算額も多分比例するん

 でしょうけれども。

  そこで私、同じケースが起こらないように、利用

者が車椅子の対応ができるバスなのかどうかという

のを分かるようにしておかないといけないと思うん

ですけれども、その辺についてはどうなっています

 か。

○大嶺寛交通政策課長　おっしゃるとおり、現時点

ではバスロケーションシステムで、その近接情報を

検索したときにはノンステップバスとか、ワンステッ

プバスとかという種類というのは書いてございます

が、それ以外のところでは、直接、その営業所なり、

事務所なりに電話をしないと確認できないような状

 況ということでございます。

○花城大輔委員　私もネットで少し調べてみました

けれども、バスロケーションシステムまたは路線図

を見たときに、一番これちょっとよくないなと思っ

たんですけれども、路線図の中でバリアフリー対応

ができているかどうかが３段階で表示されています

よね。青い車椅子のマークはほぼ全便対応できてい

る。透明の車椅子のマークのものは一部の対応になっ

ていると。表示がないところはバリアフリー対応が

 されていないと。

  そのときに、例えばほぼ全便と書かれているバス

停で待ってて、たまたまそのときに来たバスが対応

できないことが可能性としてあるわけですよ。しか

も一部の便のみ対応となった場合に、行ってみない

と分からないということになります。なので、バス

会社によくある質問Ｑ＆Ａの中でも電話してくださ

いというふうになっているんですよね。この辺も併

せて、私は改善しないと、怖くてバスに乗ろうと思

わなくなるんじゃないかなと。またはこのようなケー

スの方が増えていった場合は、沖縄のバスはあまり

よくないよねというような悪い風評になりはしない

かなというふうに懸念するんですけれど、この辺の

改善について少し考え方、聞かせていただけますか。 

○大嶺寛交通政策課長　ノンステップバスについて
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は路線を選定して、そこに導入するような支援をさ

せていただいておりますが、最近バス事業者のほう

でも、いろいろこのダイヤの改正もございまして、

ミックス運行と呼ばれるような、Ａ路線を走ってい

るバスがそのままＢ路線を走るというケースも増え

てきているというふうなところですので、そういっ

たこともあって、ノンステップが本来走るべきとこ

ろを走っていないケースも出てきているというのは

伺っていますので、これにつきましてはバス事業者

と引き続き勉強会等を通して意見交換しながら、ど

のような改善ができるかというふうなところで、い

 ろいろ議論していきたいと考えております。

○花城大輔委員　まずは、今取りあえず、予算措置

とか、72％を何％に上げるとかという前に、まず車

椅子の利用者がバスに乗ることを考えたときに、こ

こを見てくださいと一言で完結するようなサイト、

 必要なんじゃないかなと思っています。

  そして、さっき紹介したような内容がもう起こら

ないように、ちょっと頑張っていただきたいという

 要望を出して質問を終わります。

○又吉清義委員長　仲田弘毅委員。 

○仲田弘毅委員　しんがりの仲田でございます。 

  実は10項目ほど、担当の方、会派室、部屋にも来

ていただいて質問通告をいたしましたけれども、あ

る委員から最後だよという話がありまして、私しん

 がりだということをやがて忘れていました。

  昨日から各委員会において令和４年度の予算、あ

るいは事業についての決算関連の質疑が行われてお

りますけれども、事業内容とかあるいは決算等に関

する執行率、それから次年度繰越し、不用額等の指

摘がたくさんありました。この沖縄振興予算におい

ては、県の各企業団体を含めて国庫要請をたくさん

やってきて、その苦労のおかげで獲得、確保されて

きた予算が、今後とも不用額を出さないように各部

局でしっかりと予算執行をやっていただく、こういっ

たことを要望して、そして質問取りに来られた方々

におわびしながら、ちょっと時間は早いんですが終

 わりたいと思います。

   以上です。

   よろしくお願いします。

○又吉清義委員長　以上で、企画部、出納事務局、

監査委員事務局、人事委員会事務局及び議会事務局

 関係決算事項に対する質疑を終結いたします。

   説明員の皆さん大変御苦労さまでした。

   休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長　再開いたします。 

  次に、決算調査報告書記載内容等について議題と

 いたします。

  それでは、決算調査報告書記載内容等について御

 協議をお願いいたします。

  まず、提起のありました総括質疑について、提起

した委員から、改めてその理由の説明をお願いいた

 します。

  なお、提起理由の説明の順番につきましては、お

手元に配付してあります総括質疑の順番でお願いい

 たします。

  また、提起理由の説明の後、反対の意見がありま

 したら御発言をお願いします。

  まず、項目第１、島尻委員のほうからお願いしま

 す。

○島尻忠明委員　先日ですか、提起をさせていただ

きました辺野古関連訴訟の判決結果を踏まえた県の

対応と、法治国家としての整合性についてを総括質

疑として提供しましたので、よろしくお願いいたし

 ます。

   以上です。

○又吉清義委員長　次に仲村委員、よろしくお願い

 します。

○仲村家治委員　辺野古関連訴訟の経緯と今後の基

地問題に対する姿勢についてよろしくお願いいたし

 ます。

○又吉清義委員長　引き続き３番目について、仲村

 委員、よろしくお願いします。

○仲村家治委員　ワシントン駐在の在り方、今後の

方向性、今年のアメリカ大統領選挙を踏まえて共和

党、民主党に対してどのような働きかけをするかに

 ついて、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長　それでは、反対の御意見があり

 ましたら、御発言をお願いいたします。

　　　（「意見なし」と呼ぶ者あり） 

○又吉清義委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、島尻委員から、項目１と２は重

　　　　複するので、１を取り下げたいとの発言が

　　　　あった。） 

○又吉清義委員長　再開いたします。 

  休憩中に御協議いたしました総括質疑につきまし

ては、１のほうを取り下げて２のほうにまとめて、

２と３で決算特別委員会に報告することといたしま

 す。

  次に、特に申し出たい事項について御提案があり

 ましたら、挙手の上、御発言をお願いいたします。
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   よろしいでしょうか。

　　　（「提案なし」と呼ぶ者あり） 

○又吉清義委員長　提案なしと認めます。 

  以上で特に申し出たい事項についての提案を終結

 いたします。

   次に、お諮りいたします。

  これまでの調査における決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

 すが、これに御異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○又吉清義委員長　御異議なしと認めます。 

   よって、さよう決定いたしました。

  なお、決算調査報告書は、１月16日火曜日正午ま

でに、タブレットに格納することにより、決算特別

 委員に配付することになっています。

  また、決算特別委員の皆様は、１月17日水曜日に

総括質疑の方法等について協議を行う予定となって

 おります。

   以上で本日の日程は全て終了いたしました。

   委員の皆さん大変御苦労さまでした。

   本日の委員会はこれをもって散会いたします。
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 　５  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県林業・木材産
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 　６  決算調査報告書記載内容等について
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 　委 員 長　大　浜　一　郎
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○大浜一郎委員長　ただいまから、経済労働委員会

 を開会をいたします。

　本日の説明員として、農林水産部長及び文化観光

 スポーツ部長の出席を求めております。

　まず初めに、本委員会の所管事務に係る決算事項

の調査についてに係る令和５年第４回議会認定第

１号、同認定第２号、同認定第８号から同認定第10号

までの決算５件の調査についてを一括して議題とい

 たします。

　それでは、農林水産部長から農林水産部関係決算

 事項の概要の説明を求めます。

 　前門尚美農林水産部長。

○前門尚美農林水産部長　おはようございます。 

　農林水産部関係の令和４年度歳入歳出決算につい

 て、その概要を御説明いたします。

　本日は、タブレットに掲載されております令和４年

度歳入歳出決算説明資料により御説明させていただ

 きます。

　それでは、ただいま通知しました農林水産部の令

経済労働委員会記録（第２号） 
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和４年度歳入歳出決算説明資料をタップし、資料を

 御覧ください。

 　説明資料の１ページを御覧ください。

　農林水産部における一般会計及び特別会計の歳入

 の決算状況の総括表となっております。

　一般会計及び特別会計の歳入の合計は、表頭の中

ほどのＡ欄になりますが、予算現額572億5682万200円

に対し、調定額406億9383万8032円、収入済額402億

9820万1537円、不納欠損額508万1022円、収入未済額

３億9055万5473円で、調定額に対する収入済額の割

 合である収入比率は99％となっております。

　次に、右から左に画面をスクロールしていただき

 まして、説明資料の２ページを御覧ください。

　農林水産部における一般会計及び特別会計の歳出

 の決算状況の総括表となっております。

　一般会計及び特別会計の歳出の合計は、表頭の中

ほどのＡ欄になりますが、予算現額748億8502万

9161円に対し、支出済額525億3625万9915円、予算現

額に対する支出済額の割合である執行率は70.2％で、

翌年度繰越額189億8846万8839円、不用額33億6030万

 407円となっております。

　次に、一般会計の歳入歳出決算について御説明い

 たします。

　同じくスクロールしていただき、３ページを御覧

 ください。

 　まず、歳入について御説明いたします。

　表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額567億

210万8200円に対し、調定額393億1299万4637円、収

入済額392万9865万496円、不納欠損額０円、収入未

済額1434万4141円で、収入比率は99.96％となってお

 ります。

　歳入科目についてでございますが、（款）分担金及

び負担金、（款）使用料及び手数料、（款）国庫支出

金、４ページになりますが、（款）財産収入、５ペー

ジになりますが、（款）繰入金、（款）諸収入、（款）

 県債となっております。

 　収入未済額について御説明いたします。

　５ページの表頭の右側のＥ欄になりますが、（款）

諸収入（目）違約金及び延納利息の1434万4141円で

 ございます。

 　６ページを御覧ください。

 　次に、歳出について御説明いたします。

　表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額743億

3031万7161円に対し、支出済額520億3209万1843円、

執行率70％、翌年度繰越額189億8846万8839円、不用

 額33億975万6479円となっております。

　予算科目の項別に申し上げますと、上から３行目

の（項）農業費については、表頭の中ほどのＡ欄に

なりますが、予算現額186億347万1500円に対し、支

出済額159億423万3274円、執行率85.5％、翌年度繰

越額14億1707万791円、不用額12億8216万7435円と

 なっております。

　次に、下から４行目の（項）畜産業費については、

表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額47億

6774万7810円に対し、支出済額32億1247万9999円、

執行率67.4％、翌年度繰越額12億3129万151円、不用

 額３億2397万7660円となっております。

　７ページになりますが、（項）農地費については、

表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額349億

5001万4850円に対し、支出済額234億2453万9964円、

執行率67％、翌年度繰越額112億3725万9274円、不用

 額２億8821万5612円となっております。

　次に、表の中段の（項）林業費については、予算

現額24億8031万4200円に対し、支出済額18億3915万

7894円、執行率74.2％、翌年度繰越額５億5757万

 7200円、不用額8357万9106円となっております。

　８ページになりますが、（項）水産業費については、

表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額123億

6618万5821円に対し、支出済額73億8890万3862円、

執行率59.8％、翌年度繰越額42億2742万1323円、不

 用額７億4986万636円となっております。

　次に、（款）災害復旧費の（項）農林水産施設災害

復旧費につきましては、予算現額11億6258万2980円

に対し、支出済額２億6277万6850円、執行率22.6％、

翌年度繰越額３億1785万100円、不用額５億8195万

 6030円となっております。

　以上、一般会計歳入歳出決算の概要を御説明いた

 しました。

 　９ページを御覧ください。

　次に、農林水産部の所管する特別会計の歳入歳出

 決算の概要について御説明いたします。

　まず、農業改良資金特別会計について御説明いた

 します。

　歳入につきましては、表頭の中ほどのＡ欄になり

ますが、予算現額4621万7000円に対し、調定額４億

3430万4748円、収入済額１億1794万2045円、不納欠

損額508万1022円、収入未済額３億1128万1681円、収

 入比率は27.2％となっております。

　収入未済額の主なものは、下から４行目の（款）

諸収入の（目）農林水産業費貸付金元利収入の２億

3289万4176円で、貸付金の償還が延滞となっている

 ことによるものであります。
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 　10ページを御覧ください。

　歳出につきましては、予算現額4621万7000円に対

し、支出済額4016万8155円、執行率86.9％、不用額

 604万8845円となっております。

　不用額の主なものは、上から４行目の（目）管理

指導事務費の327万3763円で、委託料の執行残等によ

 るものであります。

 　11ページを御覧ください。

　次に、沿岸漁業改善資金特別会計について御説明

 いたします。

　歳入につきましては、表頭の中ほどのＡ欄になり

ますが、予算現額126万6000円に対し、調定額３億

4570万2639円、収入済額３億1489万6860円、収入未

済額3080万5779円で、収入比率は91.1％となってお

 ります。

　収入未済額の主なものは、下から３行目の（款）

諸収入の（目）農林水産業費貸付金元利収入の3069万

2329円で、貸付金の償還が延滞となっていることに

 よるものであります。

 　12ページを御覧ください。

　歳出につきましては、予算現額126万6000円に対し、

支出済額49万9535円、執行率39.5％、不用額76万

 6465円となっております。

　不用額については、全額が（目）管理指導事務費

であり、主に委託料の執行残等によるものでありま

 す。

 　13ページを御覧ください。

　次に、中央卸売市場事業特別会計について御説明

 いたします。

　歳入につきましては、表頭の中ほどのＡ欄になり

ますが、予算現額４億9142万9000円に対し、調定額

４億7434万5643円、収入済額４億6908万4968円、収

入未済額526万675円で、収入比率は98.9％となって

 おります。

 　14ページを御覧ください。

　収入未済額の主なものは、（目）雑入の291万2227円

で、実費徴収金が延滞となっていることによるもの

 です。

 　15ページを御覧ください。

　歳出につきましては、予算現額４億9142万9000円

に対し、支出済額４億6330万9202円、執行率94.3％、

 不用額2811万9798円となっております。

　不用額の主なものは、（目）中央卸売市場管理費の

2778万5896円で、修繕費の入札残等によるものであ

 ります。

 　16ページを御覧ください。

　次に、林業・木材産業改善資金特別会計について

 御説明いたします。

　歳入につきましては、予算現額1580万円に対し、

調定額１億2649万365円、収入済額9762万7168円、収

入未済額2886万3197円で、収入比率は77.2％となっ

 ております。

　収入未済額の主なものは、一番下の行の（目）違

約金及び延納利息の1538万8531円で、違約金が未納

 となっていることによるものであります。

 　17ページを御覧ください。

　歳出につきましては、表頭の中ほどのＡ欄になり

ますが、予算現額1580万円に対し、支出済額19万

1180円、執行率1.2％、不用額1560万8820円となって

 おります。

　不用額の主なものは、一番下の行の（目）貸付事

業費の1500万円で、新規貸付がなかったことによる

 ものであります。

　以上、農林水産部関係の令和４年度一般会計及び

 特別会計の決算の概要を御説明いたしました。

 　御審査のほどよろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長　農林水産部長の説明は終わりま

 した。

　これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたしますので、十分御留意願います。 

　なお、総括質疑の提起の方法及びその取扱い等に

ついては、昨日と同様に行うこととし、本日の質疑

 終了後に協議をいたします。

　質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

 いよう、簡潔にお願いを申し上げます。

　また、質疑に際して、委員自らタブレットの発表

者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号及

び事業名等をあらかじめ述べた上で該当するページ

を表示し、質疑を行うよう御協力をお願い申し上げ

 ます。

　それでは、これより直ちに農林水産部関係決算事

 項に対する質疑を行います。

 　上里善清委員。

○上里善清委員　歳出のほうで、全体の話になりま

すが、翌年度繰越が189億8800万円ということで、こ

 の内容をちょっと教えていただけますか。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

　令和４年度の繰越額189億8846万9000円、そのうち

の繰越額の大きな事業として、農地整備事業、補助

金の事業なんですが、21億2494万8000円、それから
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水利施設整備事業の20億2449万5000円となっており

 ます。

 　以上です。

○上里善清委員　これは入札したけど応募がなかっ

たとか、要因としてどのようなのものがありますか。 

○仲間秀樹農地農村整備課長　入札不調というもの

も何件かあるんですけど、主な要因としましては、

国の経済対策とかによる補正予算とか、あと、長雨

による作業の休止とか、あとは国際情勢の影響によ

る半導体関連の資材調達遅れ等による繰越しが起

 こっているということです。

○上里善清委員　あと、不用額が33億円ありますよ

ね。執行率も70％で低いですよね。この要因を教え

 てください。

○比嘉淳農林水産総務課長　不用額令和４年度33億

975万6000円のうちの（款）の農林水産業費で27億円、

 災害復旧費で５億円となっております。

　そのうちの不用額の大きな事業については、農林

水産物不利性解消事業であったり、漁港漁場災害復

旧事業であったり、特殊病害虫特別防除事業だった

り、おおむね大きなものはそういう事業となってお

 ります。

○上里善清委員　もう一回聞きますね。 

　不利性解消事業が大きいとか言っておりましたけ

 ど、幾らぐらいですか。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

　不利性解消事業については、４億9834万9000円と

 なっております。

○上里善清委員　不利性解消事業というのは非常に

いい事業ですので、これが不用になるというのは

ちょっと私は理解できないんですけど。これはなぜ

これだけの不用になってしまったのかね。完全に使っ

 てほしいんだけど、どうですか。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

　まず、令和４年度の当初予算についてですけども、

国との調整により県外等出荷量６万4000トン、予算

補助単価を１キロ当たり31円とする約19億7000万円

 を確保しておりました。

　一方、令和４年度の天候については、年間を通し

た長雨や日照不足による天候不順の影響等により、

期待した生産量が確保できず、当初見込みを大幅に

下回る県外等出荷量が約５万5000トンとなり、こち

 らの不用額が約２億7000万円となっております。

　また、令和４年度の決算補助単価についても、販

売単価に見合った予想方向の選択等により、１キロ

当たり28円となり、予算補助単価を３円下回ったた

め、不用額が約１億6000万円となった結果、合わせ

まして、輸送費補助にかかる不用額は総額４億3000万

円、それ以外のものを含めますと４億9000万円の不

 用となっております。

 　以上です。

○上里善清委員　理解しました。 

　これはもう、全体的なことについてちょっとお聞

 きします。

　農業政策というのは、非常に県民の食料に対して

安全保障の一面も持っているので、一般質問でも

ちょっとやったんだけど、国の方針45％に沿ってい

 きたいという話があったんですがね。

　沖縄県は島嶼県で、この前の台風でも明らかになっ

たように、１週間ぐらいスーパーの店舗に食料がな

いということが出たわけですよ。それからすると、

主食の考え方は多分、米だと思うんだけど、米は大

体国全体としてはこれはもう達成しているんだけど。

いざということになった場合、この沖縄は米自体が

できるところはもう限られているので、この米に代

 わる何かを考えてくれないと困るんですよね。

　私の一つの考えとしては、芋も一つの手じゃない

かというふうに思いますが、将来的にこの主食を調

達する考えとして、どういうことを考えているのか、

全体的にちょっと教えていただきたいです。これは

 部長からよろしくお願いします。

○前門尚美農林水産部長　お答えいたします。 

　本県の自給率ですけれども、令和３年度の概算値

のほうで、カロリーベースで32％、また生産額ベー

 スで52％となっております。

　昨今のウクライナ情勢等による資材価格高騰など

により、食料安全保障とか、また、台風とかもある

んですけれども、それも合わせて食料自給率の向上

の重要性というのは高まっているということは認識

 しております。

　食料自給率の向上については、生産拡大が一番重

要なことと考えておりまして、県としましては、各

種生産振興対策、あと担い手の育成確保、そして経

営力強化、生産基盤整備の促進、また耕作放棄地を

含む農地の有効活用などをしながら、農林水産物の

生産拡大による食料自給率の向上に努めていきたい

 と思っております。

　そしてまた、国の食料農業農村基本法改正の動向

もまた注視しながら、本県における生産拡大に必要

な対策について、検討を進めていきながら、引き続

き食料自給率の向上に努めていきたいと思っており

 ます。
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 　以上でございます。

○上里善清委員　食料生産というのは一夜でできる

わけじゃないのでね。やっぱり今の耕作放棄地をす

ぐ農地にできるという状況も必要だと思いますので、

 力を入れてください。

　主要施策の中から、191ページの沖縄型耐候性園芸

施設整備事業なんですが、これ、島袋大委員もよく

しゃべっているんだけど、パイプハウスの事業です

よね。今現在、ハウスが壊れて、直す資金が必要だ

ということを、よくおっしゃっていたんですがね。

66.9％という執行率、ちょっとこれはいただけない

んじゃないかと思うんですけど、このお金を修繕費

にも回して全部使っていただきたいんだけど、これ

 はどうしてですか。

○長嶺和弥園芸振興課長　この沖縄型耐候性園芸施

設整備事業は自然災害ですとか、気候変動に左右さ

れず定時・定量・定品質の出荷に対応する園芸産地

を形成するということを目的に一括交付金を活用し

て、平成24年度から、強化型パイプハウスですとか、

 平張施設の整備の補助をしております。

　先ほどお話のあった、耐用年数を経過した既存の

耐候性園芸施設の補強改修の支援も併せて行うとい

うことで、施設本来の耐候性を維持させて、被害軽

減につなげるという事業となっておりますが、令和

４年度については、令和３年度の繰越し分が５地区、

それに加えて、令和４年度計画分の９地区、合わせ

て９市町村14地区で事業のほうを計画しておりまし

た。しかし、計画策定などに時間を要したことなど

がありまして、３町村３地区については、次年度に

繰越しとなったため、最終的には、６市町村11地区

 で実施を行いました。

　先ほどありました、耐候性園芸施設の補強改修の

メニューですが、こちらは、令和５年度からの実施

となっておりますので、今回の令和４年度の決算の

 中には含まれておりません。

　あと、御指摘があった執行率が低いことについて

ですが、要望を取り下げるなどの事業量の減、あと

入札残などが発生しました。その予算枠をまた有効

に活用するために、要望のあるほかの地区を前倒し

で実施するということの調整などを行いましたが、

それが年度末までに完了できないということなどに

よるもので、執行率が低いということになっており

 ます。

　今後の対策としましては、計画段階での一層の精

査、執行段階での迅速な対応が必要と考えておりま

して、市町村及びＪＡなどの関係団体との連携体制

をより強化して、事業の早期執行に努めてまいりた

 いと考えています。

 　以上です。

○上里善清委員　ぜひよろしくお願いします。 

　215ページに行きましょうね。 

　畜産担い手育成総合整備事業ですが、これも非常

に執行率が悪いということなんですが、要因をちょっ

 と教えていただきますか。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　畜産担い手育成総合整備事業において、事業実施

箇所であります、宮古島市及び多良間村において、

入札不調や建設業者の人員不足で工事が遅れたため、

また石垣市では実施計画の変更によって着手が遅れ

たため、一部予算を繰越しております。執行率が低

 くなっております。

 　以上です。

○上里善清委員　これ、牧草地にするという計画が

たしかあったと思うんですけどね。宮古・八重山15ヘ

クタールですか。本島でも需要はあると思うんです

が、本島のこの15ヘクタールという基準を引き下げ

ろという話が一時ありましたよね。これどうなんで

しょうかね。将来にわたって下げる要請を行ってほ

 しいんですが、これ取組はどうですか。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　30ヘクタールを15ヘクタールに要件緩和するとい

う要望はあります。畜産担い手総合整備事業につき

ましては、現在、本島地区の市町村及び関係団体に

対し、事業説明会を行って、意見の集約、確認をし

 ているところです。

　県としましては、今後も生産者や関係機関と意見

交換を行い、要件緩和に係る国への要請等について

 は検討してまいりたいと思っています。

○上里善清委員　ぜひよろしくお願いします。 

 　以上で終わりです。

○大浜一郎委員長  続きまして、次呂久成崇委員。 

○次呂久成崇委員　よろしくお願いします。 

　主要施策の205ページ。この農地中間管理機構事業

のところでお尋ねしたいんですけれども。事業内容

でこの農地の借受け600ヘクタール、そして貸付け

500ヘクタールということであるんですが、事業実績

としては、この借入面積のほうが117.2ヘクタール、

そして貸付実績が156.8ヘクタールということなんで

すけれども、ちょっと数字の乖離があるなと思って

いるんですが、この状況についてお尋ねしたいと思

 います。

○長元司農政経済課長　お答えします。 
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　今、御指摘のありました、借入面積117ヘクタール

に対して、貸付面積156ヘクタールということなんで

すけども、117がいわゆる離農あるいは規模縮小する

農家さんから借り受けた面積になります。それから、

貸付けが担い手の方に貸し付けるということなんで

すけども、ケースによって、一旦借りたものを借受

者がバンクのほうに返すということがあって、さら

にバンクのほうから再度貸付けするということで、

一筆の圃場を２回貸し付けるというケースがあるも

のですから、そういった数値の違いになっておりま

 す。

○次呂久成崇委員　県内にどれだけの農地面積が

あって、実際に今、休耕地面積はどれぐらいなのか

 というのは把握されているんでしょうか。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

　県内の農地面積については、直近で約３万5000ヘ

クタールになっております。耕作放棄地については、

 令和４年度で約3588ヘクタールとなっております。

○次呂久成崇委員　私も地元の担い手のほうで、や

はり今畜産のこの草地不足とか、いろいろ問題があ

るものですから、ニーズはあると思うんですよね。

ですので、今年度までとなっているんですけども、

次年度以降というのはどのような事業というんです

かね、もう今年度で終わりなのか、ちょっと確認し

 たいと思います。

○長元司農政経済課長　お答えします。 

　本事業については、継続して実施していくもので

 あります。

　先ほどありました肉用牛関係については、この事

業を平成26年度から実施させてもらっておりますが、

一番農地の借受けが多いのがサトウキビで約４割。

続いて、肉用牛が約26％となっております。それか

ら、地区別で見ますと、八重山地区が最も多くて、

これまでに約400ヘクタール転貸させてもらっている

というところがありますので、そういった点も踏ま

えながら、今後とも地域との連携を密にしながら、

農地の集約を図っていきたいということで考えてお

 ります。

○次呂久成崇委員　ありがとうございます。 

　この事業はぜひ継続したほうがいいと思いますの

 でよろしくお願いいたします。

　次に、217ページの全国和牛能力共進会について

ちょっとお尋ねしたいと思います。この事業内容が

出品に要する経費の補助ということなんですけども、

 この補助内容についてお聞きしたいと思います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　この予算につきまして、都道府県の負担金とか、

 輸送費とか、その他経費に利用しております。

 　以上です。

○次呂久成崇委員　具体的に輸送費というのは、ど

 れぐらいの割合、額、というのまで分かりますか。

○金城靖畜産課長　すみません、今ちょっと細かい

数字はないんですけれども、農家に負担のないよう

 な輸送費ということで計上しております。

○次呂久成崇委員　この出品に要する経費とはこの

 輸送費だけなんですかね。

　例えば、この令和４年度なんですけれども、本県

から初めて４席入賞した牛というのは、八重山の黒

 島のほうから出た牛なんですよね。

　この黒島から、実際鹿児島に持っていくときに、

輸送費というのは黒島から石垣、石垣から那覇、那

覇から鹿児島まで行くんですけれども、それを実際

にこの共進会に行く何か月も前から、やはり持って

いって、そこで餌もあげながらということなんです

けれども。輸送費だけなのか、そういう飼料代とか

そういうのも入っているのかというのをちょっと確

 認したいと思います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　今委員がおっしゃった、そういう全ての経費を負

 担しております。

○次呂久成崇委員　私も実際に共進会のほうに行っ

たんですけれども、やはり沖縄から出品をするとい

うのは、いつもこの輸送費もかかりますし、前回は

 鹿児島で、次は北海道なんですよね。

　沖縄の牛というのは、これだけ畜産業が盛んなん

ですけども、結局は共進会に出品するためにかなり

の輸送費、そしてまた牛にも負担がかかるというこ

とで、実際にこの共進会をするときに体調を整える

というのが、かなり農家さんの負担になっていると。

いつまで沖縄県は、その負担をずっと強いられるの

かということを生産農家のほうからよく聞かれるん

ですけれども、県はこういう共進会出品というのを

どのように考えているのかちょっとお聞きしたいと

 思います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　第12回全国和牛能力共進会終了後、県と関係団体

と農家等を含めて、本県開催も含めた話合いを持っ

ております。本県開催については、肉用牛の生産地

のＰＲもできますけれども、一方、１日当たりの60頭

以上の屠畜能力のある食肉処理施設が必要とか、和

牛組合の設立条件がなかなか難しいなという意見も

 出ております。
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　移動等につきましては、北海道大会に向けて、令

和６年度には第13回全国和牛能力共進会北海道大会

沖縄県協議会を設立して、上位入賞に向けた取組に

ついて協議していくこととしております。その中で、

安全で効率的な運搬方法等については、検討してい

 くということで予定しております。

　県としましてはまた、生産者や関係団体等と意見

交換しながら大会出品に対する支援を行っていきた

 いと考えております。

○次呂久成崇委員　次回の北海道のほうは、かなり

事前に移動をしてということで農家さんや牛自体に

もかなり負担になるかなと思いますので、ぜひ、そ

こは効率よくお願いしたいなと思うのと。あと、やっ

ぱり私たちずっと会派のほうでもやっていたんです

けど、ぜひ、沖縄のほうでも開催してほしいと、誘

致をぜひ頑張ってほしいなと。ちょうど北海道の次

の大会というのが、たしか本土復帰の60年の節目に

当たる年になっているかと思いますので、ぜひ、こ

こは大きなＰＲにもなるかなと思いますので、県と

しては、確かに大変だと思います。ですが、鹿児島

の大会もあれだけコロナで縮小していて、県の予算

はたしか10億余りだったんですけど、経済効果とし

ては60数億あったというふうに聞いておりますので、

こういう経済効果も確かにあると思いますので、ぜ

ひこの全国和牛能力共進会の沖縄県開催というのを

見据えて今後の取組をしっかりやっていただきたい

 なと思います。

　次の218ページ。 

　これ鳥インフルのことでちょっと確認したいんで

すけども、このモニタリング検査というのは、どの

ような実施をされているのかお聞きしたいと思いま

 す。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　環境部では野鳥のモニタリングをしておりますけ

れど、農林水産部におきましても、各養鶏農家から

定期的にピックアップして、そういうウイルスがな

 いかとかいう検査はしております。

○次呂久成崇委員　私もちょっと調べたんですけど

も、今月11日現在で、この１都１道１府19県で発生

が確認されていると。この件数が83件となっていま

す。これは家禽だけじゃなくて、私がいつも懸念し

ているのは、カンムリワシとか、またヤンバルクイ

ナとかが鳥インフルで一番弱いというふうに言われ

ていますので、このモニタリングをしっかり、ぜひ、

継続して行っていただきたいなというふうに思って

 いますので、よろしくお願いいたします。

　次ですね、229ページなんですけども、この鳥獣被

害防止総合対策事業についてですが、この整備事業

のほうにイノシシの侵入防止柵が８地区とあるんで

すが、この８地区をちょっと教えていただけますか。 

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

　侵入防止柵等の整備事業につきましては、基本的

には協議会ベースになりますが、市町村名だけでお

答えしますと、国頭村、大宜味村、名護市、恩納村、

宜野座村、金武町、石垣市、竹富町となってござい

 ます。

○次呂久成崇委員　これは８地区、合計で20.8キロ

 メートルということなんですよね。

　石垣のほうでは今年度、イノシシの被害が例年の

２倍ということで、かなり被害が大きいということ

になっているんですけども、これは、協議会でこれ

だけ整備しますということで申請に基づいての実施

 ということになっているんでしょうか。

○能登拓営農支援課長　鳥獣被害対策のこの予算に

つきましては、市町村が策定をします被害防止計画

に基づいて、各市町村協議会から要望をいただいて、

基本的にその要望に応じて予算措置を行うという流

 れになってございます。

○次呂久成崇委員　これは当初の計画があって、今

年度のように被害がかなり拡大しているという場合

は、この計画をさらに変更して、この予算の増額と

 いうのも可能なんでしょうか。

○能登拓営農支援課長　本事業の予算を有効に活用

する観点から、特に今年度につきましては、年度途

中の各協議会の執行状況も踏まえまして、被害が増

加傾向にあります八重山地域に対して、追加の予算

 措置を行ったところでございます。

○次呂久成崇委員　施策のほうには、今カラスの捕

獲個体数というのは載っているんですけども、石垣、

離島のほうでは、私たちのところでは、クジャクの

被害というのがかなり今、深刻になっているんです

けども、このクジャクの捕獲の状況とかというのは、

 数字を持っていらっしゃいますか。

○能登拓営農支援課長　令和４年度におけるクジャ

クの捕獲羽数になりますが、石垣市において552羽が

 捕獲されてございます。

○次呂久成崇委員　竹富もありますか。 

○能登拓営農支援課長　竹富町については、捕獲は

 ございません。

○次呂久成崇委員　竹富はないんですか。 

○能登拓営農支援課長　令和４年度現在、報告をい

ただいている数字としては、竹富町からは捕獲の報
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 告はございません。

○次呂久成崇委員　この予算についても増額、補正

 とかというのは可能なんでしょうか。

○能登拓営農支援課長　各市町村協議会の予算の執

行状況によるところではございますが、可能な限り

予算の有効活用を図っていきたいと考えております。 

○次呂久成崇委員　以上です。ありがとうございま

 す。

○大浜一郎委員長　仲村未央委員。 

○仲村未央委員　主要施策の213ページ。製糖、分蜜

糖のところでちょっとお尋ねしたいのですが、主に

ゆがふ製糖の建て替えの件ですけれども、今、どの

 ような進捗の具合でしょうか。

○金城吉治糖業農産課長　老朽化が著しいゆがふ製

糖工場につきましては、本島地域のサトウキビ生産

振興や、製糖工場の安定操業が重要であることから、

工場の老朽化対策の緊急性は高いと認識しておりま

 す。

　ただし一方、ゆがふ製糖におきましては、現在、

国の内閣府の事業を活用しまして、製糖設備の高度

化事業に向けた可能性調査等の実証に、令和５年度

から令和６年度にかけまして取り組むこととしてお

 ります。

　県としましては、本事業の取組成果等も踏まえな

がら、工場整備に係る早急な課題解決について、引

き続き国や市町村等と関係機関と協議を進めてまい

 ります。

○仲村未央委員　要は、建て替えの見通しがあるの

か。資金の問題が一番大きなことだと思うんですけ

れども、判断の状況、その見通しについて、もう少

 し踏み込んでお答えいただけますか。

○金城吉治糖業農産課長　これまでにゆがふ製糖の

ほうから、工場建設費用につきまして、約300億円と

いう多額の費用が提示されておりましたが、今回の

国の調査事業を活用しまして、海外の機械等の調査

も行うというふうに聞いております。そういった、

海外の安価な機械の導入によって、事業費の圧縮が

どれぐらい可能なのかというところがみそになって

くるのかなと思っていますが、その事業費を踏まえ

まして、国のほうと調整していきたいというふうに

 考えております。

○仲村未央委員　その分蜜も含めてですけど、サト

ウキビの生産環境についてお尋ねいたします。特に、

今年も大きな台風が来ましたので、減産の傾向にあ

るのかなと思いますが、ここ数年来の生産量、特に

 本島の生産状況というのはいかがでしょうか。

○金城吉治糖業農産課長　県全体の話もさせていた

だきますが、約10年前の平成24年期が67万5000トン、

平成29年期が76万9000トン、令和４年期が73万7000ト

 ンとなっております。

　一方で、沖縄本島のサトウキビ生産量につきまし

ては、平成24年期が13万1000トン、平成29年期が15万

トン、令和４年期が11万8000トンとなっております。 

○仲村未央委員　今期もちなみに、どのような状況

 ですか。

○金城吉治糖業農産課長　現在のところ、約11万ト

 ン前後を見込んでいるところです。

○仲村未央委員　農家数についてはいかがでしょう

か。就業人口も含めて、その辺りの傾向はいかがで

 すか。

○金城吉治糖業農産課長　県全体のサトウキビ生産

者戸数は、平成24年期が１万6443戸、平成29年期が

１万4267戸、令和４年期が１万2426戸となっており

ます。沖縄本島につきましては、平成24年期が

7700戸、平成29年期が5851戸、令和４年期が4675戸

 となっています。

○仲村未央委員　去年、また今期と、大体11万トン

生産となっているようですね。今いわゆる、ゆがふ

の建て替えですから、本島の生産状況というのが非

常に、これからの製糖工場の需要も含めて問われる

 ところだと思うんですよね。

　県の農林水産部としては、このサトウキビの生産

量というのは、どれぐらいを計画ベースにおいて、

今回のこのゆがふの建て替えの規模に反映させよう

とするものか、今後の見通しについてのあるべき生

産量の姿というのは、どう描いているのかお尋ねい

 たします。

○金城吉治糖業農産課長　本島の今後の見込みにつ

きましては、令和４年度に調査事業を実施しまして、

その中で約20年後の生産量としましては、10万トン

から11万トンということで、今結果を得ていますけ

れども、ただし、これにつきましては、いろんな施

策を一定程度実施した上での生産見込みというふう

 になっております。

○仲村未央委員　将来にわたって、10万トン、11万

トンの生産を維持していくという、基本的な皆さん

の立ち位置とした場合、製糖工場の300億円オーダー

というのは、需要に対しての投資としては、適切な

 規模であるというふうな理解でよろしいですか。

○金城吉治糖業農産課長　ゆがふ製糖のほうで見積

もっていました処理能力につきましては、15万トン

程度ということでしたので、それについては見直し
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 をしていただいているというところです。

○仲村未央委員　先ほどの調査を入れて、希望も含

めて、今おっしゃるような15万トンの見積り、これ

を11万トン、あるいは10万トンの維持体制に落とし

ていく、あるいは、導入する機械においても、より

コストのかからないものに変更していくということ

になると、その圧縮具合というのは、どれぐらいに

なりそうだということがありますか。例えば、３分

の２ぐらいかなとか、そこは全く見当つかないです

 か。

○金城吉治糖業農産課長　これにつきましては海外

メーカーとの調整になりますので、今のところ見通

 しは立っていない状況です。

○仲村未央委員　それと、その現場の状況をこの委

員会でも複数回にわたって見させていただいており

ます。その都度、本当に、はらはらするほどの傷み

が見えますし、メンテナンスもままならないような、

補修の厳しさも含めて、窮状を正直見ております。

 雨漏りも含めて、あるいはひび割れ等もですね。

　そうなってくると、これがいつまでその見通しを

持って、判断の時期というものを皆さんは置いてい

るのか。この年度内なのか、あるいは次年度なのか

ですね。それから土地の確保についても、今当てに

しているところは県有地ですよね。そこがどこまで

待てるのか、待たせておくのがよいのか。これは県

全体の財産の活用の問題も含めて問われてきますの

で、そこら辺の判断の時期というのはいつと見てい

 るんですか。要はタイムリミットですね。

○金城吉治糖業農産課長　先ほど話ししましたゆが

ふ製糖が実施しています調査事業が令和５、令和６年

まで実施という予定になっていますので、その結果

を踏まえまして、令和７年度以降に予算の確保につ

いて取り組んでいくことになるのかなというふうに

 今考えているところです。

○仲村未央委員　その間にも、今の工場の傷みとい

うのは深刻さが増しているというふうにも見えるん

ですよね。皆さん、分蜜工場に対する補修、メンテ

ナンス、改修にかかる補助の支援事業もあると思う

 んですけれども、その執行具合はいかがですか。

○金城吉治糖業農産課長　老朽化した機器等の更新

になりますけれども、ゆがふ製糖につきましては、

令和元年度に真空設備関係の整備で6558万円の事業

を実施しております。あと、令和３年度に、原料入

荷設備の整備ということで、これについても、事業

費１億1615万円ということで事業を実施していると

 ころです。

○仲村未央委員　今おっしゃるような令和３年度以

降、４年、５年にかけては、この改修の執行はない

 わけですね。

○金城吉治糖業農産課長　はい。 

○仲村未央委員　非常に、資金の造成のさなかにあ

るので、目の前の補修に投資をするべきなのか、こ

れをためて新設工場に回すべきなのかということで、

非常に現場はその判断、もうぎりぎりのところで今、

改修をむしろせずに、新工場に向けての資金の造成

のために手が入れられないというような状況も聞こ

えます。ただ、そうなると、今、だましだまし、11万

トンの製糖を動かすためにも直さなきゃいけないで

あろうものも後回しになっちゃったりしているとい

 う状況もあると聞いています。

　それから、しゅんせつの問題もありましたよね。

あれもどうさらっていくのかも含めて、日常的にか

かる経費というものを、本当に今ためて新設に向か

わせるのか、手前でできることをある意味では部分

的なリフォームを通じて、今のものをより動かして

いく方向の設備投資に向けるのか、負担をそこに寄

せるのかというところは、先ほど令和６年度の調査

もあって、７年度以降とおっしゃいましたけれども、

そこも含めて本当にこの判断のリミットというのは、

そんなに悠長なのかなというのは非常に気になるん

 ですよね。

 　率直にどう皆さん考えているんですか。

○金城吉治糖業農産課長　整備の緊急性は非常に高

いものと認識してはおりますが、見積りについて、

まず提出していただかないと、国から予算をいただ

くものもそうですけれども、市町村との負担割合と

いったものも算出できない状況ですので、調査事業

を早めに実施していただいた上で、関係機関で協議

 を行っていきたいというふうに考えております。

○仲村未央委員　ぜひそこは、サトウキビ専業だけ

でやっているというよりは、むしろ農家のスタイル

としてはいろんな作物を複合的に生産しながらとい

うことだと思います。ただ、甘味資源としての沖縄

における重要性とか、また、さらには、それを維持

する中での、北部製糖もそうですけど、連動して、

そこから生産を通じて、あるいは加工も含めて、通

して経済活動を回しているというところもあります

ので、これが本当にうまく立ち行かないと、非常に

影響が大きいかなと思います。ですので、ただ、今

の工場、本当に何も、少しずつは手を入れていると

思いますけど、やっぱりそこに回す投資を待ってで

も、今、新設のための造成に資金を傾けている状況
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というのは、やっぱり今働くこの環境について非常

に厳しいかなというふうに見えますので、そこをど

う調整しながら、今のものを維持させるかというこ

とも、もう少し県は支援の在り方というものを、手

を入れていかないといけないんじゃないかと私は思

うんですけれども、そこは部長も含めてどう考えて

いるのかですね。ただ、向こうが、なかなか資金計

画がまだ上がってこないんでというところでは、な

かなか難しいんじゃないかなと思いますけど、いか

 がですか。

○前門尚美農林水産部長　ゆがふ製糖のほうでは、

今年度、また来年度にかけて、高度化製糖施設の調

査もするんですけれども、また副産物の利活用調査

も入る予定でございます。また、老朽化というのは

本当にもう60年以上たって、厳しい状態があります

けれども、建設費用の圧縮、そしてまた、事業主体

の問題、また事業主体の財源確保などの課題があり

ますので、少しその辺は粘り強く、国とかまた関係

市町村とも連携して協議を重ねていきたいと思いま

 す。

 　以上でございます。

○仲村未央委員　いずれにしても、本島で１つしか

ない分蜜糖の工場として頑張っているわけですから、

そこはぜひスピード感を持って――ずっとこの間、

同じような答弁の状況だというふうに見えますので、

もう少しスピード感を持って対応していただきたい

と思いますので、ぜひ頑張ってください。よろしく

 お願いいたします。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　玉城武光委員。 

○玉城武光委員　お願いします。 

　主要施策の197ページ。そこの農業生産基盤の整備

のほうで、優良農地の確保ということでやっている

 んですが、どのように確保されておりますか。

○仲間秀樹農地農村整備課長　お答えします。 

　農地整備事業等では、担い手への農地集積という

要件がありまして、そこに認定農業者とか、中心経

営体とかという担い手を設定しまして、その方々に

農地を集めていくような形での体制を取っておりま

 す。

○玉城武光委員　ここの中に課題として、新・沖縄

21世紀農林水産業振興計画の中の農業産出額の

1071億円の達成に向けて優良農地の確保ということ

を課題として上げているんですが、1071億円の達成

に向けて、優良農地の確保といったら何ヘクタール

 ぐらいですか。

○仲間秀樹農地農村整備課長　お答えします。 

　今、目標として、整備指標で水源整備と、かんが

い施設整備と、圃場整備のほうで率を設定している

んですけど、水源整備に関しましては２万4000ヘク

タール、かんがい施設に関しては１万9000ヘクター

ル、圃場整備に関しては２万1000ヘクタール程度を

 今、目標として設定しております。

○玉城武光委員　ぜひ、この目標達成のために頑張っ

 ていただきたいと思います。

　214ページ。農林水産業の振興の中の畜産・酪農収

益力強化整備等対策事業で、これ執行率が１％とい

うことなんですが、ほとんど繰越しになっているん

ですが、それは国の補助事業の中の事業計画の中で

いろいろあってのことだと思うんですが、その１％

 の要因をちょっとお聞かせください。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　沖縄県畜産・酪農収益力強化整備等対策事業は、

毎年12月の国の補正予算成立に伴い、次年度に実施

 しております。

　令和４年度は１件の事業参加、要望があったこと

から、その総事業費に応じた補助金3055万2000円を

補正予算として予算化し、令和５年第１回沖縄県議

会において可決されております。本事業は、要望調

査時点から国の事業採択時期が毎年２月以降となる

ことが示されており、十分な事業実施期間確保のた

め、増額した補助金額については全額、次年度に繰

り越しております。執行率１％については、最終予

算額3086万5000円のうち、当初予算として計上され

ている旅費の執行額30万7000円によるものとなって

おります。旅費を除いた補助金額3055万2000円は、

 次年度に全額繰り越しているところであります。

　なお、本事業の次年度への予算繰越額については、

毎年度における国の補助予算成立時期が年末頃とな

ることから、例年、繰越しを前提とした事業スケ

ジュールとなっております。次年度に予算を繰り越

すに当たり、国でも年度内に繰越し事務を行うため、

県から国への交付申請手続は年度内に行う必要があ

 り、繰越しはやむを得ないものとなっております。

　また、本県と同様に本事業を実施している鹿児島

県や長崎県においても同様の手続によって、次年度

 での事業実施を行っていると伺っております。

○玉城武光委員　今、お話を聞いてちょっと分かり

ましたけどね、これは全国的にそういう事業採択の

部分が２月頃という話になって、全額ほとんど繰り

越すということになっているんですが、しかし、こ

の執行率をもっと上げるように努力していただきた
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 いと思います。

　220ページ。高度衛生管理加工処理施設整備事業。

ここも執行率が52％ですよね。その要因をお伺いし

 ます。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　高度衛生加工処理施設整備事業は、沖縄県漁業協

同組合連合会が事業実施主体となっておりまして、

流通加工業者が共同利用するための一次加工処理施

設をイマイユ市場に隣接して整備したものとなって

おります。県は、その整備に対して一部を補助して

 おり、不用額については入札残となっております。

○玉城武光委員　分かりました。 

　落札で減になったということですね、52％という

のはですね。落札でこれだけのものが落ちるんです

 か。ほかにあるんじゃないですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　令和４年度は電動フォークリフト２台と、令和３年

度からの継続の建設工事を行うもので、県漁連から

の業者見積りと、基本設計を基に予算を要求し、入

札を行っております。予算が過大だったのかという

ことにつきましては、きちんとした基本設計と業者

見積りを基にしておりますので、適正に予算要求し

 たものと考えております。

○玉城武光委員　次に225ページのＩＣＴ導入養殖技

 術開発事業の成果を聞かせてください。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　ＩＣＴ導入養殖技術開発事業は、海面養殖業の安

定生産に資するためのＩｏＴ機器の活用により、漁

場環境データの取得や、作柄などの生産状況把握を

生産者自らが実施できる仕組みを整備する目的で実

 施したところであります。

　当該事業の成果として、モズク、ヒトエグサ及び

魚類養殖場における水温と照度を計測するために、

データロガーを設置し、生産者自らによる漁場環境

データの長期モニタリングと、リアルタイムでのデー

タ収集が可能となっております。その点につきまし

 ては、事業の成果と考えております。

○玉城武光委員　こういうＩＣＴを導入したことに

 よって、生産量は上がっているんですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　ＩＣＴ機器を導入したからということで、生産量

が上がったとかということではなくて、機器を活用

して、効率的に漁業者が自分の養殖場を管理するこ

ともできるということでのメリットが一つあると考

 えております。

○玉城武光委員　メリットがあるというのは分かる

んですが、こういうことをやって初めてこれが生産

量の拡大につながるというシステムをつくらないと、

このＩＣＴ導入したって、意味がないというんじゃ

なくて、そういう成果が出るような取組をしていた

 だきたいということです。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　ドローンとかデータロガーを活用した形での水温、

または塩分等のデータを今後も解析した上で、それ

を活用して、今後の生産量増大に向けて取り組んで

まいりたいということでの事業として活用していき

 たいと考えております。

○玉城武光委員　ぜひ生産量増につながるようなこ

 とをやっていただきたいということです。

　次に、226ページ。ここの沖合操業の安全確保事業。

これ無線とかいろいろあると思うんですが、安全操

業に関して、非常にそういう無線とか、こういう機

器の導入というのは非常に大事なことなんですよね。

だけどこれ、22.1％の執行率というのはどういう要

 因があるんですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　沖合操業の安全確保支援事業につきましては、沖

合で操業する漁業者の安全操業に資する機器整備へ

 の補助を行うことを目的として実施しております。

　その内容と執行率につきましては、無線機器の整

備費用の補助で、当初予算4200万円、42台の設置計

画のところ、41台の設置を完了し、執行率91％となっ

ております。また、令和３年度繰越予算による軽石

の異物混入防止機器の整備費用の補助で、明許繰越

予算１億3500万円、1000台の設置計画のところ、51台

 の設置を完了しました。

　軽石対策に係る執行率が低い理由としましては、

国の競争力強化型機器等導入緊急対策事業でも、軽

石の異物混入防止機器整備費用の補助が可能となっ

たため、同事業の対象となっている浜の活力再生広

域プランに参画している漁協や漁業団体は、県の事

業の対象外となったことと、国の事業の補助条件に

準じた条件にするため、国の補助率が50％以内になっ

たことにより、申請者数が想定よりもかなり少なく

なったことがあって、執行率が低くなったと考えて

 おります。

○玉城武光委員　今の説明で分かりました。 

　次、227ページ。パラオＥＥＺ操業継続支援事業と

いうのですが、操業可能水域の拡大につながってい

 るんですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　パラオＥＥＺ操業継続支援事業は、パラオ水域で
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沖縄県のマグロ漁船が操業を行っている重要な漁場

ですが、現在、操業可能水域がパラオＥＥＺの２割

に制限されておりまして、操業継続のためには、操

業可能水域の拡大が必要と考えております。そのた

めには、同国との友好関係の強化が必要であり、令

和４年には全庁的な取組としてＭＯＵを締結しまし

た。令和５年８月には、ＭＯＵに基づく水産分野ワー

キングチームとして、県の水産技術職員及び外部専

門家がパラオ共和国を訪れまして、水産現場での視

察や技術指導を行うとともに、友好関係継続のため

の操業可能水域拡大の必要性を訴えてきたところで

 あります。

　県としましては、引き続き同国との友好関係を強

固なものとするとともに、国や関係団体と連携し、

操業可能水域の拡大に向け取り組んでいきたいと考

 えております。

○玉城武光委員　ぜひ操業水域の拡大のために頑

 張っていただきたいということをお願いします。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　玉城武光委員の質問は終わりま

 した。

 　次に大城憲幸委員。

○大城憲幸委員　お願いします。 

　主要施策191ページ、耐候性ハウス。先ほども議論

ありましたけれども、この課題の中にもあります資

材高騰が続いているということで、農家さんからも

非常にこれ、手を挙げる要望は多いんだけれども、

なかなか野菜価格が上がらない中で資材価格がどん

どん上がっている。それでなかなかビー・バイ・シー

が出ないという話を聞いています。その辺の状況に

 ついて、まず実態をお願いします。

○長嶺和弥園芸振興課長　お答えします。 

　委員おっしゃるように、近年、鋼材、あと農業用

ビニールの資材価格の高騰の影響で、耐候性園芸施

 設等の建設単価が上昇しております。

　一方で、農作物の価格転嫁が追いついていないと

いうことがありまして、多くの地区で費用対効果の

算定において、投資効率が1.0未満、投資額以上の効

果がないという状況が見られておりまして、事業要

件によって事業の実施ができないケースが増えてお

 ります。

　このような状況を踏まえまして、県において検討

した結果、３年間の時限措置ではございますが、費

 用対効果分析について、特例措置を設定しました。

現在、資材価格高騰の影響により、費用対効果がク

リアできなかった全地区において、この措置を適用

することによって事業実施が可能となっております。 

 　以上でございます。

○大城憲幸委員　この特例措置はいいと思いますけ

れども、長い目で見ると、今後というとなかなか厳

 しいんですよね。

　対応方針では低コストのものを探すとか言ってい

るけど、なかなか今それも難しいと思うんですけれ

ども、今後の方向性としては、さっきもあったよう

に、今までのものの改造というか、強度を増すとい

うようなものにシフトしていくという考えですか。

それとも新たな作物を探すとか、費用便益について

は何かほかにも長い目で方向性を何か持っているん

 ですか。お願いします。

○長嶺和弥園芸振興課長　まず、補強改修について

は、耐用年数が過ぎた施設の長寿命化を図ろうとい

うことの考えによって、今事業のほうを進めている

 ところでございます。

　あと、新規で施設の建設をしようという産地の支

援としては、事業費を圧縮するというか、特例措置

で事業は実施できるようになってはおりますが、事

業費そのものは増大していますので、農家の負担と

いうか、生産者側の負担というものはそれに伴って

増えている状況がございますので、その分を圧縮す

るために施設資材の変更ですね。パイプの太さです

とか、被覆資材の種類を変更するですとか、あと、

付ける装備を簡略化するというような対応について

も、生産団体ですとか、市町村と一緒に協議して、

その辺の方向を探っているところでございます。あ

とは、農業研究センターのほうでも、研究として今

用いている鋼材を、ハイテン鋼と呼ばれるような軽

くて強度の強い鋼材でハウスを造った場合、全体的

な鋼材の量が減るので、トータルで低コストな施設

ができるかどうかという基礎的な研究にも今着手し

ているところですので、その辺も含めて総合的に産

地が困らないように支援のほうは継続していきたい

 と考えています。

○大城憲幸委員　産地、困っているんですよね。産

地によってはもう何年も、何名も順番待ちで、この

事業を待っているけれども、ビー・バイ・シーが出

なくてなかなか、もう何年も事業が取れていないと

いうところがたくさんある。そして決算を見ると、

１億近くの不用額を出してしまっている。その辺は

今、課長も大変だと思いますけれども、ちょっと不

断の努力で何とか、今言う産地の声を聞きながら、

何か方法がないか模索してもらいたいなと思います。

 要望でいいです。



－330－

 　次、畜産お願いします。

　216ページ、種豚改良は昭和47年からやってきたわ

けですけれども、この種豚の在り方については大き

な転換の時期に来ているのかなと思っています。ま

 ず状況を説明願います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　県では、種豚改良推進事業において、繁殖性及び

産肉性に優れた優良種豚を家畜改良センターが県外

から導入して種豚改良して、養豚農家へ供給する取

 組を実施しております。

　令和２年度までは繁殖性の改良のため、ランドレー

ス種の系統造成豚、オキナワアイランドを作出し、

養豚農家に供給してきましたが、系統造成豚は限ら

れた種豚内での交配を行うため、近親交配の影響が

出てきたことから、増殖を終了し、現在は県外から

 の精液を導入して繁殖性の改良を進めております。

　また、産肉性の改良は、県外から導入したデュロッ

ク種の精液を利用して、家畜改良センターで種豚増

殖し、養豚農家へ供給しておりましたが、令和５年

度からは新たな取組として、より飼料要求率の改良

が進んでいるイギリスから凍結精液を導入しまして、

家畜改良センターで種豚を改良する取組を実施して

 おります。

　県としましては、今後も農家と意見交換を行いな

がら、生産現場に合った種豚改良を推進していきた

 いと考えております。

 　以上です。

○大城憲幸委員　昭和の時代からずっと、沖縄独自

で暑さに強いとかという部分で種豚改良してきたけ

れども、もうそうではなくて、世界が本当に進んで

いるものですから、県外あるいは海外から種を入れ

てくると。そういう流れで、これまでもそうすべき

というのを私は提言してきたし、そういう流れでい

 いと思います。

　そこで、ただそうはいっても、このヤンバルの施

設が上等だわけさ。あれをそのまま活用しないで持っ

ておくというのも、私はもったいないと思うんだけ

れども、それこそ乳用牛育成センターみたいな感じ

で農家と相談をして、あるいは県内の畜産業者と相

談をして、あの施設の活用というのも考えたほうが

いいと思うんですけど、その辺についてはどう考え

 ていますか。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　今、委員がおっしゃったような話は生産農家から

 もよく聞こえてきます。

　先ほども申し上げたように、県外から、また海外

から優良種豚を入れて、そこで増殖して、養豚農家

へ配布するような仕組みを、今、生産者と話合いな

がら模索しているところですので、それを委託にす

るか、県が運営するかはまだ先の話ですけれども、

それも含めた上で話しながら進めていきたいと考え

 ております。

○大城憲幸委員　ぜひ、部長答弁はいいですけれど

も、そういうのは頭を軟らかくして、もう今、農林

水産部もずっと人も減らされて、そういう研究員も

いないわけですから、あの施設を活用して、民間の

皆さんに種豚改良を頑張ってもらうということで取

 り組みしてもらいたいなと思います。

 　次は水産。主要施策の219ページ。

　新市場なんだけれども、執行率が悪いですけれど

もね、これは翌年度に繰り越したというのがありま

す。ただ、もう令和５年度で最終年度なんですけれ

ども、これは現状としてどうなの。繰り越した事業

も順調に終了したのか、令和５年度終了に向けて順

調に事業完了できるのか、まずその辺をお願いしま

 す。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　令和４年度の水産新市場整備事業の執行率が低い

理由につきましては、沖縄県漁業協同組合連合会が

事業実施主体となり、泊漁港にある荷さばき施設を

除却するための予算を繰り越したためとなっており

ます。荷さばき施設の除却については、工期が令和

５年８月11日から令和６年１月31日までとなってお

 り、工期内での完了予定となっております。

　なお、令和５年12月末の工事の進捗率につきまし

 ては97％と聞いております。

○大城憲幸委員　あとはもう、新たな施設は稼働し

て１年を超えたわけですけれども、直近の取扱量、

目標に対してどれぐらいの量なのか、まずお願いし

 ます。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　イマイユ市場の令和４年10月11日から令和５年

10月10日までの１年間の市場取扱量が3303トン、取

扱金額26億3990万円であり、計画当初の5500トンの

 約60％となっております。

○大城憲幸委員　泊の取扱いはどれぐらいですか、

 比較して。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　泊における令和４年10月11日から令和５年９月

30日までなんですが、水揚げ量4401トン、取扱金額

 33億9562万円となっております。

○大城憲幸委員　県の施策で、ここにもあるように、
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生産者市場は糸満ですよと。消費者市場は泊ですよ

ということで、関係者の皆さんにもいろんな賛否が

あって、長年かけてこれやっているわけですよ。そ

れで今移って、今回の初競りもいい値段がついたと

喜んではいるんですけれども、数字を見るとね、ま

だまだ泊が多いわけですよ。それで関係者の中にも、

いや、我々、県と一緒に移ったけれども、やっぱり

泊のほうが有利なのかなというような声も聞こえて

くるわけですよ。そういう意味では、これはもう

ちょっと、その次の事業もそうですけれども、関連

施設とか、そういうようなものの執行率も悪いし、

取組というのは弱いんじゃない。これ、どうなの、

今の、令和４年度60％、この数字というのは今後、

 着実に伸びていく自信はあるの。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　令和５年度には、１月ですが、専用施設や一次加

工処理施設、漁具倉庫等、市場周辺での関連施設の

整備はもう進みまして、徐々にではありますが、漁

業者の利用も増えておりまして、水揚げ量について

 は増加しているものと考えております。

○大城憲幸委員　やっぱり生活がかかっている人、

あるいはそこで仕事をしている人たちからしたら、

徐々にでは私は駄目だと思うわけさ。だから、消費

者市場、この泊のマグロ何とか施設はいいにしても、

やっぱり泊のほうが活気があるんじゃないかなと

かっていうような、そういう関係者の雰囲気になっ

てしまうと、ちょっと逆にここがまだ伸び悩むとい

うような話にもなりかねないから、今が大事だと思

うんですよ。だからこの附帯施設、加工施設でも６区

画あるけど、まだ１区画しか決まっていないわけで

しょ。そこはもう稼働したの。そして、残りの５区

画については、いつまでにめどをつけるの。お願い

 します。

○仲地克洋漁港漁場課長　県のほうでは、高度衛生

荷さばき場、イマイユ市場の隣接する土地に加工場

の貸付けを行っております。今、１社のほうが貸付

契約を行っておりまして、建築のほうもこれから行

うというふうに話を伺っております。残りの５地区

につきましては、昨年の11月28日に、イマイユ市場

に登録している水産加工業者を対象とした意見交換

会とアンケートを行っており、アンケートの中では、

必要な面積を――一部いろいろ要望があるというと

 ころで話は伺っております。

　そういったところを踏まえて、次の公募について

は、そこら辺の中身を確認しながら、また時期につ

 いても適宜確認していきたいと考えております。

○大城憲幸委員　部長、ちょっと最後に。さっきの

議論も、次の220ページの事業も関連して、さっきの

やり取りでも、しっかりと精査して予算を立てた。

しっかりと執行した。だけれども執行率は52％だっ

たよというのはおかしいと思うわけさ。だから、そ

ういうものも含めて、こんな財政が厳しい中で予算

措置をして、半分不用額みたいな話というのは、そ

れはなかなか私はさっきのやり取りを聞いても納得

できない。だからそれも含めて、何十年の課題でずっ

と議論して、やっと糸満にあれだけの高度衛生型の

 施設を造ったわけですよ。

　この一、二年というのは本当に大事で、ここでこ

んな予算の執行の状況とか取組状況では、やっぱり

関係者の皆さんも不安になってしまうわけさ。やっ

ぱり取組強化すべきだと思いますので、少しその辺

 について考えをお願いします。

○前門尚美農林水産部長　委員がおっしゃったよう

に、イマイユ市場ですね、１年過ぎて、今が大事な

 時期だと思っています。

　また、イマイユ市場は中核的な役割を担っている

ことから、県民のみならず、国民に対して安全・安

心な沖縄の豊かな海の恵みを安定的に供給する流通

拠点となっておりますので、プロモーション支援事

業等も通して、小売業者、また消費者にＰＲしたり

とか、また、衛生的な水産物の取扱いについて、生

産者とか量販店にもＰＲしながら、知名度向上とか

水揚げ量の増大に関係者と一緒に取り組んでまいり

 たいと考えています。

○大城憲幸委員　ちょっと取組の強化をぜひお願い

 をします。

 　製糖工場、234ページ。

　今日は含蜜糖の議論にしたいと思います。国の協

力も得て、黒糖の在庫に対しては関係者みんなで頑

張っていると思います。その辺の状況と、今回でも

24億円ですか、含蜜糖工場の支援はしているわけで

すけれども、なかなか現場からは非常に経営が厳し

いという声が聞こえてきますけれども、その辺の、

 この２つの状況をまず説明願えますか。

○金城吉治糖業農産課長　まず、在庫の状況につき

ましては、在庫が問題になっていた時点、令和３年

12月で工場段階の保管量が約5090トンありましたが、

先ほど委員からありました国の事業を活用しまして、

一定程度在庫を吐き出した状況になっています。こ

れにつきまして、令和５年11月末時点の工場段階の

保管量につきましては、852トンというふうになって

 おります。
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　各社の経営が厳しいということですけれども、含

蜜糖製造事業者からの聞き取りによりますと、近年

の黒糖の販売単価が下降傾向にあることに加えまし

て、季節工等の労務費及び輸送費、保管料等の販売

経費が上昇傾向で推移していることから、製糖事業

者によりましては、経営収支が厳しい状況にあると

 いうふうに聞いております。

　そのため、県としまして、含蜜糖地域のサトウキ

ビ生産者や、含蜜糖製造事業者の経営安定を図るた

め、引き続き含蜜糖振興対策事業予算の所要額の確

保に努めてまいりたいというふうに考えております。 

○大城憲幸委員　現場からはもう、分蜜糖みたいな

感じで買取り制度とか、新たな制度にしないと、今

後ますます厳しくなるというような声も聞こえてい

るんだけれども、その辺の現場の声は皆さんどう把

握をして、今後、国との話とか、県の方針というの

 は今議論しているの。その辺、再度お願いします。

○金城吉治糖業農産課長　分蜜糖と同様な支援とい

うことは、黒糖の販売単価と粗糖の販売単価が大き

く違いまして、今まで積算してきたところ、同じよ

うな支援についてはなかなか厳しいものがあるとい

 うふうに考えております。

　ただ一方、先ほどからある経営が厳しいという状

況は認識しておりますので、分蜜糖の制度も研究し

ながら、今後、製糖事業者とも意見交換も行いなが

ら、支援の在り方について検討してまいりたいとい

 うふうに考えております。

○大城憲幸委員　分蜜糖の場合は、もう工場は一括

交付金で全部建て替えしましたので、老朽化問題は

ないんですけれども、ただ、今の仕組みではなかな

か限界だよという声が聞こえますので、ここは検討

も大事ですけれども、ちょっと具体的に動かないと

いけない時期なのかなというふうに感じていますか

 らお願いします。

　それからもう時間がなくなりましたので、ゆがふ

製糖の件はこの場ではもう議論しませんけれども、

先ほど仲村委員から指摘があったとおりだと思いま

す。私はもうこの数か月が勝負だと思っていて、

4000、5000近くの農家、この沖縄本島のサトウキビ

をどうするかという勝負がこの数か月だと思ってい

ますから、ぜひまた２月議会ではしっかり議論した

いと思いますので、その間にしっかり答弁できるよ

 うな取組をお願いして終わります。

○大浜一郎委員長　大城憲幸委員の質問を終わりま

 した。

 　金城勉委員。

○金城勉委員　通告、大体重なってきましたので、

私、モズク大使として、モズクの質問に絞っていた

 します。現在のモズクの生産状況はどうですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　沖縄県もずく養殖業振興協議会によると、令和４年

度モズクの生産量は約１万6339トンとなっておりま

 す。

　農林水産統計によると、近年の生産状況として、

平成30年から令和３年までの生産量は１万6402トン

から２万4223トン、産出額は34億2700万円から49億

6600万円の間で推移しております。近年の生産状況

としましては、令和元年には養殖開始時期に高水温

が続いたこと、また、令和４年には、軽石の影響に

よる養殖開始時期の遅れのほか、長雨や日照不足、

台風来襲など、漁場環境などの影響により、不作の

年も発生しておりますが、２万トン以上の生産量と

なる年も増え、供給量は高まってきていると考えて

 おります。

○金城勉委員　１万6000トンから２万4000トンの推

移ということなんですけども、自然環境の中で影響

を受けながらの生産体制になっているんですけど、

高水温にも耐えられるような、そういう品種改良と

いうものも皆さん目指しているんですけども、その

 進捗状況はどうですか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　お答えします。 

　水産海洋技術センターのほうでは、県内の既存の

養殖株、４株の水温特性を明らかにしておるところ

です。また、天然の海域や、養殖産地から採取した

株から高水温耐性を有すると予想される候補株を新

たに１株選抜しまして、高水温耐性遺伝子を特定す

るため、大学への委託により、候補株のゲノム解析

 にも着手しているところです。

　令和５年度には、その候補株を用いまして、県内

漁協への委託により、養殖試験を実施しており、高

水温時における生産性や品質の検証を行っていると

 ころです。

 　以上です。

○金城勉委員　これは、実用化のめどというのは、

 見通しはいかがですか。

○山口悟農林水産総務課研究企画監　現段階では漁

協での養殖試験をやっていますので、この養殖の結

果、漁協さんから意見を聞きまして、今後の展開は

 相談しながらかなと考えています。

○金城勉委員　ぜひそういうね、今、温暖化の問題

もありますし、高水温の耐性のある株の開発という

のは求められておりますので、ぜひよろしくお願い
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いたします。県の水産課の目標は３万トンですよね。

そういう意味では、まだ半分からちょっとぐらいの

状況ですから、そういう意味では、品質改良という

ものは早めに求められるところだと思いますので、

 そういうところもぜひお願いをしたいと思います。

　需要もね、皆さんの努力のおかげだと思いますけ

れども、かなり高まってきているんですけど、この

 生産者価格、販売価格は今どういう推移ですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　モズクの令和元年度の単価としましては226円、令

和２年度で205円、令和３年度で153円、令和４年度

で120円、令和５年度で110円という単価で推移して

 おります。

○金城勉委員　これはちょっと意外だな。 

　令和元年が226円まで行ったのが、ぐっと下がり続

けて110円まで今下がっているというのは、どういう

 原因がありますか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　コロナ禍における消費の低迷とか、令和２年度に

はかなりの豊作がありまして、その影響を受けまし

て、モズクの在庫が急増しまして、漁協や加工業者

の冷凍庫が満杯となりまして、空きがないような状

況になっておりました。そのために、生産者におけ

るモズクの単価が下がってしまったというような経

 緯があります。

○金城勉委員　コロナの経済状況、コロナの影響を

受けて、こういう形での、だぶついてしまって、単

 価も落ちているということですか。

　せっかくかなりの努力をして、県外出荷、あるい

はまた海外出荷等も増えてきて、いい形で流れがで

きてきたんだけれども、コロナの影響を受けてこう

いう形になっているんですけど、ぜひまたもう一度

盛り返していただいて、需要はもうあるわけですか

ら、県外、国外ともにね。むしろ品薄になって、生

産者がもっと頑張ってくれという激励をされるぐら

 いの環境をつくってほしいと思いますね。

　それで、あとはもう一つ。最近もモズクの生産者

が漁の最中に事故に遭って亡くなるという悲しいこ

とがありました。以前にもそういうケースがあった

んですけれども、安全操業という意味では――どう

しても面をかぶって船から空気を送ってもらって、

水中での仕事ということになるんですけれども、こ

の安全対策については何か改良、改善すべき点はど

 うですかね。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　過去には、海面付近でのモズク養殖の手法として、

浮き流し養殖というのがあるんですが、その開発に

も取り組んだことがありますが、施設コストであり

ましたり、生産性に課題がありまして、実用化には

 至らなかった経緯があります。

　今後の技術開発については、海上作業の安全性も

視野に入れながら、モズク養殖の持続的な発展に資

するような新たな技術開発については努めてまいり

 たいと考えております。

○金城勉委員　これは、その安全対策という意味で

は、潜って仕事をするという性質なだけにね、どう

いう方法があるのか、素人には分からないんですけ

れども、そういうところは研究したり、あるいはま

た、現場の皆さんとの協議をしたりということは、

 過去にあるんですか。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　今答弁させていただいた内容で、普及指導員が中

心となりまして、漁協と連携しながら、浮き流し養

殖ということで、潜らずに海面で養殖した網を船上

に引き揚げて、海苔の摘み取り機にかけた形でモズ

クを収穫するというやり方を試みたんですが、やは

り施設コストの問題だったり、生産性の課題があっ

て、実用化には至らなかったという経緯はあります。 

○金城勉委員　そういう話じゃなくて、安全面の操

業の在り方、あるいはまた技術的な問題、潜って作

業する、これは今、課長がおっしゃる水面での流し

養殖というのは、どうしても面積が限られてくるし

ね、わずかなところしかそういう環境にありません

ので、どうしてもある程度の水深のあるところで養

 殖をしなきゃいけないんですよ。

　だから、そういうところでは安全性の確保という

ものが非常に重要になってくるんだよね。その辺の

技術的な開発ということが求められていると思うん

 ですけど、そこをどうかと。

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　過去の例としましては、潜水器漁業において、コ

ンプレッサーの整備不良とかによって、潜水してい

る生産者が急性一酸化炭素中毒によって、その後に

 溺れてしまったというような事故もありました。

　県としましても、新たな技術開発というのは非常

に厳しいところがあるんですが、漁業団体とも連携

しながら、モズク養殖の生産開始時期前とかには、

生産者に対してコンプレッサーの定期的な保守点検

を促すなど、安全対策に努めてまいりたいと考えて

 おります。

○金城勉委員　この件、非常に重要なポイント、人

 命に関わることですからね。
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　だから、これまでそんなに議論がなされていない

というような状況のようですから、だからそういう

ところも皆さん目を向けていただいて、ぜひ関係者

の皆さんといろいろ協議をしながら、新しい技術開

発ができないものかどうか、安全を高めていくよう

な方法を探っていただきたいと思いますので、よろ

 しくお願いします。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　休憩いたします。 

 　　　午前11時57分休憩

 　　　午後１時20分再開

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

 　午前に引き続き、質疑を行います。

 　新垣新委員。

○新垣新委員　ページ数229ページ、鳥獣被害防止総

 合対策事業。

　この件について、毎年イノシシに対する被害、カ

ラスに対する被害、どういうふうに改善に向かった

 のか、お聞かせ願いたいと思います。令和４年度。

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

　鳥獣被害につきましては、平成30年以降、県全体

 では減少の傾向にございます。

　一方で、地域別で見ますと、例えば、八重山地域

ではイノシシによるパインの被害などが増加してい

るというようなことで、引き続き被害対策に取り組

 む必要があるというところでございます。

○新垣新委員　タイワンシロガシラ、ここ10年物す

ごい農家の被害があったんですけど、ここ最近、南

部においてカラスがたくさん増えたおかげでいなく

なって、逆にカラスの被害が南部では増えていると

いう農家の悲鳴があるんですけど、この対策という

のは、何らかの防止を図る観点から何かないですか。 

○能登拓営農支援課長　委員御指摘のとおり、シロ

 ガシラについては、近年かなり減少しております。

　カラスにつきましても、全体としては減少傾向に

あるところではございますが、一部地域については、

今御指摘のように、南部で若干増えたりとかいうよ

うなところがあるかと思います。南部についてはま

だ、カラスの取組が若干遅れているようなところも

ございますので、引き続き市町村と情報共有を図り

ながら、しっかり対策に努めてまいりたいと考えて

 おります。

○新垣新委員　何かの番組でちょっと見てびっくり

したんですけど、何か超音波で、鳥がいなくなると。

そういう対策等というのは沖縄県でもできないのか

 どうか。

○能登拓営農支援課長　今、委員から御紹介のあり

ました、音波なり超音波なりによる忌避効果などを

狙った機材があるといったことについては承知をし

てございます。基本的には、市町村の協議会におい

てどのような対策を取られるか、検討がなされた上

で、予算の要望なりが上がってくるということでご

ざいますので、そういった情報につきましても、市

町村としっかり情報共有を図りながら、有効な手だ

 てを図っていきたいと考えております。

○新垣新委員　分かりました。ぜひ頑張ってくださ

 い。

　ページ数226ページ。沖合操業の安全確保支援事業

に関して、先ほどるる執行率の問題を説明いただき

ました。この問題において、軽石の問題が、非常に

お互いが支え合いで助かってきていると思うんです

けど、今、この軽石の問題は、もう完全になくなっ

 たと現状は理解していいですか。

○仲地克洋漁港漁場課長　沖縄県の県・市町村の管

理する漁港関係においては、軽石の漂着状況につい

て、今のところ、この漂着によって漁業活動の影響

が出るということはないといった情報を得ておりま

 す。

○新垣新委員　このページ数226の事業の目的・内容

の②、このエンジントラブルを防ぐ混入防止機器整

備費用、先ほどの説明では２分の１という情報だっ

 たんですけど、間違いないでしょうか。

○平安名盛正水産課長　間違いないです。 

○新垣新委員　これ、今後の課題もあると思うんで

すけど、どこかで地震があったらまた軽石が流れて

くることがあるんですけど、なるべくこの高率補助

が取れる体制とか、今後、何らかの形で検討してい

くべきではないかと思うんですけど、いかがですか。 

○平安名盛正水産課長　お答えします。 

　先ほど、漁港漁場課長のほうからも答弁ありまし

たが、現在のところ、漁業被害ということは、私の

 ほうもないという認識であります。

　まず、軽石が発生した状況において、漁業に被害

が出るという可能性が出てきた時点で、また改めて

 県としては対応していきたいと考えております。

○新垣新委員　了解いたしました。 

　ページ数221ページ。水産生産基盤整備事業。 

　この問題において、まず悪天候のときに、６地区

の漁港に、災害に遭わないようにとか、休憩ができ

るようにとか、そういう避難場所みたいな形になっ

ていると思うんですけど、この実績はどうなってい

 ますか。伺います。
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○仲地克洋漁港漁場課長　お答えします。 

　令和４年度の水産生産基盤整備事業は、予算現額

で23億7819万4000円と、６地区で、荒天時の漁船の

泊地係留や、悪天候上の漁業就労環境の改善等を図

るため、事業を実施しております。事業については、

予算を地元と調整しながら、必要な予算を確保しな

 がら進めております。

○新垣新委員　分かりました。 

　この問題において、一応評価を高くしていますの

で、ぜひ、これ永久的に予算をつけていただきたい

 ということを強くお願いを申し上げます。

 　続きまして、222ページ、水産流通基盤整備事業。

　この事業において、改めて水産業を支える社会基

盤である漁港の生産・流通機能の強化は急務であり、

引き続き計画性が必要である。この状況において、

なぜ60％だったんですか。やるべき課題がたくさん

 あると思うんですけど、伺います。

○仲地克洋漁港漁場課長　お答えします。 

　令和４年度の水産流通基盤整備事業は、予算現額

で11億9055万円、支出済額で７億1733万円となって

おり、執行額は、委員のおっしゃったように60.3％

 となっております。

　対前年度比で3.2％低下しておりますが、執行率の

低下の主な要因としては、４億5000万円余りの繰越

しとなっております。繰越しの主な要因としまして

は、令和４年度の国の補正予算関連として、１億円

計上した予算の繰越し、または、糸満漁港等におけ

る工事において、船舶との調整に不測の日数を要し

たことによる地元との調整等においての予算の繰越

 しとなっております。

○新垣新委員　繰越しも分かりました。 

　改めて、基盤整備ですから関連しますけど、県内

各地の違法放置艇、令和４年はどのくらい撤去でき

 たのか、伺います。

○仲地克洋漁港漁場課長　お答えします。 

　令和４年度の放置艇の状況ですけれども、令和５年

度に放置艇の実態調査を行っております。その調査

の中で、県管理漁港27漁港で535隻の放置艇を確認し

ております。前年度に比べると、６隻増加しており

 ます。

　この現状に対しまして、県としましては、既存の

放置艇の処理を進めるとともに、新規に発生した放

置艇については、放置した者を速やかに調査し、移

動撤去等を求める勧告書及び警告書の貼付等を行っ

 ております。

　コロナもある程度落ち着いておりまして、各出先

機関を集めた放置艇の会議等も開催しておりますの

で、放置艇の対策に向けた、お互いの共有を図りな

がら、また、各出先機関、北部、中部、南部、宮古、

八重山を含めて、放置艇に対する意識向上を図って

 いきたいと考えております。

○新垣新委員　ぜひ、この問題において、法的な手

続を早く進めて、この535違法放置艇が処理ができる

ように、ぜひ頑張っていただきたいということを強

 く期待をしています。

　この高度衛生管理型荷さばき、イマイユ市場の整

備の問題で、ページ数220と219関連して申し上げま

すけれど、大型の台風が来た場合や、停電した場合、

また、電柱が倒壊した場合など、前々から訴えてい

るんですけど、あの周辺は電線を地中化にすべきで

はないかと思っているんですけど、もう予算が今９割

つくようになっているんですね、今年から。それを

活用すべきでないかと改めて提案したいんですが、

 いかがですか。

○仲地克洋漁港漁業課長　ただいま委員のほうから

おっしゃっていただいた電線地中化につきましては、

例えば糸満漁港のイマイユのほうの地中化で、私ど

ものほうでも昨年度検討させていただいております。

その中で、距離的には200メートル程度の距離ではあ

るんですけども、金額の見積り等を取った際に、数

億程度の予算がかかるというところで、ちょっと金

額が高いというところがありまして、それをどのよ

うな形で事業に持っていくかというのを、今、関係

者も含めながら調整させていただいているところで

 す。

○新垣新委員　高級魚がここの荷さばきで冷凍保存

されているんですね。損失というのは大きいんです

よ。ですから、私が指摘しているのは、早めに。せっ

かく今年から９割になっていますから、たしか当時

は３分の２だったと思うんですけど、９割に上がっ

ていますので、ぜひこれ優先順位を高めていただき

たいんですけど、部長どうでしょうか。損失ですよ、

 これ。

○前門尚美農林水産部長　先ほど仲地課長のほうか

らもありましたように、関係機関と調整して、また

 検討してまいりたいと思います。

○新垣新委員　続きまして218ページ。家畜伝染病予

防、この時期にたしか金武町で鳥インフルエンザが

 出ました。県の対応に高く評価をいたします。

　今後はどういうふうに再発防止をしていますか、

 伺います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 
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　令和４年12月16日に県内で初めて発生した高病原

性鳥インフルエンザに対し、県は直ちに特定家畜伝

染病防疫対策本部を立ち上げ、建設業協会、防疫協

定団体等の協力を得て、迅速な防疫措置を行いまし

た。その結果、同年12月21日に防疫措置が完了し、

令和５年１月12日には移動制限を解除することがで

きました。また、防疫対策を強化するため、２月７日

に、県と養鶏団体とで意見交換を行い、今回の対応

 等について改めて確認を行ったところです。

　県としましては、養鶏関係団体等を対象に、高病

原性鳥インフルエンザ緊急防疫対策会議の開催や、

養鶏農家への異常家禽の早期発見、早期通報の徹底

を指導するなど、特定家畜伝染病の侵入防止に向け、

引き続き関係機関と連携による危機管理体制の強化

 に取り組んでまいります。

○新垣新委員　ぜひ頑張ってください、危機感を持っ

 て。

　続きまして215ページ。畜産担い手育成総合整備事

業。その中で、ちょっと要点だけ申し上げます。こ

のふん尿の堆肥化において、広域でこれ堆肥センター

造ってほしいんですけど、本音を言うと。そういう

形で、南部、中部、北部とか、沖縄県内の堆肥セン

 ターはどうなっていますか、伺います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　堆肥センターについては今、本島内では個人個人

の事業者とか、そういうのがメインとなっています。 

　先般、堆肥センター協議会で話合いを持ちながら、

広域的な堆肥センターが必要なのか、必要ならどの

規模で、どの畜種のどのふんを使うのかとか、そう

いうのを意見交換しながら、広域的なものが必要な

 のかどうかを今検討している最中でございます。

○新垣新委員　非常に、これ広域でやって今、農家

が化学肥料とか肥料等々が高騰している中で、やは

りこれ、このふん尿がうまく、豚、鶏、牛をきれい

に混ぜて、微生物を入れて、それは新たな農家に、

経営がよくなるように還元していく。そういう形で

農家は非常に期待しているんですよ。その辺に関し

て、農業団体ともこの協議会やっているんですが、

早く結論を出してほしいんですけど、その方向性は

 いつ頃結論が出ますか、伺います。

○金城靖畜産課長　お答えします。 

　広域的になると、どの地域に堆肥舎を造るのかと

か、そういうのがまた必要になってきますので、関

係市町村との連携も必要となってきますので、なる

 べく早く対応したいと思っております。

○新垣新委員　ぜひ、早い決断をお願いをいたしま

 す。期待しています。

　続きまして203ページ。農林水産物条件不利性解消

 事業について。

　令和４年から、国からコールドチェーンとか指導

・助言を受けて、現場の戸惑いがあるんですけど、

今に至ってどういう戸惑い、現場の戸惑い、解消さ

れているのか、していないのか。もう現場は不満が

 多いです。どうですか、伺います。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

　令和５年度の事業執行については、生産者団体を

はじめ、補助事業者、北部離島市町村の御理解と御

 協力により、おおむね順調に推移をしております。

　モーダルシフトの促進と持続可能な物流ネット

ワークの構築に向けた事業者及び離島市町村の取組

状況としましては、幹線コールドチェーン実証事業

を実施しています。これを沖縄県花卉園芸農業協同

組合において、これまで顧客の指定先まで届けてい

た荷物を、花卉農協が指定するストックポイントま

で引取りに来てもらう物流モデルの構築の取組を支

 援しております。

　もう一つ、離島コールドチェーン実証事業では、

宮古島市において、宮古島漁協と連携して、これま

で廃棄されていたモズクを漏れなく県内外に出荷す

るコールドチェーンの仕組み等に関する実証事業、

それから石垣市においても、八重山漁協と連携し、

八重山ブランドであるマグロとモズクのさらなる県

内外での消費拡大に向けたコールドチェーンの仕組

 み等に関する実証事業を展開しております。

○新垣新委員　花卉、飛行機から船で持っていって

くださいとか、花卉農家からもちょっと不満の声を

聞いたんですけれど、商品が駄目になっていたと、

本土に送ったとき。そういう状況等も苦情は上がっ

 ていると思うんですけど、いかがですか。

○本永哲流通・加工推進課長　まず、意見交換等も

させていただいているんですけども、そういったお

話は伺ってはおらず、花卉については特に船舶比率

は割と高くて、おおむね順調に進んでいるという認

 識です。

○新垣新委員　伺います。私が聞いている農家の方

々たちは、船よりも飛行機に、元に戻してくれとい

うのが多いんですよ。だから、商品もいい商品でい

けないよと。コールドチェーン、コールドチェーンっ

て、非常に国からこういった形でやらされてきてい

るというのに、戸惑いがいまだにあるというのが現

 状だと思うんですけど、いかがですか。

○本永哲流通・加工推進課長　まず、旧事業につい
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て御説明をさせていただきます。平成24年から令和

３年度までやっていた旧事業については、県外出荷

の量的拡大と県産農林水産物の認知度向上が目的で

 した。

　令和４年度からは、全国の産地と同じように、補

助事業者において販売単価に見合う輸送方法を合理

的に選択する。それから、物流事業者が全国の流通

事業者と連携し、自立的かつ持続可能な物流ネット

ワークを構築する。農林水産業の稼ぐ力の向上の推

進ということで、目的が違うというのがまず一つあ

ります。販売単価に見合った合理的な輸送方法の選

択は、全国の産地と同じように、それぞれの地域の

生産、流通事情に応じて、事業者自らが自律的な経

営判断をして、モーダルシフトの促進を実現してい

 くための実践的な取組と理解しております。

 　以上です。

○新垣新委員　ちょっと分かりにくいんだけど、各

離島から、石垣からも宮古からも不満があるって、

よく県議会にも陳情が来たり、県にも要請に来てい

るんですよ。全然、今かみ合ってないんだけど、ど

うなんですか。北部もですよ、これ、北部も不満が

 あるんですよ。

○本永哲流通・加工推進課長　まず、６月の参考人

招致等における陳情においては、令和３年度まで、

旧事業と同じような補助単価の考え方、航空と船舶

に分けた補助単価の枠組みの見直しを求められたと

 いうのは理解しております。

　県としましては、今後も引き続き生産者団体等の

組合員など、補助事業者に対して新たな事業への理

解を得るための意見交換を図るとともに、全国の産

地と同じように、国が進める2024年問題の解決策と

して、総合物流施策大綱の趣旨、目的を反映した現

行事業の円滑な推進をしてまいりたいと考えていま

 す。

　陳情の後に２回ほど意見交換もさせていただきま

した。７月14日にはＪＡ沖縄、それから花卉農協の

方とも意見交換をさせていただきましたし、９月21日

には園芸事業意見交換会の中でも、生産者の方とも

意見交換をさせていただきました。その中では、そ

ういうお声もありますが、航空単価に戻してくれと

いうのもありますけども、先ほど申し上げたように、

事業の目的がそもそも違うと。できるだけ持続可能

な稼ぐ力の向上に向けて今事業をやっているので、

できるだけ船舶を使っていただくという事業かなと

 思っております。

○新垣新委員　この事業者というのは、沖縄県内の

いろんな地域によって違いますよ。非常にこれがあ

るから農家の方々も利益になっている、経営がよく

なっている、海人の方々もですね。やはり船より飛

行機のほうが新鮮、安心という形でね、以前何かト

ラブルもあったと僕は報告を聞いているんだけど、

県に上げているのか、いないのか分からないんだけ

ど、どうにか県としても関係者ともう一度向き合っ

て、もう一度船から飛行機に変えるという、輸送に

変える話どうですか。もう一度頑張ってみませんか。

 いかがですか。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

　船舶輸送については、航空輸送と比較して日数が

かかる、これはもちろんそうです。ただし、最近は

技術も向上していますので、計画的な販売と輸送に

よる安定的な収益確保とコストの低減化が期待でき

るというメリットもあると考えています。先ほど言っ

た、花卉だけではないですけども、旧事業において

も、もともと船舶費率は56％だったところが、令和

３年度までには66％までにはなっているんです。な

ので、船舶比率を上げるという方向で事業を進めて

 いきたいと考えています。

○新垣新委員　なぜ私、こんなにこだわるか。この

コールドチェーンという、冷やして持っていくとい

うのは、鮮度を100％守れるんですか、おいしさを。

 どうですか。

○本永哲流通・加工推進課長　お答えします。 

　平成29年度から令和３年度まで、県ではＪＡ沖縄、

それから沖縄協同青果など出荷団体、物流事業者な

どの関係者の協力によって、鮮度保持技術を活用し

た農産物の船舶輸送について、実証実験を行ってお

ります。おおむね対応可能というのが結論となって

 おります。

○新垣新委員　きちんとしたエビデンスを示してく

 ださい。根拠。

○大浜一郎委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、新垣委員から瞬間冷凍等の高度

冷凍施設がコールドチェーンの仕組みにあ

 るのかとの補足説明があった。)

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

　本永哲流通・加工推進課長。 

○本永哲流通・加工推進課長　まず、休憩中でした

けど、御質問のありました瞬間冷凍とかというので

はなくて、普通の予冷をさせていただいて、船舶で

運んでいる。県外の野菜については、それで運んで

きて、県内の量販店で十分販売されているので、ま

 ずそこが１点あります。



－338－

　先ほど申し上げた実証事業の中では、対象品目、

野菜、花卉、果実、それぞれ申し上げたとおり、船

舶でも、その品質については特段は問題ないという

 ふうに認識しております。

○新垣新委員　最後にびっくりしました。今、課長

の話を聞いて。今の発言を聞くと現場とかけ離れて

います。もう一度ＪＡとか、現場の農家と、県はもっ

 と向き合って寄り添ってほしいです。

　部長、もう一回改めて聞きますよ。全然隔たりが

 ありますよ、今の答弁を聞くと。どうですか。

○前門尚美農林水産部長　鮮度保持技術を活用した

農産物の船舶輸送についての実証実験は以前行った

ところ、おおむね対応可能であるという結論を得て

はいるんですけれども、現在、生産者団体とか、ま

た出荷団体等との意見交換をさせていただきながら、

そういった、例えば、現在影響はないということで

はあるんですけれども、例えばしおれがあるとか、

そういう事例があるのかどうかも含めて、引き続き

意見交換をしていけたらなと思っています。農家で

水揚げして、真空予冷をかけて、そのまま予冷で船

舶輸送という流れではあるんですけれども、市場に

ついてしおれがどういったものなのかも含めて、引

き続き検討、意見交換をしてまいりたいと思ってお

 ります。

 　以上でございます。

○新垣新委員　頑張ってください。期待しています。 

 　以上です。

○大浜一郎委員長　続きまして、西銘啓史郎委員。 

○西銘啓史郎委員　よろしくお願いします。 

　まず最初に、令和４年度のＣ経費、Ｄ経費の予算

額及び決算額をお尋ねします。億円単位で結構です

 ので。

○比嘉淳農林水産総務課長　それでは、農林水産部

の令和４年度のＣ経費の予算現額が91億円、決算額

 が57億円。

　Ｄ１については、予算現額89億円、支出済額が77億

円。Ｄ２の予算額が136億円、支出済額が93億円にな

 ります。

○西銘啓史郎委員　簡単にＣ経費、Ｄ経費の概要だ

け説明してもらっていいですか。Ｃ経費とは何か、

 Ｄ１、Ｄ２とは何か。簡単にでいいです。

○比嘉淳農林水産総務課長　Ｃ経費については投資

的経費、Ｄ経費については投資的経費のうちの一括

 交付金というふうになっております。

○西銘啓史郎委員　Ｄ１がソフトで、Ｄ２がハード

 という理解でいいですか。

○比嘉淳農林水産総務課長　おっしゃるとおりです。 

○西銘啓史郎委員　分かりました。 

　次、農林水産部の総事業数についてお伺いします。 

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

　令和４年度農林水産部一般会計において実施した

事業は、年度途中の補正予算として計上した事業も

 含めて368事業となっております。

○西銘啓史郎委員　なぜこれを聞くかというと、予

算全体を見ると人件費もいろいろ入っているもので

すから、そういった政策的経費、Ｃ、Ｄ経費の中で、

Ｃ経費が幾らぐらい、それから交付金に幾らぐらい、

ソフト、ハードにどれぐらい予算を使っているのか

 を確認したくて、お聞きしました。

　それから今、総事業が368ある中で、主要施策には

36事業が掲載されています。残り330近くは主要施策

に入れないにしても、重要な施策の一つだと私は理

解をしております。その中で、先ほど来出ています

けれども、予算の執行率、令和４年度、もちろん繰

越額も多いんですけども、県全体の部局で見ても、

執行が７割というのは土木建築部と農林水産部だけ

なんですよね。それ以外はほとんど８割以上、一番

高かったのは総務で98とかありますけども、その理

由は確かに幾つかあると思うんですけども、私が

ちょっと気になるのが、先ほどの総事業数368。商工

労働部は187事業と言っていました。ですから、事業

数と人員がリンクするのかどうか分かりませんけど、

部長、人の数、先ほど大城委員からありましたけれ

ども、農水は一番最初の資料でいくと、平成元年度

の時代では1144人、もちろんいろんなセンターがで

きたりしているんですけど、その後、現在では農林

水産部では、令和元年度の定数862人、５年度で841人

というところで、適正な人員かどうかというのは、

 部長、どのように考えていますか。

○前門尚美農林水産部長　お答えいたします。 

　職員の配置につきましては、各職場の勤務環境に

配慮しつつ、効率的な運営を図るとともに、新たな

ニーズへの対応など、適切な職員配置に努めている

 ところであります。

　一方、ウクライナ情勢による燃油や生産資材の高

騰等に起因します様々な課題が生じているというこ

とでありますので、現在、一つ一つの課題に鋭意取

り組んでいるところでありますけれども、緊急的な

課題解決と新・沖縄21世紀農業振興計画の目標達成

に向けて、しっかりと議論しながら必要な職員配置

 に努めてまいりたいと思っております。

○西銘啓史郎委員　あと、農林水産部の中には12課
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 あるんですかね。

　あと、センターがあったり、研究所があったり、

中央卸売市場、おのおのの部局にぶら下がった組織

があると思うんですけど、その辺の連携というのは

今どうなっていますか。部局といろんなセンターや

研究所がいろいろありますよね。そこと農林水産部

 との業務のダブりがないか。

　要はうまくいっているという理解でよろしいで

 しょうか。一個一個の組織人員は問いませんけど。

○前門尚美農林水産部長　例えば出先長会議という

ことで、年度初めに一度集まりまして、課題の共有、

 また進捗、方針等の確認をしております。

　また、農業分野で言いますと研究と普及、そして

また行政ということで、それぞれの協議会等で課題

の共有をしておりまして、試験研究で研究された課

題は普及に実施するとか、その成果をまた行政の施

策に反映するという流れでやっているところです。

 センター長会議とかも定期的にやっております。

○西銘啓史郎委員　関連する組織も多いようですの

で、先ほどの人員の話じゃないですけれども、事業

数と人員がリンクするかどうかは別としても、職員

の負担になっていないかというのが非常に気になる

ところで、特に執行率が悪いのもいろんな理由があ

ると思いますけれども、そこら辺はぜひ農林水産部

として見直しも含めて検討いただければと思うんで

 すが、何かあればどうぞ。

○前門尚美農林水産部長　農林水産部の定数は、沖

縄県定員数の管理基準方針に基づいて定められてい

るんですけれども、農林水産部としては、事務事業

の必要性をしっかり検証しまして、政策的な重要度

などを勘案して、業務が適正に執行できるよう、関

係部局に対して適切に要望を行ってまいりたいと思

 います。

○西銘啓史郎委員　では、主要施策についていきた

 いと思います。

　192ページ、新規就農者の育成・確保対策で継続事

業ですけども、まずおのおのの事業を見やすくは書

いているんですけども、事業の実績のところで、例

えば１番の新規就農者支援事業１億6100万円のもの

で、（１）、（２）、（３）とありますけど、できれば分

けられるのであれば分けてほしいんですけど、今、

特に数字は問いませんが、見せ方としてこういう御

 協力をお願いしたい。

　私たちが、例えば１億6000万のうち、どの事業に

幾ら使われて、どれが執行が低いのかというのが見

られるように、この１、２、３の額をできれば書い

 てほしいと思います。

　その中で、ちょっと確認したいんですけども、幾

つかいろんな質問が出ましたので、効果のところで、

10年間の新規就農者が3000人を上回る3026人とあり

ました。この次の10年間の目標の新規就農者の数と

 いうのがあれば教えてください。

○能登拓営農支援課長　お答えいたします。 

　新規就農者の確保の目標につきましては、新たな

振興計画の中においても、10年間で3000名というふ

 うに設定をしているところでございます。

○西銘啓史郎委員　ということは、この10年間と次

の10年間も、3000名を目標にしているという理解で

 よろしいですか。

○能登拓営農支援課長　はい、そのとおりでござい

 ます。

○西銘啓史郎委員　課題のところに、就農定着及び

経営安定に向けてとありますけども、この前確認し

て、数字出たかどうか忘れましたけど、新規就農者

の数はいいけど、５年、10年も継続して就農してい

 る方の数というのは把握できていますか。

○能登拓営農支援課長　まず、新規就農者の数につ

きましては市町村と連携をしまして、毎年ですね、

新たに就農した方の数の調査を行っているんですが、

全員を対象に継続して追跡調査を実施するというの

は、なかなか困難な状況にありまして、現在その全

体の数値につきましては把握できていない状況でご

 ざいます。

　一方で、平成24年度以降、この新規就農対策とし

て、就農準備資金や経営開始資金、それから施設機

械の導入に対する補助などの制度がかなり充実をし

てきてございます。これらの施策の効果をしっかり

検証する必要があるという観点から、これらの補助

事業の支援を受けた方につきましては、その後の就

農状況を継続して調査を行ってございます。先ほど

申しました経営開始資金ですとか、施設機械の導入

の補助を受けた方が、平成24年度以降、延べ1554名

いらっしゃいまして、令和５年12月現在、営農を継

続している方が1509名、定着率は97.1％というふう

 に把握をしているところでございます。

○西銘啓史郎委員　最後に、193ページの３番の農業

次世代人材投資事業の（１）準備型、（２）経営開始

型とありますが、おのおのの予算額と決算額が分か

 れば教えてください。

○能登拓営農支援課長　農業次世代人材投資事業の

準備型につきましては、当初予算額が1200万円、最

終予算額で900万円、決算額900万円となっておりま
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 す。

　それから経営開始型につきましては、当初予算額、

約３億9000万円、最終予算額が３億3000万円、決算

 額が３億2000万円となってございます。

○西銘啓史郎委員　最後に、今こういった数字も、

１と２のバランス、1200万、３億9000万というのは

僕ら分からないですよね、これ聞かない限り。先ほ

どお願いしたように、できたら（１）、（２）に分け

 てもらうと質問も出なくなります。

　それから、もう一つやはり、常に思うのは、何度

かこの主要施策については提言をして、財政課にフ

ォーマットを変えてもらいましたけれども、ぜひお

願いしたいのは今言ったところとか、いろんな事業

 の明細を質問が出ないでもいいようにしてほしい。

　この主要施策の報告書は誰宛てに出しているんで

 すか。

○比嘉淳農林水産総務課長　この報告書については、

地方自治法第233条第５項に基づいて施策を報告して

 いるということになっております。

○大浜一郎委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、西銘委員から報告書表紙に県議

会提出とあるので、県議会に対し、分かり

やすい資料としてほしいとの要望があっ

た。） 

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

 　比嘉淳農林水産総務課長。

○比嘉淳農林水産総務課長　お答えします。 

　今、委員がおっしゃったとおり、分かりやすく、

丁寧に、今後は理解しやすいような形で検討したい

 と思います。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　お願いします。 

 　以上です。

○大浜一郎委員長　以上で、農林水産部関係決算事

 項に対する質疑を終結いたします。

 　説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、説明員の入替え）

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

　次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

 ツ部関係決算事項の概要説明を求めます。

　宮城嗣吉文化観光スポーツ部長。 

○宮城嗣吉文化観光スポーツ部長　委員の皆さん、

 こんにちは。

　文化観光スポーツ部所管の令和４年度一般会計歳

 入歳出決算の概要について御説明申し上げます。

　まず初めに、令和４年度の文化観光スポーツ部の

 取組について、しばらく御説明いたします。

　本県は、令和４年度に、本土復帰50周年という大

きな節目を迎え、様々な記念事業が執り行われまし

た。文化観光スポーツにおいては、第７回世界のウ

チナーンチュ大会、美ら島おきなわ文化祭2022、沖

縄空手世界大会2022などを開催し、コロナ禍にもか

かわらず、国内外から多くの方々に参加していただ

きました。また、ＦＩＢＡバスケットボールワール

ドカップ2023の大会成功に向け、大会受入れ体制の

構築やプロモーション活動等、様々な取組を実施し

 てまいりました。

　観光分野におきましては、新型コロナウイルス感

染症の影響からの回復を図るため、おきなわ彩発見

キャンペーンをはじめとする旅行需要喚起策を実施

しました。また、令和４年10月以降の水際対策の緩

和により、国際航空路線やクルーズ船の運航が順次

再開され、令和４年度の入域観光客数は677万4600人

と、目標値の610万人を上回り、観光収入については

試算値7013億円で、平成30年度、令和元年度に次ぐ

 過去３番目の金額となりました。

　そのほか、観光事業者に対する経営支援や、観光

人材の育成・確保に対する支援事業を実施し、今年

度においても引き続き各種支援を行っているところ

です。今後とも、観光業界や市町村と連携し、沖縄

観光の持続的な発展と質の高い沖縄観光を目指し、

世界から選ばれる持続可能な観光地の実現に向け取

 り組んでまいります。

　また、文化・スポーツ・交流分野においては、し

まくとぅばや沖縄空手などの沖縄文化の保存、継承、

創造と、さらなる発展や、ＦＩＢＡバスケットボー

ルワールドカップ2023のレガシーを活用したスポー

ツ交流の推進、国際交流や地域外交の中核を担うウ

チナーネットワークの強化についても、さらなる取

 組を進めてまいります。

　それでは、令和４年度一般会計の歳入歳出決算額

について、お手元にお配りしております令和４年度

歳入歳出決算説明資料（一般会計）により御説明申

 し上げます。

 　１ページをお開きください。

　１ページは、款ごとの歳入決算状況となっており

 ます。

　表の一番上、文化観光スポーツ部の合計欄を御覧

 ください。

　令和４年度歳入決算として、予算現額の合計Ａ欄

485億4726万2000円に対し、調定額Ｂ欄389億5331万
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5133円、収入済額Ｃ欄389億5331万5133円、同額です。

調定額Ｂ欄に対する収入済額Ｃ欄の割合は100％であ

ります。なお、不納欠損額Ｄ欄、収入未済額Ｅ欄は

 ございません。

 　次に、款ごとに御説明いたします。

　（款）使用料及び手数料の収入済額Ｃ欄を御覧く

 ださい。

　使用料及び手数料の収入済額は471万８円で、その

主な内容は、博物館・美術館における建物使用料等

 であります。

　次に、（款）国庫支出金の収入済額Ｃ欄を御覧くだ

 さい。

　国庫支出金は381億6342万9251円で、その主な内容

は、おきなわ彩発見キャンペーンの経費である観光

 庁補助金となっております。

 　２ページをお開きください。

　（款）財産収入の収入済額Ｃ欄は4041万1617円で、

その主な内容は、ＪＩＣＡセンター用地貸付料など

 であります。

　次に、（款）繰入金の収入済額は１億2672万1472円

で、その内容は、沖縄県観光振興基金からの繰入金

 となっております。

　次に、（款）諸収入の収入済額は２億4594万2785円

で、その主な内容は、美ら島おきなわ文化祭2022開

 催事業収入となっております。

　次に、（款）県債の収入済額は３億7210万円で、そ

の主な内容は、沖縄コンベンションセンター改修工

 事によるものなどであります。

 　以上が一般会計歳入決算の概要となります。

 　続きまして、３ページを御覧ください。

　３ページは、一般会計歳出決算の状況となってお

 ります。

　表の一番上、文化観光スポーツ部の合計欄を御覧

 ください。

　令和４年度歳出決算は、予算現額の合計Ａ欄593億

4224万 1000円に対し、支出済額Ｂ欄483億 3442万

1292円、執行率81.5％、翌年度繰越額Ｃ欄77億9144万

3040円、不用額Ｄ欄32億1637万6668円となっていま

 す。

　翌年度繰越額Ｃ欄の主な理由について、款ごとに

 御説明いたします。

 　翌年度繰越額Ｃ欄を御覧ください。

　（款）総務費の翌年度繰越額は312万1000円で、そ

の理由は、ウクライナ避難民に対する県の支援が広

く行き渡るよう、支援制度の周知期間や支援金申請

期間を十分に確保する必要があったためであります。 

　次に、（款）商工費の翌年度繰越額は77億6216万

6040円で、その主な理由は、令和４年度に補正予算

で計上したおきなわ彩発見キャンペーンＮＥＸＴの

経費となっており、令和５年４月以降も切れ目なく

 キャンペーンを実施するためであります。

 　次に、４ページを御覧ください。

　（款）教育費の翌年度繰越額Ｃ欄は2615万6000円

で、その理由は、県立芸大の奏楽堂舞台音響・映像

設備改修工事において、半導体不足等の影響に伴い

 工事計画を変更したためであります。

　続きまして、不用額Ｄ欄の主な内容について款ご

 とに御説明いたします。

　恐縮ですが、３ページに戻っていただき、不用額

 Ｄ欄を御覧ください。

　（款）総務費の不用額は4833万4829円で、その主

な内容は、令和４年度に受け入れたウクライナ避難

民への扶助費について、当初想定していたリハビリ

目的の避難民が来沖しなかったことによる執行残に

 よるものであります。

　次に、（款）商工費の不用額は31億450万7613円で、

その主な内容は、おきなわ彩発見キャンペーンの経

費となっており、新型コロナウイルス感染症の影響

で全国旅行支援の開始日が遅れたことにより、十分

な事業期間が確保できなかったためとなっておりま

 す。

 　次に、４ページをお開きください。

　（款）教育費の不用額Ｄ欄は、6353万4226円で、

その主な内容は、競技力維持・向上対策事業費にお

いて、国体選手などの派遣費用の航空運賃の競争入

 札を行ったことによる入札残となっております。

　以上で文化観光スポーツ部所管の一般会計の歳入

 歳出決算の概要について、説明を終わります。

 　御審査のほどよろしくお願いいたします。

○大浜一郎委員長  文化観光スポーツ部長の説明は

 終わりました。

　これより質疑を行いますが、質疑・答弁に際して

は、挙手により委員長の許可を得てから行い、重複

することがないよう、簡潔に要点をまとめ要領よく

行い、円滑な委員会運営が図られることに御協力を

 お願いを申し上げます。

　また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うようにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

 を申し上げたいと思います。

　それでは、文化観光スポーツ部関係決算事項に対
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 する質疑を行います。

 　上里善清委員。

○上里善清委員　歳出のほうから質問しましょうね。 

　翌年度繰越しが77億9000万円とかなり大きな金額

なんですけどね。理由は、主なものでいいですけど、

 どういうのがありますか。

○久保田圭観光政策課長　令和４年度から令和５年

度に繰り越した事業につきましては、全部で10事業

ございまして、77億9144万3000円ございます。その

主なものといたしましては、ＧｏＴｏおきなわキャ

ンペーン事業が52億865万2000円ございます。また、

観光事業者事業継続・経営改善サポート事業が12億

9464万9000円。また、観光事業者受入体制再構築緊

 急支援事業が11億6642万2000円となっております。

 　以上です。

○上里善清委員　去年５類に移行したんですが、こ

ういった予算というのは、ずっと使えるものなのか、

ちょっと私は分からないんですけどね、この繰越し

 た分は使えるんでしょうか。

○大城清剛観光振興課長　ＧｏＴｏトラベルの予算

ですね、全国旅行支援の予算については、令和５年

度のほうに繰り越しまして、そこで全額使っている

 という状況でございます。

○上里善清委員　使えるという理解でいいんですね。

 分かりました。

　あと、不用額についても説明できますか、32億あ

 りますが。

○久保田圭観光政策課長　令和４年度の不用額です

けども、金額につきましては今、委員がおっしゃっ

たように32億1637万7000円となっております。その

主なものといたしましては、ＧｏＴｏおきなわキャ

ンペーン事業が22億9878万9000円ございます。また、

地域観光事業支援といったもので３億5088万5000円、

観光２次交通等利便性向上体制構築事業で１億

 4986万円などとなっております。

 　以上です。

○上里善清委員　ちょっとこれも関連するんですが、

このＧｏＴｏで二十何億ありますよね。これはもう

 国にお返しするということになるんでしょうかね。

○大城清剛観光振興課長　こちらは国の予算の中で、

繰越しできるものを先ほど52億と申しましたけれど

も、繰越しをして、翌年度に使っておりますが、事

故繰越といいまして、もう繰越しできないという国

の予算がありまして、そちらのほうは不用というこ

 とでお返しするというふうになります。

○上里善清委員　個別でちょっと聞きますけど、全

 体的に聞きたいんですけどね。

　コロナの５類移行後、観光客も大分増えていると

思うんですが、県の目標として、一時1000万人超え

た数字もありましたよね。今後どのようにこの入客

数の目標を立てているのか、その辺説明できたらお

 願いします。

○久保田圭観光政策課長　令和５年度の入域観光客

数の見込み値ということで公表している数字につき

ましては、国内客、外国客合わせまして843万人となっ

 ております。

○上里善清委員　これは今年の話ですか。 

○久保田圭観光政策課長　令和５年度の見込み値に

 なっております。

○上里善清委員　事業は全体的に文化・観光・芸術

というふうになっておりますがね、観光にもいろい

ろあると思うんだけど、これ全体に重きを置いてほ

しいんだけど、沖縄の観光としたら自然の観光が多

分主になると思うんですよね。全体的な考え方を教

えてほしいんですけど、どういうふうに力を入れて

 いくんですか。

○宮城嗣吉文化観光スポーツ部長　観光につきまし

ては、一定程度の観光客数を確保しつつ、１人当た

り消費額の向上とか、滞在日数の延伸、あるいは観

光客の満足度の向上、あるいは社会とか自然とかに

与える影響の低減――いわゆる量を一定程度求めな

がら、沖縄観光の質の向上を求める取組を進めてい

 くこととしております。

　具体的には、量というところの部分では、消費者

視点に基づいたブランド戦略、多様な市場に対応し

た効果的な誘客活動の展開を図っていくとともに、

満足度の向上等につきましては、自然、歴史、文化

などの沖縄のソフトパワーを生かしたツーリズムの

推進、ワーケーションなど、新たな観光スタイルの

普及、県内周遊着地型観光、質の高いクルーズ観光

の推進、それからサステーナブル、レスポンシブル、

ユニバーサル・ツーリズムの推進をして、人や社会、

環境などに配慮したやさしいエシカル観光の推進と

 いったものに取り組んでいくこととしています。

○上里善清委員　単発ではなくて、もう一回ウチナー

に来たいなという観光に、ぜひしていただきたい。

いろんな政策があるはずですから、みんな強化する

 べきだと思います。

　あと個別で、ウチナーグチの事業がありますけど、

最近、新聞によく載るんだけどね、この事業という

のは、本当にウチナーのアイデンティティーを守る

ためにも重要なんですよ。これは今後どのように進
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めていくのか。今の水準だったら、もう消えてしま

うという危機感を今持っていると思うんですよね、

危機感があるわけよ。どのように進めていくんです

 か。

○翁長富士男文化振興課しまくとぅば普及推進室長

　お答えします。 

　ただいま、沖縄県としましては、令和４年度まで

の第１期計画を終わりまして、その反省点も踏まえ

まして、第２期計画を令和５年度から始めていると

 ころでございます。

　今、上里委員がおっしゃったように、話者の方が

減ってきているという現状もありまして、講師養成

講座ですとか、そういった若い方々に焦点を当てた

形でこの普及継承を図っていければなということで、

 第２期計画に取り組んでいるところでございます。

○上里善清委員　話者が減っているのはもう間違い

ありませんのでね。学校で子供たちに教えるときに、

わざわざ話者を呼んでというのはもう不可能に近く

なり始めているんで、デジタルを使ったやり方もあ

ると思うんですよ。ちゃんとしたウチナーグチをデ

ジタル化できないか、この辺も検討してはどうです

 か。

○翁長富士男文化振興課しまくとぅば普及推進室長

　沖縄県としましても、しまくとぅばアーカイブ事

業ということで、ネイティブ話者の御健在なうちに、

そういった方々から正確なお言葉を残していこうと

いうことで、アーカイブ事業ということを令和４年

度から立ち上げてございます。そちらのほうで記録

として、文法ですとか、その地域ごとの言葉ですと

か、そういったところを記録した上で、今後の普及

継承につなげていけるような材料にしていければと

いうことで、今、事業を進めているところでござい

 ます。

○上里善清委員　ぜひ強化してもらいたいと思いま

 す。

　あと、空手のユネスコ登録なんですが、これは今

 の取組はどんな状況になっていますか。

○桃原直子空手振興課長　空手のユネスコ登録に向

けては、機運醸成のためのシンポジウムの開催と、

それと併せて学術連絡会を開催しまして、その中で

沖縄の空手の生活文化として、地域の伝統行事など

にどれぐらい取り込まれているかというところで、

 悉皆調査を今行っているところです。

○上里善清委員　かなり厳しい状況だと僕は思うん

 ですよね。

　最後に、世界のウチナーンチュの事業も結構ある

んですが、本会議でも、この拠点をどうするかとい

う話がありましたよね。これは今後どういうふうに

 取り組みますか。

○仲村卓之交流推進課長　お答えします。 

　県では、人的ネットワークの継承、情報発信と集

約、交流促進、それから相談窓口、歴史継承の５つ

の機能を総合的に担うウチナーネットワークコンシ

ェルジュを、ＪＩＣＡ沖縄と連携して、現在運営し

 ているところでございます。

　世界のウチナーンチュの交流拠点につきましては、

設置を要請している世界ウチナーンチュセンター設

置支援委員会と意見交換を行っているところでして、

必要な機能を精査した上で、ＪＩＣＡ沖縄と関係機

関とも連携して、既存施設の活用も含めまして、こ

のコンシェルジュの機能を拡充しつつ、その設置に

 取り組んでまいりたいと考えております。

○大浜一郎委員長　次に仲村未央委員。 

○仲村未央委員　すみません、時間が限られており

ますけれども、バス事業のことで聞きたかったんで

すけれども、昨年度の事業の実績についてお尋ねい

 たします。

○大城清剛観光振興課長　貸切りバスについては、

長引くコロナの影響により稼働率が著しく低下して

いることなどを踏まえ、沖縄県バス協会と意見交換

を行い、令和４年６月議会において、県内の学校、

企業、自治会、老人会からの依頼により、貸切りバ

スを運行する場合、１台当たり最大３万円、バスガ

イド１人当たり最大１万円を補助する貸切バス活用

支援事業の予算を計上し、利用者の負担軽減及び貸

切りバスの利用促進を図ったところであります。本

事業は、貸切りバス事業者や学校等の利用者から好

評のため、令和４年度の不用額を令和５年度に繰越

しを行うとともに、令和５年６月補正及び11月補正

 において追加の予算を確保しております。

　その他の支援としましては、令和４年度当初予算

で計上した、観光２次交通機能強化事業において、

新しい生活様式への対応として、那覇空港を発着す

る観光客が利用する路線バスにおけるコンタクトレ

ス決済端末の普及に向けた実証事業のほか、令和４年

６月議会において、コロナの影響によりレンタカー

が不足したことから、路線バスの利用等を促進する

ため、運賃を３割軽減する観光２次交通等利便性向

上体制構築事業の予算を計上し、観光客の２次交通

 の確保に努めたところであります。

 　以上でございます。

○仲村未央委員　実際の３万円の補助ですけれども、
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どれぐらい執行されて、総額、どれぐらい使い切っ

 たんですか。

○大城清剛観光振興課長　まず、令和４年度の実績

としては、予算額が２億4691万6000円に対して、交

付決定額が２億440万9000円、交付率は82.8％、実績

額は１億2605万4000円、予算額に対する実績率は

 61.7％となっております。

　本事業、令和５年度に繰越しを行ったため、不用

となった予算、１億2000万余りについては、令和５年

４月から令和５年９月までの事業で執行されており

 ます。

 　以上でございます。

○仲村未央委員　台数にしてどれぐらいですか。 

○大城清剛観光振興課長　令和４年度においては、

 支援対象バス台数は4239台になります。

○仲村未央委員　実際には、これは好評だったんで

すかね。要は県民利用、それから事業者にとって――

スキームをあれこれ見直しながらではあったと思う

んですけれども、その形というのは有効だったんで

 すか、コロナの立ち上がりとして。

○大城清剛観光振興課長　いろいろ学校関係とかが

よく使われていまして、例えば部活の移動に非常に

便利であるとか、今後も続けてほしいという要望の

ほうも、うちの課のほうに電話が何回もありました

し、実際にも多数利用していただいていますので、

 効果があったものと認識しております。

○仲村未央委員　執行額、台数ともに、かなり利用

があったとは思うんですけれども、ただ、今この貸

切りバス事業、これは路線も含めて、大体の事業者、

大きなところは両方合わせて活用しているところは

あると思うんですけれども、かなりその台数が足り

ないということ、あるいは運転手不足ということが

非常に深刻な課題になっていると思うんですけれど

も、実際にはコロナ前と、現状と、バスの保有、そ

の稼働について、どれぐらいの影響状況でしょうか。 

○大城清剛観光振興課長　沖縄総合事務局が公表し

ている運輸要覧によりますと、平成30年度の車両台

数は1155台、令和４年度の車両台数は919台となりま

 す。

○仲村未央委員　もう終わっちゃいました。ありが

 とうございました。

○大浜一郎委員長　次に玉城武光委員。 

○玉城武光委員　よろしくお願いいたします。 

　主要成果のところの295ページ、おきなわ事業者復

 活支援金。

　国の支援金を受けた県内事業者に対する県独自の

支援金ということなんですが、そこに、お聞きした

いのは、売上げが30％以上減少、それから50％以上

減少というのがあるんですが、30％以上の減少の方

が何件あって、50％以上の減少が何件あってという

 ことを教えていただきたいです。

○久保田圭観光政策課長　お答えいたします。 

　30％以上、もしくは50％以上という内訳をすみま

せん、今私の手元にはないんですけれども、まず県

で実施した支給件数の総額としましては１万5094件

となってまして、給付額につきましては19億2925万

 7000円となっております。

○玉城武光委員　これは記述されて分かりますけど

ね。では、30％以上は幾ら、50％以上は幾らという

 のを、支給額を教えてほしい。

○久保田圭観光政策課長　いずれも上限額になりま

すけれども、まず個人事業主の場合は30％以上50％

未満の場合は上限額は６万円、50％以上の場合は10万

 円が上限となっております。

　あと、法人については、売上げ規模によって若干

変わってくるんですけども、一番給付額が大きいも

のとしましては30％以上の場合は30万円で、50％以

 上の場合は50万円となっております。

○玉城武光委員　これ、県独自の支援策ということ

で、関連の事業者が復活、持ちこたえたと、そうい

う声があって、非常にいい県の施策だなと評価をい

 たします。

　次に296ページ、地域観光事業支援ですが、いろい

ろキャンペーンがあって、クーポン券とかあって、

全体として55億4000万円の事業効果があったという

ことがあるんですね。決算額で76億円で、事業効果

は55億というのはちょっと少ないんじゃないかなと

 思うんですが、どうですか。

○大城清剛観光振興課長　今おっしゃるように、決

算額は76億でございますけれども、こちらは国の予

算としてはＧｏＴｏの予算としても使えるというも

ので、こちら、県民割として、ＧｏＴｏが始まる前

のキャンペーンの予算でして、こちらで使えなかっ

たものは、またＧｏＴｏのほうの予算に回すという

ことがありますので、ＧｏＴｏで使った予算も含め

て76億というふうな決算になっているということで

 ございます。

○玉城武光委員　それで、55億4000万円の経済効果

 があったと。これ、どういう効果が出たんですか。

○大城清剛観光振興課長　事業効果の55.4億円につ

きましては、旅行割引及び地域クーポンの発行によ

り、新たな利用につながった取引額の合計でござい
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ます。旅行割引額、地域クーポン利用額、あと利用

者の自己負担額の３つの合計が55.4億円というふう

 に表現をしております。

　具体的には、旅行、宿泊に対して17.3億円の割引

を実施しております。そちらは44.3万人泊分、45.8億

円分の観光需要の創出につながっております。また、

観光施設、土産品店などで7.9億円分の地域クーポン

が利用されております。これらを合計して55.4億円

を事業効果として表現しているというものでござい

 ます。

○玉城武光委員　これは県独自の事業ですよね。 

○大城清剛観光振興課長　こちらは国から予算をい

ただいていまして、もちろん県で実施しているキャ

 ンペーン事業でございます。

○玉城武光委員　いろいろ事業効果が出たというこ

 とで、いい評価をしたいと思います。

 　次に305ページですね。

　沖縄観光ブランドというのがあって、その中にい

ろいろあって、国内ブランド戦略事業というのがあ

るんですが、これの事業の内容をお聞かせください。 

 　306ページの国内ブランド戦略事業。

○大城清剛観光振興課長　こちらは、沖縄観光ブラ

ンド、Ｂｅ．Ｏｋｉｎａｗａの周知を図りまして、

これをブランドとして、沖縄の観光を盛り上げると

いう事業でございまして、沖縄県は、沖縄の優位性

を生かし、国内外の観光地との差別化を図るため、

平成24年度に世界15か国、17地域でマーケティング

調査を実施しまして、県民参加のもとで沖縄観光グ

ローバルブランド、Ｂｅ．Ｏｋｉｎａｗａを策定し

ております。Ｂｅというのは、そこにある、存在を

表すと同時に、行動を促す言葉で、Ｂｅ．Ｏｋｉｎ

ａｗａという言葉は、シンプルで世界中の誰もが認

めることができる、様々な国の人々に沖縄スタイル

への憧れ、沖縄来訪意欲の喚起、豊かな自然と人に

囲まれて、自分自身を取り戻したいという思いなど

 の心理的効果を狙っているところでございます。

　沖縄県としては、沖縄観光ブランドの認知、浸透

により、観光の質を向上させ、リピーター層の確保

や、新たな顧客層開拓につなげていきたいと考えて

 おります。

○玉城武光委員　次、317ページの沖縄観光グローバ

ル事業の中の事業委託内に人件費とか一般管理費と

か消費税とかいろいろあるんですが、そこの説明を

 お願いします。

○大城清剛観光振興課長　こちらは委託事業の中で

直接人件費であるとか、一般管理費であるとか、そ

ういうものを合計した金額のほうを載せているとこ

 ろでございます。

○玉城武光委員　どこに委託していますか。 

○大城清剛観光振興課長　こちらの事業は沖縄観光

コンベンションビューローのほうに委託しておりま

 す。

○玉城武光委員　じゃ、次333ページ。 

　競技力維持・向上対策事業なんですが、そこの中

の４番目、向上対策事業を実施したということなん

ですが、支援団体の41団体というのは、一律に対策

 をやっているんですか、支援しているんですか。

○嘉数晃スポーツ振興課長　お答えします。 

　41団体競技ですね。これ、国体の競技種目の団体

になるんですけど、バレーボールとかバスケットボー

ルとか等々あるんですけど、強化費の配分としては、

基本的なまず金額がございまして、基本的な金額プ

ラス過去の成績ですね。得点を取った、入賞したと

いうところに対して加算していくという形で配分を

 行っているところでございます。

○玉城武光委員　一律と、それから強化をして、競

技力が高まっているところには割合が増していると

 いうことですね。

 　以上です。

○大浜一郎委員長　大城憲幸委員。 

○大城憲幸委員　お願いします。成果表の332ページ、

 １点だけね。

　サッカースタジアムをどうするかという話なんで

すよね。令和４年で調査しましたと、2600万という

ことですけれども、平成23年からいろいろ調査、計

画策定等しているわけですよね。これまでの事業費、

 どのぐらいかかってきたのか、まずお願いします。

○嘉数晃スポーツ振興課長　お答えします。 

　平成23年の基礎調査から、平成24年基本構想、平

成29年の基本計画、その後、それぞれの条件、課題

の確認をするということで、平成30年から、令和元

年、令和２年、令和３年、令和４年と、調査事業を

行ってきました。その総額といたしまして１億1308万

 円となっております。

○大城憲幸委員　年度ごとに分かりますか。 

○嘉数晃スポーツ振興課長　お答えします。 

　平成23年の基礎調査が855万8000円。平成24年に基

本構想の調査が462万円。続きまして、平成29年に策

定いたしました基本計画が4007万9000円。その次に、

平成30年に複合機能の導入可能性調査ということで

1101万6000円。令和元年に民間資金の可能性調査と

いうことで1496万8000円。令和２年に複合施設スタ
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ジアムと、隣に建てる複合施設の整備状況の調査と

いうことで960万円。続きまして、令和３年に行った

スタジアムの活用に係る検討とか、経済波及効果の

調査が385万6000円。令和４年に行ったスタジアム整

備の事業費縮減とか、あと、運営収支改善の検討策

が2039万円。トータル１億1308万円となっておりま

 す。

○大城憲幸委員　これ平成29年に4000万円余りかけ

てつくったわけですよね、基本計画。それで今度は

2600万円かけて、これの詳細を検討したということ

ですけれども、さっと見る限りでは２万人の収容人

数を、これを一気にじゃなくて段階的にやろうとか

というのを見たんだけれども、この辺の令和４年度

の調査で分かったこと、ちょっと簡単に、こういう

部分が前に進みましたよみたいなものがあればお願

 いします。

○嘉数晃スポーツ振興課長　まず、スタジアムの整

備に関して、例えばスタンドを２階、３階と造って

いくんですけど、この勾配を、今まで緩やかな勾配

をつけていたんですけど、少し角度をつけて、急斜

面というんですか、そういったところで見やすくす

ることによって、総建築面積が少なくなることが分

かりました。しかも角度をつけることによって見や

すい、サッカー観戦がしやすいというスタジアムが

できるということで、整備費の縮減と、観戦しやす

いスタジアムができるということと、あと、間切り

ですね。スタジアムの中に壁を少なくする工法もで

きることも分かりましたので、そういったところで

 整備費を縮減することが可能になりました。

　もう一つ、どうしてもサッカースタジアムという

ところは運営収支、なかなか黒字というところは難

しいところなんですけど、スタジアムの中でいろん

な広告収入、よくネーミングライツとかというとこ

ろがあるんですけど、例えば座席の中にスポンサー

をつけるとか、あとＶＩＰルームのところを何々企

業のＶＩＰルームという形でスポンサー広告、あと、

壁にデジタルサイネージをつけてスポンサー広告を

つけるというところで、広告の中でいろんな収益事

 業をできるというところも分かりました。

　そういったところで、できるだけ収益の改善がで

 きるというところが、調査の中で分かりました。

○大城憲幸委員　部長、もう最後にしますけれども、

今言ったように、事務方レベルではいろいろ頑張っ

て、何とか収支をって言うけれども、前にも話した

と思うけれども、この奥武山公園が約30ヘクタール。

今回の計画はその何分の１かな、６ヘクタールぐら

いの中で、何とか収支を成り立たそうとしているわ

けさ。ただ、やっぱりあの立地というのは沖縄の中

で、あの一等地で、まとまった30ヘクタール、国有

地も私有地もあるからいろいろ簡単じゃないのは分

かりますけれども、これ全体という発想でやらない

と、なかなか今のペースでやっても、もう13年もずっ

と計画、調査というのを繰り返しているわけですか

ら、前に進めないのかなと思うんですよ。その辺と

いうのはちょっと根本的に考え方を変える必要もあ

るんじゃないかなと思うんですけれども、その辺ど

 う考えていますか、現時点で。

○宮城嗣吉文化観光スポーツ部長　都市の中にある

立地条件が、集客するには条件が整っている場所だ

というふうには認識しておりますけど、現在、セル

ラースタジアムであったりとか、その他スポーツ施

設が既に集積しているということがありますので、

それをどう再配置するのかという部分については、

 一つ課題なのかなというふうには思っております。

　今後の整備に向けた方向性というところではある

んですけど、先ほど説明ありましたように、令和４年

度の調査、令和５年度も段階的な整備というところ

の方向性も選択肢がありますので、そういった段階

整備の方向性であるとか、あるいは、併せて今検討

しておりますように、都市公園法における建蔽率で

あるとか、あるいは都市計画法における用途地域と

いうような、そういった法的な課題の部分について

の具体的な手続の進め方について、具体的に進めて

いきたいと思っております。あわせて、民間資金の

活用を含めた様々な財源を活用した形で、より効果

的で実現性が高いような整備スキームについて、引

 き続き検討していきたいと思っています。

○大浜一郎委員長　金城勉委員。 

○金城勉委員　それでは、まず最初に、300ページの

 万国津梁会議の件でお尋ねいたします。

　一部、議事録を読ませていただきましたけれども、

観光振興に向けてのいろいろなテーマについて議論

がなされております。この令和４年の場合には、稼

ぐ力の強化、それから観光需要の平準化などについ

て活発な議論がなされておりますね。そうした議論

が行政の取組にどのように取り入れられ、反映され

ているのか、その辺のところをお聞かせいただけま

 すか。

○久保田圭観光政策課長　お答えいたします。 

　令和２年度から３年度に設置されました、稼ぐ力

に関する万国津梁会議におきましては、観光需要の

年間平準化による稼ぐ力の強化ですとか、観光を基
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軸とした経済循環促進等を含む提言がなされており

 ます。

　こうした提言を受けまして、令和４年度は観光需

要の年間平準化に関する万国津梁会議を設置し、オ

フ期を楽しめるコンテンツ開発の促進ですとか、季

節性の異なる市場、コンテンツの戦略的な組合せと

 いった平準化策が提言として示されております。

　提言内容等につきましては、関係部局で共有を図

るとともに、観光関連産業への影響を考慮しつつ、

データに基づいた季節による需要の偏在や、地域に

よる需要の格差を解決するための方策を検討し、ター

ゲットマーケティングと効率的なプロモーション等

に取り組むことで、観光需要の年間平準化を推進す

ることとしております。観光需要の平準化をするこ

とによりまして、従業員の正規雇用化や処遇改善が

進むとともに、観光関連事業者の投資促進による質

の向上や収益力の向上、観光客の満足度向上が期待

 されているところになっております。

　今年度につきましては、もう一つの提言内容であ

ります観光を基軸とした経済循環の促進に関する万

国津梁会議を設置し、観光分野における域内調達、

消費を促進するための具体的な方針や施策を検討し

ているところであり、年度内に知事へ提言書が手交

 される予定であります。

 　以上であります。

○金城勉委員　サーラナイ読むのでサーラナイ過ぎ

去っていくんですけれども、そうした教科書的なそ

ういう答弁が来ているんですけど、これは具体的に

観光業界と、それからビューローと、そして皆さん

とで共有されて、そしてこれは具体的にこの現場に

落とし込まれて実行をされている、あるいはまたこ

 れからされる、そういう状況は整っておりますか。

○久保田圭観光政策課長　まず、ビューローとの共

有という件に関しましては、万国津梁会議の委員の

中に観光コンベンションビューローの下地会長も

入っていただいて、それで提言をいただいていると

 いうことになっております。

　昨年度の提言につきましては、関係部局の中で、

その提言をどう取り組むかといったところを照会を

かけて、可能な範囲内で今年度の取組ということに

 なっております。　

　やはり、提言を受けましたのが昨年度末になりま

すので、今年度の予算ですぐ実施というところには、

全てはいかないと思うんですけども、それは各部局

の中で共有を図りまして、施策の中で反映させていっ

 ているという認識でおります。

 　以上です。

○金城勉委員　ぜひそういう提言を、具体的な施策

の中に反映させて、そして具体的に観光産業が魅力

あるものになるように、ぜひ頑張っていただきたい

 なと思います。

　一方で、現実は観光産業というのは、魅力ある産

業として、特に若者世代に対してのＰＲ力というの

 はどうですか。

○大城清剛観光振興課長　沖縄観光の魅力を発信す

る事業というのは県のほうも行っておりまして、様

々、観光業界で働く若い人を取り上げて、若いバス

の運転手であるとか、各ホテルで働いている従業員

の方とか、そのやりがいとか、いろんな経験を載せ

てＰＲして、とてもお客さんが笑顔で喜んで帰って

もらえるとか、そういうのを見られてとてもやりが

いを感じるとか、そういう業界でありますので、私

たちもそのような沖縄観光の魅力をアピールして、

また、観光業界に働いてくださる方を、たくさん働

いてもらえるように働きかけをしていきたいと思っ

 ております。

○金城勉委員　大学や専門学校などで、観光を専門

とするコースが幾つもあるんですけれども、そうい

うところで学ぶ学生の皆さん方の就職先というのは、

 ちゃんとそういう現場につながっていますか。

○大城清剛観光振興課長　実際には観光の学科で学

んでも金融に行くとか、必ずしも観光のほうだけで

はないという話は聞いておりますけれども、いろん

な分野に行って、観光というのを基軸に、また仕事

もできるかと思いますので、私たちはより魅力を感

じてもらえるように――例えば人材確保の事業でバ

スツアーを組んで、学生さんとかバスに乗っていた

だいて、様々な観光の現場を見ていただくというよ

うな事業のほうもやっておりますので、その辺でい

ろいろ働きかけのほうをしていきたいと思っており

 ます。

○金城勉委員　これは具体的にデータとして掌握さ

れていますか。例えば観光専門のそうしたコースに

学ぶ学生たちの就職先が、観光関連の業界である、

あるいはまた別の業界であるとか、この辺のデータ

 の情報はつかんでいますか。

○大城清剛観光振興課長　申し訳ありません。今、

 データのほうを持ち合わせておりません。

○宮城嗣吉文化観光スポーツ部長　観光学科を卒業

した方が、実際、観光業界に就職しているかという

データは今、手元にはないんですけれども、人材確

保の取組というところで、インターンシップであっ
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たりとか、合同説明会であったりとか、バスツアー、

 それから職場訓練という形でやっています。

　その事業をするに当たっては、県外、県内の特に

観光学科がある大学との連携をしながら、関心のあ

る方々をそこに誘導しようというような形をやって

おりまして、例えば直近の実績で言えば、県内外で

の合同説明会の参加者が213名、職場の見学バスツ

アーが65名、職場訓練の申込み者が78名など、延べ

356名のマッチングを行っており、そのうち13名が実

際、就職につながっております。また、90名が就職

したい企業が見つかったというアンケート調査が得

られているということで、そういう現場を見ていた

だいて、そういう具体的にやるということを実感し

ていただく、それでやりがいを感じていただく、そ

れをまたじかに先輩方から聞いていただくというの

は、やはり効果があるのかなというふうに思ってい

 ます。

○金城勉委員　ぜひ頑張っていただきたいですね。 

　やっぱりそういうリゾートホテルなんか行っても

ね、目立つのは県外の人たちであったり、あるいは

また外国の人たちであったりという、働いている人

たちの顔ぶれというのが目立つんですね。だから、

県内のそういう人材がちゃんと観光の場面で働いて

活躍しているかというと、いまいちやっぱり心もと

ない現実が目につきます。だからそこは今後の課題

 として、ぜひお願いをしたいと思います。

　あと、引き続きしまくとぅばについてお伺いした

いんですけれども、ちょっと私もこだわりがあるん

ですけど、この事業、平成26年からスタートして、

もう約10年がたちました。かけてきた予算総額は分

 かりますか。

○翁長富士男文化振興課しまくとぅば普及推進室長

　お答えします。 

　しまくとぅば普及継承事業としまして、平成26年

度から令和４年度までの決算としまして、６億8000万

 円でございます。

○金城勉委員　これだけの予算をかけてきて、皆さ

んが目標とするこの事業の成果はどのように考えて

 いますか。

○翁長富士男文化振興課しまくとぅば普及推進室長

　ただいま令和５年度からの第２期計画が、令和13年

度を終期として計画を定めてございますが、その中

で、しまくとぅばを挨拶程度以上使う割合としまし

 て60％以上を目標としているところでございます。

　内訳としまして、主に使うと共通語と同じくらい

使うという合計を合わせました内訳でございますが、

 24％を目標としてございます。

○金城勉委員　もうちょっとやっぱり、目標を高く

掲げていただきたいですね。挨拶程度60％を目標に

という程度じゃなくて、やっぱりこのしまくとぅば

が沖縄文化の基層をなしているという大きな役割が

あって、場合によってはその言葉の消滅によっては

文化の消滅につながるというぐらい危機感が叫ばれ

ているわけですから、その緊張感でもって、やっぱ

りこの事業をしていかないと、これまでの事業を見

ていてもね、県民大会で披露したり、あるいは副読

本を作ったりと、あるいはまた何らかのイベントに

支援金を出すとか、そういうふうなレベルで推移し

 ているわけですよ。

　10年間たって、目に見える形の成果というものが

見えない。これを今度、13年まで続けていって、何

が具体的に成果として上がってくるのかというよう

なものが見えない。ただもう予算消化というふうな

認識、受け止めなんですね。だからそこはね、もっ

と厳しく反省をして、やっぱり具体的な成果、文化

に貢献する、しまくとぅばの復活、普及、そうした

視点までやっぱり踏み込んで取組を強化していただ

 きたいなと思います。

 　ちょっと時間オーバーして、すみません。

○大浜一郎委員長　新垣新委員。 

○新垣新委員　ページ数305ページ、Ｂｅ．Ｏｋｉｎ

ａｗａ。簡単に言うと、Ｗｉ－Ｆｉのつながりが悪

い。観光立県を目指しながら、全然改善されていな

 いですけど、この件に関していかがですか。

○大城清剛観光振興課長　県では、観光客が無料で

使えるＷｉ－Ｆｉとして、通信事業者と連携しまし

て、Ｂｅ．ＯｋｉｎａｗａＦｒｅｅＷｉ－Ｆｉの普

及拡大を図っているところです。官民の役割分担、

連携を図りながら、効果的な取組を検討、実施して

 まいりたいと考えております。

　県有施設に関するＷｉ－Ｆｉ整備は、県の企画部

において進められておりまして、平和祈念資料館に

ついては今年度中にＷｉ－Ｆｉ設置がなされるもの

 と聞いております。

○新垣新委員　平和祈念公園ももちろんですけど、

ひめゆりもお願いしたいんですけど、いかがですか。 

○大城清剛観光振興課長　ひめゆりも、ひめゆりの

施設の中にＷｉ－Ｆｉを設置して、それを観光客の

方が拾えるというようなシステムを取ることが本来

ならできるはずなんですけども、あちら、たしか高

速のＷｉ－Ｆｉが、光ファイバーが少し通ってなく

て、そういう支障があるというふうに聞いておりま
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すので、その辺またいろいろ状況を調べながら検討

 していきたいと思います。

○新垣新委員　たくさん観光客が来て、通信が非常

に悪いと。ひめゆりも、平和祈念公園も、ぜひ改善

 をお願いします。

　続きまして338ページ。 

　ウチナーンチュ大会です。本当にこの大会は盛大

に――成果があると高く評価します。 

　ちょっと課題があるということで、ウチナーンチュ

とのつながりをつなぐために、センターを築くべき

だと。そのセンターにおいて、私は南米に１つ、ア

メリカ大陸に１つ、そういう感じで、大陸、大陸に

一つ一つ築いていくべきだと思うんですけど、見解

 を伺います。

○仲村卓之交流推進課長　お答えします。 

　今年度、令和５年８月に、照屋副知事がブラジル

を訪問した際に、ブラジル沖縄県人会から、沖縄県

と南米の県人会の相互で情報を共有するための南米

 連絡事務所の設置に係る要望を受けております。

　現在、沖縄と南米との相互のニーズの把握、交流

促進や、経済発展につなげる可能性調査の実施を検

討しているところでございまして、南米連絡事務所

の設置については、庁内の関係部局ですとか、あと

ＪＩＣＡ沖縄等、関係機関とも連携して、現地の沖

縄県人会とも意見交換を重ねて、調査の結果を踏ま

 えて対応を検討してまいりたいと考えております。

　その他の地域につきましては、現地からの要望等

 も踏まえて検討してまいりたいと考えております。

○大浜一郎委員長　休憩いたします。 

 　　　（休憩中に、質疑時間の譲渡確認）

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

　島袋大委員から質疑時間の３分を西銘啓史郎委員

に譲渡したいと申出がありましたので御報告申し上

 げます。

　なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は着席する必要がありますので、

 御承知おきください。

 　それでは質疑を行います。

 　西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員　最初に、文化観光スポーツ部の

令和４年度のＣ経費、Ｄ経費の予算額、決算額をお

 伺いします。

○久保田圭観光政策課長　お答えいたします。 

　令和４年度のＣ経費の最終予算額につきましては、

 528億円になります。決算額が420億円になります。

　Ｄ１経費につきまして予算額が29億円になりまし

 て、決算額が28億円となっております。

○西銘啓史郎委員　文化観光スポーツ部の総事業数

 を教えてください。

○久保田圭観光政策課長　お答えいたします。 

 　繰越しを合わせますと141事業になっております。

○西銘啓史郎委員　毎回これを聞く理由は、主要施

策に出てくる事業というのは、今回で言えば、文化

観光スポーツ部は49事業ですよね。これは重点施策

にのっとっていろんな分野、新時代の到来であった

り、いろんなテーマにのっとって文化観光スポーツ

 部が重要としているんだと思うんですよね。

　単純に言うと、141のうち49が主要事業ですけど、

残り100近くが、主要には入っていないけど事業とし

てあるわけですよね。この辺僕らは細かく見えない

じゃないですか。毎回見るわけじゃないので、主要

成果ぐらいしか決算でも確認できませんし。申し上

げたいことは、恐らく文化観光スポーツ部の皆さん、

みんな一人一人課があって、そこに事業があって、

その事業数と人員がリンクしているかどうかもよく

見えないんですよね。先ほども農林水産部で言いま

 したけど。

　ですから、事業数と人員がリンクするかどうか分

かりませんけど、大事なことは、文化観光スポーツ

部の人員が適正であって、それが職員にとって負担

になっていない、例えば偏りがあるとか、ないとか

も部長と統括監が見ればいいと思うんですけど、そ

の辺はどういうふうに部長は考えていらっしゃいま

すか。事業数と今の人員の関係についてですね。例

えば繰越ししたり、不用額になったりする理由が幾

つかあると思うんですけど、人員の関係でというこ

とはないというふうに私は思いたいんですけど、そ

 の辺はどうですか、４年度決算で。

○宮城嗣吉文化観光スポーツ部長　文化観光スポー

ツ部は出先を含めて約140名の定数ですけれども、基

本的に委員がおっしゃるように、その時々の事業に

必要な人員を、次年度の予算の調整と合わせながら

 定数も調整していきます。

　例えば令和４年度であると、ウチナーンチュ大会

であったり、国民文化祭であったり、大きなイベン

トがあった場合には特別の部屋をつくって人員を確

保して、そこは兼務をかけていただいたりとかとい

う形で必要な人数を確保していただいて、事業が終

わればまた兼務は解くというような形で、そういっ

たフレキシブルな組織の体制も整備したりしており

ますので、基本的には事業に応じた人の確保という

部分は、関係部局と調整しながら、組織と定数につ
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いても、それを確保しているというような状況です。 

○西銘啓史郎委員　令和４年度の定数は何名でした

か。手元には５年度があるんですけど、この数字が

合っているかどうか、これ総務部からもらったんで

すけど、令和４年度の数字はありますか。持ってい

 ないですか。

○大浜一郎委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、文化観光スポーツ部長から、令

和５年度は135名で、令和４年度は事業数も

多く、観光事業者等支援課もあったため、

 それより多いと思うとの回答があった。)

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

 　西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員　手元には、経労の管轄する商工

労働部と農林水産部の令和５年度の定数があるんで

すけど、農林水産部841名で、368事業だそうです。

商工労働部が255名で、全体事業数が187だそうなん

ですね。この141事業で140名ぐらいというのは、ど

ういうリンクなのかあれですけど、気になるところ

が、本当に適正な人数で適正な事業数が行われてい

ればいいんですけど、先ほど質問したように、でき

なかった事業の原因がどこにあるのかというときに、

いろんなものが先ほど来あると思いますけど、そこ

ら辺はぜひ、部長がさっき言ったように、事業と人

数の関係というんですかね、残業も見なきゃならな

いと思うんですが、定数はそのままだけど残業が増

えているとか、そこもまずしっかり見ていただけれ

ばと、令和５年度以降もしっかりお願いしたいと思

 います。

　それから、執行率に関しては、この主要49事業だ

けで見ると、90％以上が８割近くあって、経済労働

委員会の３部の中ではずば抜けて執行率が高いので

評価はしたいんですけども。全体で言うと、593億円

の一般会計に対して483億円なので、何割なんですか

ね。多分、調べたところ81.5％で、一般会計でいう

と低いほうですね。それと、不用額でいうとワース

ト４に入っているんですよね。これは額ではなくて

率です。不用率を出したところ、文化観光スポーツ

部は5.4％というところで、ワースト４番目に入って

いるので、この辺の不用額を減らす努力も常日頃さ

れているとは思いますが、ぜひ、引き続きいろんな

要因があるというのは重々理解しています。ただ、

生きたお金、税金ですので、それを無駄なく使うの

が行政の務めだと思いますので、ぜひしっかりお願

 いしたいと思います。

　では、主要施策に沿っていきたいと思いますけれ

ども、今、主要施策が49項目ありますけども、その

中で公募を行って外部委託をしている事業があれば

 教えてほしいんですが。番号で１とか５とか。

○久保田圭観光政策課長　主要施策49事業のうち、

まず、業務委託を行っている事業につきまして、44事

 業。

○西銘啓史郎委員　やっていない事業だけ教えても

らっていいですか。44事業ということは、この委託

していない事業の番号を言ってもらっていいですか。 

○久保田圭観光政策課長　まず、委託していない事

業、例えば積立金での負担金になるんですけど、そ

れが５番になります。次は30番、33番、45番、46番

の５事業が業務委託を行っていない事業になります。 

○西銘啓史郎委員　それ以外は、外部委託をしてい

るというところで、この事業をざっと見て、事務費、

直接人件費、外部委託に対する比率があるんですけ

ども、例えば、305ページでいくと、これについては、

307ページのところに委託事業内における人件費と、

それから事務費とありますけども、この比率を私の

ほうで調べてみると20.3％なんですね。308ページが

0.8％、311ページが48.3％、310ページが21.2％、

317ページが24.5％の比率になっているんですけれ

ど。この考え方――文化観光スポーツ部として、何

％が適正かというのは、ちょっとお答えいただいて

 いいですか。

○久保田圭観光政策課長　委託業務における事務費

ですとか、直接人件費の割合につきましては、委託

業務の内容ですとか量によって、事務経費や人員数

が異なることから、県において適正割合を定めてい

くという、基準を設けているということではござい

ません。各委託業務の目的ですとか実施内容により、

対象経費の項目や作業時間数に応じた人員数となっ

ているかを確認し、適切な額を計上しているといっ

 たところになっております。

 　以上です。

○西銘啓史郎委員　となると、例えば、いろいろ公

募するときには、管理費は10％ぐらいというのは、

私記憶があったんですけれど。10％を明らかに超え

ておりまして。例えば、311ページについては、委託

費の比率が48％なわけですね。それのバランスが２割

台でいくところと0.8だったりとあるんですが、これ

は適正だというふうに理解してもよろしいんでしょ

 うか。

○久保田圭観光政策課長　ちょっと先ほどの回答と

重複して恐縮なんですけれども、個々の事業によっ

て、事業の中で直接受託者が執行するもの、さらに
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再委託するものといったところ等もありますので、

割合は変わってくるかと思うんですけども、適切に

予算計上されているものというふうに認識しており

 ます。

○西銘啓史郎委員　311ページ、312ページですけど

も、教育旅行に関する部分ですが、総決算額7700万

に対して、(８)のところで3700万が人件費だったわ

けですね。この辺が何か、委託費の半分近くが人件

費に当たっているという、細かくは全部事業の中身

見ているわけじゃないんですけど、部としてしっか

りこの辺を、観光振興課として見て適正であるとい

うふうに理解したということでよろしいでしょうか。 

○大城清剛観光振興課長　今、305ページの国内需要

安定化事業で、20％ほどで、教育旅行の推進事業

311ページのほうで四十数％となっているということ

で、この違いの件についての御質問と承っておりま

すけれども、国内需要安定化事業は教育旅行推進事

業に比べて、採択する数がどうしても多くなりまし

て、受託者が事業を直接行う割合が小さい分がある

と思います。そしてまた、事業費が大きいと、どう

しても事業費に占める人件費の割合というのは小さ

くなるという傾向がありますので、その辺、事業の

性質に応じて人件費の割合というのは変わってくる

 のかなと思っております。

　例えば、うちのほうでやっています観光案内所の

運営業務については、こちらはやっぱりほとんど人

に関する相談を受け付ける方々の人件費に当たりま

すので、人件費がどうしても７割を超しちゃうとか、

そういうものに当たりますので、そのような違いが

 出ているのかなという理解でございます。

○西銘啓史郎委員　今出た305ページのほうにちょっ

と質問を移りたいと思います。国内需要安定化事業

ですけども、これも平成24年度から実施されている

事業ですが、累計の予算額と執行額を教えてくださ

 い。

○大城清剛観光振興課長　平成24年度からの累計の

予算額は約63億7900万円余り、決算額は61億4700万

 円余りとなっております。

○西銘啓史郎委員　この事業はもう10年来、ずっと

やっていて、多分内容的には、ウェブサイトであっ

たり、航空会社のタイアップであったりということ

で、同じような事業が続いていると思うんですけど、

これが令和13年度まで10年間続くんですけども、私、

個人的に思うのは、国内の需要というのは、ある程

度安定していると思うんですよね。よっぽど何か外

変がない限りは。ですから、毎年３億、４億かける

ことを否定するわけじゃないんですけども、以前、

この話もさせてもらいました。沖縄ナイトが今月あ

ると思うんですけども、大阪と東京でやってらっしゃ

いますよね。3000万円ぐらいの予算だったと思いま

す。私は以前、提案をしたんですけども、もう国内

の東京、大阪というマーケットは成熟しているんで

すよ。ですから、沖縄を新たにというよりも、この

部分は感謝をして育っているところ。逆に、本当に

やらなきゃいけないのは、ほかの直行便、広島、小

松だったり、いろんな路線を、100万円でいいから30か

所やるべきだと思っています。そういう時代じゃな

 いかと思っているわけですよ。

　要は、Ｂｅ．Ｏｋｉｎａｗａも、何千万かけても

いいんですけども、本当にこの効果が出るかどうか

というのは、国内観光客の入域客者数というのは、

私はほぼ安定はしていると思っています。１億円か

けたから５万人増えるとか、100万人増えることはな

いと思っているので、このお金のかけ方については

ぜひ、どこかで検討する時期に来ているんじゃない

かなという気がします。国内需要安定化についてで

 す。

　続いて今度、国際ビックバン、317ページをお願い

 します。

　これも同じように累計の予算、決算を教えてくだ

 さい。

○大城清剛観光振興課長　平成24年度から令和４年

度までの累計の予算額は162億9617万5000円、累計の

 決算額は169億4397万6000円となります。

○西銘啓史郎委員　これも国際線は、特に外的要因

で、コロナの場合はもう全然、観光客が少なかった

時代もありましたし、このグローバル事業も私は、

そろそろ見直してもいいのかなと。お金のかけ方、

海外へ行ってプロモーションに参加するとか、何名

か商談会を開いたというのもいいんですけど、本当

 に実になる形を取るべきだと。

　以前、一般質問でも申し上げましたけど、プライ

ベートジェットの動線もぜひ見てほしいです。見た

とおっしゃっていましたけど、それもぜひ、考え直

したほうがいいんじゃないかなと。プライベートジ

ェットの方々の対応をどうするのか。沖縄に落とす

経済効果はもう桁違いですので、そこもぜひ見てい

 ただければと思います。

 　以上で終わりたいと思います。

○大城清剛観光振興課長　先ほど、沖縄観光グロー

バル事業の累計の予算額というふうに申し上げて、

162億9617万5000円というふうにお答えして、こちら
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 は当初予算の累計になります。

○西銘啓史郎委員　国内のほうもそう。 

○大城清剛観光振興課長　大変申し訳ありません。 

　国内需要のほうは、こちらは最終予算、補正等も

 含めたものの。

○西銘啓史郎委員　どちらか統一した数字もらえま

 せんか。

　グローバルのほうも最終の予算でもらえませんか。

 予算と決算の、当初じゃなくて。後でいいです。

○大城清剛観光振興課長　分かりました。 

○大浜一郎委員長　以上で、文化観光スポーツ部関

 係決算事項に対する質疑を終結いたします。

 　説明員の皆様、大変御苦労さまでした。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）

○大浜一郎委員長　再開いたします。 

　次に、決算調査報告書記載内容等についてを議題

 といたします。

　総括質疑については、昨日及び本日の質疑におい

て提起する委員はおりませんでしたので、念のため

 御報告を申し上げます。

　次に、特に申し出たい事項について御提案があり

ましたら、挙手の上御発言をお願いをしたいと思い

 ます。

 　何かありますか。

　　　（「提案なし」と呼ぶ者あり） 

○大浜一郎委員長　提案なしと認めます。 

　以上で、特に申し出たい事項についての提案を終

 結をいたします。

 　次に、お諮りいたします。

　これまでの調査における決算調査報告書の作成等

については、委員長に御一任願いたいと思いますが、

 これに御異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○大浜一郎委員長　御異議なしと認めます。 

 　よって、さよう決定いたしました。

　なお、決算調査報告書は、１月16日火曜日正午ま

でに、タブレットに格納することにより、決算特別

 委員会に配付することになっております。

　また、決算特別委員会の皆様は、１月17日に総括

質疑の方法等について、協議を行う予定となってお

 ります。

 　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

 　委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 　本日の委員会は、これをもって散会いたします。

 

 

 

 

 

 



－353－

 

 

 

 

 

 

沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する。 

 

　　委　員　長　　大　浜　一　郎 

 



－354－

 

 

令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月12日 (金曜日) 

 　開　会　　午前10時２分

 　散　会　　午後２時57分

 　場　所　　第４委員会室

本日の委員会に付した事件 

 　１　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県一般会計決算

 　　  第４回議会 の認定について（保健医療部所

  　　  認定第１号 管分）

 　２  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県国民健康保険

 　    第４回議会 事業特別会計決算の認定につい

　    認定第20号 て

　３　決算調査報告書記載内容等について　　　　 

出席委員 

 　委 員 長　末　松　文　信

 　副委員長　石　原　朝　子

 　委　　員　小　渡　良太郎　　新　垣　淑　豊

 　　　　　　照　屋　大　河　　比　嘉　京　子

 　　　　　　喜友名　智　子　　仲宗根　　　悟

 　　　　　　瀬　長　美佐雄　　玉　城　ノブ子

欠席委員 

 　委　　員　上　原　　　章

　　　　　※決算議案の審査等に関する基本的事項 

　　　　　　４（６）に基づき、監査委員である上

　　　　　　原章委員は調査に加わらない。  

説明した者の職・氏名 

 　保 健 医 療 部 長　　糸　数　　　公

 　　保 健 医 療 総 務 課 長　　山　里　武　宏

　　保 健 医 療 総 務 課　　沖　山　陽　子
 

　　看 護 専 門 監　 

 　　医 療 政 策 課 長　　古　堅　宗一朗

　　医 療 政 策 課　　 

     北 部 医 療 セ ン タ ー ・    川　満　孝　幸

　　医 師 確 保 推 進 室 長 

　　健 康 長 寿 課 長　　國　吉　　　聡 

 　　地 域 保 健 課 長　　新　里　逸　子

 　　感 染 症 総 務 課 長　　髙　嶺　公　子

 　　感 染 症 医 療 確 保 課 長　　古　市　実　哉

 　　ワクチン・検査推進課長　　平　良　勝　也

 　　衛 生 薬 務 課 長　　久　髙　　　潤

 　　衛生薬務課薬務専門監　　中　村　章　弘

 　　国 民 健 康 保 険 課 長　　與　儀　秀　行

 3ii4

○末松文信委員長　ただいまから、文教厚生委員会

 を開会いたします。

  本日の説明員として、保健医療部長の出席を求め

 ております。

  まず初めに、「本委員会の所管事務に係る決算事項

の調査について」に係る令和５年第４回議会認定第

１号及び同認定第20号の決算２件の調査についてを

 一括して議題といたします。

  保健医療部長から、保健医療部関係決算事項の概

 要説明を求めます。

○糸数公保健医療部長　おはようございます。 

  保健医療部所管の令和４年度の決算概要について

 御説明申し上げます。

  今、通知しました、歳入歳出決算説明資料をタッ

 プし、資料を御覧ください。

   資料の１ページをお願いいたします。

  表の右端の欄には令和４年度沖縄県歳入歳出決算

書のページを記載しておりますので御参照ください。 

  それでは、一般会計歳入決算の状況について御説

 明いたします。

  表の一番上、保健医療部計の欄ですが、予算現額

の計（Ａ欄）822億6421万6802円に対し、調定額（Ｂ

欄）は、715億680万1590円、そのうち、収入済額（Ｃ

欄）が715億292万6795円、不納欠損額（Ｄ欄）は、197万

1128円、収入未済額（Ｅ欄）は190万3667円、収入比

 率99.99％となっております。

  次に、歳入決算について、款ごとに主な内容を御

 説明いたします。

  欄外に通し番号を振っておりますので、こちらで

 御説明をいたします。

  まず、通し番号の１、（款）分担金及び負担金の収

入済額（Ｃ欄）、３万7891円は、精神障害者措置入院

 費負担金となっております。

文教厚生委員会記録（第２号） 
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  次に、通し番号４、（款）使用料及び手数料の収入

済額257万1114円は、県立看護大学の入学料などと

 なっております。

  通し番号12、（款）国庫支出金の収入済額644億329万

6476円は、新型コロナウイルス感染症対策のための

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金及び

新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金などと

 なっております。

   ２ページを御覧ください。

  通し番号21、（款）財産収入の収入済額561万6672円

は、健康づくり財団等への土地貸付料などとなって

 おります。

  通し番号27、（款）寄附金の収入済額、1330万6539円

は、新型コロナウイルス感染症対策のための、県民

 等からの県への寄附金となっております。

  次に、通し番号30、（款）繰入金の収入済額14億

1591万5728円は、離島や北部地域の医師確保、医療

体制整備等に要する経費に充当するため、保健医療

部で設置した各基金からの繰入れなどとなっており

 ます。

   続いて、３ページを御覧ください。

  通し番号35、（款）諸収入の収入済額56億3888万

2375円は、令和３年度の一部歳出事業に係る新型コ

ロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国庫支出

金を、令和４年度執行分と合わせて精算し、同年度

に受入れを行ったことによる過年度収入などとなっ

 ております。

  通し番号48、（款）県債の収入済額2330万円は、看

護大学施設整備補助金事業に係る県債となっており

 ます。

  次に、不納欠損額及び収入未済額について御説明

いたしますので、恐れ入りますが、１ページ目にお

 戻りください。

  表の１番上、保健医療部計の右から４列目、不納

欠損額（Ｄ欄）、197万1128円及び右から３列目の収

入済額（Ｅ欄）190万3667円について御説明をいたし

 ます。

   ３ページのほうを御覧ください。

  通し番号41、（目）衛生貸付金元利収入のＤ欄不納

欠損額197万1128円は、看護師等修学資金返還金の時

 効によるものであります。

  同じく通し番号41番、Ｅ欄収入未済額190万3667円

 は、同返還金に係る収入未済額となっております。

  看護師等修学資金返還金は、看護師免許等を取得

後、県内の指定病院に一定期間勤務した場合には返

還を免除しておりますが、県外病院への就職、ある

いは看護師等を離職した場合などには返還しなけれ

ばなりませんが、この返還が滞り収入未済になって

 いるものであります。

  次に、一般会計歳出決算の状況について御説明を

 いたします。

   ４ページのほうをお願いいたします。

  表の一番上、保健医療部計の欄ですが、予算現額

の計（Ａ欄）は1529億7996万6146円に対し、支出済

額（Ｂ欄）は1317億9980万7309円、翌年度繰越額（Ｃ

欄）は83億9790万800円、不用額（Ｄ欄）は127億8225万

 8037円、執行率は86.2％となっております。

  次に、歳出決算の主な内容について御説明をいた

 します。

  まず、通し番号の１、（款）民生費の支出額322億

4097万5800円は、主に後期高齢者医療広域連合に対

 する負担金などに要した経費となっております。

  次に、通し番号６、（款）衛生費の支出済額988億

1034万6075円は、新型コロナウイルス感染症などの

感染症対策、ハンセン病や結核対策、精神保健、母

子保健、健康増進の推進、難病対策、衛生環境研究

所及び保健所の運営、食品衛生、医務・薬務及び病

院事業会計への繰出金に要した経費となっておりま

 す。

   続いて５ページを御覧ください。

  通し番号34、（款）教育費の支出済額７億4848万

5434円は、看護大学の管理運営等に要した経費となっ

 ております。

  次に、翌年度繰越額について御説明をいたします。 

  恐れ入りますが、また、４ページのほうにお戻り

 ください。

  表の一番上、保健医療部計の右から４列目、翌年

度繰越額（Ｃ欄）83億9790万800円について、その主

 なものを御説明いたします。

  通し番号の９、（目）予防費については、その中の

新型コロナウイルス感染症対策緊急包括支援事業に

係る償還金において、厚生労働省との調整に想定以

上の時間を要したことから次年度の償還となったこ

と、通し番号の13、（目）母子保健衛生費については、

その中の出産・子育て応援補助事業において、国が

令和４年度第２次補正予算に計上しており、令和４年

４月から令和５年９月まで年度をまたぐ事業となっ

 ていることによるものです。

   ５ページをお願いいたします。

  通し番号28、（目）医務費については、その中の新

型コロナウイルス感染症受入病床確保事業において、

厚生労働省の制度改正等に伴い、交付金算出の調整
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に不測の日数を要し、年度内の完了が困難となった

 ことなどにより、繰越ししたものであります。

   次に、不用額について御説明をいたします。

  恐れ入りますが、また４ページへお戻りください。 

  表の一番上、保健医療部計の右から２列目、不用

額（Ｄ欄）127億8225万8037円について、その主なも

 のを御説明いたします。

  通し番号１、（款）民生費の不用額7279万200円で

ありますが、主なものを申し上げますと、通し番号

５、（目）国民健康保険指導費において、保険給付費

の実績が見込みを下回ったことにより不用が生じた

 ものであります。

  次に、通し番号６、（款）衛生費の不用額127億536万

4271円ですが、その主なものとしましては、通し番

号９、（目）予防費については、その中のワクチン・

検査パッケージ等活用促進事業及び新型コロナウイ

ルス感染症検査体制確保事業において、新型コロナ

新規感染者数減少に伴い、検査件数が想定数を下回っ

 たことにより不用が生じたものです。

   ５ページをお願いいたします。

  通し番号28、（目）医務費については、新型コロナ

ウイルス感染症宿泊療養施設運営事業において、新

型コロナウイルス感染症の感染状況等の理由により、

見込んでいた２施設の新規開設を行わなかったこと

や年度後半からの感染者数減少に合わせ施設を閉所

したため、宿泊療養施設の運営委託の実績額が見込

みを下回ったこと、また、新型コロナウイルス感染

症医療機関協力金交付事業において、上半期の実績

やピーク時の入院患者数などを勘案し、年度末まで

の入院患者を見込んでおりましたが、第７波以降、

沖縄県内では急激に入院患者数が減少したことから、

重点医療機関における入院患者数が見込みを下回っ

 たこと等により不用が生じたものであります。

  続いて、通し番号34、（款）教育費の不用額410万

3566円については、主に看護大学施設整備補助金事

業において、入札残が生じ、看護大学の実績額が補

助金交付決定額を下回ったこと等により不用が生じ

 たものであります。

   ６ページを御覧ください。

  ここからは沖縄県国民健康保険事業特別会計の決

 算について御説明等をいたします。

  まず、歳入ですが、予算現額の計（Ａ欄）は1631億

9613万3000円に対し、調定額（Ｂ欄）は1640億3456万

7260円、そのうち収入済額（Ｃ欄）が1640億3456万

 7260円、収入比率100％となっております。

  ６ページ目及び７ページ目は特別会計の歳入決算

の状況を示しておりますが、不納欠損額（Ｄ欄）及

び収入未済額（Ｅ欄）ともに０円、収入比率100％と

なっておりますので、目別の説明は割愛をさせてい

 ただきます。

   続いて、８ページを御覧ください。

  沖縄県国民健康保険事業特別会計の歳出でござい

 ます。

  予算現額の計（Ａ欄）は1631億9613万3000円に対

し、支出済額（Ｂ欄）は1631億4167万376円、不用額

（Ｄ欄）は5446万2624円、執行率は99.97％となって

 おります。

  Ｄ欄の不用額5446万2624円は、主に通し番号14、

（目）保健事業費の中の沖縄県国保ヘルスアップ支

援事業において、新型コロナウイルス感染症拡大等

により、事業実施を見送りしたことにより不用が生

 じたものであります。

  なお、特別会計においては収入済額と支出済額に

差額が生じた場合、決算剰余金として翌年度に繰越

 しすることとなります。

  以上で保健医療部所管の令和４年度歳入歳出決算

 の概要説明を終わらせていただきます。

   御審査のほどよろしくお願いいたします。

○末松文信委員長　保健医療部長の説明は終わりま

 した。

  これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことといたしますので、十分御留意願います。 

  なお、総括質疑の提起の方法及びその取扱い等に

ついては、昨日と同様に行うこととし、本日の質疑

 終了後に協議いたします。

  質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

 いよう簡潔にお願いいたします。

  また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で該当するペー

ジを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたし

 ます。

   休憩いたします。

   　　（休憩中に、質疑時間の譲渡等を確認）

○末松文信委員長　再開いたします。 

   それでは、質疑時間の譲渡を報告いたします。

  照屋委員から質疑時間の５分を比嘉委員に、そし

てまた、石原委員から小渡委員に５分を譲渡すると

 いうことでございます。

  なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を
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受けた委員の質疑中は在席する必要がありますので、

 御承知おき願いたいと思います。

  それでは、これより直ちに保健医療部関係決算事

 項に対する質疑を行います。

   照屋大河委員。

○照屋大河委員　よろしくお願いします。 

  先ほどの部長の説明もそうですが、決算の資料、

様々見ていても、令和４年度、コロナの対応で大変

な時期だったんだなというふうに改めて感じていま

 す。

  保健医療部、全庁職員がこれに対応されたと思い

ますが、その先頭に立ってですね、部長もよく週末

もマスコミ対応などでテレビに出られて大変だなと

 いうふうなことを感じたことを思い出します。

  この主要施策の成果の資料などから質疑をしてい

きますが、コロナについてはその効果についても、

課題についても、２行とか３行という形でしかこの

資料には示されていませんが、実際は非常に多くの

取組がなされて、その記録がしっかりと取られて次

につないでいかなければいけない、大きな事態だっ

たのかなというふうに思っていますので、特にコロ

ナに対する質疑は通告していませんが、その点だけ

はまたこういった事態が起きた際にしっかり対応で

きるような引継ぎ、そういった点についてはよろし

 くお願いしたいと思います。

   そして、通告してあった点について伺います。

   159ページです。

  こども医療費助成現物給付支援事業について伺い

ますが、まず、この資料によりますと執行率が45.1％

にとどまっているということです。この令和４年に

おける本事業の状況がどうだったのか、何が要因で

こういった形での執行率となっているのかという点

 について説明をお願いします。

○山里武宏保健医療総務課長　お答えします。 

  こども医療費の助成現物給付支援事業は現物給付

に伴い生ずる、その市町村に対する国保の国庫負担

金の減額調整措置、いわゆるペナルティーの一部を

県が補助するもので、令和４年度からの新規事業と

 なっております。

  補助金の年度対象が、実は前年の12月審査分から

当年11月審査分までの12か月間であり、令和４年４月

からの中学校卒業までの現物給付の影響というのは、

令和４年度については、令和４年４月審査分から11月

審査分までの８か月分であったことに伴う不用と

 なっております。

○照屋大河委員　令和４年を終えて、今年度も継続

して、この取組をされていると思うんですが、現在

 の状況を教えていただけますか。

○山里武宏保健医療総務課長　お答えします。 

  県補助金の年間の対象が、実績把握の関係から前

年度の12月から当該年度11月までになっていること

から、初年度によっては令和４年度は４月から11月

までの８か月分を対象としていたものでありますけ

ども、令和５年度は12か月分が対象となるものであ

りますので、県補助額については現在のところ当初

予算額のとおり、執行を見込んでいるところでござ

 います。

○照屋大河委員　先ほどのペナルティーへの対応と

いうことでお話がありました。国のペナルティー、

減額調整措置に対する県の考え方というのは、どの

 ような考え方をお持ちなんですか。

○山里武宏保健医療総務課長　ペナルティーについ

ては、今まで県も全国知事会等を通して、国に対し

 て、廃止の要請をしてきたところであります。

  それで、６月に国のほうで閣議決定された、こど

も未来戦略方針で減額措置の廃止が盛り込まれてお

 ります。

  12月25日に発表された令和６年度の国の予算にお

いて、令和６年度から高校生までの医療費助成に対

する減額措置を廃止するための予算が計上されてお

りますので、次年度から廃止の方向になるというふ

 うに考えております。

○照屋大河委員　廃止されてですね、医療費の助成

制度というのは、新しい形で示されるというふうに

 受け止めていいんですか。

  いわゆる県がこれまで市町村へ、その負担の２分

の１を補助しているわけですよね。それがなくなる

――全国もそうだし、沖縄県の全市町村で統一的に

助成制度が実施されていくというふうに受け止めて

 よろしいんでしょうか。

○山里武宏保健医療総務課長　まず、令和６年度か

らこのペナルティー廃止の方向になるということで

すので、基本的には令和４年度からの新規事業では

ありますけども、基本的にペナルティー自体がなく

なりますので、助成することもなくなるということ

にはなるんですけども、ただ、今回の令和４年の理

由と一致するんですけれども、ちょっとその対象の

審査月が12月から次年度の11月までというふうにず

れているもんですから、令和６年度もこのペナルテ

ィー分について４月から廃止ではあるんですけども、

ペナルティー分の予算を計上することにはなるのか

 なというふうに考えているところでございます。
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○照屋大河委員　長らく子育てをするお父さん、お

母さんたちの大きな願いというか、思いがあり、全

国というか県もそうだし、全国的な都道府県、市町

村からそういう声が国を動かしたということになる

と思いますが、ぜひ、この経過もしっかり確認しな

がら、また、さらに子育ての現場支援に、制度・施

策については、拡充、拡大させるような方向性、常

にそういう――今、少子化もあります。そういうこ

とも含めて、しっかりと拡充、拡大されるような方

向性を部として、担当課として、取組をしていただ

きたいということを申し上げて、質疑を終わりたい

 と思います。

○末松文信委員長　比嘉京子委員。 

○比嘉京子委員　では、通告してあるものを順番に

 質疑をさせていただきたいと思います。

  私の今回の決算委員会における、質疑の主なライ

ンといいますのは、医師確保についてでございます。 

  まず、本県は他府県と違って、離島を抱えている

大変特殊な県だというふうに位置づけるべきだと思

いますが、まず医師確保についてですね。自治医科

大学や琉大の地域枠を除いてでいいと思うんですけ

れども、医師を確保するために、令和４年度総額は

幾らだったのか、そして決算は幾らだったのか、お

 聞きをしたいと思います。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  自治医科大学や琉球大学医学部地域枠の修学資金

に係る予算を除いた、令和４年度の医師確保に係る

当初予算額が18億8475万9000円となっておりまして、

 決算額は14億8061万4664円となります。

   以上となります。

○比嘉京子委員　分かりました。 

  ちょっと順不同になりますけれども、不用になっ

た４億のことについてもそうですけれども、医師の

現在の充足率、４年度の充足率というのはどういう

 状況でしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  県立病院の医師の充足率でお答えしますが、病院

事業局によりますと、令和５年の11月１日時点で県

立病院の医師の配置状況としましては定数が454名に

対しまして、正職員は420名、欠員が34名となってい

 るとのことでございます。

   以上です。

○比嘉京子委員　こういうことで、時として診療を

止めてみたりとか、それから救急を止めたりという

ようなことが、これまでも繰り返されてきているわ

けですけれども、その確保事業の不用額を見まして

も、まず、医師確保のために部として、何名の専従

 職員がいるんでしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  沖縄県では医療政策課の中に、北部医療センター

・医師確保推進室を設置しておりまして、医師確保

 の専従職員が３名となります。

  北部医療センターに係る業務と兼務とはなるんで

すが、室長と主幹２名も配置しておりますので、総

勢５名体制で医師確保の業務を推進しているところ

 でございます。

   以上です。

○比嘉京子委員　スタッフとしては十分だとお考え

 でしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　医師確保の業務、令和４年度の予算事業

 で言いますと24事業あるんですね。

  先ほど修学資金を除いた額でお答えしましたが、

24事業を執行するに当たって専従職員３名で、日々、

超勤も多くあるんですが事業推進しているところで

 ございます。

○比嘉京子委員　それで、今、欠員が34名だという

お話が現実にありましたけれども、その獲得がなか

なか思うようにいかない、課題はどのようにお考え

 でしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　私のほうで、病院事業局の職員と、ある

いは現場の職員と意見交換する機会はあるんですが、

そういった中で聞きますと、例えば専攻医という、

卒後３年次から５年次をかけて専門医資格を取るた

めの医師がいるんですが、専攻医の医師を確保する

に当たっては、平成30年度に専攻医の新専門医制度

というのがスタートしたんですが、それに伴って県

立病院で医師を確保することにちょっと苦労する場

面だとか、あるいは県立病院の勤務医につきまして

も、県立病院の使命として、専攻医を養成する、指

導するという業務だとか、あるいは自分の専門医以

外のジェネラル、総合診療的な業務も担っていると

いうところもございまして、そういったところで負

担感が多いので、退職してしまう医師もいるという

ふうなところで、課題があると聞いているとこでご

 ざいます。

○比嘉京子委員　次に専攻医の問題で聞きますけれ

ども、皆さんとしてはこの欠員の状態は専攻医制度
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にある意味係っているんだと、そこに十分な人が来

 ないんだという認識でしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　新専門医制度発足以前に比べますと、現

時点におきましては専攻医数について、確保するこ

とに課題があるものというふうに認識しているもの

 でございます。

○比嘉京子委員　そこで今兼務になっていて、北部

基幹病院の医師確保も皆さん担っておられるんです

 けど、その見通しについてはどうなんでしょうか。

  今の状態を考えると、北部基幹病院が開設される

ときに、医師がきちんと必要な量の充足はされると

いう、一応見通しは持っておられると理解していい

 んでしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　北部医療センターの医師数につきまして

は、実は今、北部医療センターの運営主体となりま

す――北部医療財団について令和７年度の設立に向

けて、その体制づくりを行っているところでござい

 ます。

  そこが職員の採用をする団体になりますので、令

和７年度の財団法人の設立に向けて、医師数の確保

につきましても、県立北部病院あるいは北部地区医

師会病院、あるいは琉球大学病院などと意見交換を

 行っているというところでございます。

○比嘉京子委員　７年に向けてですけれども、今の

時点で何とも言えないというふうな状況なんでしょ

うか。というのは、基幹病院の設置の問題のときに、

例えば北部病院の医師や医療スタッフについて、基

幹病院に移る希望者等々を募るというお話もありま

したし、そして琉大における地域枠の問題であると

かという話もありました。その中において、琉大の

移転もあって混沌としているかとは思うんですけれ

ども、私はこれはある意味で収支のところに非常に

影響を及ぼす、当時の議論において医療スタッフが

そろうかそろわないかということは、その当時の収

支をスタートラインから大きく左右すると、これ大

きな問題になるというふうに議論をした経緯があり

ます。そのことを踏まえますと、今、皆さんがその

見通しについてそこに到達できるかどうか、そこが

非常に問われていると思うんですが、部長いかがで

 しょうか。

○糸数公保健医療部長　委員が御指摘のように、医

師の確保､移管によって収支に影響があるというふう

な考え方については非常に理解できますが、今私た

ちが取り組んでいるのは、逆にといいますか、病院

の経営状況が最初から赤字が続くとか、かなり厳し

い状況でスタートをすると医療機器がなかなか購入

できない。経営がいい循環になるというところも、

医師の先生方が来るということが一つの要因である

と考えていて、病院の建設、あるいはその運営のコ

ストについて、できるだけ負担を最初は軽くするよ

 う様々な財源を調整したりしています。

  まだ建設までの時期なのでこういうふうな動きに

なりますけれども、病院が非常に魅力的で、若い研

修医が来たりとか、あるいはここで専門医を取ると

いうふうな形になる一つの前提として、非常に最新

の医療機器があるとか、指導がしっかりしていると

かということがありますので、そういういろんなこ

とを、要は要素を全てキープしていくように、これ

 から取り組んでいきたいと考えています。

○比嘉京子委員　ちょっと話が前に戻っちゃうんで

すけれども、結局現状の34名の欠員があるという実

態において、平成30年度からの医師の制度の問題等

ということを絡めていましたけれども、もうそこか

ら数えて七、八年になろうかとしているわけですよ。

制度の問題ではなくて、この間どういうことに手を

つけなければいけなかったかという課題の見つけ方

に私は危惧しています。そこら辺はいかがでしょう

 か。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  我々としましては、先ほども申しましたが、病院

事業局とか、あるいは現場の医師と意見交換をして

 いるところでございます。

  現在の制度でも、例えば専攻医の勤務環境を整え

るという意味では、学会だとか、あるいは県外、国

外の研修に行きやすい事業をつくったりとか、ある

いはハワイ大学から指導医に来てもらって指導して

もらったりとか、そういった取組はやっております。 

  今、意見交換していく中では、例えば、県立中部

病院の専攻医の養成プログラムが最短４年、県立中

部病院で２年、診療所で２年、トータル４年勤務し

たら、総合診療医と新・家庭医療専門医という２つ

の専門医資格を取れるような最短のプログラムに

なっているとか、そういったプログラムをもっと広

報したらいいんじゃないかとか、アピールしたらい

いんじゃないかとか、あるいは指導医の確保をもう

ちょっと厚くするための方策は何だろうか、どういっ

た方策があるのかといったところを意見交換してお

りますので、こういった意見も踏まえまして、どう

いうふうな対応ができるのかを今後検討していきた
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 いというふうに考えているところでございます。

○比嘉京子委員　私、現状で34名の欠員がある中で、

北部基幹病院の医師確保が本当にできるんだろうか

ということを一応危惧をしたという話をしたんです

けれども、次は、主要施策の成果に関する報告書の

161ページの、先ほどから皆さんがおっしゃっていま

す県立病院の専攻医養成事業についてですね。それ

について課題とかの話をちょっと質問に上げてあり

ますけど、まず、その内容ですね、３つの事業内容

がありますけど、簡潔にその事業内容の説明をお願

 いしていいですか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  この県立病院専攻医養成事業ですが、県立病院の

専門研修１年目及び２年目のですね、専攻医の給与

と指導医の海外研修の旅費の一部を一般会計で確保

しまして、病院事業局に医師の養成を委託する事業

 となっております。

  養成後は医師の確保が困難な離島・僻地及び本島

北部の病院、診療所へ派遣をすることで、その地域

の医師不足の解消を図っていくという事業となりま

 す。

   以上です。

○比嘉京子委員　執行率が――１つ目ですね、離島

へ研修医19名を派遣したというのは、ニーズに十分

に見合っているという理解でよろしいんでしょうか。 

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　今、161ページの主要施策の計画、実績の

部分で３つに分かれているかと思いますが、これは

単独と交付金というのであります。単独が一般会計

で、交付金がソフト交付金を使ったものでございま

 して、基本的に１つの事業にはなるんですね。

  そこだけちょっとすみません、補足をさせていた

 だけますでしょうか。

○比嘉京子委員　それで、ここに19名の医師を派遣

したと、離島・僻地に。それで離島の医師の充足は

 なされているという理解でよろしいでしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  離島の医師の充足という御質問ですが、保健医療

部における北部、離島地域の基幹病院、あるいは診

療所の医師確保を行う施策としましては大きく３つ

ございまして、１つ目が県立病院の専攻医養成事業、

もう一つが自治医科大学の医師派遣、もう一つが琉

球大学医学部地域枠の養成事業、この３つを中核と

して医師派遣を行っているところです。例えば診療

所の医師、あるいは中核病院の医師をですね、多く

の医師を派遣しておりますが、そういった医師も確

保しながら、県立病院においてですね、それ以外の

事業も使いながら医師を確保しているものと承知し

 ているところでございます。

○比嘉京子委員　そこはまた県立病院のほうに、病

 院事業局のほうに聞いてみたいと思います。

  それで執行率が73.6％あるんですけれども、その

 理由は何でしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  やっぱり専攻医を多く確保する必要がございまし

て、厚めに予算を確保しているというところでござ

 います。

   以上です。

○比嘉京子委員　先ほど部長もお話しされていまし

たように、やはりここの課題というのをもっと掘り

下げないといけないのではないかと思うんですね。

例えば中部病院のほうもハードの面がどうなのかと。

私は研修医の控室等や休憩室等が館内にあるかどう

かも含めて最低限のハードの問題があるんではない

かと。それからやっぱり機器の問題、先ほどおっ

しゃっていたように。そして、やっぱり研修医が来

るという呼び水になるのは、指導者、症例だと思う

 んですね。

  そういう意味で言うと何が足りないのかというこ

とをもっと掘り下げて、皆さんが声をかけなくても、

どうやれば研修医が集まってくるのかを、私はもっ

と掘り下げるべきだと思うんですが、部長いかがで

 すか。

○糸数公保健医療部長　今御指摘の点につきまして

は、県立中部病院の将来構想検討委員会というのが

 現在立ち上がっております。

  病院事業局のほうで外部有識者、それから、県内

の医療関係者等を集めて、今委員がおっしゃったよ

うに中部病院というのはどういう機能を持つべきで、

それについてどういうふうな課題があるかというの

を各診療科、分野ごとに部会を設けながら、かなり

 深く議論しているという状況でございます。

  それを踏まえた上で、将来どういうふうな病院で

あるべきかというふうな病院像についても今後議論

をしていくということでございまして、これまで委

員会が２回、それから部会が３回開催をされており

まして、年度末には将来構想、それから、もう一つ

その喫緊の課題といいますか、耐震性もまだ十分じゃ

ない病棟があるというところもありますので、その
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耐震化の方針を決定するというふうなことで現在関

 係者で議論しているという状況でございます。

○比嘉京子委員　やっぱりこれまでちょっと滞って

きたんじゃないかなと、環境整備といいますかね。

やっぱりその魅力が本当にあるのかというようなこ

とも含めてですけれども、中部病院は災害拠点病院

にもなっていたと思うんですよね。それとハワイ大

学との連携というところで、かつては非常に高い倍

率で皆さんが集まって養成してきたと認識していま

 す。

  そういう意味でいいますと、やっぱり何が執行率

の悪さにつながってきているのかということも含め

て、やっぱり私は現場ともっと詰めて話し合ってほ

 しいなというふうにも思っています。

  課題をもう少し掘り下げて、皆さんに検討してほ

しいと思うんですが、ここの課題についてですね、

研修体制を充実させ必要な医師の養成、確保を図る

必要があるというふうに書かれています。そこにつ

いてもう少し具体的な説明ってできるんでしょうか。 

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  我々のほうで、過去に県立病院の初期研修医の２年

次に対してアンケート調査を行ったことがあるんで

すね。例えば専門研修を選ぶ際に重視する点はどう

いった点ですかということでアンケートしたんです

が、その際の上位に来ているのが指導医が充実して

いること、症例数が多いというものが上位に入って

 おります。

  県立中部病院は症例数は多い病院でございますの

で、やはり指導医を強化するということが最重要な

課題かなというふうに認識をしているところでござ

 います。

   以上です。

○比嘉京子委員　やっぱりこの金額はもったいない

と思うし、指導医はどうやって呼ぶのかということ

も含めて、もっと使えたんではないかという思いが

 あって、この質問をしております。

  ニーズが分かっている、それに加えてできたらハー

ドも最低限の環境を整えてほしい。私はコロナ禍に

おいて、県立病院を回ったときに中部病院が一番ひ

どくて、どうやってゾーニングってやるんだろうか

と、素人の私でさえ、どこを歩けばいいのかしらと

思うほど環境は、決してよくないというふうに思っ

 ています。

  ですから、どれだけの機能を求めるかということ

と、それに見合うだけのハードをどうするかという

ことは、私はぜひ喫緊の課題だと思われるので、ぜ

ひ局と一緒になって、また、今設置されている委員

会や審議会等も含めて、ぜひ早急に解決をお願いし

 たいと思います。

   次に移りたいと思います。

  主要施策の180ページの妊娠期からつながるしくみ

 体制構築事業についてでございます。

　それで、この支援センターの設置状況について、

母子健康包括支援センターの設置状況と未設置の市

 町村の課題について伺います。

○新里逸子地域保健課長　お答えします。 

  令和５年10月現在、37市町村で母子健康包括支援

 センターが設置されております。

  未設置の４村につきましては、令和５年中に設置

予定が２か所、令和６年度に設置予定が２か所となっ

 ております。

  未設置市町村の課題につきましては、専門職の確

保が難しいことや人手不足などが挙げられておりま

 す。

  未設置市町村に対しましては、令和４年度から実

施しておりますモデル事業のほうで、指導保健師や

助産師などを派遣し、センター機能である相談対応

や支援プランの立て方など、センター設置に向けた

助言を行っているほか、専門職が少ない地域におい

ては、支援が必要な方に訪問に対応する助産師など

の派遣を行うなど、人的支援を実施しているところ

 であります。

   以上です。

○比嘉京子委員　今おっしゃったように、６年、７年

では、全市町村に設置ができるという見通しだと理

 解してよろしいでしょうか。

○新里逸子地域保健課長　設置できるものと見込ん

 でおります。

○比嘉京子委員　37に、あと４、今おっしゃったの

が足されていくわけですから、十分に可能かなとい

 うふうに思っております。

  そこでですけれども、この事業が非常に重要な事

業であるという認識は共通しているんだろうと理解

していますが、その中において、多くの情報元をこ

こに集めていると思うんですよ。初めて妊婦になる

方がここに来る。そこでどんな情報をしっかりと伝

 えていくかということは非常に重要だと思います。

  昨日、子ども生活福祉部で多様な母子の受皿とい

う問題がありましたけれども、本当に今、多様化し

ていて、非常に、何といいますか、問題を抱えた、

孤立しがちの親たちが増えています。その中におい
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て、ある意味で、育児に対してのネグレクトである

とか、虐待であるとか、孤立化からくる鬱であると

か、様々な問題をここでジャッジをしてしまうとい

うことがあるので、ここをいかに市町村につなげて

いくかと。困ったときにどこに行けばいいのかとい

う情報をしっかり与えていくということが非常に大

事ではないかと思います。ここの効果のところにあ

るモデル事業、３村で実施したと書かれていますけ

れども、モデル事業から何が、今後課題といいます

か、施策に取り組むときに参考になったことってど

 ういうことがあるのでしょうか。

○新里逸子地域保健課長　モデル事業を実施した市

町村は小規模村になっておりまして、人材のほうが

 十分ではないということがあります。

  それで包括支援センターを立ち上げた際に、相談

対応の技術の向上だったり、そういったものが村内

で対応が難しいこともありまして、こちらから指導

保健師を派遣して、相談対応の技術であったり、支

援プランの立て方を細かく指導したほか、また、新

生児訪問などで実際にお宅を訪問する際に助産師を

派遣して、保健師と助産師がペアで一緒に行くとい

うようなことを実施しております。そういった中で、

人材が足りない市町村に対しましては、ワンポイン

トで、訪問時に専門職を活用するとか、そういった

対策でセンター設置が可能ではないかと考えるとこ

ろもありまして、令和４年度に実施した３村のうち、

令和４年度中に北大東村のほうが、令和５年４月に

粟国村がセンターを設置し、渡嘉敷村は令和５年度

中の設置を今目指しているところです。そういった

ノウハウを伝えることができたのではないかと考え

 ております。

○比嘉京子委員　日本型のネウボラといいますか、

沖縄型のネウボラという、フィンランドのネウボラ

制度のようにワンストップでそこがつながっている

わけなんですけれども、やっぱり医療も保健も保育

も、そこに全ての子供の情報が集積されていて、小

学校に上がるときに乳幼児期の情報がいくというよ

うな形になっていて、そこをある意味で、国が包括

支援という言葉で立ち上げたんだろうというふうに

 理解をしています。

  ですから、やっぱり人材なんですよね。そこにど

ういう人材がいて、どういうふうな支援があったこ

とによって救われたかということが、潜んでいる問

題を包括していると思います。ここは非常に重要な

ところとして、全市町村に設置することはもちろん

重要ですけれども、今後その中身をどうするかとい

うような課題についても提案していきたいなとは思

います。どうぞここにもっと人材の充実のために、

ニーズがあったらいつでも派遣するよというような

人的な支援も含めて、小規模離島の支援体制も含め

て、ぜひ全島に充実――一番、沖縄県がその制度は

充実しているんだと言われるくらいの状況になるこ

とを願っているんですが、部長、この事業の重要性

はもちろん御承知のこととは思いますけれども、そ

れについて、部長の今後に向ける、充実に向けたお

 考えがあったらお伺いして終わりたいと思います。

○糸数公保健医療部長　ありがとうございます。 

  今、課長のほうからお答えさせていただいたモデ

ル事業というのは、やはり小規模の離島を含む市町

村が多い中で、どうやって――まずこのセンターを

設置するための人材を、本島のほうから少し送って

という形で、そのステップでやっておりましたが、

委員の御指摘のように、じゃ立ち上がったセンター

に複雑なケースが来たときに、どうやって必要な関

係機関と連携するかという、母子保健コーディネー

ターの役割も設置した後には、こういう方々が中心

 になってつないでいくことになると思っています。

  これについては、他県でそういう事例を経験して

いる有識者の方、あるいはその自治体の方をお招き

して、県内でコーディネーター研修会というのも実

施をしております。複雑な症例に対したときに、ど

ういうふうにほかの機関と連携するか、その際の情

報をどう取り扱うかというような、少し具体的な研

修も毎年行っております。そういうことで、設置さ

れたセンターの職員の対応能力をまた向上させて、

さらにそこを中心として、ネットワークをもっと強

化していくというふうな、今はそういう段階だと認

識していますので、引き続きこの強化については、

保健医療部、それから、子ども生活福祉部、県庁で

もいろいろ連携が必要なところはありますので、引

 き続き取り組んでまいりたいと考えています。

○末松文信委員長　喜友名智子委員。 

○喜友名智子委員　お疲れさまです。 

  私のほうからは、まず、コロナ関連の予算ですね。 

  令和４年度は、まだコロナの対策が続いていた時

期かと思います。令和３年度と比較して、令和４年

度のコロナ関連予算とそれ以外の予算の割合でどう

 いう変化があったのか、お尋ねいたします。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えいたします。 

  令和３年度につきましては、コロナ関連予算の決

算額は約568億6000万円となっておりまして、保健医

療部全体の一般会計の決算額が、約1222億円となっ
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ておりますので、コロナの決算額が占める割合は、

令和３年度につきましては、46.5％となっておりま

 す。

  令和４年度につきましては、保健医療部全体の一

般会計の決算額が1318億円で、新型コロナ関連の決

算額は、そのうち約589億8000万円となっておりまし

て、保健医療部全体に占める割合は44.7％となって

 おります。

   以上です。

○喜友名智子委員　予算決算の半分弱がコロナ関連

予算だったということで、保健医療部の仕事の内容

というものが、やはり対策に大変奔走いただいたと

 いうことがよく分かります。

  また、令和５年度の決算が終わったときには、５類

になってからの分でかなり割合は変わってくると思

いますけれども、予算の傾向は引き続き見ていきた

 いなと思ってこの質問をさせていただきました。

  次に、同じくコロナ関連なんですけれども、今年

度からは５類になっているので、かなり予算も補正

予算のほうで、関連予算の振り替えが多かったよう

に思います。その中で、今も続いているコロナ関連

予算、事業というもの、どういったものがあるでしょ

 うか。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えいたします。 

  ５月８日の位置づけ変更に伴いまして、一般無料

検査でありますとか、自宅療養者支援、宿泊療養施

設運営事業、認証制度などは事業が終了しておりま

 す。

  現在も引き続き取り組んでおります事業としまし

ては、発熱コールセンターでありますとか、医療機

関への病床確保に要する補助、そして、外来対応医

療機関などへの設備整備補助、そして、高齢者施設

などの定期・集中検査、コロナ治療薬などの公費負

 担となっております。

   以上です。

○喜友名智子委員　ありがとうございます。 

  コロナ対策は、国の方針が決まってから内容を、

具体的に県のほうでも予算化するというのが基本か

と思いますけれども、やっぱり県民からすると、県

ももっと沖縄の実情に合わせた独自の対策を取って

 ほしいという声はいまだに受けることがあります。

  コロナが５類になってからは、ほかの感染症対策

のほうに移りつつあるのかなと思っていますけれど

も、今後、コロナ禍で取り組んだ様々な事業を今後

どういうふうに医療政策に生かしていくのかという

 ことについて今お考えでしょうか。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えいたします。 

  県のほうでは、令和２年２月のコロナ発生から５類

移行するまでの間の、県内の感染状況でありますと

か、コロナ対策本部が実施してきた取組、そして、

その効果や課題などについて整理をして、今、振り

 返りの作業を行っているところでございます。

  これまでの取組を振り返り、今後に作業を生かし

ていきたいというふうに考えておりまして、６年度

以降につきましては、これまでの経験を踏まえまし

て、今後の新興感染症などの発生に備えまして、発

生時に速やかに対応できるように、平時からの体制

整備としまして、医療機関をはじめ関係機関と連携

した医療体制の確保でありますとか、保健所を支援

する人材の育成などに取り組んでいきたいというふ

 うに考えております。

○喜友名智子委員　ありがとうございました。 

  次はですね、ちょっと個別の主要施策のほうにな

りますけれども、180ページの妊娠期からのつながる

 しくみ体制構築事業ですね。

  先ほども少し関連する質疑がありましたけれども、

 この体制構築事業の概要からお尋ねいたします。

○新里逸子地域保健課長　県では、妊娠期からのつ

ながるしくみ体制構築事業において、母子健康包括

支援センター未設置の市町村の中からモデル地域を

選定し、指導保健師や助産師等の派遣を行い、セン

ター設置に向けた支援を行っているほか、センター

機能の充実のため、重要な役割を担う母子保健コー

ディネーターを対象に、人材育成研修会やメンタル

 ヘルス研修会を開催しております。

○喜友名智子委員　ありがとうございます。 

  先ほどの質疑で、複雑なケースが来たときの支援

体制もこれから取り組んでいきたいということがあ

りました。私もこれは、ぜひ進めてほしいと思って

 います。

  その中で、昨年、この文教厚生委員会でベビーミ

 ルク支援の陳情を採択した経緯がありました。

  今、県内の子供の貧困対策として、子ども食堂は

かなり広がってはきていますけれども、ゼロ歳児、

乳児についての食事というのはミルクであると。こ

れが行き届いていない家庭があって、特に物価高の

中で、赤ちゃんにミルクを薄めて飲ませるというと

ころが、発達や生育に問題があるという現状があり

 ます。

  今、一部の市町村で、子ども食堂でベビーミルク

支援をつなげていこうという検討をしているという

情報があったんですけれども、私はこのベビーミル
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ク支援は母子健康包括支援センターで行うべきこと

ではないかなと思っています。やはりミルクをあげ

ることにも苦慮する世帯、親御さんというのは、こ

ちらで支援につなげるべき複雑なケースに当たるの

 ではないかと思うんです。

  ぜひですね、具体的な取組の一つとして検討いた

だきたいんですけれども、ベビーミルク支援につい

て、この中で取り組めないか見解をお尋ねいたしま

 す。

○新里逸子地域保健課長　お答えします。 

  母子健康包括支援センターでのベビーミルクの配

付につきましては、設置主体となっております市町

村の判断とはなりますが、県内において実際にベビー

ミルクを配付している自治体がありますことから、

そちらからの情報を収集し、他市町村においても同

様な取組が推進できないかということで、県のほう

としても情報提供を行っていきたいと考えていると

 ころです。

○喜友名智子委員　ベビーミルク支援は、民間がも

うほとんどボランティア状態、場合によっては手出

 しの状態で行っているんですよね。

  今おっしゃった市町村で対応がしっかりできてい

るというところの情報は、私も聞いておりますけれ

ども、やはり都市部のほうではもっと県がリードを

して、自治体と話合いをしてもらいたいなと思って

います。ぜひこれが実現できるように要望をいたし

 ます。

　すみません、事前の聞き取りのときにはお伝えし

ていなかったんですけれども、１点確認をしたい点

 があるので、こちらでお聞きします。

  185ページのへき地診療所の設備整備補助事業、離

島・僻地医療ですね。ほかの委員も様々質問をなさっ

ていますけれども、やはり僻地の診療所の整備、私

も島を回っていて、ここを直せないのかなとか、こ

ういう整備をしたいという要望をいろいろお聞きし

ます。こういった僻地の診療所の整備、どういった

流れで整備費が確保されるに至るのか、そのプロセ

 スを確認させていただけますか。

○古堅宗一朗医療政策課長　お答えいたします。 

  委員お尋ねのプロセスということですけども、基

本的には補助事業でございますので、各市町村から

要望をいただいて、もし予算額の中で複数の市町村

が競合というか、かち合ってしまった場合には、優

先順位をつけながらということになろうかと思いま

すけれども、具体的には要望ベースで各市町村と地

 元と相談をしながらということになります。

   以上です。

○喜友名智子委員　昨年ですね、座間味村の診療所

に行ったときに、トイレ改修の要望があったんです

 ね。

  ここの診療所は、私が去年行ったときには洋式ト

イレが２つ、それから、男子用のトイレが１つとなっ

ていて、当然仕切りはありましたけれども、実際今

は使えているのがそのうちの便座の１つだけだった

んです。車椅子対応もできないので、使っていない

便器を２つ取ってですね、便座は１つで間に合って

いるので、車椅子が入れるような形で間口を広げる

 などの改修がしたいというお話を聞きました。

  先ほど市町村から上がってきたときに優先順位を

つけて行うという御答弁でしたけれども、この座間

味診療所の場合ですと、これも村に上げてから、村

から要望を出してもらうという形になるんですか。

親病院である南部医療センターに要望を出して、そ

こから上がってくるものなのかなと理解はしていた

 んですが。

○古堅宗一朗医療政策課長　すみません、前提条件

として先ほどお尋ねがあった時点で説明すべきだっ

たんですけども、今お尋ねの事業自体は市町村への

補助事業ですので、例えば令和４年度で言いますと、

この決算の中では大宜味村の診療所をやっているん

ですけども、各市町村でやっている村立の診療所な

どの補助の事業なんですね。ですから、今、委員お

尋ねのように、県立病院の附属の診療所ということ

であれば、その整備をしますのは県立病院、病院事

業局の予算でやることになりますので、そういうこ

 とでいうと、この事業の範囲から外れております。

  なお、お尋ねのような形で座間味村からそういう

要望があれば、直接、病院事業局のほうで調整をさ

 れることになるかと考えます。

   以上です。

○喜友名智子委員　入り口、出口が幾つかあるとい

 うことが分かりました。

  私もそうなんですけれども、こういったところが

まだよく分からないことがあるので、今日、流れが

確認できてよかったです。県立病院だと、ここでは

なくて局のほうになるんですね。分かりました。あ

 りがとうございます。

   私の質問は以上です。

○末松文信委員長　玉城ノブ子委員。 

○玉城ノブ子委員　よろしくお願いいたします。 

  主要施策の中から質疑をしたいと思います。よろ

 しくお願いします。



－365－

  158ページ、こども医療費の助成事業ですね、私た

ちずっと議会でも、こども医療費の問題をずっと取

り上げ続けてきたんですけれども、沖縄の場合、子

供の貧困率が全国と比べても２倍ということで、安

心して子供を育てる環境をどうつくっていくかとい

うのは政治が果たすべき大きな役割だし、責任だと

いうふうに思います。そういう意味からして、中学

校卒業までのこども医療費の無料化をということが

非常に多くの県民の皆さん方の間からの要求、要望

になっていたんですけれども、それに応えて、県が

中学校卒業まで窓口無料化を実現したということは、

 非常に大きな評価をするものであります。

  具体的にこのこども医療費の無料化を実施した、

その効果と今後の課題について、お聞かせ願いたい

 と思います。

○山里武宏保健医療総務課長　お答えします。 

  まず、こども医療費助成事業の効果としましては、

子供の疾病の早期発見、早期治療を促進して、子供

の健全な育成が図られるとともに、経済的理由で受

診を控えることがあった世帯においても、必要な医

療を受けることができるということで、子供の貧困

 対策にも寄与するものと考えております。

  一方、課題なんですけども、令和４年度から対象

年齢を中学まで拡大しております。令和３年度の実

績と比較すると、県の補助金ベースですけれども、

 11億円増となっております。

  現在は、さらなる拡大が言われていますけれども、

今、市町村の意向とかですね、やはり今後の事業実

績とか、県及び市町村の財政状況などの実情を踏ま

えてですね、協議を行っていきたいと考えておりま

 す。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　次の課題として、やっぱり高校

卒業までの子供の医療費の無料化、18歳までの医療

費の無料化というのが今大きな要求、要望として上

 がってきております。

  私たちも直接、国に対してもね、本来であればこ

ども医療費の無料化は国がやるべきものであるとい

 うことで、直接申入れにも行ってまいりました。

  ぜひ今、全国的にも18歳まで医療費を無料にする

という都道府県が出てきております。東京都も、18歳

までやるという方針を明らかにしたということも聞

いております。ですから、ぜひですね、18歳までの

子供の医療費の無料化をですね、実施をしてほしい

ということが、県民の要求、要望にもなっておりま

すので、ぜひそれに向けた取組を進めてほしいとい

 うふうに思います。

  もし18歳までの医療費の無料化を実施するという

ことになりますと、それに必要な財源というのはど

 れぐらいになりますでしょうか。

○山里武宏保健医療総務課長　今、現段階の令和５年

度の実績で、医療費助成に係る全体の費用としては

約66億円で、県補助金としては約33億円、見込んで

 いるところでございます。

  今、委員おっしゃったように18歳まで拡大すると、

 全体として10億円の増が見込まれております。

  県負担金として、その半分の５億円増ということ

で、総額で38億円というようなことが一応見込まれ

 ているところでございます。

○玉城ノブ子委員　今、少子高齢化と言われている

中において、安心して子供を育てられる環境を整備

していくことは非常に重要な課題になっております

ので、これについては、ぜひ18歳までの拡大に向け

 て頑張っていただきたいと思います。

  それと同時に国に対しても、今、少子高齢化とい

うことで大きな問題になっているわけですから、国

がやっぱりこども医療費についても責任を持って無

料にしていくということが必要だと思いますので、

国に対してもしっかりと要求していくことが必要だ

 と思います。いかがでしょうか。

○山里武宏保健医療総務課長　先ほど委員がおっ

しゃったように、全国の市区町村の約７割が、18歳

までの助成対象という形で、こども家庭庁の調査で

はそういう数字も出ています。ですので、全国的と

いうこともありますので、沖縄県も全国一律の制度

設立について、全国知事会、また、全国衛生部長会

を通して、国に引き続き要請していきたいと考えて

 おります。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　よろしくお願いいたします。 

  あと、159ページ、先ほども質疑がちょっとござい

ましたけれども、このこども医療費の無料化助成制

度、現物給付支援事業ですね、これをずっと県がやっ

てきているわけなんですけれども、まず効果と課題

 についてお願いします。

○山里武宏保健医療総務課長　現物給付の効果と課

題ですが、国民健康保険の減額措置に対して県が補

助することでですね、こども医療費助成をしていく

のと一緒ではあるんですけども、疾病の早期発見、

早期治療につなげることができているものと考えて

 おります。

  課題としては、市町村において、国保のペナルテ
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ィーがあるため、現物給付を確実に実施して、安定

した事業継続ですね、そのために県が補助する必要

があるということで令和４年度から実施しておりま

 す。

○玉城ノブ子委員　これについては、私たち共産党

県議団、国に対しても直接ね、このペナルティー制

度はおかしいじゃないかということで、これを早急

 に廃止するよう、求めてきました。

  それで先ほども、国のほうとしても、ペナルティー

については廃止をする方向であるということが答弁

 ありましたけれども、どうでしょうか。

○山里武宏保健医療総務課長　先ほどもちょっと答

弁させていただきましたけれども、令和６年度の国

の予算案において、令和６年度から廃止するという

ことになっております。予算計上もされているとこ

 ろでございます。

  ただ一方、県の予算も本来だったら６年度のペナ

ルティーの補助もなくなるというような形が普通で

すけれども、先ほどもちょっと話したんですが、こ

の補助対象の年月にちょっとずれがあるもんですか

ら、なので一部、令和５年度の12月から３月までの

４か月分のペナルティーの補助をしなければいけな

いというのがありますので、令和６年度はその分を

計上しないといけないなと考えているところでござ

 います。

○玉城ノブ子委員　国がペナルティーを課すという

ことそのものが私は問題だというふうに思いますの

で、廃止をするという方向になったということは非

 常によかったというふうに思います。

  皆さん方もこれまでいろいろ国に対して御尽力を

されてきたと思いますので、どうもありがとうござ

 いました。

  次に、165ページの県内の民間立看護師養成所の運

営費に対してなんですけれども、先ほど医師不足の

話もございましたけれども、看護師不足もですね、

かなり深刻な状況になっているというふうに聞いて

おります。看護師養成所は県内に何か所、想定数は

 何名なんでしょうか。

  看護師養成所への支援の内容についてもお聞かせ

 ください。

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　お答えしま

 す。

  県内には民間立の看護師養成所が５校設置されて

おりまして、１学年の定員数の合計は480名となって

 おります。

  看護師養成所は３年課程で養成しておりますので、

在校生数の合計は、令和４年５月時点で1505名となっ

 ております。

  また、看護師養成所運営補助金の事業内容につい

てですが、本事業は県内の民間立の看護師養成所に

対し運営費を補助することで、看護職者の養成の強

 化を図る事業です。

  この５か所の養成所に対して、令和５年度は１億

 4959万7000円を補助しております。

  補助金の使途につきましては、教員及び事務職員

の給与等、それから、外部講師への謝金、そして、

学生の教材費、臨床実習の経費等となっております。 

   以上です。

○玉城ノブ子委員　看護師不足ということが今言わ

れていますけれども、現状はどういうふうになって

 いますでしょうか。

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　お答えしま

 す。

  看護職の採用率についてですが、県のナースセン

ターのほうに事業調査を委託していますが、その調

査によりますと、令和４年４月時点の各医療機関に

おける看護職員の採用計画2132名に対して、令和４年

６月１日までに採用できた人数は1442名となってお

 りまして、採用率は67.6％となっております。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　そういう現状からすると、やっ

ぱり看護師不足が大変厳しいという状況になってい

ると思うんですけれども、皆さん方としては、現状

のこの看護師を増やしていくため、看護師不足を解

消していくための取組、課題としてどういうものが

 あるのでしょうか。

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　お答えしま

 す。

  看護師確保対策としましては、今26事業を実施し

ておりますが、看護師を確保するためには新規養成

と、それから資質の向上等も必要と考えております

ので、新規養成事業と復職支援、そして、定着促進、

資質の向上をするということで離職を防止し、定着

促進するというこの３つの柱で、26事業を実施して

 おります。

○玉城ノブ子委員　私がお聞きしたいのは、具体的

にこの今の看護師不足を解消していくために、皆さ

んとしてはこういう課題が挙げられると。そのため

に県としてはどのような取組をしていきたいという、

具体的な取組についてお伺いをしたいんですけれど

 も。

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　先ほどの
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３つの柱、新規養成、復職支援、離職防止、定着促

進の事業というふうにお答えしましたが、具体的に

は、新規養成事業としましては、修学支援として看

護師等修学資金の貸与事業、あと、県内の准看護師

の進学支援事業、それから、養成支援としまして、

看護師等養成所運営補助事業、それから、その養成

所の教育環境を整備します整備事業、あと、復職支

援としまして、先ほどの調査によりますと看護師は、

ライフサイクル、例えば妊娠・出産や、あと、家族

の介護等で離職するというふうなこともありますの

で、看護師免許を持っている方が復職――仕事をや

めてその後、復職できるための事業としまして、就

 労支援の事業も実施しております。

  それから、一旦離れた方については、復職のため

のトレーニングとして、潜在看護師の再就職支援事

業としまして、研修事業も実施しているところです。 

  それから、離職防止、定着促進としましては、就

職した看護師が、いろんなそういうライフサイクル

で辞めることを選択することもあるかと思いますが、

就労環境改善をすることで離職を防止するというふ

 うなことも事業として実施しております。

  それから、定着促進の中の資質向上事業としまし

ては、例えば新卒の看護師が定着できるために新人

 看護職員の研修事業を実施しております。

  新人看護職員の質の向上を目的に、新人の看護師

研修ガイドラインというのがありまして、それに沿っ

た研修を実施する医療機関に対して補助を行ってお

 ります。

  また、自施設で研修体制が整っていない医療機関

向けには、他施設合同研修等も委託して実施してお

ります。引き続き看護師確保対策を努めてまいりた

 いと思っております。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　どうもありがとうございます。 

  皆さん方が様々な努力をなさって、看護師確保を

 しているということは分かりました。

  ぜひですね、今はまだ看護師不足で大変厳しい、

現場が厳しい状況になっているということを聞いて

おりますので、県民の命や安全を守る大変大事な現

場ですので、しっかりと対応することができるよう

 に頑張っていただきたいというふうに思います。

   ありがとうございました。

  次に、180ページの母子健康包括支援センター、全

ての市町村に支援センターを設置することが非常に

大事であると思っておりますので、ぜひ、その実現

のために頑張っていただきたいのですが、いかがで

 しょうか。確認だけしておきたいと思います。

○新里逸子地域保健課長　お答えします。 

  母子健康包括支援センターにつきましては、今現

在37市町村のほうに設置されており、今後、４村の

 ほうにも設置の予定があるところでございます。

  全市町村が設置できたとしても、センターの機能

として十分な対応ができるように、今後も引き続き

事例検討やコーディネーターの研修などに努めてま

 いりたいと考えております。

○玉城ノブ子委員　ぜひですね、要望されている事

業ですので、それにまた応えていくことができるよ

 うに頑張っていただきたいと思います。

  国民健康保険の特別会計について質問いたします。 

  沖縄県の国民健康保険の前期高齢者交付金と、他

 の都道府県との比較についてお伺いいたします。

○與儀秀行国民健康保険課長　お答えします。 

  本県の前期高齢者交付金につきましては、１人当

たりで全国比較をしておりますので、そのほうでお

答えさせていただきたいと思いますが、本県の１人

当たりの交付額につきましては、令和３年度では全

国平均の50.8％で、約半分程度というふうになって

 おります。

○玉城ノブ子委員　他の都道府県と比較して少ない

 要因についてもお伺いいたします。

○與儀秀行国民健康保険課長　前期高齢者交付金に

つきましては、前期高齢者の加入割合に応じて交付

されるということになっておりまして、本県は全国

に比べて前期高齢者の割合が低いということから、

前期高齢者交付金の１人当たりの交付額というのが、

 全国平均の半分程度というふうになっております。

  また、本県は子供が多いというのは非常にいいこ

となんですけども、全国に比べても、かなり多いと

いうことです。このことが前期高齢者の加入割合を

 押し下げているという要因にもなっております。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　国民健康保険制度の保険料が協

会けんぽ等と比べても、重い負担になっているとい

うのは、やっぱり構造的なものがあるというふうに

思うんですよね。そういう意味では全国知事会が要

求している、１兆円のこういう負担を国に対しても

しっかりと要求していくということが必要じゃない

 かと思いますが、いかがでしょうか。

○與儀秀行国民健康保険課長　県では、これまでも

国に対して、沖縄県の国民健康保険事業に対する財

 政支援ということで要請を行っております。

  今年度につきましても、８月、それから、去る11月
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にも要請を行っておりまして、県では、沖縄県だけ

ではなく、市長会とか町村会、そういった県内６団

体と連名で国に対し要請を行っているところであり

 ます。

  その要請の中にも、先ほど申し上げました前期高

齢者のことについて、具体的に、市町村の国保の赤

字の大きな要因というのは、前期高齢者の加入割合

に応じて交付される前期交付金が少ないということ

が要因であるということを述べて、国に対して、沖

縄の特殊事情に配慮した形の財政支援の拡充、継続

をよろしくお願いしますということで、これまでやっ

 ております。

  県としては、今後も市町村と連携しながら、要請

のほうを行っていきたいというふうに考えておりま

 す。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　ありがとうございます。 

  ぜひですね、この前期高齢者の問題、国民健康保

険制度の構造的な問題、これも含めて今、国保税が

高くて払えないという県民がたくさん出ております

ので、そうするとやっぱり県民の命、安全が脅かさ

れるという事態になってきますので、しっかりと国

 に対して要請もやっていただきたいと思います。

  あと、今マイナンバーと保険証を一本化して、紙

の保険証をなくしていこうというのが国の制度とし

て出ておりますけれども、今、そういうことになる

と、十分に命や安全を守ることができない、紙の保

険証は残しておくべきだという要求、要望が非常に

大きく広がっておりますけれども、ぜひこれについ

ても、私は国に対してしっかりと、県民の声を受け

て、要求していく必要があるんじゃないかと思うん

 ですが、いかがでしょうか、部長。

○與儀秀行国民健康保険課長　確かに、委員おっしゃ

るとおり、マイナンバーと保険証の一体化、いわゆ

るマイナ保険証ですね。いろいろな不安とかそうい

うのがあるということは当然、我々としても承知し

ておりまして、これについては前も申し上げました

けれども、全国知事会等を通して、安全、それから、

 安定的な運用が図られるよう要望をしております。

  県としましては、医療を必要とする人が必要な医

療を受けられるということが非常に大切だろうとい

うふうに考えておりますので、今後とも国の動向を

 注視していきたいというふうに考えております。

   以上です。

○玉城ノブ子委員　ぜひこれについては、しっかり

と国に対して、県民の声を受けて県としても、要求、

要望を受けて、申入れをしていただきたいというこ

 とをお願いいたしまして、終わります。

○末松文信委員長　瀬長美佐雄委員。 

○瀬長美佐雄委員　では、お願いします。 

  成果の報告書から、ページ143から144にまたがっ

 て、コロナ感染症ＰＣＲ強化事業があります。

  エッセンシャルワーカー等に対するＰＣＲ検査等

 の実績や評価について伺います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えいたし

 ます。

  まず、令和４年度のエッセンシャルワーカー定期

検査の実績についてですけれども、高齢者施設等従

業員ら約６万人を対象に延べ83万9498名分のＰＣＲ

検査を実施し、4304名の陽性者を確認しております。 

  そのほか、抗原定性検査キットを活用した検査も

実施しておりまして、希望する施設宛て約84万キッ

ト配布し、延べ26万6597名分の検査報告がございま

 して、1021名の陽性者を確認しております。

  事業の評価ですけれども、定期検査の実施により

まして、無症状の陽性者を早期に発見し療養につな

げることで、施設内の感染拡大に対し一定の抑止力

 になったと考えております。

  また、抗原定性検査においては、体調に不安があ

る場合と、出勤前に使用するといった活用もされて

おり、施設内の感染拡大防止に貢献することができ

 たというふうに考えております。

  ただ一方、定期検査の対象施設からの申込みが約

５割程度にとどまっていたことが課題として挙げら

 れます。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　エッセンシャルワーカーの定期

検査ということで、とてもいい事業だったと思うん

 ですね、先ほどの効果もあります。

  これは全国的にも取り組まれたということなのか、

県独自なのか、それについてちょっと確認いたしま

 す。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　この事業につ

きまして、全国の状況をまとめた公表資料がないた

め、全国との比較はできませんけれども、令和４年

８月25日付、国通知において、令和４年８月24日時

点で実施していた都道府県は、27都道府県となって

 おります。

○瀬長美佐雄委員　次は145ページ、146ページにか

けてですが、コロナ感染症検査体制確保事業があり

 ます。

  細事業数が５つあるようですが、明細がないので、
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もし可能であれば、決算的なので言うと幾らずつな

 のかというのを確認したいと思います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えいたし

 ます。

  新型コロナウイルス感染症検査体制確保事業にお

ける各検査事業の当初予算につきましては、まず、

行政検査委託事業が１億8599万7000円、２番目に、

保険診療公費負担が４億2184万円、３番目に、ＰＣ

Ｒ検査センター運営委託事業が２億5234万6000円、

４番目として、学校・保育ＰＣＲ検査支援委託が

5304万9000円、それから最後５番目に、衛生環境研

究所における変異株スクリーニング検査及び全ゲノ

ム解析が2694万9000円で、合計９億4018万1000円と

 なっております。

  なお、令和４年度当初予算は、４月から６月末ま

での３か月分の積算となっておりまして、その後の

検査需要の増大に伴う補正等によりまして、各検査

事業の最終予算額は合計で61億3058万円となってお

 ります。

○瀬長美佐雄委員　ＰＣＲ検査センターの運営委託

に係るＰＣＲ検査体制の確保事業の実績について確

認いたします。評価についても併せてお願いします。 

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えいたし

 ます。

  ＰＣＲ検査センター運営委託事業では、本島中南

部及び宮古島市内、それから、石垣市内に接触者Ｐ

ＣＲ検査センター及び臨時検査センターを設置して

 おります。

  実績としまして、合計16万1190名分の濃厚接触者

に対し検査を実施し、３万5769名の陽性者を確認し、

 療養につなげております。

  評価といたしましては、本検査センターの設置に

よりまして、無症状の濃厚接触者等が検査を受けや

すい環境を整え、陽性者の早期発見、感染拡大防止

 に努めたと考えております。

  また、無症状の濃厚接触者等が医療機関に殺到す

ることを抑制し、医療現場の負担軽減を図ることが

 できたというふうに考えております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　ＰＣＲ検査数においては、１日

でどれだけ検査できるのかという能力も問われたり、

全国的には検査数の多い県だったと思うのですが、

これ全国比とか、比較があるのであれば伺いたいと

 思います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  ＰＣＲ検査体制の確保につきましては、国が公表

した資料によりますと、令和４年11月14日時点にお

きまして、沖縄県は１日当たり約２万5000件のＰＣ

Ｒ検査体制を確保しており、10万人当たりの検査可

 能数は全国で１位となっております。

○瀬長美佐雄委員　学校や保育所でもＰＣＲ検査を

取り組まれたという点についての実績等、これ全国

で取り組まれたのか、沖縄県独自なのかの確認です。 

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  学校・保育ＰＣＲ検査支援事業の実績ですけれど

も、延べ５万1975名分のＰＣＲ検査を実施し、1194名

 の陽性者を確認し、療養へつなげております。

  本事業によりまして、学校等で陽性者が発生した

場合、クラス単位等で接触者を対象としたＰＣＲ検

査を迅速に行うことで、学校現場の感染拡大防止と

学校活動の早期再開に資することができたというふ

 うに考えております。

  一方で、令和４年の７月、８月の感染拡大時期に

は、学校・保育ＰＣＲの対応で５日以上要するなど、

検査に遅れが生じたため、抗原定性検査キット配布

 事業に移行したというふうな経緯がございます。

  それから、全国比ですが、本事業につきましては

県独自の取組ですので、全国との比較はできており

 ません。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　ありがとうございます。 

  続きまして148ページ、コロナ感染症に係る保健所

体制の強化事業についてですが、コロナ感染症拡大

防止に係る保健所業務の取組、体制強化も図ったと

いう上での効果、課題について伺いたいと思います

が、実際、追跡調査などの実態としての効果の検証

 も含めて、どう取り組まれたのか伺います。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えいたします。 

  保健所では、新型コロナの感染拡大防止のため、

県民、事業者などからの電話相談の対応や、積極的

疫学調査、濃厚接触者等の行政検査、入院勧告等の

 法定事務に取り組んでまいりました。

  令和３年度までは、保健所に県職員の動員や、市

町村、看護学校などの関係機関の職員を派遣しまし

て、保健所の業務支援を行ってまいりましたが、感

染者の増加により保健所業務が逼迫したことから、

令和４年度に、保健師を12名、事務職７名、指定感

染症対応支援員９名の増員配置をしたほか、外部委

託で、看護師を１日当たり最大23名、事務職80名の

派遣を行いまして、保健所の体制強化を図ったとこ

 ろです。

  体制強化により、積極的疫学調査による感染連鎖
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の抑え込みなどに取り組みましたが、オミクロン株

の変異株ＢＡ.５への置き換わりが進み、感染が爆発

的に拡大し、感染の連鎖が追えなくなったため、重

症化率の低いオミクロン株の特性を踏まえまして、

積極的疫学調査の対象を重症化リスクの高い高齢者

施設などでのクラスターなどに重点を置いたほか、

保健所業務のデジタル化の推進のような業務の効率

化にも取り組みまして、感染者の入院勧告や就業制

限などの保健所業務の適切な実施に努めてきたとこ

 ろであります。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　151ページ、コロナ感染症の宿泊

療養施設運営についてですが、宿泊療養施設の確保、

地区ごとの実績、食事配付とか様々な課題に対応さ

 れたかなと思いますが、それについて伺います。

○古市実哉感染症医療確保課長　宿泊療養施設運営

事業ということですけれども、地区ごとの確保実績、

それから食事配付作業ということですが、宿泊療養

施設につきましては、可能な限り多くの方を受け入

れることができるよう、この間、その確保に努めて

 きたところでございます。

  最大で、令和４年度に、北部地域に１施設60室、

それから、中部地域に１施設100室、また、南部地域

に６施設888室、宮古地域に１施設77室、八重山地域

に１施設55室、合計で10施設1180室を確保しており

 ました。

  入所者の実績ということで見ますと、北部地域で

この間、約１万1000人、中部地域で約２万4000人、

南部で約17万5000人、宮古で約１万人、八重山で約

１万人、合計で約23万人の入所者の累計実績がござ

います。こういった方々に宿泊療養施設で、弁当で

 すとか、飲料等を提供してきたところです。

  また、台風時におきましては、あらかじめ非常食

を確保しておくですとか、あと、食物アレルギーの

ある方ですとか、幼児、それから、宗教上の理由に

より食材が限定される入所者もおりましたので、そ

ういった方々には、ニーズを踏まえ手配を行ってき

 たところでございます。

  また、入所者の要望等を考慮して、家族向けフロ

アの準備ですとか、洗濯機、電子レンジの設置をし

たほか、療養者の方の心のケアを図り、入所中の不

安を解消するために、公認心理師協会と連携をしな

がら、より利用しやすい環境を提供するなど、改善

 を図ってきたところでございます。

   以上になります。

○瀬長美佐雄委員　この事業ではないかと思います

が、医療従事者を専用にするような宿泊施設等の確

 保事業もあったかと思います。

  それについての実績や評価、どれぐらい確保され

たのか、利用状況とか、全国比とかあるのであれば

 確認します。

○古市実哉感染症医療確保課長　医療従事者の皆様

への宿泊施設の確保ということですけれども、この

感染症に対応する医療従事者の所属する医療機関に

おきまして、指定している宿泊施設を利用した場合

に、宿泊に要した経費の全部、または一部を支援し

 てきたところでございます。

  実績としましては、令和２年４月から令和５年５月

までの医療従事者用の宿泊療養施設としまして、延

べ宿泊日数で６万2670泊、人数ですと延べ4564人が

 利用してございました。

  なお、全国の統計データはないということであり

ますけれども、この事業を実施することで、医療従

事者に対する宿泊費の支援をして、医療従事者の経

済的、そして精神的な負担軽減を図るということで、

医療提供体制の確保に寄与したものではないかとい

 うふうに考えております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　続きまして154ページ、155ペー

ジにかけて、新型コロナ感染症患者等の入院医療機

 関等の設備について。

  当初予算と決算の額の開きについて、５つの事業

のそれぞれの予算、決算がないので、執行状況も併

 せて、ちょっと明細についても伺います。

○古市実哉感染症医療確保課長　入院医療機関等設

備整備事業ということですけれども、確かに当初予

 算と決算額、開きがございます。

  その理由としましては、感染症対応医療機関とい

うことで、令和２年度からこの事業を実施しており

ますので、この事業が令和２年、３年度、過去２年

間で実施してきた中で、一定の設備の整備が進んだ

ということもあって、令和４年度においては、その

分、新たな申請が、当初の見込みを下回ったことに

 なったというふうに理解しております。

  ただ一方で、マスク、ガウン、グローブなどの個

人防護具などですとか、あと、簡易ベッド、そういっ

た設備の補助もございましたので、その分の実績が

 あったということになります。

  ５つの医療機関ごとのメニューということになっ

ておりますけれども、この事業としてはプールで活

用しているので、まず、全体として、当初予算額が

約23億1000万円で、最終予算額が８億7500万円程度
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ということです。14億円ぐらいは別事業への流用財

源ということで振り替え、最終予算額として約８億

7000万円、それに対して決算額が７億3600万円とい

うことで、執行率は84.1％というふうになってござ

 います。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　ＥＣＭＯであるとか、人工呼吸

器等機器整備について、結構な機器の整備が図られ

 たのかなと思います。

  これについて、もし主立った機器でいいんですが、

 状況はどれぐらい整備されたのかを伺います。

○古市実哉感染症医療確保課長　この事業で整備し

た主な機器として、まず、人工呼吸器ですと、リー

スも含む形にはなりますけれども、延べ446台、これ

まで整備をしております。また、ＥＣＭＯ、それか

ら附帯する備品につきましては、16台を整備してい

 るところです。

   以上になります。

○瀬長美佐雄委員　コロナ感染症は今、少し落ちつ

いていますが、やっぱり総括して教訓を引き出すこ

 とは大事だと思います。

  この観点で何点か伺いますが、一つは、対策本部

を設置して一元管理をしたということで全国からも

評価されましたが、その一元管理をやった効果、あ

 るいはまた、課題等々について伺います。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えします。 

  沖縄県では、対策本部の設置による一元管理を行っ

ておりまして、感染拡大により保健所の業務逼迫が

課題となる中、本県では入院調整や自宅療養者の健

康観察、宿泊療養に係る調整、高齢者施設等のクラ

スター対応等の保健所業務を対策本部に一元化をし

まして、保健所の業務逼迫の軽減に取り組んだとこ

 ろです。

  対策本部への一元化により保健所は、積極的疫学

調査でありますとか、就業制限、行政検査などの業

務に対応できるように整理をしたところですが、オ

ミクロン株への置き換わりにより、感染拡大のスピー

ド、数ともに想定を上回り、保健所業務が逼迫した

ため積極的疫学調査の重点化でありますとか、デジ

タル化の取組の推進など、業務の効率化にも取り組

 んだところであります。

   以上になります。

○瀬長美佐雄委員　国が主に決めますが、感染拡大

に伴って、フェーズというか、規制とか取組につい

て、県内でそれの対応に対する分析や教訓というの

 はどのようになっているのか伺います。

○髙嶺公子感染症総務課長　お答えします。 

  コロナ禍におきましては、新規陽性者数でありま

すとか、病床使用率などを基に感染状況に応じて、

警戒レベルを判断し、県民、事業者に対して、感染

 対策などの要請を行ってまいりました。

  感染拡大時におきましては、入院待機施設の機能

拡充や社会福祉施設の支援、ワクチン接種の推進な

ど課題に応じた措置を適宜講ずるとともに、緊急事

態宣言や蔓延防止等重点措置に対し、県民や事業者

からの協力を得られたことで乗り越えることができ

 たものと考えております。

  現在、国において新型コロナ対応における課題を

踏まえ、次の感染症危機でより万全な対応を行うこ

とを目指して、新型インフルエンザ等対策政府行動

計画の改定に向けて作業が進められているところで

あり、国の動向も注視しながら、県としましても、

今後発生する新興感染症に備えて、これまでの経験

や取組を生かして、平時からの体制整備に取り組ん

 でまいりたいと考えております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　入院待機ステーションも設置し

 て対応されたと思います。

  それについての効果や、全国でもそういった設置

がされたのか、そこら辺の掌握についても確認しま

 す。

○古市実哉感染症医療確保課長　入院待機施設とい

うことでございますけれども、この間、入院待機ス

テーションとして、令和３年６月３日以降、令和５年

 の５月７日まで2036人を受け入れたところです。

  また、令和５年５月８日からの５類感染症への位

置づけ変更後は高齢者専用宿泊療養施設ですとか、

新型コロナ感染者ケアステーションとして運用しな

がら、11月30日までに195人を受け入れております。

合計しますと、この間、2231人を受け入れていると

 ころになります。

  この間のこの入院待機施設の運営によりまして、

病床が逼迫して入院調整が厳しい状況下にあったと

きにおいても、自宅療養者等の急変時の対応ができ

たということですとか、コロナ受入れ医療機関の負

担軽減につながったりですとか、救急隊の現場待機

時間を短縮するということに寄与するといったこと

など、医療提供体制の確保が図られたというふうに

 考えております。

  あと、全国の設置状況ということでございますけ

れども、これは国の調査がございまして、臨時の医

療施設なども含めまして令和４年の11月９日時点で、
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全国で108施設、4225人分が確保されているというこ

とであります。この時点で本県においては、１施設

 100床の確保をしていたということになります。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　コロナ感染症に対応する医師や

 看護師確保の取組も重要だったかと思います。

  県立中部病院の院長が、総括的な教訓として、感

染管理認定看護師等々が圧倒的に不足しているとい

 う指摘もありました。

  それについて、どういうふうに取り組むのかとい

 うのも併せて伺いたいと思います。

○古市実哉感染症医療確保課長　新型コロナウイル

ス感染症対策については、瀬長委員御指摘のとおり、

やはりどうしても医療機関ですとか、そういったと

ころでの看護師の役割が非常に大きかったというこ

とでやはり人材の確保は重要な課題であったと思い

 ます。

  確かに認定看護師の養成とかということも、研修

制度を活用しながらやっているところですけれども、

そういったものは地道に養成を続けていくことにな

るかと思います。加えまして、やはり人材確保とい

うことですので、この間、コロナ対策の関係では国

ですとか、全国知事会、県看護協会等を通じて応援

 派遣を実施してきたところです。

  加えまして、訪問看護事業所ですとか、潜在看護

師への協力依頼などをしながら、看護人材の確保を

 行ってきたところでございます。

   以上になります。

○瀬長美佐雄委員　あとクラスターが発生した際に、

福祉施設への医師派遣等々も対策されたと、これ自

体も効果があったのかと思いますが、その実績、あ

 るいは教訓について伺います。

○古市実哉感染症医療確保課長　クラスター発生施

設への医師派遣等ということでございますけれども、

実績としましては令和３年度で263施設に延べ1552人

 を派遣しています。

  また、令和４年度におきましては、229施設に延べ

1063人の派遣を行ってきたところであり、この感染

症対策専門家が実際に感染症が発生した施設に赴き

まして、感染制御ですとかゾーニング指導を実施し

てきたところでございます。それによりまして、施

設従事者等の感染症対策への取組強化、それから感

染対策への意識向上が図られたと考えております。

実際、それによって事前対策ですとか、発症時に適

切な対応が可能になって、感染症受入れ医療機関へ

の負担軽減につながったのではないかというふうに

 考えているところでございます。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　先ほど国も今後に備えるという

 点で教訓化を調査中だとのことでした。

  県として、先日県立病院の院長から各病院におけ

る教訓も伺いました。協力された重点医療機関とい

うか、協力機関を含めて、県内で今後備えるという

ことからも、やっぱりアンケートで意見を集約する

とか、次の感染に備えるという点での準備に課題も

あろうかと思います。教訓化をまとめるという課題

 も含めて、どのような対応をされるのか伺います。

○古市実哉感染症医療確保課長　瀬長委員から今後

ということでしたけれども、この間コロナ対策を実

施する中では、国の対応とか方針も含めて、様々な

感染状況の程度とか施策の変遷を踏まえながら、事

 業を実施してきたところであります。

  その際にやはりどうしても制度変更とか、個別具

体に医療機関での対応とかも聞きながらやっていく

必要があるということで、この間、医療機関からの

御意見につきましては、例えば病院長会議での意見

交換を行うですとか、あとは県医師会、福祉会の事

務所を通しながら、意見の聞き取りを行ってきたと

ころで、そういったその都度の実情を踏まえた、実

効性があるニーズを踏まえながら、施策を展開して

 いくことになろうかと考えております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　続きましてワクチンの接種の関

係で、156ページになりますが、これについて予算と

決算の開きがあるという状況もありますので、まず

 そこから伺います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  沖縄県ワクチン接種促進事業についてですけれど

も、令和４年度の予算と決算の状況ですが、まず予

算額が８億8635万3000円、決算額としまして５億

 5956万2623円、執行率は63.1％となっております。

○瀬長美佐雄委員  その理由は。 

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　失礼しました。 

  不用額の理由といたしましては、市町村によるワ

クチン接種を補完し、ワクチン接種を加速するため

に沖縄県広域ワクチン接種センターを設置しており

ましたけれども、接種希望者が減少傾向になった中、

常設会場設置数及び稼働日数が当初想定よりも少な

 くなったため不用額が生じております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　次の事業は157ページ、あわせて、

 ワクチン個別接種・職域接種事業となっています。
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  このワクチン接種に係る広域ワクチン接種セン

ターにおける実績や、それぞれ医療機関で取り組ま

れた実績、全体に占める沖縄県の接種が果たした実

 績等々について伺います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  ワクチン接種の実績ですけれども、まず医療機関

の接種実績につきましては、当該医療機関が所在す

る市町村の実績に含まれますので、県全体における

広域ワクチン接種センターと市町村の累計の接種回

 数と割合でお答えしたいと思います。

  令和５年３月13日時点における県全体の累計の接

種回数は352万5746回、そのうち県広域ワクチン接種

センターの累計接種回数は23万9677回、県全体の

6.8％となっています。市町村につきましては、328万

6069回、県全体の93.2％となっております。なお、

全国における大規模接種会場の全体に占める割合の

 平均は2.4％となっております。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　全国比でいうと、沖縄県の比率

は高いと見られるのかどうか、どうなっていますか。 

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  県全体では6.8％、全国では2.4％ですので約３倍

近い。全国に比べるとかなり広域としては頑張って

 いたほうじゃないかなと考えております。

○瀬長美佐雄委員　ワクチン接種については、全国

 比にすると低いという状況があったかと思います。

  そこら辺、相対的に低いのがなぜなんだろうと、

人によってはこの感染症、後遺症のおそれとかを含

 めた心配ということもありました。

  実際、死者数であるとか後遺症の患者とか、そこ

ら辺に関する情報について、どう集約されているの

か、あるいは情報を発信しているのかをちょっと確

 認させてください。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　ワクチン接種

後の副反応等の状況について、お答えしたいと思い

 ます。

  医療機関の医師または開設者が接種後の副反応が

疑われる症状について、独立行政法人医薬品医療機

器総合機構を通じて、厚生労働省に報告する副反応

報告制度というのがございまして、これによって本

県の死亡報告はこれまで15件報告をされております。 

  報告の内容としましては国の審議会において、医

学的、医薬学的観点から、ワクチン接種と副反応の

高い事象の因果関係の評価が行われ、本県の死亡報

告に関し、ワクチン接種に因果関係があると判断さ

 れた事例は今のところはございません。

  厚生労働省から提供がありました、本県の副反応

疑い報告書については、本県ホームページで公表し

 ております。

  さらに、ワクチンの接種後の副反応に関する制度

には、もう一つ予防接種健康被害救済制度というの

 がございます。

  この制度につきましては、健康被害が予防接種に

よるものであると厚生労働省が認定した方は、予防

接種法の救済が受けられることとなっており、本人

または家族が、市町村窓口に申請して手続をするこ

 とになっております。

  県では、救済制度の情報について、県ホームペー

 ジ等で周知をしているところでございます。

   以上です。

○瀬長美佐雄委員　続きまして、在宅療養者非常用

電源確保や障害者等に係る日常生活器具の給付事業

があるようですが、それについて災害に備える観点

からも日頃からの市町村との連携も重要な事業かと

 思います。

  この事業の概要と、予算と執行状況、申請者数の

――ニーズに応える決算になっているのかどうか、

 併せて伺います。

○新里逸子地域保健課長　お答えします。 

  保健医療部で実施しております、在宅療養者非常

 用電源確保についてお答えします。

  県では在宅で療養する人工呼吸器を装着した、指

定難病患者及び小児慢性特定疾病児童等の停電時に

おける安全確保のため、バッテリーや自家発電機を

無償で貸与する、難病患者人工呼吸器用外部バッテ

 リー等貸与事業を実施しております。

  本事業の実施主体は、難病相談支援センターアン

ビシャス等となっており、県では実施機関が支出す

る経費に対して、予算の範囲内で補助金を支出して

 おります。

  貸与の対象者は、指定難病医療費助成制度や小児

慢性特定疾病医療費助成制度の受給者証をお持ちの

方で人工呼吸器を装着して、在宅で療養している方

 となっております。

  貸与の流れとしましては、各保健所などの支援機

関を通して、対象者へ本事業を周知し、申請した方

 に対して実施機関が無償で貸与しております。

  申請が多数の場合は、抽せんにて決定していると

 ころです。

  予算と執行状況に関しましては、事業について県

の実施要綱は１つでありますが、予算の事業として

 は３つに分かれております。
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  それぞれについて、令和４年度の予算と執行状況

 について御説明いたします。

  まず１つ目に、(目)特定疾患対策費の難病患者人

工呼吸器用外部バッテリー等貸与事業では、指定難

病患者を対象にバッテリーを貸与しており、予算額

は補助金として110万1000円、決算額は110万1000円

 となっております。

  ２つ目に、同じく(目)特定疾患対策費の難病医療

提供体制整備事業では指定難病患者を対象に、発電

機を貸与しており、予算額は補助金として21万

 2000円、決算額も21万2000円となっております。

  ３つ目に、(目)小児慢性特定疾患等対策費の在宅

療養を支える環境づくり事業では、小児慢性特定疾

病児童等を対象にバッテリー及び発電機等を貸与し

ており、予算額は補助金として220万8000円で、決算

 額220万8000円となっております。

  申請者数と貸与の状況なんですが、指定難病のほ

うがバッテリーを申請者７名全員に貸与しており、

発電機は申請者５名に対して１名の貸与となってお

 ります。

  小児慢性特定疾病児童等は、バッテリーは申請者

20名に対して７名に貸与しており、発電機等は申請

 者22名に対して７名の貸与となっております。

  本事業の課題としまして、防災意識の高まりなど

から申請件数が増加しているところですが、申請者

全員に貸与ができていない状況となっております。

そのため、指定難病に対する予算では令和４年度及

び令和５年度において、事業間変更により予算額を

 増額し、対応しております。

  小児慢性におきましては、当初予算を令和４年度

の220万8000円から令和５年度が360万1000円に増額

 し、対応しているところです。

  県としましては、希望する方へ貸与ができるよう

 引き続き予算の確保に努めてまいります。

   以上となります。

○瀬長美佐雄委員　先ほど答えられたように、予算

額は全て使い切っていると、要するにニーズに応え

られていないだろうと思われるような決算だと。そ

れで今年度も増額したという回答だったかと思いま

すが、実は長期停電を昨年経験して、本当にこの重

要性は明らかになったと、利用されている皆さん含

めてとても心配な日々を送られたという事態が発生

しました。ですから、今ニーズに応えてというより

も必要な方には漏れなく貸与であるとか、できるよ

うな予算化、確保が必要じゃないのかなと思います

 が、それについて改めて伺います。

○新里逸子地域保健課長　委員のおっしゃるとおり、

希望者全員に貸与できていないという状況が続いて

 おります。

  災害等がいつ発生するか分からない状況におきま

して、皆さんが地域で安全に生活できるように、予

算の確保を今後とも努めてまいりたいと考えており

 ます。

   以上です。

○末松文信委員長　休憩いたします。 

   　　午後０時26分休憩

   　　午後１時46分再開

○末松文信委員長　再開いたします。 

 　小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員　関連も含めて、幾つか確認をさ

 せてください。

  まず最初に、主要施策の中でも様々な事業がやら

れたコロナの件について、ほかの委員からもいろい

ろ質疑があったと思うので、私からは、コロナの総

括という部分で、組織体制のこととか、あと、いろ

んな形で、他部局も含めて御苦労なさって何とか乗

り越えてきたというような状況と思うんですけれど

も、いろいろ課題点、反省点というのも出てきてい

ると思います。同じような形で、また感染症が広がっ

たときに、同じように混乱をしないために総括をし

て、いろいろと洗い出し作業もしていると思います

ので、この組織という観点で、例えば庁舎の大講堂

に本部を設けて、いろんな形で連携を今回は行った

んですけれども、場所が適当だったかとか、または、

ほかの部局とも連携をしていく中で、いろんなやり

方をそのとき考えて結論を出して、意思決定をして、

事に当たるということについて、是非を問うもので

はないんですけれども、もう少しこういうところを

こうやったほうがよかったなとかというのがあれば

 教えていただきたいなと思います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  まず、コロナ感染症に備えた組織体制についてお

 答えしたいと思います。

  県では、新型コロナへの対応のため、これまで感

染症総務課、それから感染症医療確保課、ワクチン

・検査推進課の３課体制でコロナ対策に取り組んで

きましたが、５類移行に伴う各種対策の終了に伴い、

令和６年度からは３課を統合し、新型コロナを含む

感染症対策全般を所管する１課体制とする方向で今

 検討しているところでございます。

  保健所につきましては、コロナ対応のため増員し

た保健師数を令和６年度も維持し、平時においては、
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施設等への感染対策の推進及び関係機関との連携体

 制の強化を行うこととしております。

  それから、令和５年度、県衛生環境研究所内に設

置した感染症研究センターにつきましては、室長を

配置し、試験検査等の体制整備や、感染症の疫学調

査及び疫学解析能力の向上、それから、感染症関連

の人材育成に向けて調整を進めているところでござ

 います。

   以上です。

○小渡良太郎委員　様々な事業もやられたと思いま

 す。

  例えば今言った感染症に対する対応だけじゃなく

て、市中がロックダウンしていましたから、給付金、

 協力金を配るという事業もありました。

  様々な――３課で基本的にやって、それ以外の部

分も、ほかの部署等にもお願いをしながら対応した

というところがあると思うんですけれども、そういっ

た部分、中枢は今の答弁いただいた分でいいんです

けども、看護師が足りなくなったから派遣を要請す

 るとか、様々なことをやられたと思います。

  特に、経済対策という部分については、メインは

ほかの部署がやっていたとしても、それに対する保

健医療部としての、もう少しこういうことがあった

らよかったなとか、またはこういうところをしっか

りやれて、次も同じようにできるように頑張りたい

とかというのがあったら、これも併せて教えていた

 だきたいと思います。

○糸数公保健医療部長　お答えいたします。 

  今回はコロナが発生して対策本部を立ち上げまし

 た。

  対策本部というのは全部局長からなる決定機関で

はあるんですけれども、そこの補佐をする部局とし

て総括情報部というのを設けて、総括情報部は今回、

保健医療部が中心になって当たりましたので、こち

らのほうでいろいろ対策本部の準備等を行っていま

 した。

  保健医療部が主にやるのは感染拡大防止と医療提

供の確保、検査という、保健医療に特化した仕事が

多いという中で、今、委員が御指摘したように、経

済対策もやらないといけないとか、あるいは観光等

もやらないといけないとかで、患者さんが増えてき

た令和４年ぐらいには、福祉だったり、教育だった

り、いろんなところとコミュニケーションを取りな

がらやらないといけなくなっていたんですけれども、

総括情報部が持っている対策本部はやはり主に感染

症対策を行っていきながら、商工労働部のほうはま

た経済の対策本部というのを実は立ち上げている時

期もあったので、県庁の中でミッションごとに少し

 本部が別々にあるということもありました。

  他県の状況をお話しすると、危機管理部門が一括

して、最初から全庁的に取り組んでいるというよう

なところと、私たちのように保健医療部が中心になっ

て回したところという２パターン、大体あるという

ことがありました。どっちがいいか悪いかというの

はあれなんですけども、そういうふうな比較をしな

がら、メリット、デメリットなどは整理していく必

 要があるかと思っています。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  令和４年が、一応は最終の年度という形になって、

今、令和５年なんですけれども、いろんな形で３年

間、苦労に苦労を重ねた経験というのをしっかり引

き継いで、同じようなことがあっても、次は前より

もいい対応ができるという、知識、経験の継承をぜ

ひ、もちろん当たり前にやっていると思うんですけ

ども、私からも重ねてお願いをして、次の質疑に移

 りたいと思います。

  この医師、看護師の不足に対する対応に関して、

これも今、主要施策の部分を見ているんですけども、

ちょっとどこに該当するか分からないので、関連し

てという形で少し聞かせていただきたいんですが、

これも、まずは実績ですね。令和４年の医師、看護

師確保に関する事業の実績と、あと、やった上での

課題と、見えてきた課題というのを教えてください。 

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  令和４年度の医師確保施策の実績になりますが、

沖縄県では様々な医師確保施策を実施しているんで

すけども、令和４年度は延べで言いますと153.3人の

 医師を確保することができました。

  そのうち、離島・僻地の医療機関への派遣が、延

べ133.9人となっております。これは実績ということ

 になるかと思います。

  一方で、今年度、医師確保計画というものを策定

しておりまして、その中で、その課題等についても

把握しているところではあるんですが、全県的な医

師数につきましては確保できているというところで

はありますが、引き続き北部・離島地域での医師偏

在がまだあるというところと、特定の診療科、特に

小児科とかにつきましては医師数も減少傾向にあり

ますし、そういった特定の診療科については、医師

 がまだまだ足りないというところでございます。

   以上です。
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○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　看護師の確

 保に係る事業に関しましてお答えいたします。

  看護師確保につきましては、26事業で総額14億

 986万7000円の実績額となっております。

  看護師等の確保の柱としまして、新規養成、あと、

復職支援、離職防止及び定着促進に取り組んでおり

 ます。

  課題としましては、本県の人口10万人当たりの看

護師従事者数は、令和２年12月末時点で1149人となっ

ておりまして、全国平均を上回ってはいますが、圏

域別では宮古と八重山が全国平均を下回っており、

 地域偏在が課題となっております。

  県としましては、引き続き宮古・八重山を含む離

島の医療提供体制を維持確保するため、看護師等の

養成、離職防止などに取り組むとともに、令和５年

度からは新規事業としまして、看護師等誘致事業も

含めて、地域偏在の解消に取り組んでまいりたいと

 考えております。

   以上です。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  沖縄県は離島県ですから、どうしても地域偏在が

生じるというのは、これはもう、やむを得ないこと

だとは思うんですけれども、それに対しても、しっ

かり令和４年度、対応していただいているというこ

 とがよく分かりました。

  離島医療を支える上で、沖縄が今まで培ってきた

仕組み、研修医も含めて委員会でも議論されている

と思うんですが、沖縄が研修先として非常にもては

やされているという時期が少しずつ過ぎようとして

いるというような気もして、研修ということについ

てもしっかり、いま一度、このタイミングで、力を

入れて、医師確保、全体として確保していくという

ところも、必要になってくるんじゃないかなと思い

ながら、令和４年の実績を確認をさせていただきま

 した。

  看護師について、もう少し聞かせいただきたいん

ですけれども、一応全国平均は上回っているという

 話がありました。

  新規、復職等で事業をやっているとあったんです

けれども、県内幾つか看護学校等はあるんですが、

新規人材の輩出という部分において、今の現状の体

制が、ある程度、十分な形で運営はされていると思

うんですが、沖縄県域内でそれが今充足できている

のかどうか、あと、もし把握しているのであれば、

直近でも構わないですから、将来の予測という部分

 も含めて答弁をいただきたいなと思います。

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　看護師の養

成状況ですけれども、３大学、そして、５つの養成

校で年間700名の定員で養成をしていまして、大体

７割ですかね、500名近くが県内で就職をしておりま

 す。

   以上です。

○末松文信委員長　休憩いたします。 

  　　（休憩中に、小渡委員より需要予測の答弁が

　　　　ないとの指摘があった。） 

○末松文信委員長　再開いたします。 

○沖山陽子保健医療総務課看護専門監　お答えしま

 す。

  令和７年における看護職員の需給推計について御

 説明いたします。

  国が設置しました医療従事者の需給に関する検討

会、看護職員需給分科会におきまして、県が策定し

ました地域医療構想や、医師の需要推計方法との整

合性を図りながら、平成31年１月の看護職員の令和

 ７年の需給推計方法が取りまとめられました。

  国が定めました全国共通の推計ツールで、令和７年

時点の本県における看護職員数の需要と、あと供給

 見込み数を算出しております。

  推計の結果、沖縄県は、2025年時点の看護職員の

数ですけれども、需要が２万3158人に対しまして、

供給数としましては２万3240人と推計されておりま

 す。

  推計の結果、地域医療構想が実現した場合の供給

数が、需要数を82人上回り、充足率は100.4％になる

 と推計されております。

  また、国が都道府県の推計結果を踏まえて、看護

職員の勤務環境が改善された場合の想定もしていま

して、３つのシナリオで推計して公表されておりま

 す。

  国が公表しています調査では、シナリオ２では、

残業が10時間以内で、有給休暇10日以上で見た場合、

2025年の沖縄県の看護職員の需給推計は、充足率が

 94.8％で、1263人の不足が見込まれております。

   以上です。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  看護師については、私、今期の一つのテーマとし

て、４年間ずっと雇用政策というところを取り上げ

て一般質問等でもやっているんですけれども、この

看護師の部分については、他業種と比べて非常に難

しいものがあるなというのを感じています。資格を

持っているけど職に就かないという割合が、多分ほ

かの資格に比べて突出して高い部分がありますし、
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また、新卒人材というところを捉えても、他の業界

と比べて年齢が一定じゃない。ほかのところだと、

どうしても18歳、大学だったら22歳という形になる

んですが、いろいろ経験をされて30代で看護師を目

指すという方々、40代でという方々もいらっしゃい

ますので、年齢もなかなか一定じゃないというとこ

ろもあって、また、復職率もなかなか、頑張ってい

るんですけども、これは全国的な問題ではあるんで

すが、伸びないというところもあります。その中で、

今ある程度充足、悪いシナリオでも94％以上はしっ

かり確保できているという部分については、近い未

来まで考えて、少しは安心できるのかなという形で

 今の答弁いただきました。

  ただ、日本全体で少子化にもう転じて進んでおり

ますし、沖縄はまだ少子化に転じていないという話

はあるんですけども、どこで頂上が見えるかという

ような話も最近よくされる中で、沖縄は今のところ、

域内ではある程度確保できるという状況があって、

例えば高い給料とか、いろんな条件つけて県外から

引っ張られるという未来も、ある程度は想定できる

のかなというふうに考えます。ですから、今やって

いる事業が、近い未来まで、ある程度充足できると

いう部分はともかくとして、今後そういう社会情勢

の変化とか、ある程度、そういったものを含めて国

が推計しているとは思うんです。確保できているか

らこそ、人材の流出を防ぐ手だてと、沖縄県内で働

いていただける環境を早めから整えていくというこ

とも重要なのかなというふうに感じます。47都道府

県、どの県もですが、よそに出ても我が県に戻って

きてほしいと。できれば出ていかないで地元で就職

してほしいという形で、努力して、いろんな施策を

打っているのが今の日本の現状ですから、沖縄は、

やっていないというわけじゃないんですけれども、

そういった意識が少し欠けているというふうに常々

感じますので、看護は県民生活の安心・安全に直結

する人材でもありますから、できるだけ域内でとど

まって就職をしていただくという環境を今後も、今

指摘した点を留意しながら、しっかり進めていって

いただきたいなと要望をしているんですが、部長の

答弁をいただきたいなと思いますので、よろしくお

 願いします。

○糸数公保健医療部長　ありがとうございます。 

  ３つの柱ということで新規養成、それから潜在看

護師等の復職支援、そして、就職した人の定着促進、

離職防止ですね、この３つで取り組んでいるという

ことで、今、各種事業を行っているところでござい

 ます。

  地域医療構想の話が出ましたけれども、沖縄県は、

将来的にまだ病床を増やさないといけない、すなわ

ち看護師の需要が増えるというようなところであり

ますので、今の仕組みの中で計画的に増やしていく

というところと、コロナのときにも経験したのは、

全てのステージで看護師が足りないというところで、

様々な全国の力を借りながら、県内の潜在看護師に

も呼びかけていましたが、やっていて非常に感じた

のは、看護師という一つの言葉があっても、重症の

感染症病床で働く看護師さんから、それ以外の一般

病棟、外来、それから、もう長らく仕事に復帰して

いないからということでできないという人もいらっ

しゃったんですけども、今回は自宅療養者もたくさ

ん出ましたので、そこに看護師の専門性を生かして

電話をかけるというところも募集して、また来ても

らったりとかということで、急な需要が発生したと

きに、具体的な職種を示しながら呼びかけをすると

いうことも大事かなということが分かりましたので、

こういう経験を踏まえながら、沖縄県でしっかりと

医療を提供できるように、看護師の確保に努めたい

 と思います。

  離島に関して、先ほど地域偏在で宮古・石垣が少

ないというのがありましたので、特に新規事業とし

て、宮古、それから八重山のほうに、県外から来て

くれる看護師さんに対する費用の助成というのを

――地元で養成するのがもちろん原則ではあるんで

すけれども、そういった外から来ていただく方につ

いても、支援を併せて行って、この需要のとおりに

 キープできるように進めていきたいと思います。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  先ほど雇用政策ずっとやってきたと話をしたんで

すが、少子化に転ずる東京を除いて45道府県ある中

で、沖縄だけ人口が自然増しているという現状はあ

まねく知れ渡っていて、それで、人材確保のために、

取りあえず沖縄に人材を求めるというのが、あるい

は群がっているという状況になっていると言っても

過言じゃないと。特に高校、大学等の新卒の求人と

 かを見ていると、それを強く感じます。

  専門人材こそ、せっかく育成したのに違うところ

でというのは、働くのは自由ではあるんですけれど

も、ぜひこの地元にとどまっていただくような施策

も、今すぐに必要があるかどうかというのはともか

くとして、それを踏まえた上で、医師、看護師の確

保を進めていっていただきたいなと、重ねてなんで

 すけども、要望して、次に移ります。
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  がん医療に関して、177ページ等に関連するんです

けども、がん医療に関連する政策について、幾つか

事業はあると思うんですが、それぞれの実績と効果、

また、令和４年度事業をやって見えてきた課題等を

 教えてください。

○國吉聡健康長寿課長　お答えします。 

  本県のがん対策につきましては、県のがん対策推

進計画に基づいて、３つの分野、３つの観点で事業、

 取組を行っております。

  １つは、がんの予防、早期発見。これは生活習慣

の改善であるとか、がん検診の受診勧奨などといっ

た予防、早期発見に関するもの。それから、２つ目

が、がん医療のほう、診療連携拠点病院を中心とし

て専門的ながん医療を提供するというもの。それか

ら、３つ目に、患者支援という観点から、相談支援

体制であるとか、社会生活支援の整備というものを

 行っております。

  委員御指摘のあった175ページは患者支援のところ

が主になっているんですけれども、主要施策の

175ページから177ページにかけて、この３つの分野

 ごとに取組を行っております。

  まず、175ページのがん検診充実強化促進事業につ

きましては、これは市町村が実施する対策型のがん

検診の充実、それから体制強化を目的に、検診機関

に対して実施体制の実態把握を行って、改善に向け

た助言を行うとともに、検診従事者の人材育成であ

るとか、検診の普及啓発を実施しております。効果

として、市町村においては、検診効果が科学的に証

明された国の指針に基づいた検診の受診率が改善さ

れてきているということがあります。課題としまし

ては、検診機関と市町村との間で、精密検査受診状

況等の情報共有体制の構築が必要だと考えておりま

 す。

  それから176ページのほう、これは医療のほうに

係ってくるんですけれども、地域がん診療拠点病院

機能強化事業、この事業のほうでは、がん診療連携

拠点病院等に指定された県内の５つの病院において

実施する医療従事者の研修、それから緩和ケアの研

修であるとか、相談支援等に係る経費等を補助して

おります。効果としましては、医療機関間の連携及

び質の高いがん医療の提供の整備、維持が図られて

 いると考えております。

  それから３つ目、177ページのほうで、患者支援の

ところになるんですが、がん医療連携体制推進事業

では、琉球大学病院のほうに委託しております地域

統括相談支援センターにおいて、ピアサポーターで

すね、がんの経験者による相談支援であるとか、が

んサポートハンドブックの作成・配布によって、が

んの療養情報の提供を行って、患者の立場に立った

相談支援が図られているものと考えております。課

題としましては、がん相談支援センター、それから

ピアサポートの相談室など、認知度がまだ十分でな

いことから、その周知を図る必要があると考えてお

 ります。

   以上です。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  まず、この175ページの部分で、この検診の受診率

というのが、令和４年度どうなっているか教えてく

 ださい。

○國吉聡健康長寿課長　検診の受診率、今ちょっと、

大腸がん検診のものが手元にありますので、そちら

 のほうを御紹介したいと思います。

  国民生活基礎調査によりますと、大腸がん検診の

受診率、少しずつ上がってきているんですけども、

 全国平均には及んでいない状況です。

  具体的には、令和４年、沖縄県38.4％、全国のほ

 うが45.9％という状況になっております。

   以上です。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  私も会社で年に１回、この健康診断を受けるんで

すけれども、がん検診が、例えばオプションだった

りして、面倒くさいからやらないとか、私自身も

ちょっと反省しないといけないかなと。今回質問の

聞き取りをやりながら感じたところではあるんです

けれども、沖縄県民の死亡率の、そんなに無視でき

ない高い割合をがんが占めているという部分もあっ

て、本来であれば、事業を行う中で、受診率をもっ

と上げていかないといけないのかなと、私自身受け

ていない点も含めて感じるんですが、この受診率アッ

プに関しては、基本的に市町村の事業ですから、市

町村がそれぞれやっていると思うんですけれども、

全県的に低いのであれば、県としても、やっぱり―

―受診率アップのためのＣＭとかを拝見したことが

あるんですけれども、今のやり方のままだと現状の

ものしか得られないというところも言えるかなと思

いますので、県民の意識啓発という部分について、

取組はされていると思うので、課題点とか、もう少

しこうしたほうが上がるんじゃないかというような

アイデア等もあれば、それも含めて見解を教えてい

 ただきたいと思います。

○國吉聡健康長寿課長　ありがとうございます。 

  確かに、がん検診の周知、啓発の不足がまだある
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 のかなと思っています。

  具体的に言いますと、やっぱり検診の重要性とい

うのが、まだ十分伝わっていないのかなと思ってい

 ます。

  部位別で見ますと、沖縄県で一番多いのが大腸が

んでありますし、男性では一番多い、女性も２番目

 に多いというような状況。

  それから、検診方法は内視鏡とかまでではなくて、

検便だけで大丈夫だよというような、検診方法など

もしっかり周知していって、受診を勧奨していくこ

 とが必要なのかなと思っています。

   以上です。

○小渡良太郎委員　ありがとうございます。 

  昼も終わっているので話せるかなと思いますが、

検便についても、２日に分けて２回、２日に分ける

必要はないかもしれないんですけど、２回に分けて

やらないといけないというのが手間と言う方々もい

 ます。

  検査の精度を上げるためにどうしても必要という

のは分かるんですけれども、そういう点も含めて、

検診の必要性、それだけ多く亡くなっているからぜ

ひ早く――早期発見できればこうなるんだというと

ころを、今以上に充実強化をして、令和６年度以降

図っていただきたいなと考えておりますので、私も

しっかり受けるようにしますから、事業展開をお願

 いしたいと思います。

  最後、不妊治療に関してですね。これは事業があ

るわけではないんですけれども、令和４年度に不妊

治療が保険適用になったと思います。令和３年度ま

で、不妊治療に関するいろいろな事業をやられたと

思うんですけれども、行った分の予算が、どう変化

 をしたのか教えていただきたいと思います。

○新里逸子地域保健課長　お答えします。 

  令和４年の４月１日から不妊治療が保険適用と

なったことから、特定不妊治療費助成事業について

は、令和４年度は経過措置として、年度をまたぐ治

療について１回のみ助成を行い、終了いたしました。 

  また、保険適用外となった不妊治療のうち、厚生

労働省より先進医療として告示されている治療につ

きましては、令和４年度に先進医療不妊治療費助成

事業を新設し、費用の一部助成を行うことで、子供

 を望む夫婦の経済的な負担軽減を図っております。

  令和４年度の先進医療費の不妊治療の実績といた

しましては、助成件数が456件、助成額が908万3000円

 となっております。

   以上です。

○小渡良太郎委員　この不妊治療に関しても、私も

最近３人目が生まれたんですけれども、３人とも不

妊治療で授かった子ということで、しっかりね、沖

縄は一番充実しているんだというような県にしてい

 きたいなという個人的な思いもあります。

  保険適用になって取り組みやすくなったという部

分はあるんですけども、やはり、高齢でも望んでい

る方は、保険適用になっている部分では不十分とい

 う声もよく聞かれます。

  今お話しいただいた先進医療に関してしっかり助

成をしているというところはあるんですけれども、

認知があまり広がっていないなと。産院とかでも、

その話を聞いたという――これはあくまで肌感覚な

んですけれども、知っているよという方もいれば、

知らないから詳しく教えてくれというふうに、逆に

 聞かれることもあったりします。

  令和４年度でやったということなので、今度は周

知の部分で、産院だけに任せるんじゃなくて、もう

少しこういうのもやっているからぜひ利活用してく

ださいという形での、これも啓発をお願いをしたい

なと思うんですが、最後、答弁をいただいて終わり

 にしたいと思います。

○新里逸子地域保健課長　先進医療不妊治療費助成

事業につきましては、事業開始時にホームページ等

 で事業を公開し、周知も行っております。

  また、リーフレットやポスターなどを作成して、

先進医療の不妊治療の実施医療機関や各保健所、不

妊・不育専門相談支援センター、市町村などに配布

 をしております。

  また、年度末には、申請に締切りがございますの

で、それも併せて、年度内に申請漏れが起きないよ

 うということで周知を行っているところです。

  引き続き周知徹底を図ってまいりたいと思います。 

○末松文信委員長　新垣淑豊委員。 

○新垣淑豊委員　よろしくお願いします。 

   ありがとうございます。

  では、主要施策の143ページから157ページまでで、

コロナを含む感染症についての対処について、今日

の新聞にも感染症対策課の３課が統合というような

お話もありましたけれども、今後、コロナを通して、

例えば設置をされた感染症研究センターであったり

とか、感染症情報センターとかいうのは、どのよう

な運用をされていくのかということをお聞かせいた

 だきたいと思います。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えします。 

  令和５年４月１日付で衛生環境研究所内に感染症
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 研究センターが設置されております。

  感染症研究センターは室長の下、研究主幹を配置

し、疫学情報グループ２名と、それから、病原体解

 析グループ７名で構成されております。

  さらに、病原体グループはウイルスチームと細菌

 チームに分かれて構成をされております。

  また、感染症の詳細を把握するために、これまで

衛生環境研究所内で別々だったその疫学情報分野と

検査分野を統合して、今、相互連携を図っていると

 ころです。

  また、次世代シークエンサー等を用いた高度技術

による病原体解析を実施しているところでございま

 す。

  さらに、公衆衛生人材の育成のために、国立感染

症研究所が令和５年度から一部の協力自治体におい

て研修を展開する実地疫学専門家養成コース、ＦＥ

ＴＰと申しますけれども、その拠点を沖縄県と大阪

府で今本格的に運用を開始しており、感染症研究セ

ンターではこの研修制度と連携をしているところで

 ございます。

   以上です。

○新垣淑豊委員　ありがとうございます。 

  今、その感染症ということに関して言うと、コロ

ナであったりとかインフルエンザであったりとか、

こういったものも含めていろいろなものへの取組を

 するという認識でよろしいでしょうか。

○平良勝也ワクチン・検査推進課長　新型コロナの

経験を踏まえまして、今後新たな感染症も発生する

 ことも想定されます。

  将来的な新興感染症等の発生及び蔓延に備えまし

て、令和４年12月に改正された感染症法に基づいて、

今県では連携協議会というものを設置をしておりま

す。そこで既存に代わる沖縄県感染症予防計画の見

 直し作業を行っているところです。

  この計画の中で保健所設置市の那覇市とか、あと

沖縄県医師会、それから、医療機関、薬剤師会とか、

いろんな関係機関との連携を強化するとともに、今、

先ほど申し上げました感染症研究センター内の設置

もしていますので、そういったところと連携をしな

がら、新しい感染症に対する体制も整備していきた

 いというふうに考えております。

   以上です。

○新垣淑豊委員　とてもありがたいなと思っていま

すが、先ほど大体10人ぐらいの配置がなされるのか

なという感触ですけど、例えばこの人的なものの交

流というのがあるじゃないですか。例えば県の職員

で、行政職であれば、いろんなところに異動すると

思うんですけど、例えば、ほかの課とか、ほかの部

局、もしくは民間であったりとか、例えば病院事業

局であったりとかですね、こういったところとの交

流というのもなされていくものなんでしょうか、人

 材的にです。

○糸数公保健医療部長　新しい感染症研究センター

ですけれども、その検査能力、それから疫学調査に

ついてしっかりとした専門的な研修を東京の国立感

染症研究所と連携しながら進める体制が今つくられ

 ています。

  今後の展開ですけれども、今回のコロナで各保健

所ごとにその感染症対応能力が、やはりもっと強化

されるべきだろうということで、例えば保健師さん

のような技術職の方は、今保健所を異動しています

けれども、感染症研究センターのほうにもいてもらっ

て、そこで少しトレーニングを受けた人がまた保健

所に戻るというふうな、今の時点では県の機関の中

でのローテーションというのは必要ではないかとい

 う議論をしているところです。

  それから、実地疫学専門家の研修という２年間の

コースで、これは国がしっかり定めたトレーニング

コースを沖縄県の衛生研究所でもできるようにして

いるんですけども、そこでの募集は医療機関、県立

病院の先生だったりとか、民間病院の看護師さんだっ

たりとか、外からの研修をするということも可能で

すので、人材育成について外にも開いた形で、なお

かつ県内全体の感染症対応の力をもっと上げるため

の拠点のようなセンターになることを期待していま

 す。

○新垣淑豊委員　ありがとうございます。 

  多分このコロナもそうですけど、ほかの感染症に

関しても、特に沖縄、南の県ということもあります

ので、ぜひ沖縄が本当に主たるところとなってです

ね、いろんなところに人材を派遣する、そういった

センターになったらいいなというふうに感じました。 

   よろしくお願いします。

  感染症と言えば、最近ちょっと気になっているの

が性感染症ですけれども、これはよく報道でも非常

に多い数が取り沙汰されていますけれども、その予

 防に関しての取組ですね。

  それとあと、県民へのアナウンス、これはすみま

せん、保健医療部だけではなくて、多分学校教育等

々にも関わってくると思うんですけども、この辺は

どのように行われているのかということをお聞かせ

 いただきたいと思います。
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○平良勝也ワクチン・検査推進課長　お答えいたし

 ます。

  性感染症の予防の周知につきましては、まず、令

和５年６月１日から７日までのＨＩＶ検査及び検査

普及週間及び12月１日の世界エイズデーに合わせて、

各保健所では、商業施設やそれから大学にてパネル

展示、ポスター掲示、それから、パンフレットの配

布等のＨＩＶ等性感染症に関する啓発活動を実施し

 ております。

  また、県で作成したＨＩＶ等性感染症の感染防止

等啓発に関するリーフレット及びポスターを高等学

校、大学、それから、医療機関等、今年は234か所に

 配布して、周知をしているところでございます。

  それから、県ではそういった週間とか、エイズデー

とかの行事に合わせて、県内の性感染症の状況をプ

レスリリースを行ったりして、マスコミを通して県

 民へ周知を図っているところでございます。

  また、県ホームページと、それから、令和５年12月

１日からＲＩＣＣＡも活用して、情報を掲載して、

県民のほうに周知を行っているところでございます。 

  学校に関しても、こちらでつくったリーフレット

等を配布して、そちらのほうから各教育現場に配布

するようにという依頼はしているところでございま

 す。

○新垣淑豊委員　もちろんですね、かからないとい

うのが一番いいと思うんですけど、病気はどういう

ところでうつるか分からないものですから、そこは

確率を減らすためにも、まずは、学校、中学校、高

校、こういったところでのお話も、ぜひ取り組んで

いただきたいなということで、これは教育委員会が

やることかもしれませんけれども、これも横の連携

 ということでお願いをしたいと思います。

   ありがとうございます。

  次ですね、161から165ページと182から185ページ

なんですけど、僻地・離島の医療についてなんです

が、大体こういう課題があるよねというのは多分こ

れまでもあったかと思いますけど、例えばこの令和

４年度、もう令和５年度も半ばを過ぎていますけど

も、何か新しい課題だとか、もしあればお聞かせい

 ただきたいなと思っています。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  離島・僻地に限ったことではないかもしれません

が、今年度ですね、医師確保の計画の改定年度でご

ざいまして、その改定作業を行っていく中で医師確

保の課題としましては、地域偏在は継続していると

いうことがありますし、特に小児科の医師につきま

しては、実数としてちょっと減少しているというと

ころもありますので、そこについては大きな課題だ

というふうな形で認識しているところでございます。 

   以上です。

○新垣淑豊委員　今ちょっと小児科というお話があ

りましたけど、例えば島によっては出産がなかなか

できないよというところも増えているかと思います

けど、そこもちょっと今どういう状況なのか。例え

ば、この辺からはどうしても本島に行かなきゃいけ

ないとかですね、大きな離島ですね、宮古島だった

りとか、石垣島とか、そういったとこに行かないと

いけないという環境って今どうなっているのか、も

 し分かれば教えていただきたいです。

○古堅宗一朗医療政策課長　今、委員お尋ねのお答

えになるかどうかですけど、今おっしゃったように、

基本的に大きい離島、宮古、八重山、県立病院があ

るようなところとですね、本来ならば久米島のほう

も公立の病院がありますけど今、いろんな要因で止

まっているようですけれども、大きいところはそう

いう対応で、小さな離島については本島の大きいク

リニック、病院等へ来ていただくような形になって

いるかと思います。個別のケース、ちょっと細かい

 ところまでは、すみません。

   以上です。

○新垣淑豊委員　たしか民間病院でも産婦人科の減

 少というのも結構な課題になると思うんですね。

  沖縄県内での大きな課題は医療人材の確保という

ところで、この辺りをしっかりと確保するために、

例えば先ほどおっしゃっていた小児科、産科、こう

いったところを確保するために何か施策は打たれて

いるのか。そのような施策があれば教えていただき

 たいと思います。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  沖縄県の小児科医を育成する施策としましては、

琉球大学医学部のほうに一般枠で入学した学生も含

めて、小児科の学部でいうと５年生、６年生のとき

に小児科を専攻する医師に対しては、修学資金の貸

 付けを行っております。

  また、特定診療科医師ということで専攻医の課程

について、小児科の医師を希望する専攻医の地域枠

の医師につきましても、修学資金の貸付けを行いま

して、小児科の医師の確保を行っているところでご

 ざいます。

   以上です。
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○新垣淑豊委員　今の貸付けというお話でしたけど、

これは何か、例えば就業するとなると、返済が不要

 とかということになるんでしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  指定医療機関がございまして、北部、離島の25の

病院と離島診療所について、貸与期間に応じて勤務

を行っていただきますと、返済が免除になるという

 ところでございます。

   以上です。

○新垣淑豊委員　ありがとうございます。 

  あとは、これはどうやって差をつけたらいいのか

というのが分かりませんけれども、例えば重点的に

必要なところに関しては、人材確保というのは、基

本的に給与であったりとか、そういうのも出てくる

のかなと思っています。この辺も、今後、多分しっ

かりと話をして議論していかなければいけないこと

なのかなと思いますので、ぜひお願いしたいと思い

 ます。

  あと、さっき午前中ですね、比嘉委員からもあり

ましたけども、やはり沖縄県内の医療人材の輩出体

制というのは、県立病院、特に中部病院は非常に重

要だということは、もう今までもいろんな委員もお

話ししていますし、多分当局の皆さんも共有してい

るお話だと思うんですけれども、これは、保健医療

部なので、県立病院のことはちょっとなかなか触れ

られない、大枠でしかお話できないというところが

あると思いますが、やはり人材の輩出という点での

中部病院の在り方、あと、中部圏域、例えばこれか

ら高齢化をしていく、その中でやっぱり医療が必要

になってくるという方々もいらっしゃるかと思うん

ですね。それも含めて、11月議会でも少し触れたん

ですけども、中部病院の建て替えのお話とか、こう

いったこともしっかりと全体の計画も含めて、やっ

ていただきたいなというふうに思っています。沖縄

の過疎地域であったり、離島の問題というのも、多

分共通すると思うんですね。一度、人が離れてしま

うと、そこに人をまた招く、そこに住んでいただく、

そこに勤めていただくというのは、私はもうとても

苦労するし、何倍ものお金がかかると思うんですよ

ね。だから、今のうちにしっかりとした計画を立て

ていただく、ある程度の予算確保をしていただくと

いうところは、とても重要なことだと思っておりま

 す。

  これはぜひ保健医療部として、この県立病院の在

り方というのも、一緒にまた今後もちょっと議論を

させていただけたらなと思っておりますので、よろ

 しくお願いします。

   私からは以上です。

○末松文信委員長　石原朝子委員。 

○石原朝子委員　では、よろしくお願いいたします。 

  沖縄振興特別推進交付金を令和４年度も活用した

事業は多くなさっていると思いますけれども、その

事業総数と総予算額、また、執行額、不用額、執行

率並びに令和５年度の総事業数と予算総額と執行状

況、また、令和６年度の事業数、予算確保の見込み、

新規の事業等も検討されているのか、お伺いいたし

 ます。

○山里武宏保健医療総務課長　お答えします。 

  令和４年度に沖縄振興特別推進交付金を活用した

事業は、県立病院医師確保支援事業など11事業を実

施しており、予算の総額は11億3278万7000円、執行

額10億1603万3904円、不用額１億1675万3096円、執

 行率は89.7％となっております。

  令和５年度では10事業を実施して、11月末時点に

おいては、予算の総額11億9553万円、執行状況につ

いては、契約額及び交付決定額ベースで10億8311万

 3458円、執行率90.6％となっております。

  令和６年度については、要求額を今精査中ですが、

所要額の確保に向けて、今、鋭意取り組んでいると

 ころでございます。

   以上です。

○石原朝子委員　新しい、また新規事業等は検討さ

 れていないのでしょうか。

○山里武宏保健医療総務課長　まだ、それも含めて

 検討中でございます。

   すみません。

○石原朝子委員　執行率については90％、令和４年

度が89.7％、５年度が90％、高い執行率と思います

けれども、なるべく執行率をもっと高くしていただ

いて、予算確保は難しい現状ですので、この交付金

を使ってしっかりと住民サービスに充てていただき

 たいなと思っております。

  関連して、主要施策の事業の中にもこの交付金を

活用した事業がございますけれども、この主要施策

に載っていない事業で、交付金を活用した離島診療

所代診医支援事業というのがあるかと思いますけれ

ども、その事業の実績と効果、課題等について答弁

 をお願いいたします。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

   まず、事業の概要から説明させてください。
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  この離島診療所代診医支援事業でございますが、

これは離島の医療体制を確保するために診療所に配

置された医師が研修とかに参加することで、不在と

なる期間に医療政策課のほうで配置をした２名の代

 診医を派遣する事業となっております。

  令和４年度の予算額が3671万円に対しまして、決

算額が3647万7000円、不用額が23万3000円となりま

 す。

  事業効果でございますが、12診療所において147日

の代診を行い、医師が不在となる期間が生じないよ

うな形で医療提供体制を確保しているところでござ

 います。

   以上です。

○石原朝子委員　代替医師２名ですけれども、この

２名の医師で十分、この12か所を回すことが、今現

 在できているんでしょうか。

○川満孝幸医療政策課北部医療センター・医師確保

推進室長　お答えいたします。 

  実は代診業務はこの２名の医師とは別に、へき地

医療拠点病院、これは県立の、例えば北部・中部・

南部・宮古・八重山、全部で５病院なんですが、こ

れとか、あと、琉球大学病院とか、浦添総合病院、

 そこでも代診業務を行っております。

  もう一つが、へき地医療支援機構に委託を行って

代診業務を行っておりますので、その３つの機関を

複合的に活用することによって、離島診療所におけ

る医療提供体制を確保しているというところでござ

 います。

   以上です。

○石原朝子委員　分かりました。 

   ありがとうございます。

  では、続きに入りますけれども、ハブ咬症治療体

制整備事業というのが、令和３年から令和４年の予

算が倍増されていた事業なんですけれども、これの

 事業実績、効果、課題等をお聞かせ願えますか。

○中村章弘衛生薬務課薬務専門監　お答えします。 

  まず、予算のほうですけれども、令和４年度のハ

ブ咬症治療体制整備事業の予算額は2811万5000円で、

決算額は2776万6897円、執行率は98.8％となってい

 ます。

  令和４年度の事業実績としましては、ハブ抗毒素

を67本を購入しまして、県内25の医療機関に定数と

 して118本を配備しております。

  また、蛇にかまれた際にハブ毒の有無と種別を判

別する、迅速ハブ毒判定キットの開発に係る研究を

 実施しています。

  課題としましては、ハブ抗毒素は沖縄県と鹿児島

県のみで使用される需要の少ない不採算医薬品であ

ることから、単価が平成28年度の８万8691円から、

令和４年度は19万7693円と２倍以上に高騰している

ことが挙げられます。そのため、期限切れによる廃

棄本数の抑制を図るために、医療機関への配備本数

の見直しや、これまで各保健所で備蓄管理していた

予備在庫を卸業者の委託管理に変更するなどして、

 効率的な配備に取り組んでおります。

   以上です。

○石原朝子委員　ちなみに、このハブの咬症、ハブ

にかまれた事故というのは現在ありますでしょうか。 

○中村章弘衛生薬務課薬務専門監　お答えします。 

  直近の３年間のハブによる咬症被害者数につきま

しては、令和２年が54名、令和３年が49名、令和４年

 が66名となっております。

   以上です。

○石原朝子委員　これは増えた理由とかというのも、

原因等、どういうふうに捉えていますでしょうか。

 令和３年が49名、令和４年が66名と。

○中村章弘衛生薬務課薬務専門監　過去10年の、ハ

ブの咬症被害の発生状況を見ますと、おおむね49名

から70名台というところで推移しておりまして、こ

の範囲内でありますと、殊さらに増えたというより

かは、この咬症件数がこの人数内では推移している

 というような状況でございます。

   以上です。

○石原朝子委員　分かりました。 

  ぜひ、またこの予防についても広報活動、周知徹

 底していただきたいなと思っております。

  最後になりますけれども、令和４年度11月補正で、

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金

 事業というのがあったかと思います。

  医療施設等の事業を継続する、支援するための経

費があったかと思いますけれども、その事業の実績、

効果と課題等がありましたら、答弁をお願いいたし

 ます。

○古堅宗一朗医療政策課長　お答えいたします。 

  令和４年度のこの事業の実績ですけども、補助対

象施設2753施設、そのうち1211施設に対して補助金

 を交付いたしました。

  補助金の補助総額としましては、３億1446万2000円

 となっております。

  効果としましては、医療施設の経営負担が一定程

度軽減されたという声も聞いておりますし、我々も

 そのように考えております。
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  ただ、課題としまして、今説明しましたとおり、

執行率が若干71.4％ということでございまして、こ

の原因等を確認しましたところ関係機関のほうから

は、申請方法が簡素化できないかとかですね、そう

 いう改善点等もありました。

  これ、今、令和４年度の事業の実績として説明い

たしましたけど、その後、令和５年度の事業の実施

の際には生かすように、フィードバックできるよう

 にということで事業を進める参考にしております。

   以上でございます。

○石原朝子委員　執行率が71.7％、申請した数が

1200施設、残りの施設に関しては令和５年度で申請

 し、実施されているということでしょうか。

○古堅宗一朗医療政策課長　まずは、すみません。

 71.7％ではなく71.4％です。

  今お尋ねのその後、令和５年度のほうで拾ったの

かというような意味合いのことでしたけど、これは

令和４年度事業としては恐らくといいますか、申請

をしてこなかったところは対象となっておりません

ので、この数になっていると。ここは一因としまし

ては、同時に市町村からの補助事業もあったもので

すから、こちらのほうで同時申請、同時交付はでき

ないので、市町村の事業をやったところについては、

それを選択された施設もあると聞いております。あ

とはいろいろな要因が考えられますけれども、手続

が煩雑で申請しなかったところも一部あったように

 も聞いております。

  その上で、令和５年度は、基本的にはほぼ同じ対

象施設で、令和５年度に入ってからの負担分につい

ての補助ということになっておりますので、そうい

 う意味で別の事業ということになります。

   以上です。

○石原朝子委員　分かりました。 

  では、令和５年度は令和４年度の課題を踏まえた

上で、しっかりと執行率を上げていただきたいと思

 います。

   以上です。ありがとうございました。

○久髙潤衛生薬務課長　すみません、もう１点、重

点支援地方交付金を活用した事業がありますので、

 その説明をしたいと思います。

   衛生薬務課が所管する事業でございます。

  令和４年度に生活衛生事業者支援事業を実施して

おります。これは、いわゆる銭湯と呼ばれる普通公

衆浴場に対して、燃料高騰分について支援を行った

ほか、クリーニング、美容理容関係団体が行う物価

 高騰対策への支援を行いました。

  この事業実績ですけれども、１施設３団体に対し

248万6000円を補助し、予算執行率は補助額ベースで

 67％となっております。

  事業の実施により、普通公衆浴場に対しては燃料

代の負担軽減になりました。また、クリーニング、

美容理容事業者に対しては、物価上昇に伴う支援策

の周知、これは既存の支援制度がありまして、融資

制度とか経理、税務の相談窓口があるんですけども、

そちらの活用促進に効果があったと考えております。 

  課題といたしましては、普通公衆浴場につきまし

ては、物価統制令がありまして価格転嫁が困難であ

ることから、令和５年度においても、引き続き補助

 を行う予定です。

○石原朝子委員　分かりました。 

  令和５年度はしっかりと執行率を上げていただき

 たいと思っております。

   以上でございます。ありがとうございました。

○末松文信委員長　以上で、保健医療部関係決算事

 項に対する質疑を終結いたします。

   説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

   休憩いたします。

   　　（休憩中に、執行部退席）

○末松文信委員長　再開いたします。 

  次に、決算調査報告書記載内容等について議題と

 いたします。

  総括質疑については、昨日及び本日の質疑におい

て提起する委員はおりませんでしたので、念のため

 御報告いたします。

  次に、特に申し出たい事項について御提案があり

 ましたら、挙手の上、御発言をお願いいたします。

  　　（「提案なし」と呼ぶ者あり） 

○末松文信委員長  提案なしと認めます。 

  以上で、特に申し出たい事項についての提案を終

 結いたします。

   次に、お諮りいたします。

  これまでの調査における決算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

 すが、これに御異議ありませんか。

  　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○末松文信委員長　御異議なしと認めます。 

   よって、さよう決定いたしました。

  なお、決算調査報告書は、１月16日火曜日、正午

までにタブレットに格納することにより、決算特別

 委員に配付することになっております。

  また、決算特別委員の皆様は、１月17日水曜日に

総括質疑の方法等についての協議を行う予定となっ
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 ております。

   以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

   委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

   本日の委員会はこれをもって散会いたします。
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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月12日 (金曜日) 

 　開　会　　午前10時１分

 　散　会　　午後３時７分

 　場　所　　第２委員会室

本日の委員会に付した事件 

   １　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県一般会計決算

      第４回議会 の認定について（環境部所管分）

      認定第１号

 　２　決算調査報告書記載内容等について　　　　

出席委員 

 　委 員 長　呉　屋　　　宏

 　副委員長　下　地　康　教

 　委　　員　仲　里　全　孝　　座　波　　　一

 　　　　　　玉　城　健一郎　　瑞慶覧　　　功

 　　　　　　新　垣　光　栄　　崎　山　嗣　幸

 　　　　　　島　袋　恵　祐　　比　嘉　瑞　己

 　　　　　　赤　嶺　　　昇　　照　屋　守　之

欠席委員 

　　　　　　なし 

説明した者の職・氏名 

 　環 境 部 長　　多良間　一　弘
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 3ii4

○呉屋宏委員長　ただいまから土木環境委員会を開

 会いたします。

本日の説明員として、環境部長の出席を求めてい

 ます。

まず初めに、「本委員会の所管事務に係る決算事項

の調査について」に係る令和５年第４回議会認定第

 １号の決算事項調査についてを議題といたします。

環境部長から環境部関係決算事項の概要説明を求

 めます。

 多良間一弘環境部長。

○多良間一弘環境部長　それでは、環境部の令和４年

度一般会計決算の概要について、ただいま表示して

おります令和４年度歳入歳出決算説明資料（環境部）

 に基づいて御説明いたします。

まず初めに、歳入決算の状況につきまして御説明

 いたします。

ただいま表示しました１ページ目を御覧ください。 

環境部所管の歳入は、使用料及び手数料、国庫支

出金、それから２ページ目の財産収入、繰入金、諸

 収入、県債の６つの款からなっております。

１ページ目、１行目の予算現額の欄を御覧くださ

 い。

環境部所管の歳入の合計額は、予算現額（Ａ）は30億

8321万8000円、調定額（Ｂ）は27億3838万8151円、

うち収入済額（Ｃ）は26億5477万8207円であり、収

入未済額（Ｅ）は、8360万9944円となっております。 

調定額に対する収入済額の割合である収入比率は、

 96.9％となっております。

 次に、款ごとの歳入について御説明いたします。

（款）使用料及び手数料は、予算現額3593万3000円

に対し、収入済額は5119円であり、動物愛護管理セ

 ンター等に係る土地使用料であります。

その３行下の（項）証紙収入につきましては、予

算現額3592万9000円に対し、収入済額が０円となっ

ておりますが、実際の収入済額は3587万3100円となっ

ており、これにつきましては、出納事務局におきま

して取りまとめて計上されることとなっております。 

次に、（款）国庫支出金は、予算現額27億1113万円

に対し、収入済額は23億590万7465円であり、主なも

のは、海岸漂着物等地域対策推進事業に係る地域環

境保全対策費補助金及び外来種対策事業や、世界自

然遺産保全・適正利用推進事業などに係る沖縄振興

 特別推進交付金であります。

次に、ただいま表示しました２ページを御覧くだ

土木環境委員会記録（第２号） 
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 さい。

（款）財産収入は、予算現額１万6000円に対し、

収入済額は１万5904円であり、その内容は、環境保

全基金利子及び産業廃棄物税基金利子の財産運用収

 入であります。

（款）繰入金は、予算現額１億3652万円に対し、

収入済額は１億2937万9111円であり、その内容は、

産業廃棄物税基金繰入金及び、環境保全基金繰入金

 であります。

（款）諸収入は、予算現額701万9000円に対し、調

定額は１億2288万552円、収入済額は3927万608円で

 あります。

収入未済額が8360万9944円となっていますが、そ

の内容は、西原町及び読谷村内における産業廃棄物

の不適正保管に係る行政代執行による撤去・処理を

行ったことに対する求償費用の収入未済額でありま

 す。

次に、（款）県債は、予算現額１億9260万円に対し、

収入済額は１億8020万円であり、その内訳は、動物

収容・譲渡拠点施設整備事業、自然公園施設整備費

 及び電動車転換促進事業であります。

 次に、歳出決算状況について御説明いたします。

 ただいま表示しました３ページを御覧ください。

令和４年度の環境部所管の歳出は（款）衛生費か

 らなっております。

 １行目の予算現額（Ａ）欄を御覧ください。

予算現額（Ａ）は52億3155万3961円、うち、支出

済額（Ｂ）は44億6918万1225円、翌年度への繰越額

（Ｃ）は０円、不用額（Ｄ）は７億6237万2736円と

 なっております。

予算現額に対する支出済額の割合を示す執行率は、

 85.4％となっております。

次に、不用額７億6237万2736円のうち、（目）で主

 なものについて御説明いたします。

不用額（Ｄ）欄の上から４行目になります。（目）

環境衛生指導費の不用額５億8120万6228円は、主に

海岸漂着物等地域対策推進事業において、軽石の回

収量が想定を下回ったことによる執行残となってお

 ります。

下から２行目になりますが、（目）の環境保全費の

不用額5531万5074円は、主に電動車転換促進事業に

おける電動車調達の入札残及び充電設備設置工事の

 執行残によるものであります。

一番下の行になりますが、（目）自然保護費の不用

額、8470万6444円は、主に外来生物侵入防止事業費

において、公有水面埋立事業における埋立用材に係

る外来生物の侵入防止に関する条例、通称、土砂条

例と言っておりますけれども、これに基づく届出が

 なかったことによるものであります。

以上をもちまして、令和４年度の環境部一般会計

 決算の概要説明を終わります。

 御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○呉屋宏委員長　環境部長の説明は終わりました。 

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたしますので、十分御留意願います。 

なお、総括質疑の提起の方法及びその取扱いにつ

いては、昨日と同様に行うこととし、本人の質疑時

 間中に総括質疑の提起を行ってください。

 本日の質疑終了後に協議を行います。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

 いように簡潔にお願いをいたします。

また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で、説明資料の

該当ページを表示し、質疑を行うようお願いいたし

 ます。

 休憩します。

　　　（休憩中に、質疑時間の譲渡の申出があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

島袋委員から質疑時間の全てを比嘉瑞己委員に譲

渡したいとの申出がありましたので、御報告いたし

 ます。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は、着席をする必要があります

 ので、御承知おきください。

それでは、これより直ちに環境部関係の決算事項

に関する質疑を行います。 

玉城健一郎委員。 

○玉城健一郎委員　よろしくお願いします。 

 主要施策のところから質疑させていただきます。

主要施策の一番初めのところですが、基地周辺環

境対策推進事業についてですけれども、こちら説明

のところで返還予定の基地周辺15地点での地下水調

査を行ったということですが、この調査の状況と評

 価項目をお伺いいたします。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

県では、米軍基地が返還された際に、国内で使用

等が禁止されているものの基準値等がない化学物質

等による環境保全が懸念されることから、米軍基地
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環境調査ガイドラインを策定し、国に対し、跡地利

用推進法で対象としていない化学物質について調査

を実施し、汚染が確認された場合は、支障除去の対

 象とするよう提案しているところであります。

そのため、米軍基地が返還された際に、国に対し、

調査を求める化学物質について検討するためのデー

タを蓄積する必要があることから、返還予定の４つ

の基地周辺14地点と、対象区として、既に返還され

た地点１地点、合計15地点で水質調査を実施してお

 ります。

令和４年度は専門家の意見を踏まえ、現在、国内

で使用が禁止されている国内法使用禁止等物質、化

審法の第一種特定化学物質になるのですが、これの

うちの14物質について調査をしており、ディルドリ

ン、ヘキサクロルが15地点全てにおいて検出されて

 おります。

次いで、クロルデン、β－ヘキサクロロシクロヘ

キサンが14地点で検出されるなど、多くの地点で農

 薬成分等が検出されております。

また、米軍基地内で国内の地域と比べて相当量が

使用されていることが懸念されている基地内相当量

使用物質等のうち、専門家ヒアリングで注目すべき

７物質について調査を実施しており、弾薬成分であ

 るＲＤＸのみが４地点で確認されております。

返還予定の基地周辺における湧水等においては、

土地利用推進法で対象となっていない化学物質等が

検出されていることから、地下水の調査を継続して、

データの蓄積を図り、基地の返還時には返還跡地の

適正かつ円滑な浄化につながるよう、これらの調査

結果を示しながら国に対応を求めていくこととして

 おります。

なお、ガイドラインでは、国内法使用禁止物質等

については、汚染の可能性があるとされた化学物質

の有害性情報に関する既往の研究結果を収集整理し、

管理目標を策定した上で対応することを提案してお

 ります。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。 

基地周辺での跡地を返還された後の利用も踏まえ

た上で、今の汚染状況どういったものがあるのかっ

ていうことを調べながら、その中で跡地、支障除去

の中で規定されていないものを県として検出して調

べていて、それを国に対して、これを今後、検出さ

れたものに対しては対象にするようにということで

今やっているということですけれども、今何項目か

検出されていると思うんですけれども、これを踏ま

えた上で、国に対して要請は、相手側はどのような

 対応なのでしょうか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

以前に検出されたＤＤＴですけれども、そういっ

た事例があったことから、返還跡地において、国に

対して調査をすることを求めたところ、実際にその

調査項目として調査を行ったという事例がございま

 す。

○玉城健一郎委員　引き続きこの対策を行ってほし

いのと、ＰＦＡＳも今のところ支障除去の項目に入っ

ていないというふうに認識しているのですけれど、

 その辺りいかがでしょうか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　現在、支

 障除去の対象物質とはなっておりません。

○玉城健一郎委員　この説明の中ではＰＦＡＳは

入っていなかったのですけれども、今後このＰＦＡ

Ｓ自体も世界的に大きな問題になっている状況の中

で、ＰＦＡＳも支障除去の項目の１つに入れるべき

だと思いますけれども、その辺りいかがでしょうか。 

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　ＰＦＡＳ

等につきましても、土壌汚染が確認された場合は、

支障除去の対象として求めていく必要があると考え

ておりますので、基地が返還された場合は基地周辺

の水質調査等の結果を踏まえて、意見を出したいと

 思っております。

○玉城健一郎委員　では、引き続きよろしくお願い

 いたします。

続きまして、普天間飛行場周辺でのボーリング調

査を行ったということですけれども、このボーリン

 グ調査の状況いかがでしたでしょうか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

普天間飛行場周辺の湧水等で有機フッ素化合物が

検出されていることから、県では令和３年度に専門

家会議を立ち上げ、汚染源特定のための検討を開始

 しております。

令和４年度は地下水流向等を把握するため、普天

間飛行場の上流側２地点と下流側の２地点の計４地

点でボーリングコアの土質等について調査を実施す

るとともに、ボーリング孔を観測井戸として利用し、

 地下水及び水質を調査しております。

土質等の調査では、地質の分布状況を把握すると

ともに、有機フッ素化合物の特性から、有機物に付

着しやすいが石灰等におけるデータがないので、地

下水面以深の石灰岩について付着状況を確認する必

要があるとの専門家の意見を踏まえてボーリングコ
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アの分析をしたところ、４地点においてＰＦＯＳ等

は検出されず、石灰岩等への吸着は確認されません

 でした。

水質調査については、下流側１地点においてＰＦ

ＯＳ、ＰＦＯＡの合計が最大で1000ナノグラムパー

 リッターの値が検出されております。

上流側２地点及び下流側１地点では、いずれも暫

定指針値50ナノグラムパーリッター以下でありまし

 た。

県では、引き続き専門家の意見を伺いながら、有

機フッ素化合物の汚染源特定に向けて努めてまいり

 ます。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。 

こちらＰＦＯＳのボーリング調査ということで伺

いましたけれども、１地点では1000を超えるＰＦＯ

Ｓ数値が出ていて、残り３地点では50ナノグラム以

下だということですけれども、下流側では50ナノグ

ラム以下が１か所と、上流側でのＰＦＯＳの検出状

 況はいかがでしょうか。

 どのような状況になっていますか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

普天間飛行場の上流側の地下水等につきましては、

ほとんどの地点で暫定指針値以下となっております。 

○玉城健一郎委員　暫定指針値以下なのですけれど、

実際どれぐらいの数値なのかというのを、もし分かっ

 たら教えてください。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　ボーリン

グ地点での調査結果といたしましては、上流側の１番

目が最大で37ナノグラムパーリッター、２か所目が

6.1ナノグラムパーリッター、下流側の１地点につき

ましては最大で15ナノグラムパーリッターとなって

 おります。

○玉城健一郎委員　分かりました。 

恐らくこの状況というのが、この普天間の地下水

の水脈の状況によっていろいろ分布が変わってきて

いると思うので、その辺り、今回４地点ボーリング

調査をしたということですけれども、しっかり詳し

く調べていただいて、どういう状況なのかというの

は宜野湾市とも連携しながらやっていただきたいと

 思います。

続きまして、同項目の中で行政職員向けの研修会

 の内容と対象者をお伺いいたします。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

本県では、沖縄県米軍基地環境調査ガイドライン

で、返還跡地における支障除去等に向けて住民参画

が重要であると提案していることから、国、県及び

市町村の環境部門、基地渉外部門等の職員を対象に

 リスクコミュニケーションを開催しております。

研修内容は、返還跡地の支障除去に向けた住民参

画の重要性について座学で学び、返還跡地等におい

て環境汚染が確認された場合を想定して、住民参画

を企画する際の考え方や住民説明会等の広報などを

 ロールプレイングで学ぶものとなっております。

○玉城健一郎委員　分かりました。 

ということは、この返還跡地の項目のレクチャー

ということですね。分かりました。ありがとうござ

 います。

続きまして、項目を移ります。世界自然遺産保全

・適正利用推進事業ですね。こちら北部のほうでの

世界自然遺産の保護の部分の項目だと思います。そ

こで少しお尋ねいたしますけれども、本島北部及び

西表島でのオーバーツーリズムというのがいろいろ

課題になっていると思いますけれど、その辺りの対

 策はどのように行っていますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　お答えい

 たします。

西表島では、世界遺産委員会からの要請事項であ

ります観光管理に対応するため、令和２年１月に策

定しました持続可能な西表島のための来訪者管理基

本計画を改定し、令和５年３月に世界自然遺産地域

連絡会議西表島部会において西表島観光管理計画を

 策定しております。

この計画では、観光管理の全体目標や各主体の責

務と行動指針、遺産地域内外におけるそれぞれの管

 理方針と管理項目などを定めております。

具体的には、西表島における持続可能な観光を実

現するため、関係機関における遺産地域内ではエコ

ツーリズム推進全体構想におけるフィールドの利用

制限や特定自然観光資源の指定による立入制限の実

施、あと遺産地域外では、西表島への入域観光客を

年間33万人、１日当たり1200人と設定して、入域観

光客数の平準化に向けて情報発信などをし、利用集

中を緩和する取組等を進めているところでございま

 す。

一方、沖縄島北部では自然環境の保全と地域活性

化の両立を図るため、令和２年２月に世界自然遺産

地域連絡会議沖縄島北部部会において、沖縄島北部

における持続的観光マスタープランを策定しており

 ます。

この計画では、沖縄島北部における持続的観光の
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目標、また目標達成に向けた５つの基本方針や主な

取組について定めており、関係機関は、同計画に基

づいて遺産登録が地域経済の持続的発展へ寄与する

仕組みづくりや遺産周辺地域への計画的誘導などに

 取り組んでいるところです。

○玉城健一郎委員　御説明ありがとうございます。 

西表のほうでは、この総数だったり、そういった

ところ、オーバーツーリズム対策を行っているとい

うことで、北部のほうはこういったこの数的なものっ

ていうよりも、その保全とかっていう部分では、数

的な規制というのは考えていないという認識でよろ

 しいでしょうか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　北部につ

いては、陸続きというところもあって、全体の入域

観光客がなかなか把握できないというところがあり

 ます。

そこで、今現在はちょっとその数というところは

 設定していないところでございます。

○玉城健一郎委員　いずれにせよ、やはりこの世界

自然遺産になると、観光客とかが増えてきていて、

やはりいろんな方たちが入ってくるっていうのは当

然のことだと思いますので、しっかり注視しながら、

西表は入ってくるところで、出入口が一緒なので管

理はしやすいと思うのですけれど、特にヤンバルの

場合はなかなか難しいっていうところはもちろんあ

ると思うのですが、やはり注視しながらやっていた

 だきたいと思います。

次に移ります。ジュゴン保護対策事業費に行きま

す。こちらのジュゴンの保護、北部のほうでのジュ

ゴンのことになるのですが、ジュゴンの生息状況の

調査っていうのを行っていると思いますけれど、こ

 の調査はどのような状況でしょうか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　本事業で

は、沖縄周辺海域に生息するジュゴンの保護を目的

として、平成28年度からジュゴンの生息状況調査や

保護対策の検討、普及啓発を実施しているところで

 す。

ジュゴンの生息状況調査については、県は主に沖

縄島周辺海域で実施しております。なお、環境省は

主に先島諸島周辺海域で実施しております。県の令

和４年度調査では、令和４年９月に伊是名島周辺海

域、同年11月に古宇利島、屋我地島周辺海域の海草

藻場においてジュゴンのはみ跡が確認されておりま

す。また、令和４年６月に伊良部島、同年７月に名

護市久志の沿岸において採取された大型海産草食動

物のふんからジュゴンのＤＮＡが検知されておりま

 す。

このように沖縄島及び先島諸島の周辺海域でジュ

ゴンの生息を示すはみ跡やふんが確認されておりま

すが、ジュゴンの生態は不明な点が多いことから、

生息状況調査を継続して情報を蓄積する必要がある

 と考えております。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。 

こちら、よく環境団体の方とかが言っている、こ

の環境ＤＮＡ、水だったりとか土壌とかから個別的

なジュゴンの生息とかそういったものを調べる手法

などがあるんですけれど、それは取られているとい

 う認識でよろしいでしょうか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　過去に海

水からのＤＮＡ調査を行ったのですが、何も検出で

 きなかったという結果がございました。

それで令和４年度から海水のＤＮＡ調査はしてお

らず、ふんが採取されましたので、ふんのＤＮＡ検

 査というところを行ったところです。

○玉城健一郎委員　分かりました、ありがとうござ

 います。では、次に移ります。

最後、動物救護事業ですけれども、こちら、新し

い施設での年間の施設利用者数をお伺いいたします。 

○出井航自然保護課長　令和４年10月からこちらの

譲渡推進棟になりますけれども、10月から稼働して

おりまして、10月から令和５年３月までの施設利用

 者数は819名、月平均で約136名となっております。

なお、今年度につきましてはＳＮＳなどを活用し

た情報発信、それから日曜日を開所日として設定し

たということから、令和５年４月から令和５年12月

までの利用者数は2251名、月平均約250名と増加して

 いるところです。

○玉城健一郎委員　結構この中心地から離れている

地域にあったので、利用者数っていうのが少し気に

なっていたのですけれど、ある程度の利用者が出て

 いると思います。

ここで施設利用者とか愛護団体からの声とかって、

アンケートは取っていますか。もしアンケートを取っ

ているなら、どのような要望があるのか御紹介いた

 だければお願いいたします。

○出井航自然保護課長　こちらのハピアニおきなわ

譲渡推進棟のほうでは、特にアンケート調査という

ものは実施しておりませんけれども、例えば動物愛

護管理センターでは登録ボランティアの皆さんと毎

年、定期的な会議を実施して意見交換を行っており

ます。また、相談についても随時受け付けていると

 ころです。
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昨年度の実績を踏まえ今年度あった要望として、

例えば昨年度は土曜日、日曜日は開けていなかった

ものですから、そちらも開けてもらいたいという要

望もあったことから、今年度少し試験的に日曜日の

ほうを開けたりというようなことですとか、あとは、

例えばこの譲渡推進棟に関するものではないのです

けれども、今現在県のほうで取り組んでいる様々な

ボランティアさんに対する支援事業に対してこうい

うメニューができないかとか、そういうものを随時

意見として承って、反映できるものは反映している

 ということでございます。

○玉城健一郎委員　分かりました。 

施設、特に愛護団体の皆様にすごい助けられてこ

ういった施策っていうのは支えられていると思いま

すので、ぜひしっかり話を聞いてほしいということ

が１点と、また、条例の制定の件もありますので、

しっかりこういったところと密に連絡を取りながら、

また彼らはかなり当事者意識も高いですので、ぜひ

ともよりいい政策になるように私たちも応援してい

 ますので、よろしくお願いいたします。

 以上です。

○呉屋宏委員長　新垣光栄委員。 

○新垣光栄委員　今データを送りましたので、よろ

 しくお願いいたします。

私のほうは令和４年度の主要施策のほうから質疑

をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

まず初めに、自然保護課が所管しております世界

遺産の保全と適正利用の推進事業からお願いいたし

ます。先ほども玉城委員からありましたので、その

内容については皆さんの取組、観光管理の計画とか

いろいろな取組に従事されて、本当に感謝申し上げ

ます。それだけ今、この自然の保全というのが今、

県民が一番望んでいる施策だと思っております。貧

困対策もあるんですけれども、次が、県民の意識調

査の中では沖縄の自然を守っていただきたいという

思いが沖縄県民は強くて、今この世界遺産を活用し

ながら経済を推進すると、相反することを同時にやっ

ていくっていうことは大変なことだと思っておりま

すので、皆さん苦労されていると思いますけれども、

しかし、これを推進していかないと沖縄の発展はな

 いと思っております。

そういった中で、先ほども説明があった、この自

然を保護する立場で、私の立場からするともうこれ

以上ホテルとか自然を壊すような開発許可とかって

いうのは、もうある程度入域の制限とかはあったの

ですが、もうそろそろ制限したほうがいいのではな

いかなと思っているんですけれども、どのように考

 えていらっしゃるでしょうか。

○出井航自然保護課長　環境部では、従来その大規

模な開発などについては環境影響評価法、それから

赤土等流出防止条例などに基づくその適正な審査、

そういったものをやっておりますし、また、他部局

が所管する公有水面埋立法に基づくその申請に係る

照会などがあった場合には、環境部として意見を述

べたりしながら無秩序な開発の抑制、それから環境

 の保全というものに取り組んでいるところです。

また、自然保護課のほうにおいては自然環境の保

全や風景の保護、それから鳥獣などの保護のために、

その目的に応じ地域指定など行い、開発行為という

ものを抑制するということで自然環境への影響をで

きるだけ小さくするというようなことに取り組んで

 いるところです。

○新垣光栄委員　今、このオーバーツーリズムがあ

るのですけれど、入域の制限とかいろいろな問題が

これ以上ヤンバル地域、沖縄県は世界遺産の周辺と

いうのはバッファーゾーンが狭いもんですから、守

るべきところですね。海外ではもう土地が広いもん

ですから、バッファーゾーンを大きく持つことによっ

てある程度の世界遺産、自然遺産も確保できると思

うのですけれども、沖縄の場合の自然遺産というの

はバッファーゾーンが狭いもんだからすぐ世界遺産、

 自然遺産に影響すると思います。

そういった意味でも、もう今はホテル業界でも、

もうこれ以上ホテルは造らせないほうがいいのでは

ないかという意見も一部ではあるわけですよ。どん

どん造らせることによって制限なしに、既存の届出、

法律の下でやると、どんどん増えていくわけですよ

ね。そろそろ沖縄県全体としてある程度の制限、今、

入域制限を皆さんがやっているように、この開発の

制限もそろそろ必要ではないかなと思っているんで

 すけれども、どうでしょうか。

○出井航自然保護課長　先ほどお答えしたことと多

少重なる部分もありますけれども、以前からその法

に基づくそういう審査等により、ある程度その開発

 行為の抑制というのは図っているところです。

例えば、県独自では、法律以外でも赤土等の流出

防止条例、それから環境影響評価条例など、そういっ

たものを独自で整備して、そういった法を補完しな

がら、やはりその開発行為による環境への影響をで

きるだけ小さくしようというようなことを取り組ん

 でいるところです。

ただ、一方で現行の国内法体系におきましては、
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法律の規制を超えるような条例の制定というものは

難しい部分ありますので、そこについてはやはり現

行法令の適切な運用等を図りつつ、本県の自然環境

保全というのを引き続き図ってまいりたいと考えて

 おります。

○新垣光栄委員　よろしくお願いいたします。 

そういった意味でも法を超えられないので、法の

範囲内で現行法を活用しながら守っていくっていう

 ことは、真っ当だと思います。

それをまたしっかり取り組んでいただきたいと思

うとともに、今、沖縄の観光の状況で今度は予算的

に結構相反することを――経済活動をさせながら自

然を守っていく、相反することをやっているので、

その相反する経済活動の活性化によって得た利益を

還元して、また自然環境の保護に使っていただくっ

ていう考え方の中で観光宿泊税が導入されると思っ

ていますので、もちろん環境部としてもですね、観

光宿泊税の中に、そういった自然環境を保護するこ

とでさらに経済発展させるために自然保護が必要だ

という思いの、この観光税導入に対して、しっかり

活用していただけるように、そういった意見をこの

観光税導入の使途のほうにしっかり盛り込んでほし

 いと思うのですけれども、どうでしょうか。

○仲地健次環境政策課長　今、委員が御指摘の観光

目的税ですか、これは今、庁内であったり観光部局

のほうで検討しているところで、今後この税の使途

というのが定まっていくと思いますが、今、庁内の

中でも環境関連で使いたいという声は上げておりま

すので、これが実現できるように、また声を上げて

 いきたいと思います。

○新垣光栄委員　よろしくお願いいたします。 

それでは、次、55ページと56ページの緑化のほう

 に行きたいと思っております。

今、全島緑化県民運動推進事業、そして緑化木保

全等で取り組んでいただいております。花に関して

は、農林高校やいろいろなお花の――これから花の

カーニバルも１月に実施されますので、取り組んで

いただいてありがとうございます。地域にも花の配

 布とかがあって、大変助かっております。

そういった中で、今このデイゴ、アカギの被害が

発生していて、デイゴに関しても、もう何十年となっ

ていると思います。ホウオウボク、アカギに対して

も外来の害虫処理ができていないということで、デ

イゴに関しては樹幹注入をやっているのですけれど

も、私は一時的に農薬を使って抑えたほうが、環境

の影響も考えながら、住民の理解も得ながら一時的

に抑えたほうが、この環境負荷も少ないし住民の理

解も得られると思っているのですけれども、そのよ

うなこの農薬の使用についての説明をしていただき

 たいのですが、どうでしょうか。

○與那嶺正人環境再生課長　お答えします。 

国内で新たに確認された緑化木の病害虫被害につ

いては、対策を行うものにより、樹木や病害虫の種

族に対して、農薬取締法の規定に基づき、既に登録

 された薬剤があるかどうか検討が行われます。

既存の薬剤が使用できずに新たに登録が必要な場

合には、都道府県の試験研究機関等において被害状

況や年間の発生消長を踏まえた薬剤効果試験を行い、

その結果に基づき薬剤の適用拡大等の申請を農林水

産省の機関に行うことから、効果検証から登録に至

るまで２年以上の時間を要することが一般的であり

 ます。

令和元年に県内で初めて確認された害虫アカギヒ

メヨコバイについても県等の関係機関が協力して同

様の手続を行い、令和３年12月に、樹幹打設型の薬

剤、令和５年７月に散布型の薬剤が登録され、薬剤

 による防除が可能となりました。

以上のように、農薬登録には一定の時間を要しま

すが、新たな病害虫が確認された際には、関係機関

や農林水産部の森林資源研究センターとも連携し早

 期に対応していきたいと考えております。

○新垣光栄委員　今の説明で、薬剤を使うときには

ある程度の期間がかかって、即効性、早急な対応が

できないということをお聞きして、そういった横断

的な会議の中で人材は足りているのか、この申請す

るときに。そういった現状はどのようになっている

 か説明できますか。

○與那嶺正人環境再生課長　県としまして、県単で

予算を取って、委託事業として専門のコンサル業者

に効果検証やこの申請の補助をお願いしております

し、先ほど説明しました農林水産部の森林資源研究

センター、そことも連携しながら取り組んでいると

 ころであります。

○新垣光栄委員　今後こういう外来の害虫というの

が入ってくると思います。ぜひ、そういったものに

早期に対応しないと、せっかくつくった景観だった

り樹形をまたぶつ切りにしてゼロに戻す。そういっ

たことがないように、シンガポールだったり台湾だっ

たり、他府県――仙台だったり、地域によって同じ

ような状況があると思いますので、そういった事例

も参考にしながら、せっかくつくった景観を――こ

れからは見せる景観を構築していくということで次
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年度の予算に組み込まれていますので、せっかくつ

くったこの見せる景観をそういう病害虫によってま

たぶつ切りにして失うことになっていくと思います

ので、しっかりこの外来の害虫対策を早期に行える

ように、横断的に環境部が主導的な立場になって農

林水産部だったり土木建築部だったりと一緒に協働

してやっていただきたいと思いますので、部長、そ

の辺の決意を一言いただいて終わりたいと思います。 

○多良間一弘環境部長　お答えいたします。 

緑化木等に対する病害虫対策につきましては、今、

御指摘のとおり、街路樹とか公園を管理している土

木建築部における対応でありますとか、あるいは森

林に対する農林水産部の対応でありますとか、いろ

 いろ部局がまたがって対応しております。

そういったものに対しては庁内におきましてマト

リックス組織というのを設けて情報交換しながら対

応していきますので、我々としてもとにかくその辺

りを関係部署と連携しながら病害虫対策についても

早期に、先ほど農薬登録の話もありましたけれども、

早期にですね、こういったものも対応できるように

 取り組んでいきたいというふうに思っております。

○新垣光栄委員　ありがとうございます。 

ぜひ、人員も増やして対応してください。お願い

 します。

○呉屋宏委員長　進めます。 

 　崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員　では、よろしくお願いします。 

主要施策のほうから質問をしたいと思いますが、

49ページのジュゴン保護対策事業から聞きたいと思

 います。

先ほど、玉城健一郎委員からもありましたが、県

はジュゴンの生息状況調査を実施したということで、

はみ跡が古宇利と伊是名で見つかって、大浦湾の近

くの久志と伊良部でふんが発見されたということで

私は聞いたのですが、それは先ほどそう言っていま

 したが、そのとおりでよろしいですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　そのとお

 りです。

○崎山嗣幸委員　今の生息状況では、はみ跡とふん

が発見されたということは、生存するということだ

と思うのですが、これまで北部で３頭か、防衛局も

生存を認めてきましたが、19年３月に今帰仁で１頭

が死体となって、残り２頭は不明ということとなっ

ていましたが、今、県の調査では大浦湾近辺でふん

が見つかったということと、それからはみ跡が見つ

かったという意味では、残る２個体については生存

 しているという可能性は想定できますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　お答えい

 たします。

令和４年度調査においては、名護市久志の沿岸で

ジュゴンのふんが確認されたことは、ジュゴンの生

息を示す強い証拠であり、ふんの採取前に採取場所

周辺海域にジュゴンが存在していたことを示すもの

 と考えております。

ただし、沖縄防衛局の調査で確認され、その後消

息不明となっている２頭のジュゴンのＤＮＡ情報が

ないことから、これら２頭との今回発見されたふん

 との関係は不明であります。

なお、本事業で実施した分析手法では、個体の識

 別まではできておりません。

○崎山嗣幸委員　確かに、国が言っているのは、ジュ

ゴンは大浦湾は使っていないと、だから基地建設に

影響しないということで結論づけて、はみ跡も目視

も確認できないと繰り返し国は言っているのですが、

今、県は、言われているようにはみ跡とふんが見つ

かったということで意見が違っていると私は思うの

ですが、これを理由に、県は防衛局の調査は不十分

だということで承認取消と撤回の原因にもしてきた

 んですよね。

であるならば、今言われていることが、県の独自

の調査ではみ跡とふんが見つかったということにつ

いての正当性を立証しないと、この見解は分かれた

ままいくと思うのですが、これから先どういうふう

 に実証していくのかを教えてくれますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　今回のふ

んの確認だけではジュゴンが名護市久志沿岸海域な

どをどのように利用しているかなどは不明なことか

ら、沖縄防衛局に対しても普天間飛行場代替施設建

設事業に係る事後調査においてジュゴンの生息状況

の拡充を検討するように求めるとともに、県におい

てもはみ跡調査など生息状況調査を実施して、そう

いった情報を蓄積しながら実態の把握に努めてまい

 りたいと思っております。

○崎山嗣幸委員　防衛局にもそれを求めていくとい

うことですが、どっちにしても、そういうふんとは

み跡が見つかったということの意味では、絶滅危惧

種、国の天然記念物でもあるから保全するという重

要な役割があると思うので、防衛局と県の調査を含

めて、存在の確定をぜひやってもらいたいと思いま

すが、これは具体的に国にこの保全措置要求という

 こともするのかをおっしゃってくれますか。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 
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沖縄防衛局は、同局が作成しました環境影響評価

書に基づき工事に係る事後調査を現在行っておりま

して、その結果を取りまとめた事後調査報告書が、

 毎年県に提出されております。

令和４年度の工事に関する事後調査報告書が、令

和５年９月末に県に提出されておりまして、現在、

同報告書に対する保全措置の要求の内容について、

県審査会における質疑等を踏まえて検討中でござい

 ます。

 以上です。

○崎山嗣幸委員　次に行きます。 

同じく主要施策資料から、53ページのサンゴ礁保

 全・再生総合対策事業について伺います。

サンゴの生態系保全再生事業ですが、大浦湾埋立

区域内の約８万4000群体、小型サンゴ礁とショウガ

サンゴ８群体、大型サンゴ21群体の移植を県に申請

しているのですが、この区域内のサンゴ礁が成長し

て倍増しているということで、小さなサンゴとか白

化現象があるのかどうかを含めて、それから区域外

に被度の高いサンゴ礁群落が確認されたということ

は防衛局も言っているのですが、この種類と保全策、

 どうするかを聞かせてもらいたいと思います。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 

沖縄防衛局が平成24年12月に作成しました環境影

響評価書によりますと、大浦湾側の埋立区域内には

ハマサンゴ属やキクメイシ属などのサンゴ類の生息

が確認されておりまして、同区域内の被度５％以上

のサンゴ類の生息範囲は6.9ヘクタールとされており

 ます。

また、沖縄防衛局が平成27年７月に作成しました

サンゴ類に関する環境保全措置（サンゴ類の移植・

移築計画）について、県土木建築部から提供を受け

ておりまして、当計画によりますと大浦湾側の埋立

区域内に生息する移植対象となる小型サンゴ類とキ

クメイシ属、ハマサンゴ属、アナサンゴ属等のサン

ゴ類が確認されており、その群体数は３万5340群体

 とされております。

大浦湾側の埋立区域内に生息する移植対象となる

小型サンゴ類の群体数につきましては、沖縄防衛局

のホームページに掲載されている環境監視等委員会

の資料によりますと、同局が令和４年４月９日から

同年６月４日にかけて調査を行ったところ、約８万

4000群体に増加していたことを確認したというふう

 にされております。

 以上でございます。

○崎山嗣幸委員　おっしゃるように、３万5000群体

がこの七、八年で一気に８万というのか、倍増して

いたということについては、この海域、大浦湾の海

域が極めて良好な状態だというふうに理解するので

すが、最近、環境団体もこの海域が、すごい深い起

伏があったり複雑な地形にサンゴ礁が広がっている

ということで、この場所が足りないということで、

極めて貴重な大浦湾だということを言っているので

すが、ここは現在においてもこの白化現象もなくて

成長が著しくて、極めてこの海域の良好さというの

 があるということの認識でよろしいですか。

○出井航自然保護課長　辺野古大浦湾は、県の自然

環境保全に関する指針においても評価ランク１位及

び２位と評価されていることや、国が日本の重要湿

地500、それから重要海域に選定していることなどか

らも、自然環境豊かな重要な海域というふうに考え

 ております。

○崎山嗣幸委員　これだけの８万4000群体を移して

も、生存する可能性は極めて低いと思うわけ、これ

までの実例からしてもね。やはりここは皆さんとし

てサンゴ礁を守るという役割からするならば、ここ

を守るべきだと私は思うのです。これだけの貴重な

環境、地形をね。だから、そこは明確に言っていか

ないと、先ほどから言っているように、こういった

ことを保全するということを約束しながらできない

ということを含めて、重要な問題ではないかなと私

 は思うのです。

それで、最近も、代執行の判決が出たのだけれど、

これはサンゴを移植する前に向こうを着工するとい

うことは、これ死んでしまうのではないかと言われ

 ているわけよね。

だから今、これだけの貴重なサンゴ群落を移植し

ない前にもう工事着手しているということを含めて、

影響を受けると思うのですが、それは皆さんの役割

として、今言われた大浦湾の水域を工事着手してい

 るんだけど、影響はないと思ってはいるんですか。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 

先ほどの答弁と少し重複するところがあるのです

が、工事に関する周辺環境に与える影響につきまし

ては、今現在、沖縄防衛局のほうで工事中の事後調

 査を行っております。

その調査報告書については毎年県のほうに提出さ

れておりますので、その内容を審査しまして必要な

意見のほうを求める必要があるというふうに考えて

 おります。

○崎山嗣幸委員　防衛局が支障がないと言っている

ということに対して御意見を求めていくということ
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ですけれども、前に県は立入調査していると思うの

ですが、環境部としてこの大浦湾の埋立区域内のサ

ンゴの実態調査をするということは可能であります

 か。

○出井航自然保護課長　大浦湾の海域につきまして

は、2014年の７月から臨時制限区域に指定されてお

りまして、工事対策として常時立入りが禁止されて

いるというような状況であることから、現時点にお

いて県が独自にサンゴ調査を実施することは困難だ

 というふうに考えております。

○崎山嗣幸委員　この臨時制限区域は全面的に禁止

されているわけではなくて、一定程度の制限があっ

て、船舶の航行とか、ある程度の制限区域はあると

思うのですが、これは立入調査をするものまで臨時

制限区域の中で規制されているのですか。県が調査

できないということは決められているのですか。決

められていないと思うのですが。どこで決めている

 のか、臨時制限区域でできないというのは。

皆さんの領域でなければ、領域ではないで僕はい

いと思うのだけれど、どこで決めたの、これ、臨時

 制限区域ではできないというのは。

○多良間一弘環境部長　この臨時制限区域につきま

しては、埋立てが許可された後、その施工区域の同

じ範囲を、日米合同委員会だったと思いますけれど

も、そこの中で臨時制限区域という形で定められて、

それで今言ったように工事関係者以外の立入りとか

が制限されているというような状況になっていたと

 いうふうに記憶しております。

その中で、我々としましてはこの立入りが制限さ

れている中におきまして、入れない以上はサンゴの

調査というようなものも困難だろうというふうに考

 えているというところでございます。

おっしゃるようなこの調査につきましては、先ほ

どアセスの関係で答弁がありましたけれども、事業

者におきまして、事後調査という形でそこのあたり

については実施されるというふうに認識しておりま

すので、そういった中においてサンゴの状況とかそ

ういったのも調査結果が示されてくるというふうに

 考えているところでございます。

○崎山嗣幸委員　臨時制限区域は、勝手に今、臨時

制限を敷いているのだけれども、埋立区域内ではな

 いわけだからね、ここ含めて。

重要な問題をはらんでいると思いますが、ここは

皆さんの領域ではないところもあるので、次に行き

 ます。

では、これは埋立区域外であるなら、埋立区域外

の拠点に重要なサンゴ礁の群落が見つかったってこ

とは防衛局が発表しているのですよね、貴重なサン

ゴが。そうであるならば、埋立区域外のこのサンゴ

礁については、将来もここは制限が残ったら、この

環境はそのまま移植もしないし、このサンゴ礁群落

は残るわけですよ。このサンゴ礁群落が残り続けて

いるものについて、皆さんは、これは埋立区域外の

ところの調査もできないとなると、防衛局頼みの調

査だけで済むのかということなのですが、この埋立

区域外の臨時制限区域内のサンゴ礁群落についての

 保全はどういうふうに考えているのですか。

これは前にも調査していると思うのですけど、区

 域は３から６ですよ。

○出井航自然保護課長　委員おっしゃるとおり、県

環境部は平成21年度から23年度にかけてこの全県的

なサンゴ礁の状況、そういったものを把握して、基

礎資料として整理することを目的として、全県調査

でき得る範囲の沿岸域のサンゴ礁の状況について調

 査したことがございます。

その調査を実施した時期から10年以上経過してい

ることから、今、状況がどういうふうになっている

かということを把握するということは自然環境の保

全を図る上でも参考になるというふうに考えている

 ところです。

県としましては、県の調査以外でも、国がモニタ

リング1000というような形で毎年調査を実施してお

りますし、そういうふうな調査結果を踏まえながら

専門家の意見も聞いて、全県を対象にしたサンゴ調

査の必要性についてはまた今後検討課題としていき

 たいと思っています。

○崎山嗣幸委員　今、言われている埋立区域外、防

衛局が貴重な被度の高いサンゴ礁群落が発見された

ということを言っているので、３から６の、私は前

も示したのですが、そこのサンゴ礁群落は、皆さん

モニタリングで確認したというのですが、どういう

 状況になっているのですか。

やはりそこも、極めて成長が著しいのか、良好な

のかということについて現状ですよ、現状が分から

ないと、これ将来は残るんですよ。埋立てされない

 のです。

残るものについての、サンゴ礁が、将来、工事に

よって死んでいるのか生きているのか分からない状

態ではいかないと思う。現状がどうなっているかに

ついては、現状把握はできているのですかと私は聞

 きたいです。

○出井航自然保護課長　環境部のほうではそういっ
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た調査を行っておりませんので、現状のほうは把握

 しておりません。

○崎山嗣幸委員　環境部で調査しないというと、こ

こについてのサンゴ礁群落、埋立てされないのです

よ。今、分からない状態で、将来はどうなっている

かについて、どういうふうに把握するのですか、将

 来。

例えば、これが白化現象があって温暖化があって

死滅してと。これは、工事によってそうなったのか

ね、自然現象なのか、どうなったのか分からないで

 はないですか。

だから、今、聞いているのは、この制限区域内の

埋立てされないサンゴ礁が残っているのは防衛局も

貴重だと言っているわけよ。そこのサンゴ礁の現状

を確認しないと、後々になってから、工事で死んだ

のか、白化現象が起こったのか、温暖化なのか分か

らない状態が残るから、確認すべきじゃないかと私

は聞いているのです。だから、皆さん、これを今、

防衛局に聞きますと、防衛局の言っていることが確

かなのかどうかの確認も必要だと私は思うのですが、

 それを皆さんどうですかと聞いているわけですよ。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 

埋立区域外のサンゴの生息状況につきましては、

沖縄防衛局が事後調査のほうで行っておりますので、

その生息状況につきましても毎年県のほうに報告さ

 れることになっております。

○崎山嗣幸委員　終わります。 

終わりますが、どっちにしても、防衛局と皆さん

と見解が違うのだから、防衛局頼みでやるのかと言っ

ている。これ埋立区域内ではないのですよ。区域外

で脈々とこれから残っていくサンゴ礁を将来、工事

によって破滅されているのか、自然現象か分からな

 い、これは……。

だから、防衛局の言うとおりですということは、

しようがないのではないかと私は言っている。だか

ら、これはよくないので、しっかり県の主体性を持っ

 て、調査をすることを含めて検討してください。

 要望して終わります。

○呉屋宏委員長　比嘉瑞己委員。 

○比嘉瑞己委員　よろしくお願いします。 

主要施策でやりたいと思います。最初に、地球温

 暖化対策事業、44ページです。

今、沖縄県がこの第２次地球温暖化対策実行計画

を実施しているところだと思いますが、その達成状

況、特に中期の目標に照らしてどういう状況でしょ

 うか。

○與那嶺正人環境再生課長　県では、2030年度まで

に県内の温室効果ガス排出量を2013年度比で31％削

 減することを中期目標として掲げています。

最新の統計値である2020年度の県内の温室効果ガ

ス排出量は1143万トンで、基準年度である2013年度

 から9.3％減少している状況にあります。

県としましては、同計画で掲げた各種施策を着実

に推進することで、中期目標の達成を目指してまい

 ります。

 以上です。

○比嘉瑞己委員　2030年度というと、もうあと本当

に数えるぐらいになっていて、9.3％は削減されてい

ると言うけれども、本当に達成できるかというとこ

 ろで心配であります。

一方で、実際にこの温室効果ガスを出している部

門別、この排出割合があると思うのですが、沖縄県

 の排出割合は部門別でどうなっているでしょうか。

○與那嶺正人環境再生課長　本県における部門別の

二酸化炭素排出量は、運輸部門からの排出量が最も

高く、次に、民生業務部門、次に、民生家庭部門の

 順となっております。

モノレール以外の軌道系交通がないため、自動車

への依存度が高いことや、島嶼県であるため、物資

の輸送や人の移動で航空機や船舶に頼らざるを得な

いなどの理由から、運輸部門の割合が高くなってお

 ります。

そのため、県としましては、運輸部門への取組が

重要だと考えておりますが、航空機や船舶について

県で直接削減対策を講じることは困難であることか

ら、特に陸上交通における二酸化炭素排出削減対策

 を推し進めていきたいと考えております。

 以上です。

○比嘉瑞己委員　この運輸部門の割合、パーセント

を教えていただきたいのと全国と比較するとどうい

 うパーセントですか。

○與那嶺正人環境再生課長　お答えいたします。 

沖縄県における運輸部門の排出割合は2020年度で

30.4％となっており、国の運輸部門については17.7％

 となっております。

○比嘉瑞己委員　他の都道府県では産業の部門が大

きくて、運輸はその次ですけれど、沖縄の場合は逆

になっていて、３割がこの運輸ということで、ここ

 への対策は本当に大切だと思います。

それで、飛行機と船舶は県では、なかなかできな

いので、陸上のほうをやっているということですが、

 その対策についてお聞かせください。
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○與那嶺正人環境再生課長　県では、運輸部門にお

ける対策として、これまでエコドライブの促進や次

世代自動車の普及促進を行ってきたほか、令和３年

度から県の公用車を率先して電動車に転換する事業

を実施しており、令和４年度末までに累計75台の公

 用車を電動車に転換しております。

なお、令和５年度からは、県内で運行する路線バ

ス及び観光バス等の電動車への転換及び充電設備導

入に係る補助事業を実施しており、国が行っている

既存の補助事業に県が補助金を上乗せし、購入費の

５割程度を補助することで、一般的なディーゼルバ

スと比較して安価に導入できるようにするものと

 なっております。

 引き続き運輸部門の対策を行ってまいります。

○比嘉瑞己委員　公用車やバスへのＥＶバスとかの

導入というのはどれも大切ではあるんですけれど、

ただ、この目標に照らすと、これだけの取組では十

分ではないと思うのです。やはり全県挙げて、県民

みんなが動かないと、この目標は達成できないと思

 います。

皆さん計画を持ってはいるのですけれども、これ

が本当に実効性あるものになっているのかというの

をずっと注目をしているところですが、これは環境

部だけではなくて、やはり公共交通であれば企画部

とかの分野にもなってくると思うのですけれども、

この全県的、全庁的な取組にするために、皆さんど

 ういったことをされていますか。

○與那嶺正人環境再生課長　県では、第２次沖縄県

地球温暖化対策実行計画に掲げる施策の進捗管理や

課題等の検討協議を行うため、毎年度、学識経験者、

事業者、関係機関等から成る地球温暖化対策実行計

画協議会を開催し、意見を取り入れるとともに、当

協議会の審議を経て作成した進捗管理報告書を関係

部局に提供し、情報共有を図ることで取組を推進し

 ているところです。

また、同計画では、庁内の推進体制として、施策

の実施のために部局間の連携が必要な場合には、上

位計画である環境基本計画の進行管理を行う副知事

を会長とし、各部局長が出席する環境基本計画推進

会議を活用し、部局間調整を行いながら計画を推進

 することとしております。

 以上です。

○比嘉瑞己委員　計画に基づいて進捗管理を行って

いる。その状況について部局に紹介している、情報

共有はしているということは分かるのですが、では、

その後、それぞれの分野のところでどういったふう

に行っているのかというのがなかなか見えないので

 す。

今の説明もっともらしいと思うのですけれども、

こういった現状をどうフィードバックさせて、じゃ、

どういうふうな事業を各部署やっているのかという

ような詰めというんですかね、各部署がそれぐらい

の意識を持って取り組まないといけないと思うので

 すけれど、その点についてどう思いますか。

○與那嶺正人環境再生課長　この地球温暖化対策実

行計画では、計画の中で各部局における施策の実施

状況を把握し、取組が進んでいない場合には、その

理由等を把握し、情報提供や解決策等の検討を行い、

 各部の取組を円滑に進めることとしております。

現在のところ、同計画の進捗管理において、重点

施策の管理指標に大幅な遅れは生じていないため、

現在、協議等は行っていないところもあるのですが、

今後、その進捗を見ながら部局間調整を行いながら、

 計画を推進していきたいと考えております。

○比嘉瑞己委員　この問題も最後に部長にお聞きし

たいのですけれど、似たようなパターンで赤土の問

 題も思うんですよね。

環境部が計画とか持っているけれども、実際はこ

の農林の分野に原因がある。だけれど、そこが本当

にやっているかというところで、皆さんもじくじた

 る思いがあると思うのです。

この地球温暖化についてももっと環境部がイニシ

アチブを持って、各部局に進捗を迫っていく。そう

いった権限も必要だと思うのですが、今は順調に行っ

ているということですが、そうは言っても、31％達

成できるのかと不安ですけれども、部長はどのよう

 に考えますか。

○多良間一弘環境部長　地球温暖化対策につきまし

ては、県が策定しております実行計画におきまして、

各部局にわたる約150の施策を定めまして、それで取

り組んできているところですけれども、そうした施

策の取組の実施状況につきましては、法に基づいて

その実施状況を把握して公表することになっており

 ます。

そういった中において、その進捗状況を――先ほ

ど課長からもありましたけれども、把握しまして、

もしこの取組が遅れているというようなことであれ

ば、その課題等を検討して解決策に導くというよう

なことを全庁的な会議の中でやったり、あるいは民

間も含めた有識者も含めた協議会の中で議論してい

 るというところになっております。

確かに、それぞれの部局でやっていくものですか
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ら、進捗がそれぞればらばらになるという部分はあ

ると思いますけれども、我々環境部としましても、

ここを率先してやっていくという部分で、こういっ

た全庁的な会議、あるいは協議会の場で、しっかり

各部局に対して働きかけもやりながら、連携を図り

ながら、この温暖化対策に取り組んでいきたいとい

 うふうに思います。

 以上です。

○比嘉瑞己委員　頑張っていただきたいと思います。 

150の施策でその実施状況を公表しているというこ

となので、ぜひ後で資料としてお願いしたいと思い

 ます。

続いて、世界自然遺産保全・適正利用推進事業、

 46ページ、お願いします。

この事業の中に、ヤンバルのノネコ等対策事業も

入っていると思います。ノネコ等対策事業の予算の

 内訳と概要をまず教えてください。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　令和４年

度のノネコ等対策事業の予算額は7000万円となって

おり、決算額も同額となっております。内容に関し

 ましては、委託費となっております。

本事業はヤンバル地域の希少野生動物を保護し、

生物多様性豊かな生態系の保全を図ることを目的に、

沖縄島北部の森林域における野猫等の現状調査及び

捕獲、捕獲した猫のけがの治療や寄生虫駆除などの

処置、捕獲した猫の周知、周知期間中における猫の

収容管理や譲渡のほか、事業の効果検証を図るため

ヤンバルクイナやオキナワトゲネズミ等、希少種の

 回復状況調査を行いました。

○比嘉瑞己委員　このノネコ等対策事業ですね、こ

れまで何年取り組んできていますか。これまでの捕

獲数、そして返還、譲渡数、殺処分があったのかど

 うか、実績をお聞かせください。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ノネコ等

対策事業は平成28年度からノイヌ・ノネコ対策事業

として開始し、翌29年度から野猫の捕獲を行ってお

ります。平成29年度から令和４年度までの６年間で

捕獲した猫の合計は162頭、そのうち返還・譲渡は

 161頭となっております。

なお、これまで同事業において捕獲した猫につい

 て殺処分は行っておりません。

○比嘉瑞己委員　野猫と言えどもですね、実際、野

猫と野良猫の区別ってなかなかできないと思うんで

すよね。そういった中で皆さんが殺処分を行ってこ

 なかったということは評価したいと思います。

この希少種にとって脅威となっている野猫ですけ

 れども、なぜ発生するのでしょうか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　沖縄島北

部の野猫については他地域からの遺棄や、集落内飼

い主不明猫の森林域への入り込みが発生の要因と考

えられます。また、そういった猫たちによる繁殖も

 一つの要因と考えられます。

○比嘉瑞己委員　純粋な野猫というのは少ないと思

うのです。やはり捨てに来たりとか、近隣の飼い猫

が迷っている。そういった意味で、問題となってい

 る捨て猫ですよね。

見聞きすること、聞いたこともあるのですが、実

際、この他地域からヤンバルの森林の捨て猫の実態

 というのは皆さん把握していますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　他地域か

ら沖縄島北部森林域の捨て猫の実態を把握すること

 は困難となっております。

なお、ノネコ等対策事業において森林域に設置し

た自動撮影カメラで確認できた猫を個体識別して、

 最低確認頭数を集計しております。

直近の最低確認頭数は、令和４年度で47頭となっ

ており、47頭のうち令和３年度からの継続確認個体

数が11頭、新規確認個体数は36頭となっております。 

○比嘉瑞己委員　すみません、ちょっと今の専門的

で分からない。どういった猫を何とか猫。もう一度

 詳しく教えていただけますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　継続確認

個体数というのは、令和３年度にも確認されていて

令和４年度にもまた確認された猫のことを継続確認

個体数と言っております。新規確認個体数というの

は、令和４年度に初めて確認されたものとなってお

 ります。

○比嘉瑞己委員　継続して確認されるというのは、

一度は返還されたのにまた来たという意味ですか。

それとも、捕まえていない、継続されている、どち

 らですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　返還され

た猫も入っておりますが、捕獲されていない猫も含

 まれております。

○比嘉瑞己委員　こうした実際の飼い猫への対策が、

やはりこのヤンバルの野猫と呼ばれている猫たちの

実際の対策としては飼い猫対策だと思うのですよね。 

そういった意味で、皆さんこれまで取り組んでき

て、今回アクションプランという形でもう既に実施

 されているのですかね。

このアクションプランではどういったことに取り

 組んでいくのですか。
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○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ずっとや

んばるずっとうちネコアクションプランですが、希

少種の生息状況の改善を図ることを主な目的として、

沖縄島北部の生態系保全、公衆衛生の維持向上及び

猫の安全の確保、健康の維持に寄与するため、沖縄

県、国頭村、大宜味村、東村、環境省の５者が連携

して迅速に猫の対策を進めるものとなっております。 

具体的には、森林域における野猫の現状調査、捕

獲及び譲渡等により森林域において猫が確認されな

 くなること。

３村条例に基づく飼い猫の管理及び飼い主不明猫

の対策により、沖縄島北部の全ての飼い猫が適正飼

養され、飼い主不明猫がいなくなること、沖縄島全

域における猫の適正飼養と遺棄防止の周知、普及啓

発等により沖縄島北部以外から猫が流入しない状態

とすることに向けて、県、環境省、３村が連携して

 取り組むこととしております。

○比嘉瑞己委員　この問題さんざんやってきたので

繰り返しませんけれども、決して殺処分が目的では

なくて、適正飼養をきちんとやってもらうための取

 組だと期待をします。

そのためにも、実際捕獲した猫のその後が大切だ

 と思うんですよ。

先ほどもこの６年間で162頭捕獲して、161頭はちゃ

んと返還・譲渡につながっている。だけれど、これ

をやっているのは沖縄県ではなくて、皆さんからお

願いをしたこのボランティア団体の皆さんがほとん

 どやっている。

この人たち、この保護猫への避妊・去勢手術への

補助とか、その譲渡活動に対して大変お金がかかる

のです。こういったことに対してしっかりと支援を

しないと、なかなかこのボランティア団体の皆さん

頼みでは続かないと思うのです。この捕まえるだけ

ではなくて、向こうではＴＮＲのように返すことは

 できないわけですよね。

だから、必ず避妊手術をして適正飼育に努めてく

ださいというようなことを、県と市町村もしっかり

と力を合わせてやるべきだと思うのですが、どう思

 いますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　県では、

ノネコ等対策事業で捕獲した猫を譲渡するために、

ワクチン接種、ウイルス等の検査、不妊去勢手術、

外部・内部寄生虫の駆除を行った上で引渡しを行っ

 ております。

また、捕獲した猫が周知期間中に譲渡につながら

ない場合は、動物愛護管理センターや活動に協力で

きる方々とも連携して周知期間後も譲渡に向けて取

 り組んでおります。

今年度からは、譲渡機会を拡大するため、沖縄県

獣医師会とも連携して取り組むことができないか調

 整を始めたところです。

○比嘉瑞己委員　捕獲した猫に対しての対応はやっ

ているということなので、今後は捕獲した猫だけで

はなくて、北部地域の自治体がちゃんと避妊手術を

飼い猫についてもやるときに、どうやってそういっ

た支援ができるかというところが課題になると思い

 ますので、引き続きお願いしたいと思います。

もう一つ、捨て猫対策ですけれども、皆さんこれ

7000万円という大変大きな予算を使って頑張ってい

るのですが、これ啓発活動だけではなく、もっと別

 の取組も必要だと思うのです。

どういった取組ができるか検討はされていますか。 

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　県では、

犬猫の遺棄防止や適正飼養の普及啓発を図るため、

一生うちの子プロジェクトとして普及啓発イベント

や啓発用ポスターの作成、テレビやラジオのＣＭな

ど各種啓発媒体を活用し普及啓発を実施しておりま

 す。

今年度はコロナ禍で中断していた教育現場と連携

した取組でありますペットの適正飼養を伝える小学

 校等への出前講座を行っているところです。

また、これまで北部を中心に行ってきた普及啓発

イベントを南部でも開催しており、引き続き有効な

 対策について検討してまいりたいと思います。

○比嘉瑞己委員　人間のせいでそうやって希少種も

脅威にさらされているというところを少しでも改善

 できるように頑張っていただきたいと思います。

野猫は終わりまして、この世界自然遺産を守ると

いう意味で、米軍の北部訓練場の返還跡地、ここで

 の廃棄物について度々報道もあります。

返還後のこの米軍の廃棄物の現状について、県は

 どのように把握していますか。

○久高直治環境整備課長　北部訓練場跡地の廃棄物

の回収などの状況につきましては、沖縄防衛局が実

施しています廃棄物回収業務の結果として、沖縄防

衛局から説明を受けておりまして、必要に応じて現

 地確認を行うなどによって把握しております。

○比嘉瑞己委員　北部訓練場4000ヘクタールという

 大変巨大な返還跡地です。

防衛局は実際の調査や回収は、どこまで進んでい

 ますか。

○久高直治環境整備課長　防衛局が平成29年８月か
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ら12月までに行った支障除去に係る廃棄物の調査面

 積は、約500ヘクタールと聞いております。

沖縄防衛局のこれまでの説明によりますと、平成

28年12月の返還後から、令和５年３月末までの北部

訓練場跡地で沖縄防衛局が回収した廃棄物の量は、

大型鉄板が263枚、１万4000キログラム、空砲類が５万

2000発、混合ごみが１万7000キロと把握しておりま

 す。

○比嘉瑞己委員　4000ヘクタールのうち500ヘクター

ル、十分ではないのにもかかわらずそれでもそれだ

 けの廃棄物が確認されているようであります。

もうあそこも、世界自然遺産として登録されてい

て、この原状回復が大変重要だと思うのですけれど

 も、この原状回復義務はどこにあるのですか。

○久高直治環境整備課長　返還地の引渡し前におけ

る廃棄物の回収等の原状回復につきましては、跡地

利用推進法に基づき国の責任において行われており

 ます。

その後、引渡し後の北部訓練場返還跡地で発見さ

れた米軍由来の廃棄物につきましては、返還時に沖

縄防衛局が策定しました返還実施計画に対する県知

事意見及び森林管理者と締結した、返還後の取扱い

に関する協定に基づき、沖縄防衛局が撤去等の原状

 回復を行っていると承知しております。

○比嘉瑞己委員　防衛局が責任持って最後まで、こ

 の跡地の原状回復をやるべきだと思うのです。

今、報告書だけだと、500ヘクタールしかやってい

ないように聞こえたのですが、ちゃんとこの4000ヘ

クタール全てやっていくように県として求めるべき

 ではないですか。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

　　　（休憩中に、執行部より答弁訂正の申出があっ

た。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

　先ほど、比嘉瑞己委員の質疑に対する答弁で環境

整備課長から答弁を訂正したいとの申出があります

 ので、発言を許します。

 　久高直治環境整備課長。

○久高直治環境整備課長　すみません、先ほど５ヘ

クタールのところを500ヘクタールと間違って説明し

て、申し訳ありませんでした。訂正しておわびいた

 します。

それで県のこれについての対応ですけれども、委

員がおっしゃるように、この北部訓練場跡地では米

軍由来の廃棄物がやはり度々発見されていることか

ら、県では世界自然遺産登録後もその価値が損なわ

れずに、環境保全が図られるよう、令和３年５月14日

付で沖縄防衛局長に対して要請を行い、北部訓練場

返還跡地の十分な廃棄物の調査の実施、廃棄物が確

認された場合の適正な処理などを求めてきていると

 ころでございます。

○比嘉瑞己委員　５ヘクタールしかやっていないの

 ですね。

もう全然、変えていないです。この姿勢が発見さ

れた場合には調査をして、回収しますっていうスタ

ンスだから駄目だと思うのですよ。きちんと全部調

査をした上で、ちゃんと責任を持ってやっていくっ

ていうところが、やはり国に足りないと思うのです

 よね。

やはりそこを皆さんとしてもきちんと求めていく

べきだし、県もちゃんとやっているか、定期的に見

 に行くべきだと思いますよ。どうですか。

○久高直治環境整備課長　おっしゃるように、引渡

し後の廃棄物の回収、状況などにつきましては、沖

縄防衛局のほうから今、報告を受けているところで

すので、県としましては廃棄物の回収などについて、

適切に防衛局のほうで対応がなされているか確認を

 していきたいと考えております。

○比嘉瑞己委員　部長、これ大変大切なところだと

 思います。

これ、定期的に防衛局とどうなっているのか、ちゃ

んと協議を開く、そういう仕組みをつくるべきだと

 思いますよ。部長いかがですか。

○多良間一弘環境部長　まず北部訓練場返還跡地の

調査につきましては、返還跡地利用推進法に基づい

て、まず引渡し前に、返還実施計画がつくられまし

て、その中で、廃棄物の調査というものも入ってい

まして、全域を一応、資料等調査をやった上で、そ

の上で、米軍廃棄物の蓋然性が高いという区域の５ヘ

クタールについて、やられてきたものというふうに

 認識しております。

その上で、その後も度々米軍由来の廃棄物がいろ

いろ確認されておりますので、先ほど課長からも答

弁のあったとおり、我々としては令和３年にいろい

ろこの廃棄物処理に関する要請等を行ってきており

 ます。

そういった状況を見ながら、沖縄防衛局の調査が

出た際には、いろいろその辺りのものをしっかり確

認していきたいと思いますし、また、必要なものに

ついては、沖縄防衛局に対して求めるなど、随時、

今、御指摘のように、意見交換がどこまでできるか

というのも踏まえながら、我々としてもこの廃棄物
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の状況については確認していきたいと考えておりま

 す。

昨年の７月頃だったか、世界自然遺産区域につき

ましては、米軍との共同でやっていくというような

環境省の申合せ、そういったものも発表されており

ますので、そういった場におきましても、こういっ

たものを取り上げるなどして、廃棄物問題としても

しっかりと対応していきたいというふうに考えてお

 ります。

○比嘉瑞己委員　ぜひ国任せにせずに、県も一緒に

 入っていくぐらいの取組を期待したいと思います。

続いてマングースの対策です。これ、説明の中で

行動計画の話がありますが、これまでの成果を教え

 てください。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　沖縄県の

生態系を保全するため、沖縄県外来種対策行動計画

に基づき、外来種対策に関する県民への普及啓発や

捕獲技術の開発など、対策基盤の整備、新たな外来

種の侵入防止、フイリマングース等重点対策種等の

 防除の推進に取り組んでおります。

計画の成果としましては、令和４年度は、ヤンバ

ル地域や西表島など重要区域への拡散防止や、外来

種早期発見に向けたモニタリング体制の強化が図ら

れるとともに、外来種シンポジウム等の開催により、

外来種に関する県民の理解が深まったものと考えて

 おります。

○比嘉瑞己委員　報道でもありますけれども、ヤン

バルクイナが名護でも生息が確認されたということ

 で、県民もすごく喜んだと思います。

今おっしゃったようにマングースで、その他の外

来種対策っていうのもやっているみたいですけれど

も、かなり県内には外来種が来ていて、その中でも

重点対策種っていうのがあるというふうに書かれて

 いるのですが、どういったものなのか。

このマングース以外で、この重点対策で何か成果

 があった取組がありましたら教えてください。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　県では沖

縄県対策外来種リストを作成し、県内に定着し、生

態系の影響が大きいことから重点的に駆除を行う必

要がある外来種を重点対策種として位置づけており

 ます。

指定された種は、フイリマングースのほか、タイ

ワンハブや、ニホンイタチ、インドクジャクなどの、

 令和４年度は15種となっております。

マングース以外の重点対策種についての対応と効

果についてですが、ニホンイタチについて少し御説

 明させていただきます。

ニホンイタチについてですが、ネズミ類による農

業被害への対策として導入されて、導入された地域

では爬虫類などが大きく減少して、生態系の被害が

大きいことが知られており、特に宮古諸島では絶滅

危惧種のミヤコカナヘビやキシノウエトカゲ、ミヤ

コヒメヘビなどへの影響が懸念されているところで

 す。

県では平成28年度からニホンイタチの駆除を実施

しておりますが、その推定生息数は減少傾向にあり、

また、絶滅危惧種のトカゲ類の確認情報もあること

から、希少種の回復状況を確認するため、下地島及

び伊良部島にて、令和５年度からトカゲ類の生息調

 査を開始したところです。

○比嘉瑞己委員　うれしいニュースだと思います。

次呂久議員も、クジャクのことを、しょっちゅうやっ

ていますので、引き続き頑張っていただきたいと思

 います。

 次の海岸ごみ対策事業、60ページお願いします。

この決算で、軽石のことがこの年度でした。大変

お疲れさまです。この軽石対策、皆さん大変苦労さ

れたと思いますが、この総括をまずお聞かせくださ

 い。

○久高直治環境整備課長　福徳岡ノ場、海底火山噴

火により本県に多数の軽石が漂流し、被害をもたら

 しております。

県では、全庁体制の沖縄県軽石問題対策会議を設

置しまして、対応するとともに、海岸管理者、市町

村、ボランティア団体などの協力を得ながら、回収

 処理等の対応を講じてきたところであります。

○比嘉瑞己委員　この量について書かれているので

すけれど、5000立方メートルですか、これがどれく

らいの量なのか、またその軽石の再利用についての

 成果もお聞かせください。

○久高直治環境整備課長　軽石の回収量としまして、

最終的にトータルで言いますと11万454立方メートル

 であります。

以前、委員から御質問があったように、プールな

どで換算したらどうかという話がありましたので、

日本水泳連盟の一般プールの25メートルの規定のも

 のですと大体205杯分の量となっております。

県としましては、回収した軽石につきましては、

鉱山跡地への埋め戻しとか、一般の方への譲渡など

 に活用させていただいているところでございます。

○比嘉瑞己委員　大変御苦労さまでした。 

続いて、この軽石以外の海岸漂着ごみについてお



－403－

聞きしたいのですけれど、特に離島に流れ着いてい

 るごみの量は、令和４年度は幾らでしたか。

○久高直治環境整備課長　すみません、離島につき

ましては、宮古、八重山地域というところでの集計

はできておりますが、数々ありますそれ以外の離島

については、集計ができておりませんで、今分かる

範囲で申し上げますと、宮古地域では、体積にして

約702立方メートル、八重山地域では体積にして約

2348立方メートルを回収しているところでございま

 す。

○比嘉瑞己委員　これ毎年、皆さん回収しているけ

 れども、どんどん来るっていう話を聞いています。

過去５年間のこの回収実績で、環境へどういった

 影響が出ているのか教えてください。

○久高直治環境整備課長　過去５年間の実績としま

しては、県全体では２万541立方メートル、宮古では

3601立方メートル、八重山では9264立方メートルを

 回収しております。

○比嘉瑞己委員　全体の中でもこの八重山と宮古だ

けでも半分ぐらいが占めているっていう状況だと思

 います。

特に宮古、八重山、離島の海岸漂着ごみ、これ毎

年やっているけれど、これだけ来る。この課題は何

 があるのですか。

○久高直治環境整備課長　委員おっしゃいますよう

に、この海岸漂着物は離島地域による回収、処理体

制の確保のほか、海外を発生元とするものが多くて、

毎年、際限なく漂着するため、県内を含めた発生元

対策として、継続的な回収や処理が課題となってお

 ります。

○比嘉瑞己委員　海外が多いということなので、ど

れくらいの割合かを教えてほしいのと、国会でも議

論とかいろいろされていて、法律も改正されたんで

 すよね。

それで、かなりこの対策が進むと期待されている

のですが、これだけ外国からのごみが多いことにつ

いて、国や自治体の役割というのはどういうふうに

 なっているのですか。

○久高直治環境整備課長　まず、海外の割合ですけ

れども、ペットボトルを基に調査をしているのです

 が、６割ほどが海外のものとなっております。

　もう一つの役割についてですけれども、国は海岸

漂着物処理推進法第９条に基づいて、同法の基本理

念にのっとり、海岸漂着物対策に関し、総合的な施

策を策定し及び実施する責務を有しているほか、海

岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための

基本方針を定めることや国際的な連携の確保、海岸

漂着物対策を推進するために必要な財政上の措置を

 講じなければならないなどの役割があります。

県につきましては、同法第10条において、同法の

基本理念にのっとり、区域内の自然的、社会的条件

に応じた施策を策定し、実施する責務を有している

ほか、海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進す

るための地域計画を作成し、計画に基づき取り組む

 などの役割があります。

また、市町村の役割としましては、海外漂着物な

どの処理に関して、必要に応じて海岸管理者に協力

 するものとなっております。

○比嘉瑞己委員　部長に聞きたいのですが、今、県

内、日本全国の皆さんの意識も変わってきて、ペッ

トボトルとかもかなり分別とか、使わないような動

きがあっても、結局海外から流れ着いてくるってい

う、この問題についてはなかなか自治体レベルでは

 難しいと思うのですよね。

やはり国がしっかりと外交の場で、この問題をど

うにかしてくれというふうな対策が必要だと思うの

です。そのためにも、こういった実態を示しながら、

ちゃんと国にこういう状況なので、しっかりと対応

を求めてくださいという、こういったアクションが

 必要だと思うのですけれど、いかがですか。

○多良間一弘環境部長　お答えいたします。 

先ほど答弁あったとおり、本県に流れ着く海岸漂

着物については、約６割が海外由来だというふうに

推計されているところですけれども、こういったも

のについては、県としてもいろいろＮＰＯレベルで

は連携を図るという、意見交換をするということも

やってきたりはしたのですけれども、根本的には委

員がおっしゃるように、国においていろいろ国際的

 な働きかけが必要だというふうに考えております。

県としましては、全国知事会でありますとか、九

州ブロック会議とか、そういったものを通じて、国

に対してこういった国際的な働きかけというのを求

 めているところです。

今般、先ほど説明がありましたけれども、海岸漂

着物処理推進法、そこにおきましても、国の役割と

して国際的な連携の確保というものが位置づけられ

ているということもありますので、国における取組

というのをこれからも引き続き求めていきたいとい

 うふうに思います。

○比嘉瑞己委員　ぜひ実態をしっかりと示して求め

 ていただきたいと思います。

続いて、ジュゴンの保護対策について、私からも
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 お願いします。

久志で、ふんが発見されて、生息が認められると

思うのですけれども、この件に対して防衛省はどう

いった見解を持っているのか、何か対応はしたので

 しょうか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　お答えい

 たします。

防衛省から見解は今のところ出ておりませんが、

本件の調査結果について、今現在、沖縄防衛局とや

 り取りをしているところでございます。

○比嘉瑞己委員　環境監視等委員会もあると思うの

ですけれど、そこは何らかの見解や検討というのは

 あったのですか。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 

環境監視等委員会につきましては、沖縄防衛局の

ほうが設置している委員会になっておりますので、

その委員会の具体的な検討状況については、環境部

 のほうでは詳しくは把握しておりません。

○比嘉瑞己委員　先ほど崎山委員とのやり取りの中

で、辺野古の工事については事後調査報告書が出て

いる。去年の９月にも出ているっていう話ですけれ

ど、その報告書では久志のことについての事後調査

 というのは行われているのですか。

○小川均環境政策課副参事　お答えいたします。 

沖縄防衛局のほうでジュゴンに関する調査のほう

が行われているわけですけれども、ヘリコプター等

の上空からの調査の関連で、久志沖についても調査

 のほうは行われております。

○比嘉瑞己委員　ヘリから見ているだけなんですよ

ね。やはり詳しい調査をやっていないと思うんです

よね。防衛省は見解も示さない、環境監視等委員会

でも議論されているかどうかも分からない、こうい

 う中で黙っていてはいけないと思うのです。

先ほどから繰り返し言っているように、県がその

実態も分かっているわけなのだから、それを示して、

どうなんだと迫っていく姿勢が足りないのではない

 かと思います。

環境部の調査報告書を防衛局にちゃんと説明しに

行く。そして、見解を聞くし、その対応を求めてい

くっていうのが皆さんの役割だと思いますけれど、

 これは部長どうですか。

○多良間一弘環境部長　ジュゴンにつきましては、

名護市久志におきまして、ふんからジュゴンのＤＮ

Ａが確認されたということで、そういった結果をも

ちまして、先ほど来答弁しているとおり、我々は沖

縄防衛局に対して調査の拡大を求めているところで

 す。

今、事後調査というか、範囲では大浦湾周辺の限

られた施工区域の周辺とかいう形しか沖縄防衛局も

 やっておりません。

今言ったように、名護市久志の部分につきまして

は、航空機調査という形でしかやられていませんの

で、令和５年４月付で求めた調査拡大の中身は、こ

の航空機調査等による調査の回数の増加、それから

久志地域において調査員を拡大させてはみ跡調査、

そういったものをやるように今求めておるところで

 す。

これにつきましては、まだ、沖縄防衛局とのやり

取りが続いている段階ですので、しっかりこのあた

りを我々も今後求めていきたいと思っておりますし、

また、今後出されるアセスに関する事後調査、そう

いった中身についても環境影響審査会等の専門家に

意見を聞きながら、また、必要な意見も言って、こ

ういった調査についてもまた、今後も引き続き求め

 ていきたいというふうに思います。

 以上です。

○比嘉瑞己委員　ぜひ頑張ってください。 

防衛局は防衛局でやってもらうのですけど、県と

してもジュゴン対策でやっていくべきだと思います。 

今回の久志での発見は、沖縄県ではなくて、県民

からの情報提供だったんですよね。皆さん、漁民の

皆さんにも呼びかけているそうですけれども、ほか

 にもそういった情報提供はあったのか。

その後、皆さんも引き続き今度から久志も調べて

いくっていうような答弁があったと思うのですが、

 その後の調査の結果等があれば教えてください。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ジュゴン

についてですが、今年度もふんの提供、一般の県民

の方からふんの提供があったところなのですが、そ

ちらからは特にジュゴンのＤＮＡは検出されており

 ません。

あと、はみ跡調査も、今現在、久志のほうでは、

 はみ跡は確認できておりませんというところです。

○比嘉瑞己委員　分かりました。継続してお願いし

 たいと思います。

最後に、緑化木保全対策事業、56ページをお願い

 します。

これ、デイゴ、アカギが書かれているのですけれ

ども、この間、久米島に行って、松くい虫の状況が

かなり深刻だなって感じたのですが、この事業では

 久米島の松くい虫被害は対策は取らないのですか。

○與那嶺正人環境再生課長　お答えいたします。 
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松くい虫については、森林病害虫対策として、農

林水産部で対応しているという状況になっておりま

 す。

○比嘉瑞己委員　この事業では取り組むことはでき

 ないのですか。

○與那嶺正人環境再生課長　松くい虫については、

森林病害虫等防除法という法律で森林病害虫として

指定されていますので、国からの補助金も一部ある

というふうに聞いていますけれども、それに基づい

て農林水産部で対応している状況になっております。 

○比嘉瑞己委員　分かりました。 

聞くと、やはり久米島町の財政負担がかなり大き

いということだったので、この事業も活用できない

 のかなというふうに思いました。

そういう、向こうは向こうであるかもしれないで

すけれど、ここでも活用できないかどうかもぜひ検

討していただきたいのですが、その余地はないので

 すか。

○與那嶺正人環境再生課長　現在のところ、環境部

のほうとしましては、新たに病害虫が発見されて、

現在登録されている農薬で対策できないとか、そう

いった際に、農薬の効果検証等を行うのですけれど

も、実際に松くい虫については、既に防除方法自体

を確立していますので、それをもって、この緑化木、

もしくは森林で、管理者のほうにおいて対策を行っ

 ていただくというような流れになっております。

○比嘉瑞己委員　ありがとうございます。 

そうは言っても課題としてはずっとあるわけです

から、研究を進めていただいて、もっと広くできる、

この事業が駄目だったら新たな事業をつくろうとか、

もっと積極的な役割を果たしていただきたいと思い

 ます。

 終わります。ありがとうございました。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

 　　　午前11時54分休憩

 　　　午後１時15分再開

○呉屋宏委員長　再開します。 

 午前に引き続き質疑を行います。

 照屋守之委員。

○照屋守之委員　よろしくお願いします。 

 成果報告書の41ページです。

基地周辺環境対策推進事業、新規ということです

けれども、４年度から13年度、10年間にわたってい

ますけれど、この返還予定基地周辺における化学物

質情報の収集や、基地環境問題に関わる人材育成、

有機フッ素化合物対策を実施するとありますけれど

も、これができた経緯と――私はこれ、基地周辺だ

けではなく沖縄県全体のものを行政でやるんだった

らやるべきだと思いますけれども、その基地周辺返

還予定地にこだわってやるという、そこも含めて説

 明をお願いできますか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

基地周辺環境対策推進事業につきましては、現在、

普天間飛行場周辺の湧水等から出ているＰＦＯＳ等

の関係で、汚染原因を特定するためのボーリング調

査とかを実施している事業と、あと、県民や、行政

職員向けの住民参画の必要性とかを説明するセミ

 ナーや講習会を開いております。

また、返還予定地が返ってきたときに、その返還

地において使用されているであろうと思われる化学

 物質について調査をしているところであります。

委員がおっしゃっている返還予定地というところ

につきましては、この事業で行っているところであ

りまして、現在、令和５年度から全県的な土壌と水

 の調査を実施しているところでございます。

○照屋守之委員　そうであれば、基地周辺というふ

うにしないで、これをやらないと、じゃ、キャンプ

・キンザーもやるのですか。那覇軍港もやるのです

 か。普天間西地区はやったのですか、これ。

 どうですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　この事業

では、キャンプ・キンザーですとか、キャンプ瑞慶

 覧周辺も測定しております。

○照屋守之委員　西地区はやったのですか。 

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　西地区と

いうか喜舎場のウフカーというところを測定はして

 おります。近くの湧水で測定はしております。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

（休憩中に、呉屋委員長から、質疑中の西地

区とは西普天間地区を指しているのか確認

があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

 　横田恵次郎環境保全課基地環境対策監。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　そこの中

ではないのですが、そこの下流域というか、近くの

喜舎場のウフカーというところの湧水を測定はして

 おります。

○照屋守之委員　部長これ環境部として、今、ＰＦ

ＯＳの問題が、基地周辺のものも含めて、今クロー

ズアップしてそれを重点的にやっているみたいです

けれど、県庁の地下にも保管されているし、沖縄県
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全体のＰＦＯＳとかそういうふうな状況をまず調べ

て、それがどうなっていくか、そこを対策するとい

 う、環境部は、それがまず先ではないですか。

これ、書いてあるように、米国における閉鎖基地

の化学物質に係る情報収集とかいうのだけど、沖縄

で日本の、今の沖縄の基地以外のＰＦＯＳの実態、

それを今、そういう状況であるのに、そこをきちっ

と整理しないで、これは米国、米軍関係のものとい

 うことは、これは県民からしてもおかしいですよ。

本当にあの、これはどういう形で有害なのかとい

う根拠も含めて示しながら、今の沖縄県の実態はこ

うなっています。これは、早めにこういうふうに処

理しますとかっていうふうなもののためにこういう

調査、対策事業をやるのであって、この米軍基地の

返還の部分のところだけやるというのは、どうです

 か、おかしくないですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

ＰＦＯＳ等につきましては現在、使用等が禁止さ

れておりますけれども、ＰＦＯＳ等につきましては、

泡消火薬剤等で、現在、市中に存在しているものに

ついては、その使用が禁止されていないという状況

 がございます。

そのため、環境部といたしましては、総務部と連

名で県内にある民間施設も含めて、ＰＦＯＳ等を含

む泡消火薬剤を所有している施設に対して適正な管

理と切替えについて周知をしたところでございます。 

○照屋守之委員　今ＰＦＯＳの使用は禁止されてい

ないのですか。じゃ、何で今、みんな騒いでいるの

 か。使用が禁止されていないのですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

ＰＦＯＳ等につきましては製造、使用、輸入が禁

止されております。ただ、一方で、現在泡消火薬剤

として市中に出回っている――つまり、現在泡消火

薬剤として、消火器、消火施設の中に保管されてい

るＰＦＯＳを含む泡消火薬剤につきましては、適正

な使用、消火活動に使うということについては、記

 載がないという状況でございます。

○照屋守之委員　環境部はそういう説明をきちんと

しないと、今、米軍基地由来のＰＦＯＳの問題が指

摘されて、それは基地の中で立入調査をやろうとい

う形でやっても、なかなか米軍の理解が得られなく

 て、できていないわけでしょう。

そこの部分については問題視して、今のように、

泡消火薬剤については、それは、そういう規制がな

いみたいな言い方をされると、じゃ、これ別に問題

ないのですねということにしかならないのではない

 か。

何でこれだけ、地域住民も含めて県民がＰＦＯＳ、

ＰＦＯＳと言って、懸念するという。そういうこと

に対して、行政として説明できないでしょう、そう

 なると。

使用が禁止されています。今、そういうふうなも

のについても、本来は問題があるかどうか、この辺

も少しあれだけど、ただ県としたら、もう、このこ

とについては使わないように。また今あるものにつ

いては、現状を把握して、しっかり回収して処分で

きるような、それをいつまでにやりますとかという、

 まずそこからが先ではないですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　先ほども

少し説明させていただいたのですけれども、現在、

民間施設を含め消火施設に設置されているＰＦＯＳ

を含む泡消火薬剤については、その消火活動という

適正のところで使用する分には法の規制がないとい

 うところがございます。

一方、ＰＦＯＳを含む泡消火薬剤が消火活動等々

で使われて、自然界に流出することによって、ＰＦ

ＯＳが増えることが懸念されますので、抜本的な問

題を解決するためには、そのＰＦＯＳを含む泡消火

 薬剤を取り替える必要があると考えております。

そのため、先ほども申し上げましたけれども、総

務部と連名で、県内にあるＰＦＯＳ含有の泡消火薬

剤を含む施設を利用する方々に切替えを推進するこ

 とを通知したところです。

○照屋守之委員　今は県内の民間、公共施設も含め

て、ＰＦＯＳ泡消火薬剤を使っているというものは

把握をして――今どの段階ですか。これいつまでに

 やるのですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　繰り返し

の説明で申し訳ございませんけれども、現在、その

ＰＦＯＳ等が含まれている泡消火薬剤につきまして

 は、規定がないという状況がございます。

一方、泡消火薬剤の耐用年数が、10年から十数年

と言われて、そのＰＦＯＳ等の使用が禁止になった

時期からしても、ちょうど切替え時期には当たって

 いるということもございます。

そういったところを踏まえて、民間の施設も含め

て、県内にあるＰＦＯＳ等を含有する泡消火薬剤を

保有する施設の保有者に対して、切替えの通知を行っ

 たところでございます。

すみません、先ほど総務部と連名でと言いました
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 けれども、知事公室の間違いでした。

 すみません、修正させていただきます。

○照屋守之委員　環境部長、こんなことしたら県民

 に対して失礼ですよ。

だって泡消火薬剤を使うようなもののそういう規

定がない。基準もないと言われたら、では、何をもっ

 て米軍に対して、その周辺を調べるのか。

自分たちで、我々は――日本はこうしていますよ、

沖縄はこうしていますよ。規定がないのだけど、我

々条例をつくってでもそういう決まり事をつくりま

すよ。基準はこうですよという、そういうふうなも

のを示さないで、泡消火薬剤を使うことに対して規

定がないと言われたら、じゃ向こうに行ったら、我

 々も規定がないよと言われた、それまでですよ。

何を根拠に皆さん方はそういう予算を使って、10年

 もかけて、こういうことをやるのですか。

この4700万というのは、これ、補助事業ですか。

 一般財源ですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　国の８割

 負担の一括交付金になっております。

○照屋守之委員　８割負担、国の負担。 

それをやるのであれば、県もそういうふうな実態

を――沖縄県はこういうふうになっています。規定

はないのだけど、我々はこういうふうな規定をつく

りました。県内はそういうふうにそぐわない部分が

あるから、こういう調査事業をやりますというふう

なものがないと、国から８割補助をもらって、10年

 間やって、これ、おかしくないですか。

だって泡消火薬剤、規定がないとはっきり言い切っ

たら、では我々はどうするのですかという話ですよ、

 県民は。

今みんな、アメリカの情報といろいろな情報聞い

て、県民もそういうふうな不安視しているわけでしょ

う。企業局の水だって、そういうこといろいろ懸念

 したりというのがあるわけでしょう。

皆さん方、泡消火薬剤は規定がないと言われたら、

 ＰＦＯＳ対策は本当に取れるのですか。

 どうですか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　基準値と

いうのはないのですが、水につきましては――公共

用水域につきましては50ナノグラムパーリットルと

いう、暫定ですけれども指針値があるという形には

 なっております。

○照屋守之委員　だから50ナノグラムパーリットル

で問題がなければ、問題ないのですかって話ですよ。 

県民は、その不安じゃないでしょう。ＰＦＯＳは

今沖縄でどうなっているのですか。水、この泡消火

薬剤も含めた、そこも含めてですよ、ＰＦＯＳに関

連するものは。そういう懸念があるから皆さん方は

こういう予算を組んでやる。言っているのは泡消火

 薬剤についてはその規定がない。

そう言われて、調べてどう指導するのですか。ど

ういうふうな根拠があるのですか。その条例か何か

で決まり事つくって、それを基にやるんだったらい

 い。

国に求めたら国はまだそういうふうなものはない

わけでしょう。国は今その基準の改正とか何か、そ

ういうことを動いているのですか。まだ動いていな

 いのではないですか。

だから、私の理解は、沖縄県は国に先駆けていろ

んなものを調査をしながら、逆に沖縄が先駆けてそ

ういうふうなものを国に訴えて、新たな仕組みがで

きれば、この日本全体にとってもいいなという思い

 があるわけですよ。

皆さん方の説明では、規定がないとかそういうふ

うに言われたら、民間の受ける側でも、いやいや別

にそれは規定はありませんから、我々こういうふう

なことですから、大丈夫ですよということにしかな

 らないでしょう。

いずれにしても部長、とにかくこういうものを補

助事業をもらって、10年かけてやるということであ

れば、沖縄県の環境部として県の考え方として、そ

ういうふうな今の泡消火薬剤とかＰＦＯＳ関連のも

のについての県の独自の決まり事をつくって、その

決まり事に基づいて、我々は、民間も調査する、あ

るいは米軍も調査したいという、そういう根拠をしっ

 かりつくってもらえませんか。

○多良間一弘環境部長　お答えいたします。 

まず、米軍基地周辺におけるＰＦＯＳ等調査につ

きましては、平成28年度に全県調査した際に、基地

周辺の値が高かったということを踏まえて、これの

汚染源がどこなのかということで、基地のほうが可

能性が高いということで、周辺の調査を始めてきて

 いるというようなところがあります。

そういった調査結果をもちまして、いろいろ国の

ほうにも要請しまして、暫定的な水質基準50ナノグ

ラムパーリットルというのが定められてきたという

 ような経緯もあるかと思っております。

一方で土壌とかにつきましては、まだまだ基準が

ないという部分があります。これについては昨年の

５か所について暫定的に調査したところ、いろいろ

基地周辺以外のところでも出たものですから、これ
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についても全県的にまず把握する必要があるだろう

ということで、今年度から土壌についても全県的な

調査を始めたところですし、水質についても改めて、

もう一度全県的に調査をしてみようということで、

やってきているというところでございます。そういっ

たことを踏まえながら、国に対して土壌に関する基

 準も設けておこうというところがあります。

先ほど来あります既存の市中における泡消火薬剤

のＰＦＯＳ等については使用、製造が禁止されては

いるのですけれども、もう出回ってしまったものに

ついては、一応消火活動とかに限って認められてい

 るという状況があるというところでございます。

ですから、そういったものについても、ただ、早

期に切替えていかないといけないという部分があり

ますので、我々としましては関係部局ともいろいろ

調整しながら、民間における業者――把握している

ＰＦＯＳの保有業者、そういった事業者さんに対し

て、ＰＦＯＳの切替えを通知しているというところ

 でございます。

そういったところも踏まえながら、今後も基地周

辺とかの状況、それから全県的な調査で出てくるで

あろうＰＦＯＳの調査結果を踏まえながら、また、

国に対しても働きかけをやっていくし、我々として

も関係機関と連携しながら、ＰＦＯＳについて取り

 組んでいきたいと考えておるところでございます。

○照屋守之委員　これをはっきりさせてください。

沖縄県の考え方として、ＰＦＯＳをどうするか。あ

る程度皆様方の基準を持たないと、決まり事を持た

ないと、それに沿って、今出回っているものについ

てはいつまでに回収して、あるいは切替えてくださ

いという期限も決めながら、それをぜひやってくだ

さいよ。そうしないと、米軍云々だけではこのＰＦ

 ＯＳ問題、県民の不安は払拭できませんよ。

 お願いします。以上です。

○呉屋宏委員長　続けます。 

 　仲里全孝委員。

○仲里全孝委員　お疲れさんです。 

 まず、成果表のほうから何点か質疑を行います。

 61ページをお開きください。

漂着軽石への対応について、午前中も何点かあっ

たのですが、広域仮置場の管理状況は今どうなって

 いますか。

○久高直治環境整備課長　広域仮置場につきまして

は、保管していた軽石は全て鉱山跡地などへの埋め

戻しや希望者へ譲渡を行いまして、埋め戻しについ

ては令和５年３月末までに、無償譲渡については令

 和５年４月までに完了したところであります。

○仲里全孝委員　軽石に関しては全て処分されてい

 るという認識でよろしいでしょうか。

○久高直治環境整備課長　仮置場に入っているもの

は、全て譲渡や利活用に使われているというところ

 でございます。

○仲里全孝委員　この軽石に関して、沖縄県の軽石

 は離島も含めて全て回収されていますか。

○久高直治環境整備課長　まず、港湾インフラの部

分とか、そういったものについては、国や県の管理

者から支障のない程度にというふうに聞いておりま

すが、ただ、委員がおっしゃるように、全てかとい

いますと、やはり海岸沿いに行きますと、多少、軽

石――自然現象でありますので、残っている部分は

ありますけれども、支障という意味で市町村から要

望等などについては、回収が終了しているというと

 ころでございます。

○仲里全孝委員　いや、まだあるんですよ、課長。

だから、これどういうふうに対策しているのかなと。

私も離島から呼ばれて、これ確認したら、まだある

 んですよ。

 今後その対策をどういうふうに考えていますか。

○久高直治環境整備課長　生活環境保全上で支障を

来すような、前回のような福徳、小笠原のほうの海

底火山の爆発のようなものがあって、支障が生じる

ようなことがあれば、環境省も追加して補助金を出

す用意はありますというふうにお話を伺っています

ので、状況を注視しながら、また、こういった支障

が出るようでしたら、環境省にも要望しながら取り

 組んでいきたいと思っております。

○仲里全孝委員　だから、置場も整理して、今もう

 閉めていると。

今、実際に、まだまだあるんですよ。実態調査さ

 れていると思う。確認も取れていると思う。

だから、それを市町村と連携を取って、どういう

 ふうに処理していくか、取り組んでください。

あと１点、そこに平成29年度から補助金要望額の

５割から６割程度の交付となっており――どういう

 意味ですか、これ、同じ61ページの。

○久高直治環境整備課長　補助金につきまして、要

望額の６割程度という内示しか出ていないというよ

うなことだと思いますけれども、これにつきまして

は、平成28年度の頃は、県から全体で約１億円の要

望をしているところで、ほぼ全額、国の内示を受け

ている状況でありましたが、やはり沖縄県内の状況

を鑑みまして、強化する必要があるだろうと。それ
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だけではないですので――この１億円で収まる程度

ではないので、市町村にも呼びかけまして、それを

要望したところ、約２億円に膨らんだというところ

で、やはり国のほうも財政の事情もあるかと思いま

すけれども、それで今、約６割の補助になっている

 というような状況になっております。

○仲里全孝委員　皆さんの要望額の４割は、まだ補

 助を受けていないという理解でよろしいですか。

○久高直治環境整備課長　必要なまた追加の要望が

できる際は、積極的に国に働きかけて、追加内示が

ある場合もあるのですが、基本的にはそのような理

 解でよろしいかと思います。

○仲里全孝委員　引き続き調整してください。 

　59ページの赤土等流出防止対策事業について、何

 点か確認させてください。

そこの成果表の中で、届出・通知された開発行為

の事業337件に実施をして、うち91件の指導を行った

というふうにありますけれど、この内容を教えてく

 ださい。

○知念宏忠環境保全課長　赤土等流出防止条例に基

づき、届出のあった事業行為で、事業現場の赤土等

流出防止対策事業の確認が必要と判断した場合や、

保健所の監視パトロールで赤土等の流出が確認され

た場合には、同条例に基づいて保健所等が立入調査

 を行っております。

令和４年度に監視を行った現場数が274件であっ

て、延べ監視件数は337件となっております。そのう

ち指導を行ったのが91件でありまして、主な指導内

容といたしましては、赤土等流出防止条例に基づく

事業行為の届出や、変更届出が無届けだった場合は

届出を出すようにという指導を行ったり、届出が出

されている事業現場について対策が不十分だったよ

うな現場については小堤工とか、あと、沈殿池の設

置の不備などの赤土等流出防止対策に関する指導を

 行ったということでございます。

○仲里全孝委員　課長、少し確認させてください。 

事務手続のミスだとか、それは理解できますけれ

 ども、現場での皆さんの指導が何かありましたか。

 現場の不備、対策の不備。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

今届出とか、無届けの現場に対する指導も行って

いるとお答えしたところですけれども、小堤工とか、

沈殿池の設置の不備というのは、実際に現地に入っ

て、当初の計画どおりにされていないというところ

 で指導を行ったというところでございます。

○仲里全孝委員　課長、皆さんが届出を出されたら、

 現場の確認はしないのですか。

○知念宏忠環境保全課長　今、お答えしているのは、

届出があって、我々のほうとしては、この計画の中

では施設基準とかを満たしているというところで確

認済通知書というものを出すのですが、出した事業

現場に対して実際に現地調査を行って、その現場に、

先ほど申し上げましたように小堤工とか、沈殿池と

かというところの設置の不備を現地で確認している

 んですよ。

なので、実際に現地に入って確認をして指導をし

 ているということでございます。

○仲里全孝委員　皆さんが許可する前に現場に行っ

て確認して、もろもろの不備があったものを指導し

 たということですか。

○知念宏忠環境保全課長　この届出の前ではなくて、

届出があった後に審査を行いまして、図面上では流

出の対策が取られているだろうというところで、確

認済書とかというのを発行するのですけれども、実

際に現地に行きますと、そういう対策が取られてい

ないというような現場もございますので、保健所と

併せて、先ほど申し上げましたように、延べ337件の

 現地確認を行っているというところでございます。

その中で91件の指導を行ったということでござい

 ます。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

（休憩中に、仲里委員から質疑内容について

補足説明があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

 　知念宏忠環境保全課長。

○知念宏忠環境保全課長　失礼いたしました。 

届出の前に実際現場に行くということは、ほとん

 ど行っておりません。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

（休憩中に、仲里委員から質疑内容について

補足説明があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

 　知念宏忠環境保全課長。

○知念宏忠環境保全課長　失礼いたしました。 

先ほどの監視件数については、届出があった事業

に対してですけれども、届出をされてこの確認済通

知書を出すまでの間、例えばこの対策とか事業現場

の状況がよく分からなかった場合については、この

届出された事業者さんから現場の状況の聞き取り、

もしくは写真を提出していただいて、実際にここか

ら水が出ないのかというようなことは確認しており

 ます。
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○仲里全孝委員　そこですよ、みんな確認が取られ

ていますよ。そうじゃないと、現場はスタートしな

いですよ。皆さん許可をもらってからやっているの

 ですよ。

その許可を下ろしたにもかかわらず、91件あった

 のかなと、そう見えるのですよ、これは。

届出通知がされていない事業者というのは、どう

 いった事業者ですか。

○知念宏忠環境保全課長　未届けの業者については、

小規模なところであったり、個人的な事業で面積が

1000超えているかどうかが分からなかったというよ

うなところであったりするのですけれども、変更申

請の届出が出されていなかったところについては、

公共事業についてもあるというところでございます。 

○仲里全孝委員　ちょっと確認するのですけれども、

届出が必要にもかかわらず、届出はしていないと、

 事業はスタートしていると。

だから、その内容を教えてもらえないですかと。

どういった事業で、どういった指導をしたのですか

 ということ。

○知念宏忠環境保全課長　すみません、どういう事

業が無届けであったかというところまでは細かく資

料がございませんので、把握していないところでご

 ざいます。

○仲里全孝委員　何で把握しないのに――立入調査

や監視パトロールを強化する必要があるって書いて

 いるじゃない。

何かあったから、こう入れているのでしょう。何

かあったのですよ。例えば、届出が必要であるにも

 かかわらず、やらないとか、もろもろあった。

だから、ある事例を教えてもらえないですかとい

 うこと。

だからこれ、強化しないといけないという必要性

 が出ているのですよ、皆さん。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

先ほどの91件の指導の中で、実際に届出が行われ

ていなかったものでありますとか、変更届出が出さ

れていなかったというところが確認された現場につ

いては、そういう届出を出すようにという指導を行っ

 ていると。

○仲里全孝委員　それ何件あったの。 

○知念宏忠環境保全課長　無届けについては、その

 うち37件となっております。

○仲里全孝委員　37件。 

 どういう事業者ですか。

○知念宏忠環境保全課長　申し訳ございません、そ

こまで細かい資料で整理していないものですから、

どういう事業者が無届けだったというところまでは、

 整理していないところでございます。

○仲里全孝委員　課長、赤土問題は沖縄県全部シビ

アになっている。海が汚れている。これ、皆さんの

 対策不足なんですよ。

ドローンを使って、確認しましょう。皆さん裸地

 エリアを把握することができたのか。

 それを教えてください。

○知念宏忠環境保全課長　県が行っている人工衛星

画像の取組ですけれども、令和４年度につきまして

は梅雨前、梅雨後、冬季の年３回の人工衛星画像を

入手して沿岸域の赤土等堆積量の推計方法検討とか

 陸域の裸地状況の調査を行っております。

沿岸域の赤土等堆積状況調査についてですけれど

も、こちらは赤土等の堆積に伴って、海域の色合い

が――分光反射特性といいますけれども、このデー

タを処理すると色によってこのバンドが違うらしく、

それによって抽出したバンド値をこのＲＳＩ値――

赤土等の堆積指標と呼んでおりますけれども、そち

らを算出して堆積分布図を作成して、ＳＰＳＳに換

 算するというようなことを行っております。

また、この人工衛星画像から農地の裸地の検出を

行っておりますけれども、その中では県内農地にお

ける赤土等対策が、梅雨時期だけではなくて、作物

の種類や収穫時期等を踏まえて、年間を通して重点

的に対策を行う時期を把握して対策を講じる必要が

あるというようなことを示されたので、そういう形

でこの裸地状況とか、沿岸域の赤土の堆積状況を確

 認しているというところでございます。

○仲里全孝委員　それが基で、県全体の赤土流出量

の約８割が農地であるっていうふうな把握ができた

 のでしょうか。

○知念宏忠環境保全課長　そのような形も踏まえな

がら、陸域からの流出量というものにつきましては

土壌流出予測式――ＵＳＬＥ式というものを用いて

算出して、流出量を出しているというところでござ

 います。

○仲里全孝委員　私ヤンバル出身でありますので、

 これは私も現場確認を行っております。

ただ、農家の皆さん、土地改良、グリーンベルト

とか勾配修正だとかいろいろなことやっているんで

 すよ。

そこに沈砂池があるでしょう、沈砂池もあるんで

すよ。問題は、そこから河川を通して海に流れてい

 る。海に流れている、そこが問題なんですよ。



－411－

私が皆さんに資料をあげた砂防ダムの件、検証さ

 れましたか。どうですか。

○知念宏忠環境保全課長　委員からは、資料を頂き

 ましてありがとうございます。

この資料を確認したところ――委員から頂いてい

るのでよく御存じだと思うのですけれど、この防衛

費を使って、恐らく基地内に造られた砂防ダムの資

料だと思われますので、この基地の中の砂防ダムと

いうのがなかなか検証ができませんので、我々とし

ては、土木建築部が所有している砂防ダムについて

 は調査等を行ったというところでございます。

○仲里全孝委員　課長、ぜひ、もう少し検証してく

 ださい。

砂防ダムを設置しているのは、河川から赤土が海

 に流れていません。それを確認してください。

 　49ページお願いします。

ジュゴン保護対策事業について何点か確認します。

 この事業目的をお願いします。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　本事業は、

沖縄周辺海域に生息するジュゴンの保護を目的とし

て、平成28年度からジュゴンの生息状況調査などを

 実施しております。

○仲里全孝委員　生息は分かるのですけれど、生息

しているのか、状況を調査するとなっていますよね。

ジュゴンの保護対策をする検討となっておりますよ

 ね。それでよろしいですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　そのとお

りです。生息状況調査、保護対策の検討、普及啓発

 というところになっております。

○仲里全孝委員　今回、執行率99.3％になっていま

す。783万7000円、主な内容を教えてください。更新

 料だけですか、ホームページの。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　令和４年

度の委託事業ですけれども、まず生息状況調査とし

 まして、県内で５か所調査を実施しております。

伊是名村周辺、古宇利島・屋我地島周辺、大浦湾

周辺、与那城照間沖、糸満市北中の５か所をやって

 いるところです。

そのほか、目撃情報の収集、また、ふんの分析、

あと生息状況個体数の推定、それからジュゴンポー

 タルサイトの構築などを行っているところです。

○仲里全孝委員　そこでのふんの状況って、ふんは

誰が、先ほどの答弁で、ＤＮＡ鑑定とかふんの調査

 を行ったと。どういうふうに調査したのか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ジュゴン

のふんについては漁業者などから提供がありまして、

そのふんからミトコンドリアＤＮＡというものを取

 り出しての分析となりました。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

（休憩中に、仲里委員から質疑内容について

補足の説明があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

 　東盛舞子自然保護課生物多様性推進監。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ふんは、

 一般県民の方からの提供となっております。

○仲里全孝委員　このふんはどこから持ってきたの

 か。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ふんにつ

いては、伊良部島、それから名護市久志、屋那覇島

 の３か所から提供がありました。

○仲里全孝委員　この県民が、漁業者が皆さんに提

供するのではなくて、皆さん自らジュゴンに対して

 調査しないといけないでしょう。

ここにジュゴンの生息を示すはみ跡やふんを確認

することができたと、これ皆さんが確認しないとい

けないよ。本当にこれ、ジュゴンのふんだったのか。

皆さんこれ、この事業はそうなっているでしょう。

 そうなっていませんか、この事業は。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　そのとお

りでございます。ふんについては、提供はありまし

たが、実際の分析のほうは県のほうで行っておりま

す。その際に、ちゃんとジュゴンのＤＮＡを検出し

 ております。

○仲里全孝委員　県のほうが、確認取って調査して

いますって、県が現場に行って取ってきて調査しな

いといけないでしょう。提供しないと、皆さん何も

しないのか。これ、平成28年からこの事業は取り組

 んでいるのでしょう。

ジュゴンは絶滅の危険性が最も高いと言われてい

る、これ事実なのか。誰がこれ決めたのか。世界的

 にこう決めたのか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ジュゴン

についてはワシントン条約のほうでも、最も絶滅が

危惧され商業目的の国際取引が禁止されておりまし

て、国内法でも水産資源法、それから文化財保護法、

鳥獣保護法、種の保存法などでその重要性が守られ

 ているところです。

○仲里全孝委員　国が取り組むべきですよ、世界を

網羅しているから。皆さん同じ５か所しか調べてい

ないでしょう。我々の金武町字金武、きれいな海を

 調べていますか。

生息状況調査を行ったとあるが、実態をお願いし
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 ます。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　４年度の

生息状況の調査としましては、先ほどの５か所での

はみ跡調査、あと、ふんのＤＮＡ分析のほうを実施

 しております。

調査結果としましては、令和４年９月に伊是名島

周辺海域、同年11月に古宇利島・屋我地島周辺海域

の海草藻場においてジュゴンのはみ跡が確認されて

 おります。

また、令和４年６月に伊良部島、同年７月に名護

市久志の沿岸において採取された大型海産草食動物

のふんからジュゴンのＤＮＡが検知されたところで

 す。

○呉屋宏委員長　休憩します。 

（休憩中に、仲里委員から質疑内容について

補足の説明があった。） 

○呉屋宏委員長　再開します。 

 　東盛舞子自然保護課生物多様性推進監。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　令和４年

度の調査で生息個体数の推定というものを行ってお

 ります。

この推定についてなのですが、これまでに寄せら

れた目撃情報ですとか、海水温度、水深などの各種

データのほうを基に７年代に分けてジュゴンの分布

 推定を行ったところです。

その分布推定のほうから、県全体としては年代ご

とに分布域は減少なのですが、宮古島、八重山にお

 いては増となっております。

また、年代ごとの分布の特定回数が多かったのは、

古宇利島・屋我地島海域、伊計島の西部、西表島北

 西部及び南部の一部などとなっております。

○仲里全孝委員　何でそこに――今話した宮古島と

かそういったもろもろ言っているんだけど、何で向

こうにいるのかね。何で本島のほうに来ないのか、

 水質が悪いのか。

だから、その辺を皆さん調査する必要があるので

 はないのかと。どうですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ジュゴン

については、やはりその希少性からかなり生態が不

明なところが多いですので、引き続き調査を継続し

て、そういったもののデータを蓄積した上で実際の

その分布の把握など、そういったものを調査してま

 いりたいと思っております。

○仲里全孝委員　ぜひお願いします。 

これ、環境省とも連携取って皆さん取り組むべき

 だと思いますよ。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　申し伝え

ましたジュゴンの調査についてはですね、沖縄本島

周辺は県のほうが行っておりまして、先島諸島は環

 境省のほうで生息状況調査などを行っております。

○仲里全孝委員　次に42ページお願いします。 

先ほども基地周辺環境対策推進事業の中でのＰＦ

 ＯＳの話が出ました。

そこで、42ページの中で専門家会議を３回開催し

 たとありますけれども、内容を教えてください。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

３回、専門家会議を開催しておりまして、これは

普天間飛行場周辺のボーリング調査の結果やその水

質調査等々から、普天間飛行場の周辺で有機フッ素

化合物が検出されていることについて、その汚染源

 の特定を検討するための会議となっております。

○仲里全孝委員　どういった専門家ですか、内容を

 教えてください。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　地下水理

学ですとか、地盤工学、あと応用地質ですとか環境

 科学、そういった専門家の方になっております。

○仲里全孝委員　この専門家会議、メンバー体制は

何名なのか、その全てのこの専門家の技術的なこと

 を教えてください、実際どういった専門家なのか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　和歌山大

学の平田先生が環境水理学、地下水動態学となって

おります。和歌山大学の江種先生という方が地下水

工学、地盤工学となっております。琉球大学の元名

誉教授であります黒田先生が応用地質学、環境情報

科学となっております。東北大学の駒井先生が環境

リスク評価、資源工学、国立環境研究所の名誉教授

であります柴田先生が環境科学でありますとか環境

 動態学の解析という形になっております。

○仲里全孝委員　この課題の中で、引き続き化学物

質に係る情報を収集し整理する、地下水調査を継続

し化学物質の実態を把握する必要があると、そうなっ

 ていますよね。

今のメンバーの中で、化学物質に対しての管理専

門家だとか作業環境管理専門家など含んでいないよ

ね。含んでいないですよ、今の説明すると。これ専

 門家って言えますか。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　お答えい

 たします。

この事業については３つの細事業がございまして、

返還基地周辺の地下水を調査する調査、そして基地

が返還された場合を想定して、住民参画の必要性で
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すとか、そういったことを学ぶための行政職員や県

民を対象とした研修会ですとかセミナー、あと、先

ほども言いました普天間飛行場周辺で有機フッ素が

検出されていることから、その汚染源を特定するた

めの専門家会議を設置している事業の、この３つの

事業となっておりまして、先ほど専門家会議と言っ

たところは、普天間飛行場周辺で有機フッ素化合物

が検出されていることの汚染源を特定するための事

 業となっております。

○仲里全孝委員　課長、私が確認しているのは、こ

のメンバーが化学物質の実態を把握することができ

 る専門家ですかっていうのを今聞きたいのです。

書いているではないですか、化学物質の実態を把

握する必要がありますと。何で、地下水の分析をす

 る専門家が分析するんでしょう。

だから、午前中もね、先ほどもＰＦＯＳの件がか

み合わないのですよ。ＰＦＯＳは有害物質でしょう、

違うのですか。人体に影響するのですか、しないの

 ですか。

そういうメンバーが集まって、どうあるべきか取

り組まないといけないというのが専門家会議でしょ

 う。どうでしょうか。

 終わります。

○横田恵次郎環境保全課基地環境対策監　繰り返し

になって申し訳ございませんけれども、先ほども申

しました専門家会議というものは、普天間飛行場周

辺で有機フッ素化合物が検出されていることを受け

て、その汚染源を調査するための専門家会議となっ

 ております。

一方、課題の上段に書かれております化学物質の

地下水の調査というものは、返還される予定の基地

が返還された際に、法律で使用とかが禁止されてい

ながら基準値等がない化学物質について、それでそ

の返還跡地が汚染されている可能性があると懸念が

されるものですから、それを事前に調査して、その

状況を把握するための調査ということになっており

 ます。

 ですから、目的は別となっております。

○仲里全孝委員　別じゃないですよ。 

○呉屋宏委員長　質問は終わりました。 

○仲里全孝委員　別じゃない。 

課長、私もちゃんと化学物質専門家と言えるもろ

もろあるよ。例えば、今までアスベストとかってあ

りましたよね、ＰＣＢとか、いろいろなことあった

んですよ。そういう専門家で会議をしないと、対策

できないじゃないですか。だから我々議会と皆さん

 とかみ合わないんですよ、これ。

 大変なことになりますよ、沖縄県は。

○呉屋宏委員長　続けます。 

 　下地康教委員。

○下地康教委員　48ページ国立自然史博物館の誘致

事業ですけれども、その中には、国立沖縄自然史博

物館の誘致推進事業の中で事業推進会議というのが

設置してありますよというところですけれども、そ

の会議の開催状況というのを少し教えていただきた

 いと思います。

○出井航自然保護課長　事業推進会議につきまして

は、誘致に関する課題や今後の誘致の方向性につい

て意見交換を行い、効果的な誘致に関する取組を検

討するという目的で経済団体、市長会、町村会との

 事務局長レベルで構成するものでございます。

令和４年度につきましては、11月と３月の２回開

 催しております。

○下地康教委員　その結果はどうですか、その２回

開催された内容といいますか、議論された内容はど

 うですか。

○出井航自然保護課長　今手元にあるのが直近、今

年度の推進会議の内容になりますので、昨年度の実

績とは異なるのですけれども、今年度については、

国を動かしていくためにはやはりその経済団体――

経済界のほうではまだ機運醸成が十分ではないので、

そういったところに対するその働きかけ、そういっ

たものが必要じゃないかとか、県がもっと前に立っ

て引っ張っていくべきじゃないかと、そういうよう

 な意見もあったところでございます。

○下地康教委員　要するに、国立自然史博物館の誘

致というのは、博物館というのはこれ国立ですから、

要するに国の事業として立ち上がってくるものです

 から、それを沖縄でやろうとしているものだよね。

その沖縄のやろうとしている意気込み、そういっ

た体制づくり、そういったものがどうもよく見えて

 こない。

呉屋委員長がずっと指摘をしてきております、今

 までね。

もう、いらいらしているところもあると思うので

すけれども、その辺りが全然見えてこないというと

 ころですね。

それで、そのスケジュール感というのはどうです

か。県民に対して、どういうふうにして皆さん方は

やりたいのですか。その意気込みを含めて聞いてみ

 たいですね。

○出井航自然保護課長　これまでも度々答弁等を
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行っているところではありますけれども、この令和

13年度までの21世紀ビジョンの基本計画の中におい

ても、今後あらゆる機会を捉えて誘致に努めていく

ということにしており、その計画期間内での開館を

目指すべきであるというような意見、要望があるこ

 とは十分承知しております。

県としては、そのような意見も踏まえて、早期の

設立実現に向けて関係者、県民、経済団体、そういっ

たものが一丸となった取組を推進していきたいとい

うふうに考えているところでございまして、次年度

は、そういった皆さん――関係者が共有できるよう

な県としての基本方針、そういったものを策定する

必要があるのではないかということで、今検討を進

 めているところでございます。

○下地康教委員　皆さん方の説明では、何をやろう

 としているのかよく伝わってこないですね。

今回は令和４年度の決算ということですけれども、

その決算の事業の中でやらなければならないという

 のが僕は１つあると思うのです。

要するに県民に対して、国立博物館というのはど

ういうものなのかということを、やはりその県民の

意識を醸成させるためにプッシュしていかないとい

 けない。

その１つとしては、例えばイメージビデオの制作

とかそういったものを県民に対してイメージづくり

していかないと、これは幾ら文書で書いていようが、

推進会議をやっていろいろな問題を議論していよう

 が、なかなか県民に伝わらない。

まずはそういったことを、視覚的に県民に伝える

ような、その行動を起こしていっていただきたいと

 いうふうに思って、次の質問に移ります。

 赤土等流出防止対策事業、57ページです。

立入調査や監視パトロールをしたということです

けれども、回数云々というのはちょっと答弁で聞い

たと思いますが、その監視の内容というのを具体的

 に分かりやすく説明していただけますか。

○知念宏忠環境保全課長　先ほど申し上げましたよ

うに、この届出が出た後に、確認済通知書等を交付

するわけですけれども、実際の事業現場において、

この計画どおりに赤土の流出防止対策が実際に取ら

れているか。例えば、小堤工であったり沈砂池が設

置されているかというような対策がしっかり取られ

ているものなのかというものを確認していくという

 ことにしております。

○下地康教委員　赤土の流出は、８割が農地である

 というところですね。

原因の大きいところから潰していく、そういった

 ものが一番必要だというふうに思います。

工事とか事業とか、そういってやっているものは、

逆に言えば２割程度ですということですよね、全体

 の赤土の流出の量にすればですね。

だから、その農地に関する赤土の防止のパトロー

 ル、監視、それはどうなっていますか。

○知念宏忠環境保全課長　先ほど、延べ監視数が

337件ということでお答えしておりますけれど、その

うち農地に対する監視指導数は延べ12件となってお

りまして、その内容といたしましては、圃場整備時

における小堤工の未設置とか、沈殿池の容量不足な

どの赤土等流出防止対策の不備について指導を行っ

 たというところでございます。

○下地康教委員　皆さん、捉え方がちょっと違うの

 ではないかなと思うのです。

というのは、農地からの流出というのは、例えば

土地改良でやっている場合、あれは農地からの流出

であるのですが、これ工事ですよ、工事で流出して

 いるのです。

だから、そういう意味では、農地からの流出とい

うふうな、私はそういう概念ではないと思うんです

ね。つまり、今使っている農地が――土地改良の工

事以外ですよ、その農地からの流出が８割だという

 ふうに理解しているのです。

これはどうですか。合っていますか、私の理解は。 

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

この時期にもよるのですけれども、圃場整備につ

いても、農地からの流出という形で含まれていると

ころもありますし、工事現場等で含まれているとこ

ろもありますので、そこの区分けは時期によって異

なってくるのですけれども、おっしゃるとおり今、

実際に営農が行われているところの農地からの流出

 は多いものということで考えております。

○下地康教委員　であるならば、やはり営農されて

いる農地の赤土等流出防止対策をしっかりとやらな

 ければならないのではないですか。

要するに、工事をやっているとかそういったもの

では――もちろんそれは大事ですよ。だけれど、そ

の流れている量の多い部分も、その原因の多い部分

をどういうふうにして抑え込んでいくか、そういう

 対策を取っていくか、それが全く見えない。

農地からの流出というのはなかなか防ぎにくい、

防ぎにくいけれども、それをどういうふうにして抑

えていくか、そのパーセンテージもしっかりと示し

ていかないと、どういうふうにして対策が取られて
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 いるのかよく分からない。

また、ずっと今までそういう課題がつきまとって

いると思うのですけれども、それがなかなか、具体

的に解決の道が見えていない、それが現状だと思う

 んですね。それをしっかりとやっていただきたい。

それとやはり農地からのあれですから、土地改良

されている農地というのは、沈砂池がありますよね。

その報告の中でも言っていますけれども、沈砂池を

しっかりと整備する、それでしゅんせつをする。そ

のしゅんせつ土砂の活用をどうしているのかという

ような調査はどうなっていますか、皆さん方のほう

 では。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

令和４年度に行った既存施設の実態調査でござい

ますけれども、そちらは沈砂池の維持管理状況とか

について市町村にヒアリングを実施するとともに、

 沈砂池90基の目視調査を行っております。

その結果、多くの沈砂池で雑草が繁茂し、貯水や

堆積状況が目視で確認できない状態でありますとか、

土砂等が満杯で降雨後に堆積した土砂が巻き上がっ

てしまって赤土等の流出元になっている状態という

 ことが確認されております。

○下地康教委員　皆さんはその調査をした結果を自

治体に対してどういうふうに指導を行っているんで

 すか。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

この沈砂池等を管理している市町村、もしくは土

地改良区に対して、こういう結果がありますという

ことはフィードバックしているというところでござ

 います。

○下地康教委員　調査の結果を報告して終わりとい

う形になるのですか。それは赤土対策になりますか。 

要するに、調査をした、どういう改善が必要です

よと、この指導までやらないといけないのではない

 ですか。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

満砂状態にある沈砂池ですとか、そういうものの

管理状況が悪いところにつきましては、環境部にお

いて機能強化事業というのを入れておりまして、こ

の沈砂池の中のしゅんせつを環境部で実際に行って、

それによってこの沈砂池の機能がどのように回復す

るかというところを含めて今、実証実験を行ってお

 ります。

その結果を、先ほど委員からもフィードバックと

いうお話がありましたけれども、農林水産部が土地

改良区にフィードバックして、こういう維持管理を

行えば沈砂池の機能は回復して赤土等の流出が止ま

るのだというところは示していきたいということを

 考えております。

○下地康教委員　いや、そのフィードバックの作業

は、皆さんのほうとしては――指導する側としては

いいと思うのですけれども、だけれど、これあくま

 でも実証ですよね。

だから、皆さんのほうでは実証実験をしてそのデー

タを持ってという話ですけれども、これ全ての沈砂

池でそれができるわけではない、実証実験っていう

 のはそうではないですよね。

なので、自治体また土地改良区においてそういう

不適切な管理状況であればそれをしっかりと指導す

る、その指導するところまで行かなきゃいけないの

 ではないのですかと僕は言っているのですよ。

○知念宏忠環境保全課長　お答えいたします。 

この指導をする際にこういう対策を取れば機能は

回復しますというような対策の状況も併せて示す必

要があると考えておりまして、そのために先ほど申

し上げました機能強化事業というのを入れて、おっ

しゃるように全ての沈砂池で実証実験を行うわけで

はありませんが、実証実験を行ったことによって沈

砂池はこういう形で機能が回復しますと、また、赤

土の流出も止まりますというところの結果を示して、

この土地改良区であるとか市町村等が管理している

沈砂池に対してこの機能強化を図っていただきたい

というような指導と対策を含めて行っていきたいと

 いうことを考えております。

○下地康教委員　赤土防止については、次に質問を

する座波委員にその後依頼をしたいと思いますので、

 私は次の質問に移ります。

 動物救護事業です。

まず、宮古地区においてこの野犬の問題が非常に

 大きいと、問題になっているということなのです。

皆さん方は、その野犬に対する対策というのはど

 のようなものがありますか。

○出井航自然保護課長　野犬につきましては、狂犬

病予防法という法律がありまして、基本的には保健

医療部のほうが所管し、そういう徘回している野犬

などを、その狂犬病予防法に基づき捕獲するという

 ようなことが行われております。

我々環境部のほうでは、動物愛護管理法を所管す

る立場から、飼い犬の適正飼養ということでその所

有者の責務としてしっかり係留して、適正に飼育を

行ってくださいというような指導を行っております。 

○下地康教委員　宮古島のほうにおいては、具体的
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に野犬の被害が出ているのが、実を言いますと家畜

 なんですよ。

　子牛がかみ殺されている、そういう事案が発生し

ているんですね。子牛は今、競りの価格が――少し

値が落ちているんですけれども、いいときでは50万、

60万、70万というふうに競り落とされていました。

そういった農家の方々が、精魂込めて子牛を育てて

いる中で、徘回をしている野犬にかみ殺される事案

が発生しているので、これは、環境部としては、そ

れに対する考えられるような対策、環境部としてで

すよ、保健医療部という話ではなくて、皆さんのほ

うで考えられるような対策というのは、今のところ

どういうものがあるか少しお聞きしたいと思います。 

○出井航自然保護課長　環境部といたしましては、

やはりこの野良犬を増やさない取組が重要というこ

とを考えておりまして、それに対しては、やはりそ

の飼い主がしっかり責任を持って適切に飼養すると

いうことが重要になりますので、この飼い主に対す

る普及啓発、そういったものを引き続き実施してい

 きたいというふうに考えています。

○下地康教委員　それと飼い主から離れてしまって

野犬化してしまう、そういったものもあると思いま

す。そういったものに対する、要するに、飼い主に

対するその啓蒙を――例えばヨーロッパ辺りでは、

犬を飼う場合は少なくとも何か月かドッグトレーニ

ングをしっかり受けた後に飼うとか、そういった仕

組みがあるというふうに聞いてはいるのですが、そ

ういったものは、皆さん方のほうで考えられるよう

 なことは、対策はどうなのですか。

○出井航自然保護課長　環境部のほうでは、例えば

収容された犬――これは保健所におきましても同じ

ですけれども、そういう犬を、もともとの飼い主が

見つからなくて新たな飼い主に譲渡する場合につい

ては、講習会とかを実施してしっかり飼い方等の指

 導を行っております。

ただ、一方で、もともとペットショップとかそう

いったところから購入される飼い主さんにつきまし

ては、我々のほうは、これまではやはり全体的な普

及啓発ということで、例えば一生うちの子プロジェ

クトというような事業を銘打って、その飼い主の適

正飼養、遺棄とかの防止、そういったことを働きか

けているところではございますけれども、そういう

課題があると。今、宮古ではやはり野犬が問題化し

ているということですので、そこはやはり関係者が、

今後またどういう取組ができるかっていうことは協

議しながら、環境部局とも情報共有して一応取組は

 検討していきたいと考えております。

○下地康教委員　これは社会的な問題になっていま

すので、環境部、それと保健医療部、それと地元の

医療関係を含めて、しっかりと連携を取ってその対

策を練っていただきたいというふうに要望して、私

 は終わります。

○呉屋宏委員長　続けてまいります。 

 　座波一委員。

○座波一委員　決算ではありますが、特に環境部に

おいては、執行率が悪いとか、そういう問題にはな

らないような感じがしますね。というのは、事業数

の対象が少なくて、予算がはっきり言ってあまりな

 いのではないかという感じがするのですよ。

時代の流れで、この環境における役割っていうの

は非常に大きいのです。先ほどから議論を聞いてい

ると、世界規模の問題であり、また我々に身近な問

題でもあるということから言うと、環境部の予算が

少ないのではないかと思いますが、部長、最初にど

 う思いますか。

○仲地健次環境政策課長　お答えします。環境部の

決算のほうから少し説明したいのですが、令和４年

度の一般会計における県全体の決算額、支出済額で

すが、9414億171万4999円のうち環境部関連の支出済

額は44億6918万1225円であり、県全体に占める環境

 部の割合は0.47％となっております。

少ないのではないかという御意見もあります。環

境部は100人程度の小規模の所帯でして、部局によっ

ては、人数の多いところにおかれましては人件費と

かがかさむとかあります。また、業務内容によって

ですね、土木とか農林であればハード整備というこ

とでまた、それはそれなりにまた事業費がかさむと

 いうところがあります。

環境部は環境部で、必要なものを要求してそれを

執行していくというところで、要望しているものは

 ついてきているものだと考えております。

○座波一委員　そういうことを聞いているのではな

く、環境部が置かれた立場というのはますます重要

性を増しているということはぜひ認識した中で、予

算を要求して事業を組み立てなければいけませんよ

 ということを言っているのです。

 部長、どうですか。

○多良間一弘環境部長　お答えいたします。 

環境部の予算、先ほど答弁があったとおり県全体

の予算の枠から見るとかなり小さいのですけれども、

それは先ほども言ったとおりハード事業とかそう

いったものがなくて、どちらかというと我々は規制
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する側、守っていく側、あるいは対策を取ってもら

うっていう、実際はほかの部局さんにやってもらう

という部分が多いもんですから、結局そういう形に

なるのですけれども、今般のいろいろな、ＰＦＯＳ

の問題とかそういうのも含めまして、我々としまし

ては、環境問題というのは昭和40年代の公害から、

ずっとかなり重要性を増してきているという認識の

下で、しっかりと環境基本法あるいは沖縄県におき

ましては環境基本条例、こういったものに基づいて

定めてきた施策、これをしっかりできるように、必

要な予算の確保にはこれからもぜひ引き続き努めて

 いきたいというふうに考えております。

○座波一委員　もう規制とか啓蒙する側だけではな

くて、積極的に環境対策を取るという立場に立たな

いと、予算を伴う事業をしないといけないと思って

 そういう質問をしています。

最初に、地球温暖化対策事業の――先ほどからあ

りますとおりですがね、このＺＥＢという、このネッ

ト・ゼロ・エネルギーの件です。建物からのエネル

 ギーをなくすという取組。

これの沖縄県内での取組をした市町村を把握して

 いますか。

○與那嶺正人環境再生課長　お答えいたします。 

ＺＥＢ　Ｒｅａｄｙという基準一次エネルギーか

ら50％以上のエネルギーを削減したＺＥＢ　Ｒｅａ

ｄｙについては、竹富町役場、南風原町役場、北中

消防署、中城出張所、宜野座村役場、北中城村役場

 が導入していると把握しております。

○座波一委員　役場としての施設をＺＥＢに取り組

んだというところは県内に４か所あるのです、そこ

 は分かりませんか。

○與那嶺正人環境再生課長　先ほどお答えした竹富

町役場、南風原町役場、宜野座村役場、北中村役場

 の４つとなっております。

○座波一委員　そこで沖縄県は１つもやっていない

 わけです。これはなぜですかね。

○與那嶺正人環境再生課長　我々としましても、土

木建築部の施設建築課と情報をやり取りしながら調

整しているところですけれども、建て替えのタイミ

ングとか、なかなかタイミングが合わないところも

あるのですけれども、県庁のこの敷地内に今後建設

を予定している防災危機管理センター、そこでＺＥ

Ｂ基準を取り入れるということで情報を伺っており

 ます。

○座波一委員　沖縄県がこんな取組では駄目だと思

いますよ。もっと率先して、この地球温暖化に取り

組んでいるということを示さなければいけない。国

はそれを推奨していて、これは３分の２の補助金も

 出すわけです。

これ、沖縄県がやらなければ駄目ですよ、ぜひそ

れをやってほしい。そして、また同時に工夫して太

陽電池等々を入れれば、さらに効率がよくなってい

くという取組ですから、こういったものに取り組ま

なければ駄目だと思いますけれど、どうでしょうか

 ね。

○與那嶺正人環境再生課長　公共施設への太陽光発

電の導入につきましては、例えば第三者所有モデル

ということで、沖縄電力も借りられるということで、

初期投資なしで、使った電気代分だけ払うことで設

置できるという方法も推奨されていますけれど、そ

れについて今後導入できないかというところで、管

財課も一緒になって検討をしているところでありま

して、それが活用できるのであれば、今後、さらに

 増やしていきたいと考えております。

○座波一委員　次に、国立自然史博物館の誘致の件、

 令和４年度の誘致の成果はどんな感じですか。

○出井航自然保護課長　令和４年度につきましては、

この国立自然史博物館誘致推進事業全体を復帰50周

年記念事業として位置づけまして、県内５圏域での

企画展や一般向けのシンポジウム、あとお子さん向

けのシンポジウムの開催に加えて、リーフレットや

のぼり旗などの周知啓発用ツールの作成とそれの配

布、それからＳＮＳやラジオなどを利用した広報の

実施により県民の機運醸成を図ってきたところです。 

また、国内、国外の博物館の視察を実施し、他の

国立博物館の設立経緯や現代における標本収集の課

題など、今後の取組における情報を収集してきたと

 ころでございます。

○座波一委員　沖縄誘致への手応えという意味での

 質問ですけれど、その手応えありますか。

 我々にとってはまだ助走にしか見えないけれど。

○出井航自然保護課長　国のほうではまだ所管省庁

も決まっておりませんし、そういう意味におきまし

ては、まだ本当に助走段階というものかもしれませ

んけれども、県としては国会議員、あるいは国への

働きかけ等を引き続き行っていきたいというふうに

考えておりまして、今年度も沖縄担当の大臣や、衆

議院か参議院かちょっと忘れてしまいましたけれど

も、そちらの特別委員会の委員長などに対して要請

等を行っておりますし、あとは、いわゆるその骨太

の方針などの作成時に知事などを筆頭にして働きか

 け等を行ってきているところです。
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○座波一委員　国がまだ担当省庁が決まらないとい

う話もあるけれども、これは実際に誘致すると決め

てもう動いているわけですから、我々もその勉強会

 の中でこういうことを指摘されているんです。

　こういう大型のその地域の誘致事業は隣県――近

県との連携も必要だと、この博物館誘致も、この九

州地域の協力が必要ではないかという指摘があった

 わけ。

他県や隣県とのそういった連携とか情報交換を

 やっていますか。

○出井航自然保護課長　委員御指摘のとおり、九州

国立博物館の設立時などには、福岡県だけではなく

て九州各県選出の国会議員による議員連盟の発足な

ど、あとは誘致推進本部における九州各県の博物館

館長がそういうふうな会合に集まるというような組

織体ができるなど、九州各県の理解、支援があった

 というふうに伺っております。

沖縄県としましても、そのような九州をはじめ、

国全体による理解や支援は大変重要というふうに考

えているところでございまして、令和４年度には九

州国立博物館や北九州市立博物館等の視察を行って、

当時関わった方々からお話を伺い、その際にも国を

動かすためには行政だけでなく民間による設立誘致

が大きな力になることや、標本などの収蔵品はゼロ

からのスタートになるためその確保が課題であるこ

となど、当時を振り返っていただきながらいろいろ

 な情報を収集したところです。

また、今年度は県外での認知度向上を図るため、

８月に開催された山の日の全国大会の式典会場入り

口でブースを設け、全国から参加いただいた方々に

 ＰＲを行ったところです。

また、１月――今月には東京で開催予定の観光感

謝の集いにおいても、同様のＰＲを行うこととして

 おります。

また、３月には東京でもシンポジウムの開催を予

定しているということで、やはり県外の機運醸成、

そういったものと認知度向上を図る取組は重要だと

 いうふうに感じております。

また、今年度、県外の自然史博物館とのネットワー

クの構築・連携を図る必要があるということで、８月

に西日本自然史系博物館ネットワークの事務局、こ

ちら大阪市にありますけれども、こういったところ

 とも意見交換を行ってきたところです。

○座波一委員　ＰＲは分かるのですが、政策的にこ

れを決めていくためには、先ほど言ったこの九州各

県との連携、要するに九州地域に国立博物館を持っ

てこようじゃないかという意気込みをまとめるとか、

あるいは全国的に、日本にそういったものが必要じゃ

ないかという大きな取組っていうのが欠けているの

 です。

これは党の政策調整会議で、この九州国立博物館

の話題なんか出ませんよ。沖縄は提案をしているん

 だけど、全く聞いてもいないと。

そういうもので、誘致していると言えないのでは

 ないかなと思う。

本当にもう、これまだ序章の段階。そして、また

ＰＲももっと、例えば県出身の有名人を使って――

芸能人とか、あるいはスポーツ界の有名人を使って

ＰＲさせればいいですよ、全国にそういったものを

 宣伝するにはですね。

そういうものでこそ本気に誘致しているんだなと

いう感じがするのだけど、今はまだまだ浸透しない

 のではないかという気がします。

 そこら辺どうですか。

○出井航自然保護課長　委員御指摘のとおり、機運

醸成は大変重要な取組だというふうに考えておりま

 す。

特に、県内はもとより、県外への働きかけ、理解

をしてもらう取組、そういったものも重要だという

ふうに考えておりますので、次年度も引き続きそう

いう機運醸成を図るための取組というのは実施して

いくことにしておりますので、そういった中身を検

討する際には、今、御提案いただいたような内容も

踏まえて、どういったものがより効果的な取組にな

るかということは検討してまいりたいというふうに

 考えております。

○座波一委員　続きまして、先ほどから議論があり

ましたジュゴンの件ですけれど、ジュゴンはいたか

もしれない、いるかもしれないというまだこの状況

ですけれども、これはジュゴンがすめる環境をつく

るというのが目的でもあると思うのです。ジュゴン

 がすめる環境、これをどのようにつくろうかと。

今、ただ、ジュゴンがすんでいました、いる可能

 性があります、これで止まっているのです。

これは基地問題の材料にしか使っていないんじゃ

ないかなと。ここで止まるようだったら。本気でジュ

ゴンがすめるようなところをつくるんだったら、こ

 んなもんじゃ駄目でしょう。

 どうですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　ジュゴン

が生息しやすい必要な環境を守るような取組という

ところですけれども、まず、保護対策として、ジュ
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ゴンの生態が不明な点が多いことから、今現在も生

息状況調査を継続して、実態把握しているところで

 ございます。

現在、県のほうでジュゴンの保護対策の普及啓発

の取組として、まず、ジュゴンそのものを守るため

に混獲防止対策に係る普及啓発、県民に対しては船

舶等の潜航の際の注意、また、藻場を守るための赤

土流出防止対策、生活排水対策等の取組について県

のホームページへの掲載により、協力をお願いして

 いるところでございます。

○座波一委員　これは基地問題と切り離して、ジュ

ゴンの生息環境を守る、そういった意味では赤土対

 策も非常に大きな対策なのです。

サンゴを守る、そして草を守るというのは赤土の

影響が非常にあるのだということはもう分かってい

る。そういう意味から言うと、ジュゴン対策という

 のは赤土対策でもあると私は思っています。

だから、そういう具体的にジュゴンがすめるよう

な環境をつくるのだということ、方針を打ち出して

取り組まなければ説得力は全くないですよ、これは。 

いるかもしれない、いないかもしれない、これば

 かりで止まっているじゃない、いつまでも。

そこをもう少し、一歩進むようなこの事業ができ

ないのかと思っています。果たしてもう沖縄にジュ

 ゴンはすめないのかという問題ですよ。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　繰り返し

となりますが、その保護対策検討のためにも、まず、

今現在その生息状況の調査を継続するというところ

と、あとやはりその藻場をどうやって守っていくか。

やはりジュゴンの餌場となる海草、そういったもの

を保全していくことが必要だと思いますので、この

事業の中でそこもぜひ検討してまいりたいと思って

 おります。

○座波一委員　後で聞くね。 

　サンゴ保全の問題とそういったジュゴンの問題は

赤土と関連していませんか。これだけ確認させてく

 ださい。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　お答えい

 たします。

赤土とジュゴンの関係についてですけれども、直

接赤土がジュゴンに影響があるかというところは把

握できておりませんが、ただ、赤土などの土砂が海

に出ることによって、海草藻場というところへの影

 響はあるものと考えております。

また、ジュゴンの生息に影響を及ぼす要因としま

しては、赤土等の流出だけではなくて、漁網への混

獲、工場排水、生活排水、除草剤による影響、また

航空機・船舶の往来や埋立て・しゅんせつ工事に起

因する騒音振動による影響など、様々なものがある

 と考えられております。

○座波一委員　様々な要因はありますけれど、ただ、

赤土の問題というのは関連しているということだけ

 は、ぜひ認識をしてほしいと思っています。

続きまして、外来種対策事業で、県内中南部でタ

イワンハブとか、タイワンスジオですか、ハブ類が

多いですよね。その駆除というのは今やっています

 か。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　環境部で

は、外来種対策としまして、令和３年度からタイワ

ンハブの防除対策を開始しておりまして、ヤンバル

地域への拡散を防止するため、名護市、大宜味村及

び東村において捕獲を実施し、捕獲数は令和３年度

３匹、令和４年度719匹、令和５年12月末時点で629匹

 となっております。

○座波一委員　この駆除方法はどんな方法でやって

 いますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　わなによ

る捕獲となっております。わなによる捕獲と、あと

防蛇柵を設置しておりまして、そこから北部地域へ

 の進入を防止しているところでございます。

○座波一委員　以前、この民間人の捕獲者に対して

の奨励金とか、そういったのは今やっていないです

 か。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　県ではタ

イワンハブの買取りはこれまで行ったことがござい

ませんが、タイワンスジオについては、平成30年度、

令和元年度、それから令和４年度に買取りを実施し

 ております。

タイワンスジオについては、県においてわなによ

る捕獲を行っておりますが、わなの設置が主に分布

の北限である恩納村で行っていたため、その他の地

域における分布状況を把握するために補足調査とし

 ての買取りを行ったところでございます。

なお、令和４年度の調査において、タイワンスジ

オの分布状況が確認できたことから現在は買取りを

 実施しておりません。

○座波一委員　生息状況を把握したけれど、買取り

 を実施しない。必要ないと考えているわけですか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　令和４年

度の調査で分布状況が確認できましたので、現在は

 やっておりません。

○座波一委員　今後の必要性はどうかということ。 
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○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　買取りに

ついてですが、タイワンスジオですとか、タイワン

ハブなどの外来種の買取りですが、環境省のホーム

ページにもありますように、人が到達しにくく、防

 除しにくい場所での防除が進まない。

また、実際防除する従事者の方に、お金のために

外来種を持続的に確保したいという心理ですとか、

自分だけの秘密の採取地というのを確保したいとい

う心理が生じるというデメリットもあることから、

実施に当たっては市町村、国、専門家の意見も踏ま

えて慎重に検討する必要があるものと考えておりま

 す。

○座波一委員　じゃ、一般的に、民間の方々の力を

借りて駆除を進めていくという方法は、ほかにあり

 ますか。

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　一般の方

々の駆除としましては、植物に関する外来種につい

 ては協力をお願い……。

○座波一委員　いや、ハブよ。 

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　すみませ

 ん、ハブですね。

ハブについては、実際その捕獲というところでは

なくて、目撃情報の提供ですとか、そういったとこ

ろでの協力をお願いしていきたいと考えております。 

○座波一委員　いや、そこら辺は異常なぐらい繁殖

しているという情報もありますから、非常にこれは

 ゆゆしき問題ですよ。

南部一帯も増えてきています。ぜひそれを考える

べきだと思っています。ある意味よこしまな考えで

駆除を仕事にするということを防ぐ方法を探せばい

いのではないかと思いますけれども、いかがですか。 

○東盛舞子自然保護課生物多様性推進監　そこにつ

 いては、すみません。

先ほども御説明したとおりデメリットもあります

 ので、慎重に少し検討が必要だと考えております。

○座波一委員　最後です。先ほどのサンゴの問題と

赤土の関係ですが、やはりこれは関係性を位置づけ

て、しっかり取り組む中で、やはり農林水産部と土

木建築部、環境部の連携、これは絶対欠かせないと

いうのが、今議論の中でどんどん分かってきていま

 す。沈砂池の必要性、あるいは砂防ダムの必要性。

　川から流れてくるということが一般的に多いと分

かっていますから。その調査方法――前回の議会で

もやりましたが、赤土流出の調査方法についても見

直しをすべきではないかと。陸地側の河川において、

どの辺から出ているというをもっと調査すべきでは

 ないかと思うのですけれど、畑地も含めてね。

 どうですか。

○知念宏忠環境保全課長　陸域からの流出量につき

ましては、先ほどもお答えしましたけれども、農用

地とかいうところの勾配等も含めましてＵＳＬＥ式

 というところで流出量を算出しております。

河川における濁度の測定については、いつ雨が降

るか分からないというところもありまして、また、

雨が降ってから終わるまでの期間をずっと測定し続

ける必要があったりですね。例えば、この雨がいつ

降るか、いつまでずっと降り続けるかというところ

 もあります。

また、連続測定器という機械を設置しますと、か

なり高額になりますので、この県全体の流出量を測

定していくというところについては難しい問題があ

るというところで、この赤土の状態が落ち着いてか

らですね――濁った水が海域に流出しますと沈んで

堆積するものですから、これを調査いたしまして、

ＳＰＳＳというところで堆積指標を調査していると

 いうところでございます。

○座波一委員　先ほどから申し上げているとおり、

この赤土、あるいはその他の土類の流出というのは

沖縄の産業にも影響しているし、非常に重要な問題

ですので、環境部の調査結果というのは非常に重要

 ですよ。

だから、そこはしっかり予算をつけてやるべきだ

と。この河川から出ているんだったら、この河川に

通じている用水路はどこなのだと。畑地がこの辺か

ら来ているというのを全部把握していて、マスター

プランみたいなことをつくって、将来に備えた対策

 をするべきだと思います。

最後に、座間味でも赤土問題が起こっているんで

すよね。外来種のイノシシが繁殖して、赤土を掘っ

て、草を食べたり、いろいろやっているもんだから、

雨で相当このダムとか、海岸にも流れているのです。

 そういった現状を把握していますか。

座間味だけではない、あの辺の島々どんどん増え

 ているらしい。

○知念宏忠環境保全課長　大変申し訳ございません

 が、そちらは把握しておりません。

○座波一委員　把握していない。 

前、企業局の水道問題で、ダムに赤土が入って大

変だという話もあったのですよ。だから、これ結構

大きな問題ですので、少し調査してみてください。

これ外来種と赤土問題になってきているから。お願

 いします。
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 以上です。

○呉屋宏委員長　以上で、環境部関係決算事項に対

 する質疑を終結いたします。

 説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）　

○呉屋宏委員長　再開いたします。 

次に、決算調査報告書記載内容等についてを議題

 といたします。

総括質疑については、昨日、本日の質疑において

提起する委員はおりませんでしたので、念のため御

 報告申し上げます。

次に、特に申し出たい事項について御提案があり

ましたら、挙手の上で御発言を願いたいと思います。 

　　　（「提案なし」と呼ぶ者あり） 

○呉屋宏委員長　提案なしと認めます。 

　以上で、特に申し出たい事項についての提案を終

 結いたします。

 次に、お諮りします。

これまでの調査における決算調査報告書の作成に

つきましては、委員長に御一任願いたいと思います

 が、これに御異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○呉屋宏委員長　異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。

なお、決算調査報告書は、１月16日正午までにタ

ブレットに格納することにより、決算特別委員に配

 付することになっています。

また、決算特別委員の皆様は、１月17日に総括質

疑の方法等について協議を行う予定となっておりま

 す。

 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

 委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月17日 (水曜日) 

 　開　会　　午前10時０分

 　散　会　　午前10時16分

 　場　所　　第７委員会室

本日の委員会に付した事件 

　１　総括質疑の方法等について 

出席委員 

 委 員 長　國　仲　昌　二

 副委員長　大　城　憲　幸

 委　　員　島　尻　忠　明　　新　垣　　　新

 　　　　　　下　地　康　教　　仲　村　家　治

 　　　　　　又　吉　清　義　　末　松　文　信

 　　　　　　玉　城　健一郎　　山　里　将　雄

 　　　　　　当　山　勝　利　　次呂久　成　崇

 　　　　　　平　良　昭　一　　瀬　長　美佐雄

 　　　　　　玉　城　武　光　　西　銘　純　恵

 　　　　　　金　城　　　勉

欠席委員 

　　　　　　なし 
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○國仲昌二委員長　ただいまから、決算特別委員会

 を開会いたします。

 　総括質疑の方法等についてを議題といたします。

　各常任委員長からの決算調査報告書につきまして

は、決算議案の審査等に関する基本的事項に基づき、

 昨日、タブレットへ掲載しております。

 　休憩いたします。

　　　（休憩中に、各常任委員会から報告のあった

総括質疑事項等について、事務局より説明） 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

 　理事会による協議のため、暫時休憩いたします。

 （休憩中に、理事会開催）

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

   理事会の協議の結果を御報告いたします。

　まず、総括質疑事項については、今回挙がってい

 る２件といたします。　

　質疑事項に対し出席を求める者は、知事といたし

 ます。

　質疑方法及び時間ですけれども、質疑時間はトー

タルで40分、これは２時間をめどにした場合の質疑

時間ということで、40分ということになります。一

問一答方式で行います。質疑時間40分を各会派に割

り振りますと、沖縄・自民党14分、てぃーだ平和ネッ

ト７分、おきなわ新風７分、日本共産党沖縄県議団

７分、維新・無所属の会３分、公明党３分となりま

 す。

　次に、会派間の質疑時間の譲渡はできないという

 ことです。

 　質疑順序については、多数会派順とします。

 　次に、重複する質疑は避ける。

　質疑については、通告書様式３により、質疑の要

旨は可能な限り具体的に記載して通告書を提出する。 

  質疑通告期限は、明日１月18日木曜日の正午とい

 たします。

　この実施方法については、理事会で全会一致で決

 定いたしましたので、御報告いたします。　

 　お諮りいたします。

　総括質疑の実施方法等については、理事会から報

告のあった協議結果のとおり決することに御異議あ

 りませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

 　よって、さよう決定いたしました。

　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

　次回は、１月19日金曜日午前10時から委員会を開

きます。 

　委員の皆さん、大変御苦労さまでした。 

　本日の委員会は、これをもって散会いたします。 

決算特別委員会記録（第２号） 
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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和６年１月19日 (金曜日) 

 　開　会　　午前10時０分

 　散　会　　午前11時36分

 　場　所　　第７委員会室

本日の委員会に付した事件 

 　１　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県一般会計決算

        第４回議会 の認定について

        認定第１号

   ２　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県農業改良資金

        第４回議会 特別会計決算の認定について

        認定第２号

 　３　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県小規模企業者

 　　  第４回議会 等設備導入資金特別会計決算の

  　　  認定第３号 認定について

 　４  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中小企業振興

 　    第４回議会 資金特別会計決算の認定につい

  　    認定第４号 て

 　５  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県下地島空港特

  　    第４回議会 別会計決算の認定について

  　    認定第５号

 　６  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県母子父子寡婦

 　    第４回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

  　    認定第６号 ついて

 　７  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県所有者不明土

 　    第４回議会 地管理特別会計決算の認定につ

  　    認定第７号 いて

 　８  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県沿岸漁業改善

 　    第４回議会 資金特別会計決算の認定につい

  　    認定第８号 て

 　９  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中央卸売市場

 　    第４回議会 事業特別会計決算の認定につい

 　　　認定第９号 て

 　10　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県林業・木材産

 　    第４回議会 業改善資金特別会計決算の認定

  　    認定第10号 について

 　11　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中城湾港（新

 　    第４回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

  　    認定第11号 別会計決算の認定について

 　12　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県宜野湾港整備

       第４回議会 事業特別会計決算の認定につい

        認定第12号 て

   13　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県国際物流拠点

       第４回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

        認定第13号 決算の認定について

 　14　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県産業振興基金

  　　  第４回議会 特別会計決算の認定について

  　　  認定第14号

 　15  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中城湾港（新

 　    第４回議会 港地区）整備事業特別会計決算

  　    認定第15号 の認定について

 　16  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中城湾港マリ

 　    第４回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

  　    認定第16号 について

 　17  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県駐車場事業特

  　    第４回議会 別会計決算の認定について

  　    認定第17号

 　18  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県中城湾港（泡

 　    第４回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

  　    認定第18号 別会計決算の認定について

 　19  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県公債管理特別

  　    第４回議会 会計決算の認定について

  　    認定第19号

 　20  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県国民健康保険

 　    第４回議会 事業特別会計決算の認定につい

　　　認定第20号 て

出席委員 

 委 員 長　國　仲　昌　二

 副委員長　大　城　憲　幸

 委　　員　島　尻　忠　明　　新　垣　　　新

 　　　　　　下　地　康　教　　仲　村　家　治

 　　　　　　又　吉　清　義　　末　松　文　信

 　　　　　　玉　城　健一郎　　山　里　将　雄

 　　　　　　当　山　勝　利　　次呂久　成　崇

 　　　　　　平　良　昭　一　　瀬　長　美佐雄

 　　　　　　玉　城　武　光　　西　銘　純　恵

 　　　　　　金　城　　　勉

決算特別委員会記録（第３号） 
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説明した者の職・氏名 

 　知 事　　玉　城　デニー

 　副 知 事　　池　田　竹　州

 　知 事 公 室 長　　溜　　　政　仁

 　土 木 建 築 部 長　　前　川　智　宏
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○國仲昌二委員長　ただいまから決算特別委員会を

開会いたします。 

　本日の説明員として知事の出席を求めております。 

　なお、1月17日の決算特別委員会において決定しま

した、総括質疑の実施方法等につきましては、タブ

レットへ掲載しております。 

　それではこれより直ちに総括質疑を行います。 

　末松文信委員。 

○末松文信委員　おはようございます。 

　委員長からの御指名がありますので、沖縄・自民

党会派、末松文信、総括質疑を行います。それでは

知事よろしくお願いします。 

　私のほうからは、１の辺野古関連訴訟の経緯と今

後の基地問題に対する姿勢について、伺いたいと思

います。 

　そもそも辺野古関連訴訟は、平成27年、2015年10月

に、翁長前知事が仲井眞弘多元知事の埋立承認に瑕

疵があるなどとして、恣意的に承認を取り消したこ

とから始まっております。翁長前知事は自らの不作

為により敗訴し、自ら取り消した埋立承認取消の取

消しを行い、工事が再開して、進められてまいりま

した。さらに玉城デニー知事のサンゴの特別採捕や、

岩礁破砕等の国の関与取消に係る訴訟、そして設計

変更申請の不承認関連訴訟など、約10年にわたる訴

訟で何一つ県が勝訴した事実はありません。その一

連の訴訟の目的は、翁長、玉城両知事の選挙公約で、

辺野古地先における普天間飛行場代替施設建設を阻

止することにあったものと理解しております。 

　そこでまず、（１）知事はこの間14件の訴訟を提起

し、約２億4000万円の一般財源を充当してきました

けれども、所期の目的を達成されたのか、伺います。 

○玉城デニー知事　皆様、おはようございます。 

　末松文信委員の質問にお答えさせていただきます。 

　私は、かねてから辺野古新基地建設問題は、対話

によって解決を求めていくということが重要である

と考えており、沖縄の過重な基地負担の軽減を図る

ためには、政府に対し申し上げるべきことは申し上

げ、問題点を指摘しながらも必要に応じて連携して

取り組むことが重要であると考えております。 

　辺野古新基地建設に係るこれまでの一連の裁判は、

公有水面埋立法や漁業調整規則に基づく許認可等の

法的な問題について、訴訟を通じて提起をし、また

は応訴する必要があると判断したものであります。 

　沖縄県としては政府に対し、対話によって解決策

を求める民主主義の姿勢を粘り強く訴えるとともに、

今後も国民的議論の機運醸成を目的としたトーク

キャラバンや、国際社会への情報発信など、様々な

取組を通して、辺野古新基地建設問題の解決、そし

て、普天間飛行場の速やかな運用停止を含む一日も

早い危険性の除去を求めてまいりたいと思います。 

　以上です。 

○末松文信委員　それでは事実上ですね、知事。こ

の知事の選挙公約は実現できない状況にあると思い

ます。なぜなら国の代執行で工事は着実に進められ、

現実的に阻止できる状況にはありません。そのよう

な状況の中で、実現できない場合の知事の責任につ

いて伺いたいと思います。 

○玉城デニー知事　基地問題に関しましては、非常

に時間のかかることであり、また対話によってその

問題点をしっかりと明示をしながら、双方が問題解

決に向けた努力はこれからも重ねていかなければな

らないものというように思料いたします。 

○末松文信委員　それでは次に（２）設計変更承認

申請の不承認に係る訴訟について、昨年、令和５年

12月４日に最高裁の判決により県の敗訴が確定した

結果、知事は承認する義務を負うことになりました。

行政庁の長である知事は、その義務を果たす必要が

あったかと思いますけれども、果たされましたか、

伺います。 

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　最高裁判所は、昨年９月４日沖縄県が主張した公

有水面埋立法の承認要件の不充足性について何らの

判断も示さず、沖縄県の訴えを退けたことから、沖

縄県としてどのような対応が取れるか検討をしてお

りました。 

　そのような中、国は沖縄防衛局の埋立変更承認申

請を承認せよ、との判決を求める代執行訴訟を提起

したことから、沖縄県は応訴することといたしまし

たが、福岡高等裁判所那覇支部は、昨年12月20日、

沖縄県に対して同年12月25日までに承認することを

命ずる判決を言い渡しました。 

　沖縄県としましては、県の主張を退けた高裁判決

に不服があるとして、同月27日、上告受理申立てを
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行ったところであり、今後最高裁判所において、高

裁判決の問題点を明らかにし、多くの県民の願いを

しっかりと訴えてまいりたいと考えております。 

○末松文信委員　法治国家の中で、最高裁の判決と

いうのは最終的な判断と思いますけれども、それに

何か疑義があるというのはどういうことですか。 

○玉城デニー知事　憲法の専門家や行政法の専門家

の意見の中には、是正の指示の取消請求を棄却する

判決が確定した場合、地方自治法は是正の指示の判

決を最終的なものとせず、同当該義務の履行を負担

させるためには、代執行等関与を行うことを予定し

ているということで、法定受託事務についての是正

の指示の作為についても、直ちに代執行することは

できず、最終局面まで地方公共団体に自主的な判断

の余地を認めているというように指摘されています。 

○末松文信委員　今の件は事実上、現実的ではない

と思いますが、どうなんですか。 

○玉城デニー知事　地方自治法上、国が代執行訴訟

を提起した場合には、地方自治体としてそれに応訴

することができるというようにされているところで

あります。 

○末松文信委員　それは応訴することはできるかも

しれませんけれども、その結果、どういうふうにな

ると思いますか。 

○玉城デニー知事　現在、その対応中でありまして、

結果についてはお答えを差し控えたいと思います。 

○末松文信委員　そこでやはり法治国家において、

当然のこととして判決を遵守する義務があると思い

ますけれども、そのことについて知事はどうお考え

ですか。 

○溜政仁知事公室長　先ほど知事も答弁されたとこ

ろなんですけれども、先般の最高裁判決では沖縄県

に対して承認処分を求める国土交通大臣による是正

の指示について適法と判示されたところでございま

す。 

　その上で、最高裁判決の内容を精査し、沖縄県と

しての対応を検討する必要があること、あるいは県

民、行政法学者、議員の方々などから様々な意見が

寄せられていることなどを踏まえ、県政の安定的な

運営を図る上で、意見の分析を行う必要があったこ

とから、弁護士や行政法学者の助言をいただきなが

ら、検討してきたところでございます。 

　その間、国は沖縄防衛局の埋立変更承認申請を承

認せよとの判決を求める代執行訴訟を提起したこと

から、沖縄県は応訴することとしたというところで

ございます。 

　以上です。 

○末松文信委員　知事のこれまでの発言等からする

と、知事はその義務を果たす必要はないというふう

に考えておられますか。 

○玉城デニー知事　ただいま答弁をさせていただい

たとおり、今般の最高裁判決について精査をし、対

応を検討する必要があるということ、そして、国に

おいては、地方自治法上の代執行の訴訟を提起した

ということから、沖縄県がそれに応訴するというこ

とが認められているということであります。 

○末松文信委員　知事、現実的に国が代執行するこ

とになっていて、今後それに基づいて現場は進んで

いくと思うんですよね。これ以上、知事がどういう

対応をされようとしておられるんですか。何か知事

にそういう権限が発生するんですか。 

○玉城デニー知事　今後もこの工事が進められた場

合、仮に進められるということが続けられた場合に

は、恐らくその工事の進捗上必要な変更申請が行わ

れるものというように思います。その際には、沖縄

県知事として、公有水面埋立法上に適合しているか

どうかということについての審査を行わなければな

らないものというように思料いたします。 

○末松文信委員　知事は想定されることについて答

えられないと言いながら、なぜそういうことを想定

するのですか。 

○玉城デニー知事　公有水面埋立法が都道府県知事

に事務を委ねたその趣旨は、まさしく地域の環境の

保全を図り、災害を防止し、国土の適正な利用を図

り、住民の権利を保護するためであるというところ

から、公有水面埋立法の事務は、知事による団体自

治が保障されるべき事務であるというように考える

からであります。 

○末松文信委員　知事、それは代執行以前の話であっ

てね。代執行が決定されてから、こういうのはあま

り意味がないことだと思うんですが、いかがですか。 

○玉城デニー知事　例えば那覇空港の工事について

も、幾度かの変更承認が提出され、それを審査をし

たという経緯があります。 

　今般、我々が公有水面埋立法に基づいて不承認と

したということについて、代執行がなされていると

いうことであり、今後工事が進められるということ

であれば、やはり公有水面埋立法にのっとって審査

をするという規定はそのまま置かれているものとい

うように思料いたします。 

○末松文信委員　国は代執行で進めるわけであって、

知事の意見を聞く余地はもうなくなっているわけで
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すよ。もしもそういう事態が発生したらということ

なんですけれども、これはもう今後発生しませんよ。

そんな仮定の話を自らやらないと言いつつ、やると

いうのは非常に矛盾しているんじゃないですか。 

○玉城デニー知事　繰り返し申し上げますが、今般

国の代執行訴訟は、いわゆる沖縄県が行った変更承

認の不承認に係る手続上の国の対応だというように

考えております。ですから今後工事が進められた場

合でも、それが全て無許可で行われるということに

はならないだろうというように、私たちは考えてお

ります。 

○末松文信委員　ですから、この国からそういう変

更申請が出なければどうするんですか。 

○玉城デニー知事　辺野古代替施設建設工事は、非

常に高度な技術を要し、その年数、工法など、あら

ゆる点において、これまで前例のない工事が行われ

るということが指摘されております。ですから、前

例がないということは、その先に見通しがどのよう

に立てられるかということについても、常に研究を

し議論をしなければならない難工事であろうという

ように理解しているものであります。 

○末松文信委員　まさに今、知事が難工事だと言い

ますけれども、日本の技術者はこういう難工事を完

成させて初めて世界に誇る技術を確立するんですよ。

何を訳の分からないことをおっしゃるんですか。技

術は開発するものですよ。 

○池田竹州副知事　おっしゃるとおり、技術的に様

々な埋立事業がされております。ただ技術的にでき

る日本の技術力をもってすればそうですけれども、

一方で、その進展に応じて工法の変更などがあれば、

当然変更承認申請を事業者が行うことになっており

ます。那覇空港でも５回から６回の変更承認、その

他の我々のこれまでの埋立事業でも、変更承認が１回

だけというような事例はほとんどないというふうに

認識しております。ですから、今回の変更申請はあ

くまでも、当初の申請に基づく変更であって、例え

ば新たな対策が生じたら、当然国は法令に従って変

更申請はこれまでも普通に行っていますので、そう

いったものが通常の埋立工事でもあるということで、

辺野古でも恐らくそのようなことは今後起こり得る

というふうに考えております。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、末松委員から辺野古新基地では

なく普天間飛行場代替施設という表現に統

一してほしいとの要望があり、土木建築部

長から県の考え方の説明があった。） 

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

 　末松文信委員。

○末松文信委員　それでは知事、去る17日に国土交

通省の裁決に係る抗告訴訟で県は控訴理由書を提出

したとの報道がありましたが、今回は訴訟の勝敗に

かかわらず、判決を尊重されますか、伺います。 

○玉城デニー知事　現在でも、この高裁判決におけ

る代執行が進められているという状況にありますが、

なお最高裁判所において、そのような判決がなされ

た場合には、その代執行の状況が進んでいくものと

いうように思います。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、末松委員から今回は判決に従う

のかについて答弁するよう指摘があった。） 

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

　池田竹州副知事。 

○池田竹州副知事　代執行訴訟につきましては、さ

きの高裁判決で国側が勝ったということで、私ども

は最高裁に上告をしております。一方で、高裁判決

で上告した場合でも、その高裁の変更承認申請を国

土交通大臣がやったという、変更承認が生きている

という状況は継続しております。私どもは、代執行

訴訟上、最高裁のほうには、その代執行訴訟を認め

ないようにというか、取り消すような形で訴えてお

りますが、法律上今でも変更承認が有効という形で

すので、仮のちょっと答えはやりにくいんですけど

も、仮に負けた場合には、その状態が法的に確定を

するという、変更承認が有効であるという形になろ

うかと思います。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、末松委員から判決に従うか、従

わないかについて答弁するよう指摘があっ

た。） 

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

　池田竹州副知事。 

○池田竹州副知事　変更承認申請は、代執行の国土

交通大臣の手続により、法的には有効であります。

ですから、今県として留意事項に基づく防衛局から

の協議事項について審査をしているところでござい

ます。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、末松委員から質疑に対して答弁

するよう指摘があった。） 

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

 　玉城デニー知事。

○玉城デニー知事　この点については先ほど来、答
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弁を繰り返しておりますが、現在も代執行訴訟が行

われ、最高裁判決で仮に県が敗訴となった場合には、

この状態が継続されるということであります。 

　ただ我々は、今回の最高裁への申立てについても、

高裁における判決の内容に、なお不服があるという

点で、幾つかの指摘をさせていただいていることで

ありまして、この点についてどのような結論が導き

出されるかということについては、最高裁の判断を

見て検討せねばならないのではないかというように

考えています。 

○末松文信委員　代執行については、もうこれ揺る

ぎないことでありますので、そこでいいとして。 

　次に３番目の設計変更承認申請を国が代執行に

よって承認し、工事に着手する中で、今後知事はこ

の問題の着地点をどのように考えておられるのか、

伺います。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　先ほど副知事からもお話があったところですけれ

ども、令和５年12月28日に国土交通大臣が知事に代

わって、沖縄防衛局の埋立変更承認申請を承認した

ことから、現在県は留意事項に基づく事前協議に応

じているというところでございます。 

　また、県は知事に対して埋立変更承認申請を承認

するよう命じた高裁判決に不服があるとして、上告

受理申立てを行っております。 

　政府が唯一の解決策とする辺野古移設については、

軟弱地盤の存在が判明し、提供手続の完了までに約

12年を要するとされており、さらなる工期の延伸も

懸念されます。このため県としては、辺野古移設で

は普天間飛行場の一日も早い危険性の除去にはつな

がらないというふうに考えております。県はかねて

から辺野古新基地建設問題は対話によって解決策を

求めていくことが重要と考えており、今後も対話に

よって解決策を求める民主主義の姿勢を粘り強く訴

えてまいりたいと考えております。 

　以上です。 

○末松文信委員　知事は今おっしゃったように、常

に対話による解決を政府に求めていると発言されて

おりますが、話し合う用意はあるんですか。 

○玉城デニー知事　県としては、そのような機会が

設けられた場合には、できる限り胸襟を開いて話合

いをするというように対応してまいりたいと考えて

おります。 

○末松文信委員　具体的にどのような解決策をお持

ちですか、伺います。 

○玉城デニー知事　解決策は対話によって導き出せ

るものだというように思料いたしますが、やはり普

天間基地の一日も早い危険性除去のために、どのよ

うな努力をなし得るべきかということについては、

双方で意見を述べ合い、解決に向けて迅速に取り組

むことは十分可能であると考えております。 

○末松文信委員　私が伺っているのは、知事がどう

いう用意があって、臨むのかと聞いているんです。 

○玉城デニー知事　まさに一から対話によってつく

り上げることも可能ですし、必要であれば、そのよ

うな条件を提示して、対話に応じるということも可

能だと思います。 

○末松文信委員　知事のこれまでの発言を聞いてい

ると、対話の道は閉ざされているんじゃないかと思

いますけれども。 

　知事はですね、一つには普天間の辺野古移設につ

いて、これを阻止するとの一点張りの態度で、閉塞

状況にあると私は思います。２番目に沖縄における

米軍専用施設を50％にすると言われておりましたけ

れども、自ら具体策を示すかと思えば、政府に求め

る他力本願的な態度であります。３つ目に、沖縄に

おける米軍施設と自衛隊施設を共同使用することで、

基地の機能及び規模を検討して、再編の将来ビジョ

ンを策定してはどうかとの提案についても、反応は

ありません。 

　知事は自ら対話の道を閉ざしているのではないで

しょうか、伺います。 

○玉城デニー知事　これまでにも今の委員の御意見

の内容については、議会でも答弁をさせていただい

ておりますが、例えば50％に基地を減らすというこ

とについては、沖縄における70.3％の過重な基地負

担を政府が政治の責任としてどのように受け止めて

いただくかということの数値をお示しをさせていた

だきました。50％ですから、ゼロになるわけではあ

りません。当面50％にするべく努力を見せていただ

きたいということ。恐らく今沖縄県内には１万8000ヘ

クタール余りの米軍専用施設面積がありますので、

それを仮に１万ヘクタール、さらに減らすことがで

きれば、50％にすることも可能であるということは、

具体的にどのようにしてその１万ヘクタールを国が

応分の負担として求めていくかということの考え方

にもよると思います。 

　ですから、県としては、そのような状況で十分対

話をする機会は設けられるべきであろうというよう

に求めているわけです。 

○末松文信委員　知事がおっしゃるようなエンドレ

スの裁判一辺倒では、対話の道は開かれませんよ。
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どんな形でやるんですか。その道を探すんですか。 

○玉城デニー知事　その努力は、国、県双方に求め

られていると思いますので、我々としては懸命にそ

の対話の糸口をつくっていきたいというように要請

をさせていただいております。 

○末松文信委員　これまでどういう努力をされまし

たか。 

○玉城デニー知事　累次にわたる要請においても、

国に対しては沖縄県との対話による解決策をぜひ講

じていただきたいということを申し上げてまいりま

した。 

○末松文信委員　ですから、今みたいにエンドレス

の裁判をやっているようでは、そういう議論はでき

ないんじゃないですか。 

○玉城デニー知事　繰り返しになりますけれども、

政府に対しては沖縄の過重な基地負担を軽減させる

ための努力を講じていただきたいということで、沖

縄県民の多くの願いでありますことを、これまでに

も繰り返し申し述べてきております。我々としては、

そのための対話を行う準備を常に持っておきたいと

いう思いで、要請を重ねてきたものであります。 

○末松文信委員　最後に、知事のそうした姿勢がこ

の10年という歳月と、２億4000万円の血税を費やし

て、何の成果もなく、普天間の危険性は置き去りに

されている。その責任は重いと思いますけれども、

知事は今後これについてどういう対応されるのです

か。 

○玉城デニー知事　沖縄県知事として、県民の福祉

の向上、県政の発展、その中においても、過重な基

地負担の軽減については、やはり政府においても努

力をしていただくことであろうと思います。我々は

その健全なる均衡ある県土の発展のためには、基地

の跡地利用についても、各市町村、関係団体とも真

摯に協議をしながら、さらにその振興発展に尽くし

てまいりたいというように考えております。 

○國仲昌二委員長  仲村家治委員。 

○仲村家治委員　どうも知事、出席ありがとうござ

います。 

　私のほうはワシントン駐在の在り方、今後の方向

性、今年のアメリカ大統領選挙を踏まえて、共和党、

民主党に対してどのような働きかけをするのかにつ

いて、お伺いします。 

　今まで我が会派自民党は、このワシントン事務所

に関しまして、いろんな提言、また廃止すべきでは

ないかという質問等をしてきたんですけれども、今

回、決算審査ですので、いま一度立ち止まって、ワ

シントン事務所の在り方、また将来どのようなビジョ

ンを持っているのかということについてお聞きしま

すので、明確に御答弁をお願いをいたします。 

　まず１番、これまでのワシントン事務所設置費用、

約８億円の費用対効果について、どうお考えでしょ

うか。 

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　ワシントン駐在は、これまで政治情勢や米軍の動

向など、沖縄に関連する情報を収集するとともに、

平成27年度から令和４年度までの約８年間で、累計

4447名の米国政府や連邦議会関係者等と面談を行っ

ており、沖縄の基地問題の情報発信とその解決につ

いての働きかけを精力的に行ってきております。 

　これまでの駐在の働きかけの結果、辺野古新基地

建設問題に関しては、令和２年６月、下院軍事委員

会即応力小委員会の2021年度国防権限法案に関する

書面に大浦湾の海底での地震の可能性及び不安定性

など、４つの懸念事項と建設予定地地下の強度の検

証結果など、５つの項目に関する報告書の提出を国

防総省に求めることが明記されました。この記載は、

後に下院の軍事委員会においては削除されましたが、

軟弱地盤等を理由に辺野古新基地建設計画に対する

懸念が示されたことは、駐在の成果の一つと考えて

おります。さらに、令和４年６月及び11月において

は、米国のシンクタンクであるクインシー研究所と

米戦略予算評価センターの報告書に、普天間基地代

替施設計画への懸念等が示されています。 

　このことは米国において、沖縄の基地問題が正確

な理解へとつながることが期待できるものであると

考えております。 

　なお、これらはワシントン駐在のこれまでの活動

の成果であり、米国内において沖縄の基地問題への

認識が広がりつつあるものと考えております。 

　以上です。 

○仲村家治委員　この件はですね、後で実績の中で

お聞きします。 

　２番目、令和３年度沖縄県ＰＤＣＡ報告書の成果

指標の達成状況についてお伺いをします。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　令和３年度沖縄県ＰＤＣＡ報告書においては、ワ

シントン駐在員の配置についての成果指標の達成状

況は記載しておりません。ワシントン駐在において

は、様々な団体等に沖縄の基地問題に関する情報を

発信し、働きかけているところですが、このような

取組は効果が直ちに現れるものではなく、また定量

的数値ではかることは非常に難しいというふうに考
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えております。 

　以上です。 

○仲村家治委員　この報告書の268ページを見ます

と、進捗状況は100％。びっくりしたのがですね、達

成状況がスラッシュというのかな、数字が表示され

ていないんですけれども、こういう報告というのは

成り立つんですか。 

○溜政仁知事公室長　先ほども御説明したところで

すけれども、駐在の活動等はなかなか数値的に表す

ことが難しいということで、このような表記にして

いるというところでございます。 

○仲村家治委員　知事公室長、このＰＤＣＡ報告書

というのは、ほかの項目を見ているとほぼ数字が出

てくるんだけど、数字に表せない活動をこのワシン

トン事務所がやっているというふうにしか理解でき

ないんですけれども、何らかの評価をしないといけ

ないんじゃないですかね。というか、もしかすると

この報告書、一般県民は見ないからこんなことやっ

ているのですか。 

○溜政仁知事公室長　ワシントン駐在の活動にかか

わらず、基地問題全般について、どのような成果指

標にするかというのはこれまでもずっと議論はして

いるところでございます。 

　ですので、例えば令和４年度につきましては、ワ

シントン駐在という項目ではなくて米軍の演習等に

関する事件・事故数ということで、米軍基地から発

生する事件・事故の防止という観点から、基地問題

全体で事件・事故数を、令和２年を35件として、そ

れを可能な限り減少させるというような目標値を立

てているところでございます。 

　以上です。 

○仲村家治委員　その答弁しかできないでしょうね。 

　だったらこのワシントン事務所の項目、わざわざ

作成する必要ないんじゃないですか。達成状況が表

示できないんだったら、最初から載せるべきじゃな

いんじゃないですか。基地問題の中にくくったらい

いんじゃないのですか。 

○溜政仁知事公室長　御指摘のようにですね、令和

３年度ＰＤＣＡ報告書については、ワシントン駐在

という項目を立てていたところなんですけれども、

達成状況、基準値等の設定が難しいということもあ

りまして、令和４年度の報告書においては、その基

地問題を総括する指標の一つとして、事件・事故数

というものを立てまして、それを基準値で表してい

ると。令和４年度からはワシントン駐在という項目

は入れていないということでございます。 

○仲村家治委員　たまたま私が令和３年度を見たか

ら、しようがないのかということなので、皆さんそ

れを分かって削除したのであれば、もうしようがな

いですけれども。 

　じゃ、次に移ります。基地問題の解決に向けて目

に見える形の実績があるか伺いたいんですけれども、

先ほど知事の答弁によりますと、5000人近くの人と

面談し、また下院ではこういうことが取り上げられ

たとおっしゃったんですけれども、それはあくまで

もふだんの活動の中から、また現状を述べたにすぎ

ません。私が問うているのは、見える形の実績があ

るかということをお伺いをいたします。 

○溜政仁知事公室長　まずワシントン駐在の大きな

活動目標としましては、沖縄県の基地問題等につい

て、正しい情報を米国、特に米国政府や議会関係者、

あるいは有識者等に正しい情報を伝える。あるいは

米側の生の情報をいち早く沖縄県に伝えるというこ

とが、大きな目的の一つとなっています。そのため、

4400名余りの方と面談をしたということを申し上げ

ているところです。 

　そのほか、知事が申し上げたもの以外につきまし

ても、例えばＣＳＩＳ――戦略国際問題研究所の報

告書に辺野古新基地の完成は困難であると記載され

たほか、連邦議会調査局――ＣＲＳの報告書には沖

縄の基地問題に関する正確な情報が、米政府監査院

――ＧＡＯ報告書には辺野古新基地建設の懸念事項

が、米戦略予算評価センター――ＣＳＢＡ報告書に

は辺野古新基地の課題や基地の脆弱性がそれぞれ記

載されていて、先ほどもクインシー研究所の報告の

発言もあったところです。 

　このようにワシントン駐在の活動によって、米国

における沖縄の基地問題に対する認識が深まりつつ

あるというふうに考えております。これらのことは

米国において、沖縄の基地問題が正確な理解へとつ

ながることが期待できるものであるというふうに考

えているところでございます。 

　以上です。 

○仲村家治委員　当然、職員はそういうふうな活動

をしますよ。予算もついているし、手当もついてい

るし、それが仕事だから当たり前の話を報告なさっ

ているにすぎない。ワシントンに事務所を置くとい

う所期の目的は、沖縄県のそういう状況を知らしめ

るというのがあったかもしれないんですけれども、

こんな御時世にですよ、まるで成果のないものに対

して予算を投入して、目に見えるような実績がない

状況であるのであれば、僕は今の事務所の在り方と
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いうのは検討すべき時期に来ているのではないかと

いう思いで質問をしています。 

　次に移ります。４番目ですね。年内にアメリカ大

統領選挙がスタートしますが、仮に政権交代が起こっ

た場合、基地問題はどのように変化していくのか、

調査研究し把握しているのか、お聞きします。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　沖縄県としましては選挙の結果にかかわらず、沖

縄の基地問題の現状を米国内に発信し続け、米国政

府関係者等の理解を得ることが重要だと考えており

ます。いずれにしましても、大統領選挙をはじめ、

米国内の動向につきましては、引き続きワシントン

駐在を活用し情報収集に取り組んでまいります。ま

た、米国の政策決定に重要な役割を果たしているシ

ンクタンクの有識者との面談やシンポジウム等にお

ける議論などを通じ、情報の収集に努めてまいりた

いと考えております。 

　以上です。 

○仲村家治委員　一見、当たり障りのないような答

弁なんですけれども、実際に民主党政権と共和党政

権は、特にこの国防とか、防衛とか、そういったも

のに大変差があるわけですから、この辺ですね、逆

にもう少し踏み込んだ形で、現地のワシントン事務

所の皆さんに指示して、この動向も含めて、探って

戦略を持つべきだと思いますので、ぜひその辺のビ

ジョンを持っていただきたいなと思っております。 

　次に、事務所設置は沖縄の現状を訴えることが精

一杯であり、基地問題解決に向けた成果は期待でき

ないと考えますが、期待するならどのような成果等

があるか、伺います。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　先ほど知事からもございましたように、ワシント

ン駐在による働きかけの結果、令和２年には下院軍

事委員会即応力小委員会の国防権限法案に辺野古へ

の懸念及び報告を求める文言が記載されたところで

ございます。また、令和５年４月の国防権限法案の

審議の過程で、下院軍事委員会全体公聴会において、

県系のジル・トクダ議員が普天間代替施設と沖縄の

ＰＦＡＳ問題に関し発言しております。 

　このように、辺野古新基地建設問題をはじめＰＦ

ＡＳ等の沖縄の米軍基地問題につきましては、国防

権限法案に沖縄県の意見が反映されるよう、引き続

き取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

　さらに、同年８月には米国の市民団体である、ア

ジア太平洋系アメリカ人労働者連合――ＡＰＡＬＡ

が、辺野古新基地建設への反対や米軍由来の環境問

題に取り組む、沖縄県民への支持と連帯を表明する

決議を同団体の総会で採択しております。 

　沖縄県の基地問題の解決促進を図るには関係者の

理解と協力が必要不可欠でございます。今後も継続

して取り組んでいくことが重要であるというふうに

考えております。 

　以上です。 

○仲村家治委員　次に、これは知事に答弁していた

だきたいんですけれども、ワシントン事務所の設置

で、国レベルの安全保障問題、交渉などの取組を地

方自治の長ができると認識しているのかお伺いしま

す。 

○玉城デニー知事　沖縄県では、辺野古新基地建設

問題をはじめとする米軍基地問題の解決については、

日本政府のみならず、一方の当事者である米国政府

に対しても、沖縄県自らが直接訴えることが重要と

考えていることから、平成27年度にワシントン駐在

を設置したものであります。米側に沖縄の実情を正

確に伝えることで、理解を深めていただくことは、

基地問題の解決促進を図るためにもやはり重要なこ

とであるというように考えている次第です。 

　以上です。 

○仲村家治委員　ですから、地方自治の長が国レベ

ルの安全保障とか交渉に関与できるかということは、

できるんでしょうけれども、それが動くかというの

は別問題だと思うんですけれど、その辺はどうなん

ですか。 

○玉城デニー知事　沖縄県としましては、やはり日

米両政府がこの安全保障については一義的に取決め

を進めていかれるものというように思いますが、や

はり地方自治体として、この米軍基地に関する諸問

題の解決のためには、やはり積極的に情報発信をし、

関係者の方々にその努力をぜひ講じていくようを求

めていくことは、やはりこの地方自治体としての責

任の一端でもあるというように認識いたします。 

○仲村家治委員　知事は、日米安保を認めておりま

すか。 

○玉城デニー知事　はい。日米安保を認めている立

場です。 

○仲村家治委員　最後に、ワシントン事務所設置に

より、県内の基地問題をいつまでに解決していきた

いか、知事のビジョンをお聞かせください。 

○玉城デニー知事　県政の長年の課題であります基

地問題につきましては、一朝一夕に解決することは

非常に困難でありますが、県民の目に見える形で、
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過重な基地負担の軽減が図られるよう、引き続き全

力で取り組んでまいりたいと考えております。 

○仲村家治委員　総務企画委員会の決算調査の中で、

私はワシントン事務所の活動について質問したんで

すけれど、その中でアメリカの映画監督オリバー・

ストーンさんが、辺野古新基地に反対をするという

表明があったんだけれど、その情報収集をしたかと

いうことで、していませんと言いましたけれども、

知事、指示してオリバー・ストーンさんに会うよう

にしたらどうですかね。 

○溜政仁知事公室長　今月６日に映画監督のオリ

バー・ストーン氏をはじめとする世界各国の識者ら

400人以上が、米国と日本は沖縄の軍事植民地支配を

やめよとする声明を連名で発表したということにつ

きましては、ちょっと決算調査の委員会の当日の経

緯は申し訳ないです。承知していないところなんで

すけれども、ワシントン駐在のほうからも１月８日

付で報告が来ております。詳細な内容、あるいは400名

の学者やジャーナリスト等のリスト等が県のほうに

来ております。引き続きこのような方々とどのよう

な連携ができるかというのは、また検討してまいり

たいというふうに考えております。 

　以上です。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、仲村委員から知事に対する総括

質疑なので、知事が答弁するよう要望があっ

た。） 

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

 　玉城デニー知事。

○玉城デニー知事　オリバー・ストーン監督をはじ

めとする著名な方々が、この沖縄の状況について、

両国首脳及び両国民に対して沖縄の軍事植民地化に

終止符を打つよう求めるとともに、その第一歩とし

て新基地建設の中止を訴えているということがござ

います。この声明に世界の多くの方々が賛同したこ

とは、やはり沖縄の過重な基地負担が沖縄だけの問

題ではなく、国内外を問わず多くの皆様がしっかり

と受け止めて発言をしていただいていることという

ように受け止めております。 

○國仲昌二委員長  西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　お願いします。辺野古新基地問題

について。最初に辺野古新基地反対の沖縄県民の民

意は明白です。９月４日の最高裁判決はどのような

内容でしたか。また知事の見解を伺います。 

○玉城デニー知事　最高裁判所は昨年９月４日、沖

縄県が主張した公有水面埋立法の承認要件の不充足

性について、何ら判断せずに沖縄県の訴えを退けま

した。今回の最高裁判決は、県民投票で示された辺

野古新基地建設のための埋立てに反対する県民の意

思や県の主体的な判断を無にし、地方公共団体の自

主性や自立性、ひいては憲法が定める地方自治の本

旨もないがしろにしかねないものであると考えてお

ります。 

　最高裁判所には、憲法が託した法の番人としての

矜持と責任の下、地方自治の本旨を踏まえた公平・

中立な判決を最後まで期待をしていただけに極めて

残念であると言わざるを得ないと思います。 

○西銘純恵委員　その不当判決に対して、知事が設

計変更申請を認めない不承認を貫いて、国が提訴し

た代執行裁判。12月20日に福岡高裁那覇支部で判決

が出され、12月25日までに埋立承認を命じました。

判決の内容と知事の見解、対応を伺います。 

○玉城デニー知事　沖縄防衛局の埋立変更承認申請

を承認せよとの判決を求め、国が提起した代執行訴

訟について、福岡高等裁判所那覇支部は、昨年12月

20日、沖縄県に対して同年12月25日までに承認する

ことを命ずる判決を言い渡しました。同判決は、９月

４日の最高裁判決で、公有水面埋立法違反が確定し

たと、具体的審議もせずに断定をし、代執行以外に

取り得る方法についても、国と県との対話を通じた

抜本的解決を付言しておきながら、要件の判断に何

ら反映しておりません。また、公益侵害の要件につ

いては、辺野古新基地建設を進めようとする国側の

公益に偏って容認しており、地方分権改革の趣旨や

地方自治の本旨、多くの沖縄県民の民意という真の

公益を顧みなかったことは、司法自ら辺野古が唯一

との固定観念に陥ったものと言わざるを得ないと思

います。 

　沖縄県は昨年12月20日の高裁判決に不服があると

して、同月21日上告受理申立てを行ったところであ

り、今後最高裁判所において、高裁判決の問題点を

明らかにし、多くの県民の願いをしっかりと訴えて

まいりたいと思います。 

○西銘純恵委員　それでは、当初と変更された辺野

古新基地建設の総事業費、工事期間を伺います。 

○前川智宏土木建築部長　普天間飛行場代替施設建

設事業等の総事業費については、平成26年に小野寺

防衛大臣が普天間飛行場の移設に関する経費としま

しては少なくとも3500億円以上と見込んでおります、

と発言しております。 

　また、令和２年に変更承認申請書が提出された際

に、沖縄防衛局が公表した資料では、総事業費は約
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9300億円となっております。 

　工事期間については、埋立承認願書、埋立てに関

する工事の施工に要する期間は５年と記載されてお

りますが、防衛省ホームページ公表資料では、変更

後の計画に基づく工事に着手してから工事完了まで

に９年３か月、提供手続完了までに約12年と記載さ

れているところでございます。 

○西銘純恵委員　現在までにかかった費用、総埋立

面積に占める割合をお尋ねします。 

○前川智宏土木建築部長　沖縄防衛局によると、令

和４年度末までの支出済額は約4312億円との回答が

ありました。 

　一方、投入土砂量を確認したところ、令和５年11月

末時点における埋立ての進捗は、埋立承認願書の埋

立全体に必要な土砂量に対して約15.4％と推計され

ます。 

○西銘純恵委員　警備費用がとてもかかっていると

いう指摘があります。工事開始からの県民を排除す

るための警備費用、どれだけですか。 

○前川智宏土木建築部長　沖縄防衛局によると、平

成26年７月から令和５年12月末までの普天間飛行場

代替施設建設事業の警備業務として発注した契約金

額は、陸上警備業務が約373億円、海上警備業務が約

375億円とのことであります。合計いたしますと約

748億円でございます。 

○西銘純恵委員　警備費用だけで１日2155万円にな

る、こんなべらぼうな税金をつぎ込んでいます。 

　次、お尋ねします。オスプレイが墜落して普天間

基地のオスプレイは飛行停止しています。騒音はど

れだけ減っていますか。普天間基地を運用停止、返

還すれば、辺野古新基地を造らなくて済むのではあ

りませんか。直ちに危険性が除去できるのではあり

ませんか。 

○溜政仁知事公室長　まずオスプレイの飛行停止に

ついてお答えします。 

　県が市町村と連携して実施している、普天間飛行

場周辺の航空機騒音測定の速報値によれば、測定12局

における騒音発生回数の合計は、飛行停止後の12月

７日から１月５日までの30日間で5981回であるのに

対し、前年の同期間の回数は8954回となっており、

2973回、約33％減少しております。 

　今後継続した分析が必要と考えておりますが、県

としては、同機の運用停止による影響は大きいと考

えており、引き続き米軍及び日米両政府に対してオ

スプレイの配備撤回を求めてまいります。 

　次に、運用停止等についてお答えします。 

　市街地の中心にあって、住民生活に深刻な影響を

与えている普天間飛行場の危険性の除去は、辺野古

移設に関わりなく実施されるべき喫緊の課題であり

ます。このため沖縄県は政府に対し、同飛行場の速

やかな運用停止を含む、一日も早い危険性の除去、

県外国外移設及び早期閉鎖返還を求めております。 

　また、膨大な費用を要し、普天間飛行場の一日も

早い危険性の除去にはつながらない辺野古新基地建

設は直ちに断念すべきであるというふうに考えてい

るところでございます。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　自民会派からですね、これまでの

辺野古新基地問題で血税を使って裁判を繰り返すの

は無駄遣いだと言いました。辺野古新基地建設を強

行することが、私は最大の税金の無駄遣いだと思っ

ていますが、どうでしょうか。 

　軟弱地盤は底なしに日本国民の税金を、血税をつ

ぎ込む工事になるのではないですか。 

○溜政仁知事公室長　辺野古新基地建設の総事業費

について、当初は約3500億円と説明されていたとこ

ろ、その後政府は大浦湾の水域において地盤改良工

事を行う必要が確認されたことなどを踏まえ、経費

を見直し、現時点において、当該経費は約9300億円

と見積もられていると説明しております。 

　また、令和２年４月の埋立変更承認申請以降の建

設工事費の急激な上昇、あるいは埋立工事の進捗状

況等も踏まえますと、大浦湾側の軟弱地盤の改良工

事についても、多額の費用を要するものと認識して

おります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　当初の3500億円から既に9300億円

と変更されたけれども、それ以上にもっとかかって

いくという、数兆円規模になるのではないかという

のが辺野古工事だと私は思っているんですよね。政

府がですね、辺野古新基地を強行するのをやめたら

裁判費用もかからない――２億4000万円かかったと

言っていますけれど、そもそもの裁判というのは辺

野古基地を強行しているからでしょう。裁判費用が

かからないと私は言いたい。そして、90メートルの

軟弱地盤工事は不可能だと言われているんですよね。

莫大な税金の無駄遣い、辺野古の代執行工事をやめ

て、能登半島の被災者の支援に使うべきだと、私は

皆さんにも言いたいけれども、自民会派の皆さんに

も言いたいけれども、政府に強く言いたいです。 

　次の質問です。共同通信の直近の世論調査で辺野

古代執行に対する結果と知事の受け止めを伺います。 
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　また、オリバー・ストーン映画監督などの海外の

識者400人以上のデニー県政を支持する声明への見

解、また辺野古新基地を断念させる知事の決意を伺

います。 

○溜政仁知事公室長　私のほうから共同通信の世論

調査についてお答えいたします。 

　国の代執行に基づく工事に着手した政府の姿勢に

ついて、53.3％が指示しないと回答する共同通信の

世論調査については、報道により承知しております。 

　この調査結果は、代執行によって選挙で県民の付

託を受けた知事の処分権限を一方的に奪い、辺野古

新基地建設を進める国の姿勢を容認できないという

県民や国民の意思の表れであるというふうに考えて

おります。 

○玉城デニー知事　私からは、オリバー・ストーン

監督など海外の識者の声明についてお答えしたいと

思います。 

　今月６日、映画監督のオリバー・ストーン氏をは

じめとする世界各国の識者ら400人以上が、米国と日

本は沖縄の軍事植民地支配をやめよとする声明を連

名で発表したことは、ワシントン駐在からの報告や

報道等により承知をしております。 

　なお、この声明では沖縄の自己決定権、民主主義、

自治権を支持すると表明し、沖縄のさらなる軍事化

を拒否する県民への支持を新たにしています。その

上で、異例であり、初めての行使となる代執行に至っ

た日本の状況を植民地主義的無関心と形容し、両国

首脳、両国民に対しては、沖縄差別をやめ、沖縄の

軍事植民地化に終止符を打つよう求めております。 

　やはりこのように、多くの識者の方々が、いわゆ

る自分ごととして受け止めているということの表れ

だと、我々は受け取っておりますので、大変沖縄県

としても意を強くしているというところであります。 

○西銘純恵委員　今朝の地元紙の県民の声で、軟弱

地盤に注ぎ込む予算を能登半島の復興にと訴えてい

ます。政府が辺野古工事をやめて、能登半島の救援、

復旧・復興に最大の予算を投入することこそ、人間

の安全保障になると私は思います。普天間基地の即

時運用停止、返還、辺野古新基地断念をするまで、

県民とともにデニー知事を支えて頑張り抜くことを

表明して、質疑を終わります。 

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

　　　（休憩中に、新垣委員から、西銘委員の沖縄

・自民党会派への挑発的な発言は問題では

ないかとの意見があった。これに対し、西

銘委員から先ほどの発言を取り下げたいと

の申出があった。） 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

 　西銘純恵委員。

○西銘純恵委員　さっきの裁判費用の件で、自民会

派に言いたいという発言したことを、その部分を取

下げをいたします。 

○國仲昌二委員長　瀬長美佐雄委員。 

○瀬長美佐雄委員　ワシントン駐在活動について、

何点か伺います。 

　まず、ワシントン沖縄事務所を設置したのはなぜ

か。オスプレイ配備計画など沖縄に情報が正確に伝

わらず、沖縄の基地問題、県民の民意が米国に伝わ

らない状況を認識したからではないか、伺います。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　沖縄県では辺野古新基地建設問題をはじめとする

米軍基地問題の解決については、日本政府のみなら

ず、一方の当事者である米国政府に対しても、沖縄

県自らが直接訴えることが重要と考えていることか

ら、平成27年度にワシントン駐在を設置したもので

す。米側に沖縄の実情を正しく伝えることで理解を

深めていただくことは、基地問題の解決促進を図る

ためにも重要なことであると考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　ワシントン事務所設置からの実

績、成果を伺います。 

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　ワシントン駐在は、これまで政治情勢や米軍の動

向など、沖縄に関連する情報を収集するとともに、

平成27年度から令和４年度までの約８年間で累計

4447名の米国政府や連邦議会関係者等と面談等を

行っており、沖縄の基地問題の情報発信とその解決

についての働きかけを精力的に行っております。 

　これまでの駐在の働きかけの結果、辺野古新基地

建設問題に関しては、令和２年６月下院軍事委員会

即応力小委員会の2021年度国防権限法案に関する書

面に、大浦湾の海底での地震の可能性及び不安定性

など、４つの懸念事項と建設予定地地下の強度の検

証結果など、５つの項目に関する報告書の提出を国

防総省に求めることが明記されています。この記載

は後に下院軍事委員会において削除されましたが、

軟弱地盤等を理由に、辺野古新基地建設計画に対す

る懸念が示されたことは、駐在の成果の一つと考え

ております。 

　さらに、令和４年６月及び11月においては、米国

のシンクタンクであるクインシー研究所と米戦略予

算評価センターの報告書に普天間代替施設計画への
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懸念等が示されています。このことは、米国におい

て、沖縄の基地問題が正確な理解へとつながること

が期待できるものであると考えております。 

　なお、これらはワシントン駐在のこれまでの活動

の成果であり、米国内において、沖縄の基地問題へ

の認識が広がりつつあるものと考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　米国におけるオスプレイの生産

ラインの停止の可能性をホームページで公表して、

これについてはワシントン駐在の調査活動の結果な

のか。情報収集、情報発信の役割について、知事の

認識と今後の取組を伺います。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　オスプレイの生産ライン停止に関する情報につい

て、ワシントン駐在は米国の複数のメディア情報や

関連する予算に係る連邦議会の動きなど、米国政府

等の各種情報を確認して、内容を把握し、知事に報

告したものです。これは実際に現地において情報収

集を行うことができるワシントン駐在の成果であり、

今後も米軍の動向、政治情勢に関する最新情報を収

集することが重要であると考えております。 

　沖縄県としては基地問題の解決を図るためには、

日本国内のみならず、米国における理解と協力を得

ることが重要と考えていることから、引き続きワシ

ントン駐在による情報収集及び情報発信が必要と考

えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　米国及び連邦議会関係者への働

きかけの状況、米軍基地問題に関する理解度が変化

したのかどうか、認識を伺います。 

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　ワシントン駐在は、連邦議会関係者を中心に沖縄

への理解を深めていただくための働きかけに取り組

んでいるところでございます。具体的には、普天間

飛行場の現状と辺野古新基地建設の技術的課題に関

する説明に加え、米軍基地周辺のＰＦＯＳ等の問題、

軍人・軍属による事件・事故などを説明し、国防権

限法案に沖縄の基地問題に関する記述が反映される

よう協力を求めてきております。 

　また、ＰＦＯＳ等の問題は、在沖米軍人・軍属や

その家族にも影響を及ぼすものであることから、連

邦政府や連邦議会関係者とワシントン駐在との面談

の中で、毎回のように取り上げ、立入調査の必要性

等を強く訴えており、関係者からは大変関心がある

ので、関係資料を提出してほしい旨の反応がありま

した。このようにワシントン駐在の活動によって、

沖縄の米軍基地に関する連邦議会関係者の理解と関

心は高まっていると考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　理解度が深まったと思います。 

　次に、米国及び連邦議会関係者以外にも、世界的

な環境保護団体、あるいは米国の市民団体との連携

などを求めてきましたが、成果と課題を伺います。 

○溜政仁知事公室長　沖縄の基地問題を解決するた

めには、米国政府や連邦議会関係者以外の団体等に

も働きかけることが重要であると考えております。

そのため、国際的に生物多様性の保護に取り組み、

沖縄の環境問題に取り組む生物多様性センターや、

米軍の元軍人等で組織された国際的な平和団体であ

るベテランズ・フォー・ピースとも面談するなど、

連携を図っているところでございます。 

　ワシントン駐在においては、様々な団体等に沖縄

の基地問題に関する情報を発信し、働きかけている

ところですが、このような取組は効果が直ちに現れ

るものではないため、粘り強く取り組んでいく必要

があるというふうに考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　ワシントン事務所の役割の一つ

ですが、ウチナーンチュネットワークの構築、南米

への展開、沖縄の魅力、ソフトパワー発信等の実績

や計画について伺います。 

○溜政仁知事公室長　ワシントン駐在におきまして

は、米国駐在の強みを生かし、沖縄の歴史、自然、

文化、経済等の実情を紹介し、理解を促す活動をは

じめ、観光、物産の情報発信や国際交流促進等の様

々な活動を行っております。 

　具体的には、米国沖縄県人会イベントへの参加、

経済、文化等の多方面で活動する北米ウチナーンチュ

との情報交換等のほか、日本政府観光局や日本大使

館と連携し、沖縄の観光や食のＰＲ、物産情報発信

などを行っております。昨年４月に開催されたワシ

ントンＤＣさくらまつりでは、沖縄の伝統文化など

を紹介するブースを出展し、ワシントン駐在が沖縄

県の窓口となって沖縄の文化や観光物産などの情報

を発信しました。 

　引き続き基地問題への取組に加えて、文化や観光、

物産に関する情報の提供も含め、米国民の沖縄への

関心が高まるような活動を行っていきたいというふ

うに考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　次に、米国市民団体等との共通

理解の深化が重要だと思います。ＡＰＡＬＡですが、
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米国政権党の有力支持労組ながら、辺野古新基地建

設反対の総会決議を採択しており、今後とも連携強

化が必要かと思いますが、どうでしょうか。 

○溜政仁知事公室長　沖縄の基地問題を解決するた

めには、米国政府や連邦議会関係者以外の団体にも

働きかけることが重要であると考えております。米

国の市民団体である、アジア太平洋系アメリカ人労

働者連合――ＡＰＡＬＡは、ワシントン駐在の働き

かけにより、昨年８月に辺野古新基地建設への反対

や米軍由来の環境問題に取り組む沖縄県民への支持

と連帯を表明する決議を、同団体の総会で採択して

おります。今後とも影響力のある団体等と連携し、

沖縄の米軍基地の課題解決につなげられるよう取り

組んでまいりたいと考えております。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　沖縄の基地問題は何ら前進して

いないと野党議員の意見に対する所見を伺いたいの

と、また国と県、自治体との協議機関の開催が重要

ですが、対話による解決に努力してきた県の取組、

国が開催を行わない現状をどう打開するのか伺いま

す。 

○玉城デニー知事　県政の長年の課題である基地問

題については、一朝一夕に解決することは、やはり

困難でありますが、県民の目に見える形で、過重な

基地負担の軽減が図られるよう、引き続き全力で取

り組んでまいりたいと考えております。 

　また、私はかねてから辺野古新基地建設問題をは

じめ、日米地位協定、基地から派生する事件・事故、

ＰＦＯＳ等の環境問題などの基地問題については、

対話によって解決策を求めていくことが重要である

と考えており、沖縄の過重な基地負担の軽減を図る

ためには、政府に対し申し上げるべきことは申し上

げ、問題点を指摘しながら、必要に応じ連携して取

り組むことが重要であると考えております。 

　沖縄県はこれまで、辺野古新基地を含む基地問題

について、普天間飛行場負担軽減推進会議などの既

存の会議体に加え、私が総理と直接面談し、対話に

よる解決を求めてまいりました。引き続き基地問題

の解決を図るため、政府に対しては、対話によって

解決策を求める民主主義の姿勢を粘り強く訴えてま

いりたいと思います。 

○瀬長美佐雄委員　昨年度、新・沖縄21世紀ビジョ

ンがスタートし、ＳＤＧｓ、環境、平和分野など、

その計画を推進する視点で、ワシントン事務所の発

展が期待され、国連、国際機関、沖縄のネットワー

クなど、沖縄の強みを生かした平和構築について、

万国津梁会議からの地域外交に関する提言について、

提言の受け止めと、地域外交基本方針策定に当たり

ワシントン事務所の位置づけ、国際社会へどのよう

に働きかけ連携するのか、知事の所見を伺います。 

○溜政仁知事公室長　沖縄県におきましては、沖縄

県地域外交基本方針（仮称）を策定するに当たり、

沖縄県の地域外交に関する万国津梁会議を設置し、

経済、歴史学術、平和、国際協力、外交等の10名の

専門家で御議論をいただきました。その内容を昨日、

提言としまして、委員各位から知事に提出があり、

それを受け取ったところでございます。同提言書で

は、ワシントン事務所について、主要業務である米

軍基地問題分野のほか、商工、観光、歴史、文化、

学術研究、県系人関係などの幅広い分野での活動が

行われるとされ、海外現地の情報に精通し、人的ネッ

トワークを有する海外事務所の重要性とその機能強

化の必要性などの御提言をいただいております。 

　現在、作成を進めている地域外交基本方針（仮称）

においては、ワシントン事務所を含む、海外事務所

が現地地方政府や関係機関等とのネットワークを構

築する上で、重要な役割を担うことを踏まえ、さら

なる充実を図るよう検討してまいります。 

○瀬長美佐雄委員　ワシントン事務所設置の目的達

成のためには、新建議書の実現が重要であり、新建

議書に込めた知事の思いと、基地のない沖縄を展望

する新建議書実現への知事の決意を伺います。 

○玉城デニー知事　新たな建議書は昭和47年の復帰

に当たって、基地のない平和の島を強く望んだ県民

の思いなどを引き続き尊重する必要があるとの考え

に立ったものであります。 

　復帰から50年以上が経過した現在、アジア太平洋

地域の安全保障環境は厳しさを増しているものと認

識しております。しかしながら、沖縄県としては、

米軍基地が集中していることに加え、自衛隊の急激

な配備拡張による抑止力の強化が、かえって地域の

緊張を高め、不測の事態が生ずることを懸念してお

り、ましてや沖縄が攻撃目標となることは決してあっ

てはならないと考えております。このため、新たな

建議書はこうした事態が生じることのないよう、最

大限の努力を払うとともに、平和的な外交、対話に

よる緊張緩和と信頼醸成に取り組むよう強く求めた

ところであります。 

　沖縄県としては、ワシントン事務所での活動など

も通じて、沖縄を戦場にさせないとの県民の思いを

積極的に発信し、基地のない平和で豊かな沖縄の実

現につなげてまいりたいと考えております。 
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　以上です。 

○瀬長美佐雄委員  ありがとうございました。 

○國仲昌二委員長　大城憲幸委員。 

○大城憲幸委員　知事よろしくお願いします。辺野

古問題から２点です。 

　１点目は、先ほど来ありますけれども、政府との

対話は実施できていません。最高裁判決後、さらに

難しくなったと認識していますけれども、今後、対

話実現に向けたきっかけや糸口をどうつくるのか、

まずお願いいたします。 

○玉城デニー知事　私はかねてから、この辺野古新

基地建設問題は、やはり対応によって解決策を求め

ていくことが重要であると考えており、沖縄の過重

な基地負担の軽減を図るためには、政府に対して、

沖縄県の立場として申し上げるべきことは申し上げ、

そして問題点を指摘しながらも必要に応じて国と連

携して取り組むことが重要であると考えております。 

　沖縄県はこれまで、辺野古新基地を含む基地問題

について、普天間飛行場負担軽減推進会議など、既

存の会議体に加えて、私が総理とも直接面談し、対

話による解決を求めてまいりました。 

　なお、林官房長官におかれては、１月下旬に来県

する方向で調整中と伺っております。お会いした際

には、沖縄県との対話の場を設けていただくよう求

めてまいりたいと考えております。 

　引き続き辺野古新基地建設問題をはじめ、沖縄県

としては、基地問題の解決を図るため政府に対し対

話によって解決策を求める、民主主義の姿勢を粘り

強く訴えてまいりたいと思います。 

　以上です。 

○大城憲幸委員　確認ですけれども、これまでと同

じ答弁なんですよね。政府は辺野古唯一という、県

としては普天間は無条件返還、辺野古の工事は即時

止めてくれと。これで対話を求めるというのは、知

事はもう私の常識と言うかもしれませんけれども、

我々政治家の常識から言うと、話合いの準備がある、

対話の準備があるというときには、やはり一方的に

こっちの考えを話しするのではなくて、全部我々が

正しいではなくて、やはり落としどころを探るとい

うことが必要じゃないかというのは、前からも指摘

したつもりなんですけれども。この最高裁判決を受

けてもなお、その対話を求めるけれども、基本姿勢

はそのままですよと、いうようなことでいいんです

か。確認をお願いします。 

○玉城デニー知事　司法における解決だけではなく、

対話による解決を求めていくということは、民主主

義における、その真摯な問題解決のための方向性で

あることに間違いはないというふうに思います。 

　ですから、この司法での解決だけを求めているわ

けではなく、対話によって、双方が努力をするとい

うそういう機会をぜひ設けていただきたい。特に普

天間基地の一日も早い危険性の除去、沖縄県全体の

基地負担の軽減については、少しでもその課題を掘

り起こしていって、双方で解決をするためのどのよ

うな取組がなされるかということについての、忌憚

のない意見、対話が重要であるというふうに考えて

おりますので、今後とも引き続きその姿勢を求めて

まいりたいというように考えております。 

　以上です。 

○大城憲幸委員　基本的姿勢は変えないということ

で理解しました。 

　２番目、大浦湾の埋立てが始まりました。県が止

める方法をお願いします。 

○溜政仁知事公室長　国が提起した代執行訴訟につ

いて、代執行要件を満たさないと訴えた県の主張を

退け、国の要請を認める福岡高等裁判所那覇支部の

判決を受け、国は本年１月10日、大浦湾側の工事に

着手しております。県は、昨年12月20日の高裁判決

に不服があるとして、同月27日に上告受理申立てを

行ったところであり、今後最高裁判所において、高

裁判決の問題点を明らかにし、同判決の破棄を求め

てまいります。 

　また県はかねてから、辺野古新基地建設問題は対

話によって解決策を求めていくことが重要であると

考えており、政府においては、県との真摯な対話に

応じていただくよう求めてまいります。あわせて県

としては、引き続き全国知事会等と連携した働きか

けによる国の裁定的関与の見直し、問題解決に向け

た国民的議論の機運醸成、国際社会への発信など、

辺野古新基地建設問題の解決に向けて全力で取り組

んでまいります。 

　以上です。 

○大城憲幸委員　もう今の答弁を聞いてもそう、先

ほど来ありますけれども、止める方法というのは、

もう――さっきもありました、那覇空港の第２滑走

路のときにも変更申請五、六回出ていますよという

のもありますし、当然これだけの工事ですから、私

も今後普通に考えると変更申請が出てくると思いま

す。だからそのときに知事も、その変更申請のたび

にしっかりと審査をしていくと、いうような答弁を

先ほどしていましたけれども、結局もう変更申請の

たびに審査をして、不承認にして、そして裁判をす
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ると。今後もまた10年以上ももう裁判をするしか手

がないという話になるわけですよ。その辺は、今言っ

た認識でいいんですか。私の止めるすべというもの

に対して、知事公室長の今の答弁というのは、そう

いう認識ということでいいですか。 

○玉城デニー知事　この間の訴訟におきましては、

公有水面埋立法の、例えば承認要件を何ら判断しな

いままの是正の指示が適法であるとしたことなどに

ついて、それは問題があるということを我々は申し

上げなければならないと思っております。 

　ですから、このいわゆる法の整備やその内容につ

いて、多くの憲法法学者、行政法学者の方々から、

異議の声が表明されております。その異議について、

真摯に国にその問題解決については求めていかなけ

ればならないということは、全国知事会などを通し

て、しっかり裁定的関与についての問題についても

是正を図るよう取り組んでいきたいというように考

えております。 

○大城憲幸委員　前にもお話ししたと思いますけれ

ども、専門の先生の言うことはそのとおりだと思い

ます。ただやっぱり専門家、あるいはそういう先生

方と違って我々政治というのは県民生活ですから、

そういう意味で、この辺野古の問題というのは、も

うこれからあと十何年もずっと今みたいに対立にな

るのかなというと、知事と私と一緒なのはもう対話

しかないんですよ。政治決着しかないんですよね。 

　ただ違うのは、それは知事はこれまでの答弁でも、

ある意味政府がそのような機会を設けてくれれば、

我々言うべきことは言って、連携できることは連携

しますよと言うけれども、ここまで来ると、やっぱ

りそのきっかけとか糸口をつかむのは、沖縄県のほ

うから提案をしないと、なかなかもう最高裁判決ま

で出た後でですね、もうずっと対話対話と言いなが

らずっと何年も実現できないというのを繰り返して

いるわけですから、これは沖縄県のほうからぜひ取

り組んでいただきたいというふうに思いますので、

もう時間がなくなってしまいましたが、ぜひ県民の

ために、この対立を終わらす、その先頭に立っても

らいたいというのを要望して終わります。 

　以上です。 

○國仲昌二委員長　以上で、知事等に対する総括質

疑を終結いたします。 

　説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。 

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

　これより、令和５年第４回議会認定第１号から同

認定第20号までの決算20件を一括して採決いたしま

 す。

 　お諮りいたします。

　ただいまの決算20件は、これを認定することに御

 異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、令和５年第４回議会認定第１号から同認

 定第20号までの決算20件は認定されました。

 　次に、お諮りいたします。

　ただいま議決しました議案等に対する委員会審査

報告書の作成等につきましては、委員長に御一任願

 いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

 　よって、さよう決定いたしました。

　以上で、本委員会に付託されました議案等の処理

 は全て終了いたしました。

 　委員の皆さん、大変御苦労さまでございました。

 　これをもって、委員会を散会いたします。

 

決算特別委員会決算処理一覧表 

認 定 番 号 決 算 名   議 決 の 結 果

令 和 ５ 年   
全 会 一 致

 

第 ４ 回 議 会   令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 一 般 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て  

認 定 第 １ 号
可 　 　 決

令 和 ５ 年      

第 ４ 回 議 会   
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に

       〃
認 定 第 ２ 号

 つ い て
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認 定 番 号 決 算 名   議 決 の 結 果

令 和 ５ 年   
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 小 規 模 企 業 者 等 設 備 導 入 資 金 特 別 会

  

第 ４ 回 議 会  
 計 算 認 定  に つ い て

全 会 一 致
 

認 定 第 ３ 号
可 　 　 決

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 小 企 業 振 興 資 金 特 別 会 計 決 算 の 認

  

第 ４ 回 議 会  
 定 に つ い て

〃
認 定 第 ４ 号

令 和 ５ 年                   

第 ４ 回 議 会   
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 下 地 島 空 港 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ

 〃  

認 定 第 ５ 号
 い て

              

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 決 算

  

第 ４ 回 議 会  
 の 認 定 に つ い て

       〃
認 定 第 ６ 号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 所 有 者 不 明 土 地 管 理 特 別 会 計 決 算 の

  

第 ４ 回 議 会  
 認 定 に つ い て

〃  

認 定 第 ７ 号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計 決 算 の 認

  

第 ４ 回 議 会  
 定 に つ い て

〃  

認 定 第 ８ 号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 央 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認

  

第 ４ 回 議 会  
 定 に つ い て

 〃  

認 定 第 ９ 号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 特 別 会 計 決

  

第 ４ 回 議 会  
 算 の 認 定 に つ い て

       〃  

認 定 第 10号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ） 臨 海 部 土 地 造

     

第 ４ 回 議 会  
 成 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て

 〃  

認 定 第 11号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 宜 野 湾 港 整 備 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認

      

第 ４ 回 議 会  
 定 に つ い て

 〃  

認 定 第 12号      　

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 国 際 物 流 拠 点 産 業 集 積 地 域 那 覇 地 区

              

第 ４ 回 議 会  
 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て

 〃  

認 定 第 13号              

令 和 ５ 年  
 
  

第 ４ 回 議 会   
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 産 業 振 興 基 金 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に

 〃  

認 定 第 14号
 つ い て

             

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ） 整 備 事 業 特 別

    

第 ４ 回 議 会  
 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て

〃  

認 定 第 15号

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 城 湾 港 マ リ ン ・ タ ウ ン 特 別 会 計 決

    

第 ４ 回 議 会  
 算 の 認 定 に つ い て

〃  

認 定 第 16号      　

令 和 ５ 年       

第 ４ 回 議 会   
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 駐 車 場 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ

 〃  

認 定 第 17号
 い て

令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 泡 瀬 地 区 ） 臨 海 部 土 地 造

  

第 ４ 回 議 会  
 成 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ い て

 〃  

認 定 第 18号
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認 定 番 号 決 算 名   議 決 の 結 果

  令 和 ５ 年  
 
             

第 ４ 回 議 会  
 
令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 公 債 管 理 特 別 会 計 決 算 の 認 定 に つ い

 
全 会 一 致

 

認 定 第 19号
 て 可 　 　 決

  令 和 ５ 年  
 令 和 ４ 年 度 沖 縄 県 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 決 算 の 認

  

第 ４ 回 議 会  
 定 に つ い て

〃
認 定 第 20号
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沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する。 

 

　　委　員　長　　國　仲　昌　二 
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令 和 ５ 年 第 ４ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

○総務企画委員会 

 

別紙１（総務企画委員会） 

 

総 括 質 疑 

 

 

１　辺野古関連訴訟の経緯と今後の基地問題に対す

 る姿勢について（知事）

 　　【速報版】１月11日　Ｐ14～15

 （総括質疑の内容）

　　辺野古関連訴訟でこれまで約２億4000万円を支

出しており、最高裁で判決が出たにもかかわらず、

辺野古に代替施設を造らせないため、県はさらに

裁判を提起している。政治的な判断で解決を図る

のであれば血税を使って裁判闘争を繰り返すべき

ではない。これまでの辺野古関連訴訟の経緯と今

後の基地問題に対する姿勢について知事に聞きた

 い。

 

２　ワシントン駐在の在り方、今後の方向性、今年

のアメリカ大統領選挙を踏まえて共和党、民主党

に対してどのような働きかけをするのかについて

 （知事）

 　　【速報版】１月11日　Ｐ17～18

 （総括質疑の内容）

　　ワシントン駐在へ年間約１億円の予算を投じて

いるが、沖縄の基地問題は何ら前進していない。

ワシントン駐在の在り方、今後の方向性、今年の

アメリカ大統領選挙を踏まえて共和党、民主党に

対してどのような働きかけをするのかについて知

 事に聞きたい。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                                                   

各常任委員長からの決算調査報告書
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○経済労働委員会 

 

○文教厚生委員会 

○土木環境委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                                                   


